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平成２８年東御市議会第２回定例会議事日程（第１号） 

 

平成２８年６月３日（金） 午前９時 開議  

第 １ 会議録署名議員の指名 

第 ２ 会期の決定 

第 ３ 諸般の報告  報告第２号 平成２７年度繰越明細許について 

第 ４ 市長招集あいさつ並びに所信表明演説 

第 ５ 議案第４９号 平成２８年度東御市地域改善地区住宅改修資金等貸付事業特別会計補正予

算（第１号）の専決処分の承認を求めることについて 

第 ６ 議案第５０号 平成２８年度東御市一般会計補正予算（第２号） 

第 ７ 議案第５１号 東御市工場立地法準則条例 

第 ８ 議案第５２号 東御市特別職の職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

第 ９ 議案第５３号 東御市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例 

第１０ 請願・陳情の報告 
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出 席 議 員 （１９名） 

       １番  窪 田 俊 介          ２番  佐 藤 千 枝 

３番  横 山 好 範          ５番  蓮 見 喜 昭 

       ６番  山 崎 康 一          ７番  若 林 幹 雄 

       ８番  阿 部 貴代枝          ９番  平 林 千 秋 

      １０番  依 田 俊 良         １１番  長 越 修 一 

      １２番  井 出 進 一         １３番  青 木 周 次 

      １４番  三 縄 雅 枝         １５番  町 田 千 秋 

      １６番  依 田 政 雄         １７番  栁 澤 旨 賢 

      １８番  堀   高 明         １９番  清 水 新 一 

      ２０番  櫻 井 寿 彦 

欠 席 議 員 （なし） 

                          

地方自治法第１２１条の規定により説明のために出席した者の職氏名 

市 長 花 岡 利 夫  副 市 長 田 丸 基 廣 

教 育 長 牛 山 廣 司  総 務 部 長 掛 川 卓 男 

市 民 生 活 部 長 土 屋 一 夫  健 康 福 祉 部 長 山 口 正 彦 

産 業 経 済 部 長 北 沢  達  都 市 整 備 部 長 寺 島  尊 

病 院 事 務 長 武 舎 和 博  教 育 次 長 清 水 敏 道 

総 務 課 長 横 関 政 史  企 画 財 政 課 長 岩 下 正 浩 

生 活 環 境 課 長 塚 田  篤  子 育 て 支 援 課 長 坂 口 光 枝 

福 祉 課 長 柳 澤 利 幸  農 林 課 長 金 井  泉 

建 設 課 長 土 屋 親 功  教 育 課 長 小 林 哲 三 

 

議会事務局出席者 

議 会 事 務 局 長 堀 内 和 子  議 会 事 務 局 次 長 野 村 伸 弥 

書 記 正 村 宣 広    
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――――――――――――――――――――――――――――― 

◎開会の宣告 

○議長（櫻井寿彦君） おはようございます。 

 開会に先立ちまして、市長及び副市長から発言を求められていますので、これを許可します。 

 市長。 

○市長（花岡利夫君） おはようございます。 

 議会の出席要請に基づく執行機関側の説明のため出席する説明員につきまして、紹介をさせてい

ただきます。 

 ５月16日に開催いたしました先の臨時議会における選任案件に当たり、議会のご同意をいただき、

５月19日に再任いたしました副市長の田丸基廣でございます。よろしくお願いします。 

○副市長（田丸基廣君） よろしくお願いいたします。 

○議長（櫻井寿彦君） 副市長。 

○副市長（田丸基廣君） おはようございます。開会前の貴重な時間をちょうだいいたしまして、

あいさつの機会を与えていただき、誠にありがとうございます。 

 前期４年間につきましては、ひとかたならぬお世話になり、微力ではございましたが、その任を

務めることができましたこと、ひとえに議員各位のご指導のたまものと感謝申し上げる次第でござ

います。 

 ただいま花岡市長より紹介いただきましたように、去る５月19日付で副市長に再任されました。

もとよりその器ではございませんが、職員としての時代からの経験を十分に生かさせていただき、

花岡市政を支えてまいる覚悟でございます。 

 今、まさに地方創生、東御市の生き残りをかけた戦略が動き出したところでございます。人口減

少の克服と活力ある地域社会の実現のためのひと・まち・しごと創生総合戦略計画も余すところ４

年でございまして、今期の業務を進める上で重要な基本施策と認識をいたしております。就任以来、

持続可能な美しいふるさとづくりをまちづくりの原点と捉え、自身のまちづくりへの思いを具現化

するために日々努力を惜しまない花岡市長を支え、東御市民のために粉骨砕身努めてまいる所存で

ございます。どうか議員各位におかれましては、格別なるご指導、ご鞭撻賜りますようお願い申し

上げ、就任のあいさつとさせていただきます。よろしくお願いをいたします。 

○議長（櫻井寿彦君） ただいまから平成28年東御市議会第２回定例会を開会します。 

 これから本日の会議を開きます。 

 （午前 ９時００分） 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎議事日程の報告 

○議長（櫻井寿彦君） 本日の議事日程は、お手元に配付のとおりです。 

――――――――――――――――――――――――――――― 
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◎日程第 １ 会議録署名議員の指名 

○議長（櫻井寿彦君） 日程第１ 会議録署名議員の指名を行います。 

 会議録署名議員は、会議規則第81条の規定により、横山好範君及び蓮見喜昭君を指名します。 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第 ２ 会期の決定 

○議長（櫻井寿彦君） 日程第２ 会期の決定を議題とします。 

 お諮りします。本定例会の会期は、本日から６月29日までの27日間にしたいと思います。これに

ご異議ありませんか。 

（「異議なし」と言う人あり） 

○議長（櫻井寿彦君） 異議なしと認めます。 

 会期は、本日から６月29日までの27日間に決定しました。 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第 ３ 諸般の報告  

○議長（櫻井寿彦君） 日程第３ 諸般の報告をいたします。 

 監査委員から平成28年２月、３月、４月及び５月実施分の例月出納検査結果報告書が提出され、

その写しをお手元に配付しておきましたので、ご了承願います。 

 次に、地方自治法第180条第１項の規定による議会の権限に属する軽易な事項で、その決議によ

り特に指定された市長専決処分事項報告書が提出され、その写しをお手元に配付しておきましたの

で、ご了承願います。 

 次に、報告第２号 平成27年度繰越明許費について報告を求めます。 

 総務部長。 

○総務部長（掛川卓男君） おはようございます。 

 報告第２号 平成27年度繰越明許費につきまして、報告を申し上げます。議案書の１ページをお

願いいたします。 

 報告第２号。平成27年度繰越明許費について。 

 平成27年度東御市一般会計予算について、別紙のとおり繰越明許したので、地方自治法施行令第

146条第２項の規定により、報告するものでございます。 

 この施行令の規定では、地方公共団体の長は繰越明許費に係る歳出予算の経費を翌年度に繰り越

ししたときは、翌年度の５月31日までに繰越計算書を調整し、次の議会に報告しなければならない

旨の規定となっております。 

 ２ページをお願いいたします。 

 平成27年度東御市繰越明許費繰越計算書でございます。一般会計補正予算（第10号）分でござい

ますが、款２総務費項１総務管理費の地方公共団体情報セキュリティ対策事業につきましては、情

報セキュリティ強化を図るためのシステム構築を行う事業でございまして、システム仕様の作成に
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不測の日数を要したため1,790万円を繰り越ししたもので、事業完了は平成29年３月31日を予定し

ております。 

 項４選挙費、選挙人名簿システム改修委託につきましては、選挙人名簿登録制度見直しに伴うシ

ステム改修委託でございまして、改修に伴う他業務との調整に不測の日数を要したため10万8,000

円を繰り越ししたもので、この事業は事業完了しております。 

 款３民生費項１社会福祉費の年金生活者等支援臨時福祉給付金給付事業につきましては、所得の

少ない高齢者に対して１人３万円を支給する事業でございますが、関係機関との協議に不測の日数

を要したため１億972万円を繰り越したもので、事業完了は平成28年12月31日を予定しております。

次に地域密着型サービス等整備事業補助金につきましては、小規模多機能型の居宅介護事業所を整

備する補助金でございまして、関係機関との協議に不測の日数を要したため3,200万円を繰り越し

したもので、事業完了は８月19日を予定しております。 

 項２児童福祉費、子ども・子育て支援システム改修委託につきましては、法改正に伴うシステム

変更の仕様の作成に不測の日数を要したため委託料74万6,000円を繰り越ししたもので、事業完了

は６月30日を予定しております。 

 款４衛生費項２清掃費、生ごみリサイクル施設建設工事につきましては、平成28年度交付予定の

国の交付金が27年度に前倒し交付されたため工事請負費１億7,723万円を繰り越ししたもので、事

業完了は平成29年３月31日を予定しております。 

 款５農林水産業費項１農業費の荒廃農地復旧対策事業補助金につきましては、立木等の撤去作業

に不測の日数を要したため611万8,000円を繰り越ししたもので、事業完了は11月30日を予定してお

ります。６次産業化推進事業につきましては、ワインのブランド化推進のための事業でございます

が、関係者との協議に不測の日数を要したため800万円を繰り越ししたもので、事業完了は平成29

年３月31日を予定しております。次に祢津御堂地区関連事業につきましては、測量、用地取得など

について県営事業との調整に不測の日数を要したため826万6,000円を繰り越ししたもので、事業完

了は10月21日を予定しております。 

 款６商工費項１商工費商工業振興助成事業につきましては、条例に基づく事業所建築に係る補助

金でございますが、関係者との協議に不測の日数を要したため459万円を繰り越ししたもので、事

業完了は６月30日を予定しております。ＤＭＯ構築による山岳高原観光推進事業につきましては、

観光マーケティング調査、分析等に要する委託料について、仕様書作成に不測の日数を要したため

1,010万円を繰り越ししもので、事業完了は平成29年３月31日を予定しております。 

 款７土木費項２道路橋りょう費、市単独道路改良工事につきましては、県・東深井線測量概略設

計委託料でございまして、関係者との協議に不測の日数を要したため410万4,000円を繰り越したも

ので、事業完了は６月30日を予定しております。 

 次に項５住宅費日向が丘団地第２期建設工事につきましては、工事に当たり関係者との協議に不

測の日数を要したため１億4,046万円を繰り越ししたもので、５月31日に事業完了をしております。 
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 合計欄をご覧いただきたいと思いますが、翌年度への繰越額の合計額は５億1,934万2,000円でご

ざいまして、財源内訳につきましては右の欄をご覧いただきたいと思います。 

 以上報告第２号につきまして、ご報告を申し上げました。 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第 ４ 市長招集あいさつ並びに所信表明演説 

○議長（櫻井寿彦君） 日程第４ 市長招集あいさつ並びに所信表明演説を願います。 

 市長。 

○市長（花岡利夫君） おはようございます。招集ごあいさつ申し上げます。 

 野山の緑が色濃く装い始め、水田を吹き抜ける風に夏の到来を感じさせる季節となってまいりま

した。 

 本日ここに、平成28年東御市議会第２回定例会を招集申し上げましたところ、議員各位におかれ

ましては何かとご多用の中、ご出席を賜り深く感謝申し上げます。 

 先般、５月16日に行われました第１回臨時会におきましては、今後の市政運営を進めるに当たっ

て私を補佐する副市長をはじめ、任期満了に伴う各執行期間の委員の選任及び任命に当たり、議員

の皆様方には全会一致でご同意をいただき、誠にありがとうございました。この場をおかりして改

めて厚く御礼を申し上げます。 

 平成28年熊本地震におきましては、４月14日の地震発生時から震度１以上の地震が既に1,600回

を超え、いまだに続いている状況であります。また政府の地震調査委員会では、今後も最低１カ月

程度は熊本・阿蘇地方で最大震度６弱程度の余震が発生するおそれがあるとの発表がされておりま

す。今なお続く余震におびえながら、厳しい暮らしを余儀なくされている多くの避難者の皆様の一

日も早い生活再建を願うとともに、改めて被害に遭われた方々に心からお見舞いを申し上げます。 

 一方で、内閣府が発表した今年１月期から３月期の国内総生産ＧＤＰ速報値は、２四半期ぶりの

プラス成長となりましたが、個人消費が伸び悩んでいることから、経済情勢はなお不透明な状況に

あります。市といたしましては、今後も国の動向を注視しながら、行財政運営を進めてまいりたい

と考えております。 

 さて、４月10日の市長選挙に際しましては、市民の皆様をはじめ多くの方々から温かいご信任を

いただき、三たび東御市のかじ取り役を担わさせていただくことになり、大変光栄に存じます。加

えて、その職責の重さを改めて感じるとともに、市民の皆様の大きな期待と信頼に応えられるよう

皆様の声に真摯に耳を傾けながら、初心を忘れず、おごることなく、公約実現に向けて全力を注い

でいく所存でございます。市民の皆様並びに議員各位におかれましては、引き続きご支援、ご鞭撻

を賜りますようお願い申し上げます。 

 ３期目の市政を担うに当たりまして、私の所信と施策の基本的な考え方を述べさせていただきま

す。 

 私はこれまでの８年間、市政運営の基本方針として、互いに支え合うまち、お産ができて子育て



― 7 ― 

しやすいまち、魅力あふれるまち、移住者をいざなうまち、“Ｔ・Ｏ・Ｍ・Ｉ”を掲げ、その実現

に向けた様々な施策の展開を図るとともに、東御市の将来を見据えた施策の種をまき、育ててまい

りました。今後４年間はこれらの施策を形にしていくと同時に、東御市の良さを生かし、持続可能

な美しいふるさとづくりを進めてまいります。 

 その実現に向けた主要な施策について申し上げます。 

 まず、財政についてでございますが、国・地方の財政状況が厳しい状況にある中で、少子高齢化、

人口減少、市民ニーズの多様化への対応は複雑化しており、限られた人材と予算とを有効に活用す

るためには、計画的で効率的な行財政運営が必要であります。市税の適正な課税と徴収、受益者負

担の適正化を図るとともに、市民にわかりやすい財政状況の公表を積極的に進めるなど、税金を大

切に使い、説明責任を果たし、市民益を第一義に、持続可能な財政運営を進めてまいります。 

 また、今後の財政運営において、過去に建設された公共施設の老朽化対策が課題となっています。

人口減少等により今後の公共施設等の利用需要が変化していくことを踏まえ、公共施設の全体像を

把握し、長期的な視点と協働のまちづくりの観点から、更新・統廃合・長寿命化などを計画的に行

うことにより、財政負担の軽減・平準化を図るべく、今年度末を目標に公共施設等総合管理計画の

策定に取り組んでまいります。 

 特に市内５小学校については、施設の状況を調査した上で、改修や長寿命化を含めた老朽化対策、

またトイレの改修等を計画的に進めることとし、その財政基盤づくりに着手いたします。 

 次に、子育て支援の一環として第３子以降の保育料無料化の拡充に取り組み、多子世帯の保育料

を軽減して、「子育てしやすいまち」の環境整備を進めます。 

 小・中学校の給食に関しまして、現在、市内の小・中学校では自校給食を実施しているところで

あります。自校給食の最大の利点は、子どもたちの反応や笑顔を見ながら家庭的な雰囲気で給食を

提供できることであります。更にアレルギー食対応や食中毒対策としてきめ細やかで安心・安全な

給食の提供ができ、また地産地消を取り入れた学校給食は、地元の農産物を知り、生産者の顔が見

える機会となっております。今後においても、自校給食により心のこもった、また安心・安全な給

食を提供するとともに、食育を進めてまいります。 

 そして給食施設の整備及び調理にかかる人件費は行政負担、また給食の原材料費は個人負担の原

則をご理解いただけるよう努力してまいります。 

 次に、地域で暮らせることを第一にした「互いに支え合う仕組みづくり」の推進でございます。

互いに支え合う地域福祉を推進するために、災害時に要援護者が無事に避難できるよう支援者を把

握し、地図等を活用した避難支援情報を共有するための支え合い台帳・マップの作成を推進します。

更にこの台帳等の作成過程を通じて、災害時に限らず地域住民相互の支え合いの仕組みづくりを醸

成します。また高齢化社会に対応するため地域包括ケアシステムの構築を目指して事業を展開して

いるところであり、介護保険制度においても平成29年４月から地域の支え合い体制づくりを推進し、

効果的で効率的な支援を目指す「新しい総合事業」への移行を予定しているところでございます。
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「地域包括ケアシステム」においては、高齢者のこれまでの人生を尊重し、これからの人生にも寄

り添うシステムの構築に向けた取り組みを進めてまいります。 

 次に、市民の健康増進につきましては、「第２次東御市健康づくり計画」に基づき、健康づくり

県民運動「信州エースプロジェクト」とも連動しながら推進してまいります。その中でも食べるこ

とは運動とともに心と体の健康を保つ源であります。地元の食材を生かしたおいしい食事、地域の

食文化を守り伝える食事、栄養バランスと適度な塩分、適量の野菜摂取を心がける健康な食事、そ

して家族や仲間とともに食べる楽しい食事、こうした食の大切さと体を動かす楽しさを市民の皆様

と共有しつつ、生涯を通じた健康づくりを推進し、健康寿命の延伸を図って、「健康長寿・日本

一」を目指します。 

 市民病院におきましては、新たに内科、外科、産婦人科を担当する３名の常勤医師が加わり、診

療体制の更なる充実が図られたことから、これまで以上にきめ細やかな医療をスムーズに提供して

いくとともに、地域の医療関係機関と協力し、保健、福祉、介護との連携を更に深めながら、市民

にとって身近な市民病院にしてまいります。 

 次に、生涯学習の拠点として講義室の新設等により機能の充実を図った中央公民館を最大限に活

用し、地区公民館とも連携をとりながら、各種講座や学級の開催など、「地域づくりはひとづく

り」をモットーとした学びの場の提供を図ってまいります。 

 また文書館につきましては、北御牧庁舎３階を活用した整備に向けて、今年度は建物改修の設計

に着手してまいります。歴史資料や古文書を適切に保管・収集・整理し、資料を通じてこの地域の

歴史を掘り下げることができる役割が果たせる機能を有した文書館として、平成30年度の開館を目

指します。 

 次に、小学校区単位の地域づくりにあたっては、平成27年度において全５地区で地域ビジョンの

策定に取り組んでいただき、策定時の意見交換には地域住民に加えて市職員も参加するなど、協働

の大きな一歩が踏み出せたと考えております。今後の地域ビジョンの実現にあたっても、地域づく

り組織が取り組む活動に対して必要な支援をしてまいります。 

 なお、地域づくり組織が未組織の田中・和地区においても、地域ビジョン推進体制の検討が始

まっておりますので、その組織化に向けた支援を継続してまいります。 

 次に、市内の農業におけるＴＰＰ、環太平洋パートナーシップの影響への対応につきましては、

これまで先人が培ってきた経験と技術を現在にふさわしい姿で生かしながら、優良農地の保全と荒

廃地の再生利用対策など、従来からの施策を着実に実施するとともに、農地の利用集積や集団化に

よって農地利用の効率化と生産性の向上を図ることを基本に据えて、ＴＰＰに負けない足腰の強い

産地づくりに取り組んでまいります。 

 また、持続可能な農業を目指し、ブドウ、クルミ、八重原米、白土ばれいしょといった市を代表

する農産物を活用して、全国に向けて東御のおいしさを効果的にプロモーションすることにより、

販売拡大と農業の経営強化の支援に努めてまいります。 
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 こうした取り組みに加えて、新たなワインの産地としての振興を図るとともに、千曲川ワインバ

レー特区においては、構成市町村が連携を深める中でワインを核として、その他の地域資源も取り

込んだ形の、違った側面からの連携も模索しつつ、特区としての特色を最大限活用し、千曲川ワイ

ンバレーの充実に努めてまいります。 

 今回の伊勢志摩サミットにおきまして、ヴィラデストワイナリーの2014年産白ワイン「ヴィニュ

ロンズ リザーブ シャルドネ」が、また、上田市丸子産のブドウを使った赤ワイン「マリコヴィ

ンヤード オムニス」が提供され、一躍有名にしてくれたことは喜ばしい限りでございます。 

 特産のシナノクルミに関しましては、重要病害虫に指定された「くるみ黒斑細菌病」の防除とい

う新たな課題を着実に乗り越える中で、ピンチをチャンスにかえて日本一のクルミ産地の地位を守

り、より強靱な産地形成が図られるよう「くるみの郷づくり」に取り組んでまいります。 

 なお、適地を維持継続していくため、苗木につきましては、国、県のご指導をいただきながら、

早期に配付できるよう努めてまいります。 

 環境につきましては、「第２次東御市一般廃棄物処理基本計画」に沿った３Ｒ（リデュース、リ

ユース、リサイクル）の推進により、ごみの減量化・資源化を図り、「自然との調和を目指す循環

型都市とうみ」の実現を目指して、生ごみリサイクル施設の建設工事に着手します。 

 また、再生可能エネルギー自給率を高めるとともに、地球温暖化防止対策の観点から、「第２次

環境基本計画」や「地球温暖化対策地域推進計画」に沿って、小水力発電、太陽光発電など再生可

能エネルギーの利用を推進・支援し、「低炭素で持続可能なまちづくり」を進めてまいります。 

 観光振興につきましては、湯の丸高原、海野宿、芸術むら公園を代表とする市の三大観光地のレ

ベルアップを目指して、個々が持つ特色に加え、地域の産業、歴史や文化、伝統、景観といった地

域資源を観光資源として活用した個性あふれる魅力ある観光地づくりに取り組みながら、観光振興

に努めてまいります。 

 特に湯の丸高原の観光振興にあたっては、湯の丸高原施設整備基本構想に基づき、自然環境とス

ポーツ環境の一体となった整備に取り組んでまいります。具体的には、トップアスリートのための

高地トレーニング用プール施設の建設誘致のほか、各種競技のトレーニングや健康づくりに活用で

きる体育施設、体育館、ジョギングコースの施設整備を行い、アジアを代表する高地トレーニング

エリアを形成してまいります。これにより湯の丸高原の知名度の向上はもとより、スポーツ合宿に

よる観光産業の振興と、更には地域の活性化に資するものですので、東御市まち・ひと・しごと創

生総合戦略の一環として、その実現に向け着実に取り組んでまいります。 

 なお本構想において、中心的な役割を担う高地トレーニング用プール施設につきましては、水泳

競技の国際競技力の強化と次世代の選手育成のために国内に必要不可欠な施設であると考えており

ます。つきましては、日本水泳連盟を主体とした施設整備推進委員会の一員として、長期展望に

たって湯の丸高原への施設の建設を強く国に要望してまいります。 

 商工業の振興につきましては、市で応募していた厚生労働省の委託事業であります「実践型地域
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雇用創造事業」の平成28年度第１次分に、全国12地域の１つとして採択されたことから、本事業を

活用して農商工分野での一層の産業振興を図ることにより、地域の実情に合った形での創意工夫を

生かした新たな産業の創出と、効果的な雇用の拡大につなげてまいります。 

 安心して暮らしやすいまちづくりを推進するため、各計画に基づく道路及び橋梁の点検・修繕、

市営住宅団地の改築、個人住宅の耐震化を進めます。また、国道18号バイパスや主要県道等幹線道

路の整備、河川改修の促進を関係機関とともに進めます。 

 空き家対策につきまして、空き家を所有されている方へ空き家バンク登録の意向調査を実施し、

空き家の有効活用を推進してまいります。 

 次に、一人ひとりの人権が尊重される社会、また、核兵器廃絶と恒久平和、戦争のない社会は、

人類共通の願いであります。平和を大切にする気持ちを醸成しながら、市民とともに「人権平和都

市宣言」に向けた礎を築き上げる行動を進めてまいります。 

 人権が尊重されるまちづくりの推進に関しましては、昨年度見直しを行った「東御市人権施策基

本方針・基本計画」に基づき、人権尊重のまちづくりに関する施策を積極的に推進するとともに、

市行政のあらゆる分野において人権に配慮し、人権尊重の環境づくり並びに人権意識の醸成及び高

揚に努めてまいります。 

 また、男女共同参画の推進に関しましては、労働現場において女性の力が十分に発揮できている

とはいえない状況を鑑み、昨年制定された女性活躍推進法に基づき、女性の個性と能力が十分に発

揮できる社会を実現するため、市としての責務を全うしていきます。 

 次に、市民の憩いの場である東御中央公園における親水公園の整備改修とともに、市民プールに

つきましては、漏水や設備の不具合により休止している流水プールの存続を望む多くの市民の声に

お応えすべく、整備を進めてまいりたいと考えております。 

 移住者をいざなうには、まずは市の認知度を高めるための魅力の発信と、住みやすさの情報発信

が不可欠です。本市は、豊かな自然や歴史文化、魅力ある様々な地域資源に恵まれています。また

日照時間の長さ、準高原的な気候、比較的災害が少ない地域であることも、住みやすい本市の魅力

であります。 

 東御市に来て、見て、知っていただくため、これら本市のアピールポイントを情報発信するため

に、ＩＣＴ、情報通信技術を活用して積極的なシティプロモーションに取り組みます。 

 更には移住希望者が定住につながるよう移住体験ツアーや、定住アドバイザー、また移住支援団

体との協働による移住相談会を開催するなど、安心していただくためのサポート体制を整備してま

いります。 

 次に、本定例会に提案いたします案件は、報告案件１件、専決処分の承認案件１件、補正予算案

件１件、条例の制定及び一部改正案件３件の合わせて６件でございます。 

 報告第２号 平成27年度繰越明許費につきましては、一般会計において27年度に予算化されてい

た事業の28年度への繰り越しを地方自治法施行令の規定に基づき、議会に報告するものであります。 
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 事業名及び金額等の概要につきましては、既に前段の諸般の報告において担当の部長から説明を

申し上げたとおりでございます。 

 次に、議案第49号 平成28年度地域改善地区住宅改修資金等貸付事業特別会計補正予算（第１

号）につきましては、前年度歳入不足に係る繰上充用に係る専決処分をいたしましたので、このご

承認をお願いするものでございます。 

 次に、議案第50号 平成28年度一般会計補正予算（第２号）でございますが、市長選を控えた当

初予算編成においては義務的経費を中心とした骨格予算としたため、６月補正において、新規の施

策のほか、市長選において私が公約に掲げたもののうち着手可能な事業を予算計上し、歳入歳出に

２億150万3,000円を追加して、総額を148億4,467万7,000円といたすものでございます。 

 その主なものとして、観光地へのＷｉ－Ｆｉ整備事業費、実践型地域雇用創造事業貸付金並びに

補助金、市内小学校の施設整備計画策定業務委託料、市民プール改修に係る調査業務委託料、がん

教育、がん哲学の推進に要する費用等の増額補正をお願いするもので、国庫支出金、基金繰入金な

どを財源として充当するものでございます。 

 続きまして、条例関係の議案につきましてご説明申し上げます。 

議案第51号 東御市工場立地法準則条例につきましては、工場用地の有効活用を促進するため、工

場立地法の規定に基づき、市独自に工場用地の緑地面積等の割合を定める条例を新設するものでご

ざいます。 

 次に、議案第52号 東御市特別職の職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例につきま

しては、市長、副市長及び教育長の今任期に係る退職手当を２割減額するための一部改正を行うも

のであります。 

 次に、議案第53号 東御市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例につきましては、国の規準改正に伴う一部改正であります。 

 詳細につきましては、それぞれ担当の部長から説明を申し上げますので、よろしくお願い申し上

げます。 

 本定例会に提案いたします議案の概要は、以上のとおりでございます。いずれも重要な案件でご

ざいますので、よろしくご審議をいただき、ご承認及びご決定を賜りますようお願い申し上げます。 

 ３期目の市政運営にあたり、私の所信の一端と、今定例会に提案いたします議案の概要を申し上

げました。 

 日本創生会議による「地方消滅」論が世に広まり、地方創生に向けて自治体の生き残りをかけた

取り組みが始まっております。私は、地方創生とは、地域における自慢の宝を再発見・再認識し、

それらを最大限に生かす取り組みであると考えております。本市は、ほとんどの地形が南向き斜面

で、日照時間が長く、年間を通じて降水量が少ない。標高差1,500メートルの中に、湯の丸高原や

海野宿、芸術むら公園など点在する観光資源がある。ブドウ、米、クルミなどの農産物特産品に加

え、ワインの適地として注目度が高い。上信越自動車道東部湯の丸インターを有し、首都圏からの
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アクセスが良いなど、他の自治体にはない良さがあります。 

 そのことが、昨年６月に東洋経済新報社から発表された「住みよさランキング2015」全国第52位、

県内19市中の最高評価につながり、また今年１月に「日経ビジネス」で報じられた「若者の住みよ

さランキング」県内自治体第３位にあらわれていると感じております。 

 本市の地域資源・観光資源を再認識するとともに、その魅力を全国に発信していくことが大きな

推進力となり、ひいては本市を観光で訪れていただく交流人口の拡大や、移住者に結びつくものと

確信しております。 

 物事を成功に導くには、「鳥の目」、「虫の目」、「魚の目」の３つの目が必要だと言われてお

ります。「鳥の目」とは、鳥のように高いところから広い視野で全体像を捉えることであります。

「虫の目」とは、現場で起きている課題を把握し、要因分析することであります。「魚の目」とは、

時代の流れを見極めることでございます。 

 この３つの視点を念頭に置き、魅力ある地域を実現することで、巣立っていく子どもたちに「世

界一住みやすいふるさとに帰っておいで」と言える市となるよう、誠心誠意努力してまいります。 

 市民の皆様並びに議員各位には、今後とも格別なご支援とご協力を賜りますよう心からお願い申

し上げ、本定例会に当たっての招集あいさつ及び所信表明とさせていただきます。 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第 ５ 議案第４９号 平成２８年度東御市地域改善地区住宅改修資金等貸付事

業特別会計補正予算（第１号）の専決処分の承認を求

めることについて 

（上程、説明、質疑、討論、採決） 

○議長（櫻井寿彦君） 日程第５ 議案第49号 平成28年度東御市地域改善地区住宅改修資金等貸

付事業特別会計補正予算（第１号）の専決処分の承認を求めることについてを議題とします。本案

に対する提案理由の説明を求めます。 

 市民生活部長。 

○市民生活部長（土屋一夫君） おはようございます。ただいま上程となりました議案第49号につ

きましてご説明いたします。 

 平成28年度補正予算書をお開きください。補正予算書の１ページでございます。 

 議案第49号 平成28年度東御市地域改善地区住宅改修資金等貸付事業特別会計補正予算（第１

号）の専決処分の承認を求めることについて。 

 地方自治法第179条第１項の規定により、平成28年５月23日別紙のとおり専決処分したので、同

条第３項の規定により、これを報告し、承認を求めるものでございます。 

 ３ページをご覧ください。 

 専第６号 平成28年度東御市の地域改善地区住宅改修資金等貸付事業特別会計補正予算（第１

号）は、次に定めるところによる。 
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 歳入歳出予算の補正。 

 第１条、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ587万3,000円を追加し、歳入歳出予算の総額を

歳入歳出それぞれ711万5,000円とする。 

 第２項歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の

金額は、第１表歳入歳出予算補正によるというものでございます。 

 補正理由は、住宅新築資金等貸付金の元利収入に不足を生じたことにより、平成27年度の歳入歳

出決算における不足分を平成28年度予算から流用したことに伴うものでございます。 

 ４ページから７ページまでは説明を省略させていただきまして、８ページをお開きください。歳

入です。 

 款３諸収入項１貸付金元利収入目１住宅新築資金等貸付金元利収入、補正額587万3,000円で、過

年度貸付金等元利償還金でございます。 

 めくっていただき、10ページをご覧ください。歳出です。 

 款３諸支出金項１前年度繰上充用金目１前年度繰上充用金、補正額587万3,000円で、前年度決算

において生じた歳入不足額のための繰上充用金の補正でございます。 

 以上、議案第49号につきまして提案理由をご説明いたしました。よろしくご審議の上、ご承認賜

りますようお願い申し上げます。 

○議長（櫻井寿彦君） これから議案第49号について質疑を行います。 

（「なし」と言う人あり） 

○議長（櫻井寿彦君） 質疑なしと認めます。 

 これから討論を行います。 

（「なし」と言う人あり） 

○議長（櫻井寿彦君） 討論なしと認めます。 

 これから議案第49号を採決します。 

 お諮りします。本案を原案のとおり承認することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と言う人あり） 

○議長（櫻井寿彦君） 異議なしと認めます。 

 議案第49号は原案のとおり承認することに決定しました。 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第 ６ 議案第５０号 平成２８年度東御市一般会計補正予算（第２号） 

（上程、説明） 

○議長（櫻井寿彦君） 日程第６ 議案第50号 平成28年度東御市一般会計補正予算（第２号）を

議題とします。本案に対する提案理由の説明を求めます。 

 総務部長。 

○総務部長（掛川卓男君） ただいま上程となりました議案第50号につきまして、提案説明を申し
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上げます。 

 お手元の平成28年度一般会計・特別会計補正予算書の13ページをお願いいたします。 

 議案第50号 平成28年度東御市一般会計補正予算（第２号）。 

 平成28年度東御市の一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによるものでございます。 

 第１条、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２億150万3,000円を追加し、歳入歳出予算の総

額を148億4,467万7,000円とするもので、第２項補正後の歳入歳出予算の金額は、第１表歳入歳出

予算補正によるものでございます。 

 第２条、地方債の変更につきましては、第２表地方債補正によるものでございます。 

 14、15ページをお願いいたします。第１表歳入歳出予算補正につきましては、ご覧のとおりでご

ざいます。 

 16ページをお願いいたします。第２表地方債補正につきましては、限度額の変更でございます。

公共事業等債につきまして、補正後の限度額を２億5,210万円とするもので、2,440万円の増額でご

ざいます。道路舗装等修繕事業の増額などによるものでございます。 

 17ページから19ページにつきましては、説明を省略させていただきます。 

 飛びますが、22ページをお願いいたします。初めに歳出からご説明を申し上げます。 

 款２総務費項１総務管理費目２文書広報費14万6,000円の増額は、市のホームページ維持管理に

要する委託料の増額でございまして、セキュリティ強化に係る費用でございます。目６企画費208

万9,000円の増額は、（２）協働のまちづくり事務諸経費でございまして、地域づくり支援員１名

増に伴う報酬等の増、及びコミュニティ活動の要する補助金の増でございます。目７諸費8,000円

の増額は、自治推進委員報酬の増でございまして、自治推進委員の月途中での交代に伴い、交代月

について新旧の自治推進委員への報酬の支払いが必要となることによるものでございます。目９情

報化推進費1,234万円の増額は、庁内ＬＡＮに係る情報セキュリティの強化に要する費用でござい

まして、マイナンバー制度に伴い国からの要請により従前にも増し、更にセキュリティ強化をする

ものでございます。 

 24ページをお願いいたします。 

 款３民生費項１社会福祉費目６福祉の森費410万円の増額は、総合福祉センターの電話設備更新

に要する工事請負費でございます。 

 項２児童福祉費目３児童館費16万5,000円の増額は、祢津児童館周辺の支障木伐採業務委託料で

ございます。目４子育て支援費168万6,000円の増額は、（５）の放課後児童クラブ事業費として登

録児童数の増加に伴う高学年の放課後児童クラブ開設及び運営に要する費用の増額補正、及び（1

1）で若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえるまちづくり事業費として、結婚支援活動組

織の設立準備会に要する費用の補正でございます。 

 項３人権同和対策費目１人権同和対策総務費９万1,000円の増額は、人権平和都市を考える懇話

会に要する費用でございまして、市民とともに都市宣言に向け取り組むものでございます。 
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 次に、款４衛生費項１保健衛生費目２予防費３万5,000円の増額は、26ページをお願いいたしま

す。（２）検診事業費で、胃内視鏡検診運営委員会準備会議に要する費用の補正でございまして、

市内の医療機関と協議する会議を持つものでございます。目６健康づくり推進費72万4,000円の増

額は、がん予防教育に要する費用の補正でございます。 

 款５農林水産業費項１農業費目３農業振興費492万3,000円の増額は、農産物の認証取得事業に要

する費用の増額及び経営体育成支援事業による農業機械等の購入に係る補助金の補正でございます。 

 28ページをお願いいたします。 

 款６商工費項１商工費目１商工総務費のうち、（５）市民夏祭り事業費77万6,000円の増額は、

東御市民まつりが雷電まつりへ名称変更したことに伴う看板作成などに要する補助金の補正でござ

います。（10）実践型地域雇用創造事業費2,700万円の増額は、実践型地域雇用創造事業に要する

補助金及び貸付金の補正でございます。 

 なお実践型地域雇用創造事業につきましては、東御市の魅力ある資源を活用し、新たな雇用を創

出する取り組みを行うもので、市内の関係団体などにより設立いたしました東御市雇用創造協議会

が国からの事業採択及び委託を受けて実施するものでございます。また、貸付金につきましては、

この協議会の運転資金に充てられまして、国からの委託料の入金後に市へ返還されるものでござい

ます。 

 目４観光費3,612万6,000円の増額は、市内の主要観光地等６カ所へのＷｉ－Ｆｉネットワーク、

いわゆる公衆無線ＬＡＮの整備に要する費用の補正で、これは国の補助金を活用して行うものでご

ざいます。目７温泉施設運営費289万5,000円の増額は、芸術むら公園管理運営費で明神館の浴室タ

イル修繕などの工事費の補正でございます。 

 款７土木費項１土木管理費目１土木総務費５万円の増額は、一般県道丸子北御牧東部線の改良促

進期成同盟会への補助金でございます。 

 項２道路橋りょう費目３道路新設改良費6,470万円の増額のうち（２）の社会資本整備総合交付

金事業は、県からの交付金内示に伴う補正でございまして、30ページをお願いいたします。（１）

橋梁長寿命化修繕計画1,500万円は、橋梁の点検及び修繕設計に要する委託料の増額補正でござい

ます。（３）道路舗装等修繕事業4,500万円は、市道の舗装及び付属物の修繕等に要する工事請負

費の増額補正でございます。次の（３）市単独道路改良事業費470万円は、道路改良に要する測量

設計業務委託料の補正でございます。 

 項５住宅費目２建築指導費85万6,000円の増額は、木造住宅の耐震診断委託料及び耐震補強補助

金の増額補正でございます。目３住宅対策費89万1,000円の増額は、空き家バンク事業に要する委

託料でございまして、空き家バンクのホームページのセキュリティ対策を行う費用でございます。 

 款９教育費項１教育総務費目２事務局費317万6,000円の増額は、32ページをお願いいたします。

（４）学校教育事務諸経費で、小・中学校を対象としたがん教育に係る費用の補正及び体力向上等

の特色ある学校づくりに要する補助金の増額補正でございます。（７）地域で子どもを育む事業費
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は、本年度から市内全小・中学校で一斉に開始する信州型コミュニティスクールの推進に要する交

付金の補正でございます。 

 項２小学校費目１学校管理費1,288万4,000円の増額のうち（３）小学校管理諸経費では、小学校

の図書購入費の増額補正でございます。（４）小学校修繕事業費では、市内小学校の施設整備計画

策定に要する費用の補正、及び施設修繕費の増額補正でございます。（６）滋野小学校諸経費は、

金管楽器の老朽化に伴う備品購入費の増額補正でございます。 

 項３中学校費目１学校管理費30万円の増額につきましては、34ページをお願いいたします。

（３）中学校管理諸経費で中学校の図書購入費の増額補正でございます。 

 項４社会教育費目２公民館費4,000円の増額は、集会施設譲渡に伴う建物災害共済分担金の返戻

金でございます。目３青少年教育事業費26万4,000円の増額のうち（１）青少年健全育成事務諸経

費は、ネットリテラシー学習会講師謝礼の増額補正、及び青少年健全育成審議会に要する費用の補

正でございます。（２）青少年健全育成事業費は、子ども夢基金からの助成金の交付決定に伴う財

源補正でございます。目７文化財費227万4,000円の増額は、東御市文書館整備事業費として市が所

有しています歴史的行政文書等の展示及び保管する施設の整備に向けての検討委員会賃金、施設設

計委託料などの費用の補正でございます。 

 36ページをお願いいたします。項５保健体育費目３体育施設費2,300万円の増額は、市民プール

施設改修に係る実施設計委託料の補正でございます。 

 以上が歳出でございます。 

 20ページに戻っていただきたいと思います。歳入について申し上げます。 

 款14国庫支出金項２国庫補助金目３土木費国庫補助金3,342万8,000円の増額は、社会資本整備総

合交付金事業の住宅建築物安全ストック形成事業、橋梁長寿命化修繕事業及び道路舗装等修繕事業

に対する交付金の増でございます。目６農林水産業費国庫補助金51万7,000円の増額は、販路拡大

等を目指したＧＡＰの普及推進事業補助金でございまして、農産物の認証取得事業に充当するもの

でございます。目７商工費国庫補助金1,670万2,000円の増額は、地域公共ネットワーク等強靱化事

業費補助金でございまして、Ｗｉ－Ｆｉの整備事業に充当するものでございます。 

 款15県支出金項２県補助金目３衛生費県補助金172万4,000円の増額は、元気づくり支援金事業補

助金で、健康マイレージ事業に充当するものでございます。目４農林水産業費県補助金427万3,000

円の増額は、経営体育成支援事業補助金でございます。目５土木費県補助金21万4,000円の増額は、

住宅・建築物耐震化促進事業補助金でございます。目６教育費県補助金150万1,000円の増額は、元

気づくり支援金事業補助金で、がん教育を推進する事業に充当するものでございます。 

 款18繰入金項１基金繰入金9,266万円の増額は、財政調整基金及び滋野財産区運営基金からの繰

入金で、このうち滋野財産区運営基金繰入金257万円は滋野小学校の金管楽器購入に充当するもの

でございます。 

 款20諸収入項２貸付金元利収入目３商工費貸付金元利収入2,500万円の増額は、実践型地域雇用
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創造事業貸付金の回収金でございまして、実践型地域雇用創造協議会への貸付金を本年度返還いた

だくものでございます。 

 項３雑入目２雑入108万4,000円の増額のうち、総務費雑入80万円につきましては、一般コミュニ

ティ助成金でございます。教育費雑入28万4,000円につきましては、子ども夢基金助成金28万円と、

島川原コミュニティセンターを４月１日に無償譲渡したことに伴う建物災害共済返戻金でございま

す。 

 款21市債目４土木債2,440万円の増額は、公共事業等債でございまして、社会資本整備総合交付

金事業の橋梁長寿命化修繕事業及び道路舗装等修繕事業に対する起債でございます。 

 歳入は以上でございます。 

 続きまして、39ページをお願いいたします。給与費明細書について申し上げます。 

 特別職でございますが、最下段の比較の欄で申し上げます。職員数及び報酬の増につきまして、

非常勤特別職の増によるものでございます。具体的には、地域づくり支援員１名増、及び自治推進

委員交代によるものでございます。 

 次に、40、41ページをお願いいたします。地方債に関する調書でございます。この表の最下段の

合計欄をご覧ください。前年度末現在高については、27年度の決算見込額になりますが、211億7,1

74万4,000円に対しまして、年度中の増減見込み及び年度中の元金償還見込額、並びに表の欄外に

記載がございますが、繰越明許費に係る地方債、これらを加算減算いたしまして、当該年度末現在

高見込額については、この表の一番右下にございますが、206億7,989万5,000円となる見込みでご

ざいます。 

 以上、議案第50号につきまして提案説明を申し上げました。よろしくご審議の上、ご決定賜りま

すようお願い申し上げます。 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第 ７ 議案第５１号 東御市工場立地法準則条例 

（上程、説明） 

○議長（櫻井寿彦君） 日程第７ 議案第51号 東御市工場立地法準則条例を議題とします。本案

に対する提案理由の説明を求めます。 

 産業経済部長。 

○産業経済部長（北沢 達君） ただいま上程となりました議案第51号につきまして、提案説明申

し上げます。 

 議案書の３ページをお願いいたします。 

 議案第51号 東御市工場立地法準則条例でございます。条例の概要につきましては、別冊の条例

案に関する資料で説明いたしますので、資料の１ページをご覧ください。 

 本条例は新設条例で、名称は東御市工場立地法準則条例でございます。 

 制定の理由は、市では現在、地方創生事業等により企業の事業拡大を支援しているところでござ



― 18 ― 

います。しかし工場を増設しようとした場合、既存敷地内では工場立地法の緑地面積等の割合の規

定により、拡張できないことがあります。また隣接市よりも割合が高いことから、企業誘致にも不

利な影響を及ぼすおそれもあります。 

 この緑地面積等の割合は、市の事情に合わせて条例で定めることが可能とされています。このた

め工場立地法第４条の２第２項の規定により、工場用地の緑地面積等について国が定める現行の基

準に代えて市独自の基準を定め、新規立地及び既存工場等の用地の有効活用を促進させ、市内商工

業の発展に資することを目的として条例を制定するものでございます。 

 制定の概要は、国が定める基準の範囲内において、環境、景観保全に配慮するとともに、隣接市

とも整合を図り、緑地及び環境施設面積の割合を対象区域を限定し、都市計画法における用途地域

等に応じて緩和するものであります。 

 制定前は市全域が緑地面積率20％以上、緑地を含む環境施設面積率が25％以上となっています。

制定後は都市計画法の準工業地域では、緑地面積率10％以上、緑地を含む環境施設面積率15％以上

とし、工業地域、工業専用地域及び用途地域外で工業振興を図るため市長が認める上川原工場団地

等の地域では、緑地面積率５％以上、緑地を含む環境施設面積率10％以上といたします。 

 なお条例案の対象区域外では、工場立地法の現行の面積率が引き続き適用されます。また敷地面

積9,000平米以上、または建築面積3,000平米以上の工場が対象でございます。 

 施行期日は、公布の日といたします。 

 以上、提案申し上げましたが、ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第 ８ 議案第５２号 東御市特別職の職員の退職手当に関する条例の一部を改

正する条例 

（上程、説明） 

○議長（櫻井寿彦君） 日程第８ 議案第52号 東御市特別職の職員の退職手当に関する条例の一

部を改正する条例を議題とします。本案に対する提案理由の説明を求めます。 

 総務部長。 

○総務部長（掛川卓男君） ただいま上程となりました議案第52号につきまして、提案説明を申し

上げます。 

 議案書と条例案に関する資料をお願いいたします。最初に議案書の５ページをお願いいたします。 

 議案第52号 東御市特別職の職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例でございます。

以下につきましては、改正条文でございます。 

 この説明につきましては別冊の条例案に関する資料で行います。こちらの資料の３ページをお開

きください。 

 東御市特別職の職員の退職手当に関する条例の一部改正の概要についてでございます。 

 条例の名称につきましては、東御市特別職の職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例



― 19 ― 

でございます。 

 ２の改正の理由につきましては、市長、副市長及び教育長の退職手当を減額するため、所要の改

正を行うものでございます。 

 ３の改正の概要につきましては、市長、副市長及び教育長の現在の任期に対して支給する退職手

当の額について、100分の20を減額するものでございます。 

 ４の施行期日は、公布の日でございます。 

 ４ページにつきましては、条例の新旧対照表でございますので、説明は省略させていただきます。 

 以上、議案第52号につきまして提案説明を申し上げました。よろしくご審議をいただきまして、

決定賜りますようお願い申し上げます。 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第 ９ 議案第５３号 東御市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例 

（上程、説明） 

○議長（櫻井寿彦君） 日程第９ 議案第53号 東御市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例を議題とします。本案に対する提案理由の説明を求めます。 

 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（山口正彦君） おはようございます。ただいま上程となりました議案第53号につ

きまして、提案理由をご説明いたします。 

 議案書と条例案に関する資料をお願いいたします。最初に議案書の７ページをお願いいたします。 

 議案第53号 東御市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正す

る条例でございます。 

 改正の概要につきまして説明をさせていただきますので、別冊の条例案に関する資料の５ページ

をお願いいたします。 

 ２の改正の理由でございますが、家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴

い所要の改正を行うものでございます。 

 ３の改正の概要でございますが、小規模保育事業及び事業所内保育事業に利用する建物のうち、

保育室等を４階以上の階に設ける建物の避難用設備に関する基準について、所要の改正を行うもの

でございます。 

 ４の施行期日は、公布の日でございます。 

 ６ページから９ページにつきましては、条例の新旧対照表でございます。説明は省略させていた

だきます。 

 以上、議案第53号につきまして、提案理由をご説明いたしました。よろしくご審議の上、ご決定

賜りますようお願い申し上げます。 

――――――――――――――――――――――――――――― 
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◎日程第１０ 請願・陳情の報告 

○議長（櫻井寿彦君） 日程第10 請願・陳情の報告をいたします。 

 本定例会において、５月25日までに受理したのは陳情３件です。写しはお手元に配付したとおり

です。 

 なお本陳情については、後日上程し、所管の委員会に付託します。 

 以上で本日の日程は全部終了しました。 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎散会の宣告 

○議長（櫻井寿彦君） 本日はこれで散会します。 

 ご苦労さまでした。 

（午前１０時１９分） 
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――――――――――――――――――――――――――――― 

◎開会の宣告 

○議長（櫻井寿彦君） おはようございます。 

 本定例会の一般質問については、会派による代表による質問と、個人による質問を３日間にわた

り行います。代表質問は、質問時間、答弁時間合わせて90分以内、個人質問は同様に60分以内とし

て、時間制限を設けて行うこととなっています。 

 なお代表質問については、１回目の答弁終了後に会派内の質問調整のため、必要に応じて10分間

の休憩をとることといたしますので、お含みください。 

 これから本日の会議を開きます。 

（午前 ９時００分） 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎議事日程の報告 

○議長（櫻井寿彦君） 本日の議事日程は、お手元に配付のとおりです。 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第 １ 一般質問 

○議長（櫻井寿彦君） 日程第１ 一般質問を行います。これより会派の代表による質問について、

順番に発言を許可します。 

 質問番号１ 東御市まち・ひと・しごと創生総合戦略について、質問番号２ 財政について、質

問番号３ 市民病院について、質問番号４ 農政について。東翔の会代表、栁澤旨賢君。なお栁澤

旨賢君から、質問番号１に関し、事前に資料配付の申し出がありました。これを許可し、お手元に

配付しておきましたから、ご了承を願います。 

 栁澤旨賢君。 

○１７番（栁澤旨賢君） おはようございます。東翔の会を代表して質問をいたします栁澤旨賢で

す。よろしくお願いをいたします。 

 ただいま議長からお話がありましたように、今日から３日間質問ということでありますが、トッ

プバッターということでありますけれども、よろしくお願いをいたします。 

 質問に入る前に、東日本大震災から５年、復興もままならない中、熊本での地震であります。亡

くなられた方々のご冥福をお祈り申し上げますとともに、災害に遭われた皆様にお見舞いを申し上

げます。東御市議会もお見舞い金を送らせていただきましたが、一日も早い復興を願うところであ

ります。自然災害に対しての備えをしておかなければと、改めて思いをはせたところであります。 

 そして花岡市長が３選を果たされまして初めて議会であります。まずはお祝いを申し上げます。

おめでとうございます。今後ともども東御市発展のために頑張っていきたいと思いますが、よろし

くお願いをいたします。 

 それでは通告により質問いたします。東御市まち・ひと・しごと創生総合戦略であります。 
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 ５月５日のこどもの日の「信毎」のトップ記事に、「子どもの数35年連続減、総人口に占める割

合は12.6％で、42年連続低下」とありました。総人口に占める割合は昭和25年が34.8％で、その以

後連続の減ということであります。今年４月、私は北御牧小学校の入学式に参加いたしましたが、

入学児童27名ということであります。私どもの学年、昭和25年、26年生まれでありますけれども、

１学年で約180名ということでありますから、もう想像もできないような少人数ということであり

ます。 

 東御市の小・中学校の児童・生徒数ですが、17年に2,926人であります。今年度28年は2,503人と

423人の減少と、１年に約40人ずつ減少していると。東御市も総人口に占める子どもたちの減少率

が高くなっているという現実であります。 

 総人口においても、2015年国勢調査による外国人を含む日本の人口は１億2,711万47人と公表さ

れました。2010年の前回調査から94万7,000人の減少で、1920年の調査以来、初めて人口減少が数

字で示されました。現在、死亡数が出生数を上回る自然減は毎年20万人に達しています。参考に資

料を配らせていただきますが、見ていただきたいと思いますが、明治の後半約5,000万人だった人

口が、約100年で１億2,800万人まで増加いたしましたが、同じ100年で約5,000万人に戻っていくと

いう極めて急激な人口減少であります。あわせて50年後には、国全体の高齢者が40％近くまで上が

りますから、65歳以上の高齢者１人を20歳から64歳までの皆さん1.4人で支えるという状況になり

ます。 

 人口減少で需要といいますか、消費といいますか、減少もいたますし、あわせて生産も減少しま

す。縮小再生産、マイナス成長という今までに経験したことのない状況に陥るかもしれません。今、

国、地方挙げて人口減少に歯止めをということで、総合戦略、地方創生で取り組んでいますが、自

治体間の人口の奪い合いでなく、出生率をいかに上げるかということが基本であります。子育てし

やすいまちをつくることが大切だと思います。 

 質問いたします。切れ目のない施策で人口減少に歯止めであります。子育ち・子育てしやすいま

ちをつくることでありますが、子どもたちが自然の中で自由に遊んだり、学んだりできる環境を整

えることも大事ですし、就労の場もなくてはなりません。子育て支援にもできる限り支援をすべき

だと思いますし、総合的な取り組みが必要だろうと思いますが、どうでしょうか。 

 そしてまずは結婚適齢期の方に結婚していただくということであります。東御市結婚支援活動実

行委員会も検討されているようですが、ぜひ成果を上げていただきたいと思いますが、説明を願い

たいと思います。 

 次に、保育料のさらなる支援でありますが、現在18歳未満の児童が３人以上いる家庭で第３子の

場合、保育料は２分の１に軽減されますし、２人が同時入園のときは２子は半額に軽減もされてい

ます。市長もこのたびの選挙公約で、３子以降は無料にと公約されましたが、今後さらなる保育料

の支援の検討をと思いますが、どうでしょうか。 

 児童手当東御市版の検討であります。現在、３歳未満月額１万5,000円、３歳以上小学校までが
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第１子、第２子月額１万円、第３子以降月額１万5,000円、中学生が月額１万円の給付がされてい

ます。各家庭において大きな支援になっていると思いますが、東御市の出生率向上を目指し、東御

市版の上乗せを検討していただいたらと思いますが、どうでしょうか。 

 続いて、給付型の奨学金の検討でありますが、子育ての中で大きなネックが学費であります。高

校まではやりくりの中でどうにかなりますが、その後の専門学校、短大、大学等の学費を考えると、

なかなかという話が多くあります。確かに高校以後の学費になりますと、授業料が約50万円から10

0万円、生活費が120万円ぐらいとしますと、４年間で700万円から1,000万円の費用ということにな

ります。これだけの費用がかかる中で、３人、４人の子どもは難しいということもよくわかります。 

 国もこの給付型奨学金の検討をされているようですが、東御市においても検討をいただけたらと

思いますが、どうでしょうか。 

 次に、雇用の場確保対策、あわせて企業誘致条例助成金であります。東御市に住んでいただくと

いうことは、雇用の場がなくてはなりません。実践型地域雇用創造事業で、厚生労働省から採択を

受けたということで、今後３年間で新規就労者約120人を目指すということでありますが、ぜひと

も成功させてほしいと思います。 

 現在、企業誘致条例は、市から取得した土地代金に対して、10％を３年間助成する、いわゆる土

地代の３割を助成しますということでありますが、雇用の場確保で東御市に企業が進出していただ

くことも進めなければなりません。進出をいただくと固定資産税をはじめ市税が増額になりますし、

もろもろの費用対効果を考えますと、15％を３年間に改正し、企業の進出を促すべきだと思います

が、どうでしょうか。あわせて女性の雇用の場があり、子育てしながら家庭での仕事があるとすれ

ば、東御市への移住者の皆さんも増えると思いますが、検討してほしいと思います。 

 次に、財政について質問いたします。 

 今まで行われてきました舞台が丘公共施設整備も、今年度県・東深井線の新設道路工事で終了い

たします。本庁舎をはじめ中央公民館、図書館、子育て支援センター等々、利用者増となり、市民

や利用者に好評を得ていること、すばらしい整備が行われたと認識しております。そして保育園建

設、海野宿観光施設の整備と取り組まれ、今、申し上げた事業の総事業費77億5,700万円であり、

交付金、合併特例債等有効活用され、一般財源では15億5,000万円と実行タイミング的に時宜に適

したものと判断しております。 

 25年度には、土地開発公社の所有の先行取得の土地買い取りに31億4,000万円の三セク債の活用

も正しかったと認識しております。 

 28年度末の起債残高が207億5080万2,000円、基金残高が51億1,829万9,000円であります。26年度

決算と比較しますと、基金残高で16億2,367万6,000円の減でありますが、起債残高も12億9,951万5,

000円の減であります。26年度決算の実質公債費比率9.4％ですが、先に申し上げた三セク債を除く

と8.6％ということになります。 

 財政が硬直化しているとか、将来に不安があるということではありませんが、地方交付税につい
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てお聞きをいたします。 

 28年度予算で見ますと、歳入合計146億4,200万円であり、その一番の歳入は地方交付税42億3,00

0万円、歳入の28.9％、続いて市税38億3,338万8,000円と続いておりますが、25年度決算で地方交

付税47億5,394万3,000円、26年度45億6,975万7,000円、27年度は決算は出ておりませんが、５月16

日臨時議会での補正で45億527万1,000円、28年度は予算ですが、42億3,000万円と減額が続いてお

りますが、今後の見通しはどうでしょうか。 

 正職員の給与と臨時職員の賃金の合計と、今後の見通しについても、お伺いをいたします。そし

て今後歳入増が見込めるものと、歳出減が見込めるものは何かもお聞きをいたします。 

 市民病院ついて質問に入ります。 

 東御市民病院は、市民皆様の安全・安心の大きな役割を担っています。産み育てるための第一歩

であります助産所の開設、人工透析の増床、病院を充実させるための医学生の奨学金制度の創設な

ど、小規模多機能な病院として充実が図られてまいりました。 

 27年度でありますが、１日平均患者数、透析を除きますが245人、透析患者数、入院患者を除い

て46人、入院患者数38.7人と、多くの皆様が市民病院で治療に当たられております。院長、事務長

を中心に、経営努力されていることと、敬意を申し上げますとともに、このことも重々承知してお

りますが、26年度、27年度が、24年度、25年度と比較しますと一般会計からの繰り入れが増加して

います。企業債利子分、交付税措置される不採算地区病院分、減価償却分、経営健全化分等々含め

た一般会計からの繰り入れでありますが、24年度が３億7,314万9,000円、25年度が３億7,734万8,0

00円、26年度は５億78万1,000円、27年度は４億6,749万6,000円、そして27年度は市民病院職員の

退職手当基金負担金5,842万1,000円が第１回定例会で一般会計からの繰り入れになりましたから、

これも一般会計から繰り入れられるということでありまして、いわゆる繰入額が多額になっている

という事実であります。 

 経営健全化分の繰り入れも24年度、25年度は１億円、26年度２億3,000万円、27年度２億円の予

定でありますが、今後の一般会計からの繰入額の見込みはどうでしょうか。 

 病床利用率向上のための施策でありますが、昨年４月、地域包括ケア病床８床を導入され、今年

４月に14床に増床されました。その効果と今後の見通しをお願いいたします。 

 平成22年度助産所とうみを開所以来、26年度までに分娩件数729件と、分娩に対して大きな役割

を担っております。27年度は分娩数が92件、月平均7.7人と落ち込んできました。26年５月で産婦

人科の先生がやめられ、産婦人科医が不在だったことも大きな要因かと思いますが、今年４月より

新たに産婦人科医の先生に来ていただきましたが、今後の見通しはどうでしょうか。そして地方公

営企業法全部適用した事業管理者による権限移譲方式を検討したらどうでしょうか、お伺いをいた

します。 

 最後に農政について質問をいたします。 

 市は、耕作放棄地の解消をし、御堂地区の今後の再整備をはじめ、八重原台地においても国と市
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の補助金を活用して耕作放棄地が優良農地として活用されておりますが、大変喜ばしいことだと思

います。 

 国は1975年、約13万ヘクタールだった耕作放棄地は、2015年には約42万ヘクタールと３倍以上に

増えました。食糧自給率向上を目指し、担い手への農地集積を進めますが、一層の有効活用を促そ

うと、各市町村の農業委員会が耕作も貸し付けもされないと判断した農地の固定資産税が1.8倍に

引き上げられることになりました。市での対応はいかがでしょうか。 

 農政の基本は土地基盤を整備をして、生産効率がよくなり、生産性が上がるように取り組むこと

が基本だというふうに思います。水田においても、基盤整備のできていないところがまだまだあり

ますし、畑においても区画を大きくし、効率をよくすることが大事だと思います。 

 ついては小規模の土地改良事業の補助率を上げて、市でも農地の再整備を啓蒙し、実行していく

ことが農地が次代、次の代ですね、につながっていくことだと思いますが、どうでしょうか。 

 以上で第１回目の質問を終わります。 

○議長（櫻井寿彦君） 市長。 

○市長（花岡利夫君） おはようございます。東翔の会、栁澤旨賢議員の東御市まち・ひと・しご

と創生総合戦略についてのご質問につきまして、お答えいたします。 

 １点目の「切れ目のない施策で人口減少に歯止めを」でございます。平成27年８月に策定しまし

た「東御市まち・ひと・しごと創生総合戦略」は、当市の人口が平成17年度の３万1,271人をピー

クとしまして、平成27年度は３万107人まで減少してしまった人口減少問題に歯止めをかけ、あわ

せて地域の活性化を図るための５カ年計画であります。 

 基本目標として、創業への支援等による安定した雇用を創出すること、交流型観光の創出等によ

る新しい人の流れをつくることや、若者の出会いの機会の創出等による若い世代の結婚・出産・子

育ての希望をかなえること、また、小学校区単位の地域づくりの推進等による時代に合った地域を

つくっていくことの４つを掲げ、それに向かった施策を戦略的に展開していくこととしております。 

 人口急減、少子高齢化という大きな課題に対して、雇用創出策や交流人口増加策、子育て支援策

等を切れ目なく展開して取り組み、人口減少克服に努力してまいります。 

 ２点目の「結婚相談事業の充実」につきましては、総合戦略の基本目標の１つであります、若い

世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえるために、結婚支援活動事業を予定しているところでご

ざいます。本議会へご提案いたしました補正予算におきまして、結婚支援活動組織設立準備会を立

ち上げ、結婚支援に関する各方面の皆様にご参画いただき、各種事業の体系化を図り、効果的、継

続的な事業を実施してまいりたいと考えております。 

 その中の重要な事業として、新たな出会いの場の創出を予定しております。これに加えまして、

継続的な結婚相談事業によって、成婚にまでつながる仕組みづくりに取り組んでまいりたいと考え

ております。 

 続いて、３点目の「お産は無料に」についてお答えいたします。出産にかかる費用としては、ま
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ず妊婦の一般健康診査がございますが、これにつきましては国が示す基準に沿って合計で14回分の

健診費用を公費で負担しており、個人の負担はございません。また、分娩費用は基本的な分娩料や

入院料のほか、医療機関ごとに食事や部屋料、室料差額等のサービス内容により異なりますが、加

入する健康保険から42万円の出産育児一時金が給付されることとなっております。こちらにつきま

しては直接支払制度というものもございまして、出産育児一時金を保険者から分娩機関へ直接支払

うことによって、被保険者が多額の分娩費を支払うことを避けられるものでございます。 

 また、一時金の額については、厚生労働省の社会保障審議会で基本的な分娩、入院にかかる費用

の全国平均を勘案して定められており、室料差額等を除いた平均的な費用はこの一時金で賄われま

すので、おおむねお産の費用については実質無料であると考えております。 

 次に、４点目の「保育料のさらなる支援」についてでございます。昨年度までの保育料の多子世

帯に対する支援策としましては、同一世帯で２人以上が同時入園の場合に２人目の保育料を半額に、

３人目以降の保育料を全額免除しております。また市独自の支援策としまして、同時入園でない場

合であっても、18歳未満の子どもが３人以上いる世帯の場合には第３子以降の保育料を半額として

おります。今年度からは、子ども・子育て支援法施行令の改正により、年収360万円未満相当の世

帯の場合、子どもの同時入園要件が撤廃され、第２子は半額、第３子以降は無料となりました。市

では、保育料を算定する電算システムの改修が整い次第、改正後の保育料を適用してまいります。 

 なお市の独自支援策として実施している軽減につきましては、来年度から所得制限を設けること

なく、第３子以降の保育料を無料とし、子育て支援策を拡充したいと考えております。 

 次に、５点目の「児童手当東御市版の検討」のご質問であります。児童手当でありますが、家庭

等における生活の安定と児童の健全育成を目的とした給付でありまして、国が定めた月額の児童手

当支給額につきましては、３歳未満は１万5,000円、３歳から中学３年までは１万円となっており、

第３子については小学校修了前まで１万5,000円となっております。また所得制限額以上の場合は

月額5,000円の特例給付となっております。 

 なお平成27年度の実績でございますが、総支給額は５億1,853万5,000円で、５月末現在の受給者

数は2,170名、対象児童者数3,694名となっております。 

 ご提案の国の手当に、更に市単事業として上乗せ支給してはどうかということでありますが、県

内の18市では実施している市がない状況であり、国の制度に市が上乗せするということにつきまし

ては、慎重に検討しなければならないと考えております。 

 ６点目の「教育資金に給付型奨学金制度の検討」についてであります。本年度から地方に残る学

生を増やすことを目的として、日本学生支援機構の無利子奨学金事業において、新たな奨学金であ

る地方創生枠奨学金が創設されました。卒業後に地元企業などに就職した場合は返還額のすべて、

または一部が実質的に免除されるのが特徴であります。経済的支援と地元への若者定住促進という

２つの意味を持った奨学金制度であります。 

 また、国では、奨学金について給付型の制度を検討していると聞き及んでおりますので、これら
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奨学金制度の抜本的な改正動向を注視してまいりたいと考えております。 

 次に、７点目の「雇用の場確保の対策、合わせて企業誘致条例助成金」でございますが、まず雇

用の拡大を促進するため、市内企業の経営の安定化や事業規模の拡大及び新たな企業の誘致などへ

の支援策として、商工業振興条例などによる助成を行うとともに、求職者に対してはハローワーク、

上田職業安定協会などと連携し、就職面接会、就職ガイダンス、就職相談会などを行っているとこ

ろです。新たな取り組みとしては、平成27年10月に商工会が運営するコワーキングスペースの開設

への支援を行い、既に利用者の中で３人が就職し、２人が起業されたとお聞きしています。28年度

においては、子育て中の女性や若い世代のニーズに対応できるインターネットを活用した雇用の場

の創出として、サテライトオフィスの誘致を推進してまいります。 

 更に６月１日に採択された県や商工会、農業団体、市等の地域関係者で組織する雇用創造協議会

による「実践型地域雇用創造事業」により、新規創業、新分野の進出、魅力ある職場づくりなどを

推進し、雇用の場の確保及び拡大に取り組んでまいります。 

 次に、企業誘致条例助成金の助成率の引き上げについてですが、現在、市では商工業振興条例に

よる助成内容は他市町村と比較しても高い水準にあります。また、新規参入企業への支援を図るた

め、県外から本社や研修施設等を市内へ移転した場合は、税制上の優遇措置を受けられるよう検討

しているところでありますので、ご質問の補助率引き上げにつきましては当面は現行の助成内容で

支援したいと考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 総務部長。 

○総務部長（掛川卓男君） おはようございます。質問番号２、東翔の会、栁澤旨賢議員の「財政

について」のご質問につきまして、市長に代わりお答えをいたします。 

 １点目の「25年度と比較すると地方交付税が徐々に減額になっているが、今後の見通しは」につ

いてでございます。 

 合併により発足した自治体への特例措置として、合併年度の翌年から10年間普通交付税の加算が

されることとなっており、この特例措置の終了後は５年間で段階的に削減され、加算がなくなるこ

とになっておりました。本市においては、平成26年度までの平均で年額４億9,000万円が加算され

ておりましたが、平成27年度から段階的に減額となり、平成32年度には加算がされなくなると見込

まれておりました。しかし合併した自治体において、合併時点では想定されていなかった財政需要

が発生するなどの問題が発生したことから、国では合併市町村の交付税算定の見直しを平成26年以

降５年程度の期間で行うこととなりました。これにより当面は特例措置の７割相当、額にして３億

円程度の加算が維持されるものと見込んでおります。この措置が今後どのように見直されるか、現

時点では国から示されておりません。 

 ２点目の「人件費と臨時職員賃金の合計と、今後の見通し」についてでございます。 

 平成26年度の普通会計決算における人件費のうち、正職員の給与が12億4,341万円、臨時職員賃

金が５億5,482万円、合計で17億9,823万円でございまして、平成25年度と比較いたしますと職員給



― 30 ― 

与は7.6％、臨時職員賃金は4.5％それぞれ増えている状況にございます。この増加の要因といたし

ましては、職員給与については東日本大震災に対処するための国家公務員の給与の減額措置に準じ

て、東御市でも実施いたしました給与の減額措置が終了したことや、人事院勧告等により給与水準

が若干上がっていること、また臨時職員賃金につきましては、保育士等の専門職の臨時職員が少し

ずつ増加していることが挙げられます。 

 今後の社会経済情勢にもよりますが、これらの状況を踏まえると職員給与と臨時職員賃金ともに

増加傾向に進むものと見込んでいるところでございます。 

 ３点目の「今後歳入増が見込めるものと歳出減が見込めるものは何か」についてでございます。 

 歳入につきましては、一億総活躍社会の実現に向けた緊急対策が着実に実施されることで、投資

の促進や賃金の引き上げ、名目ＧＤＰ600兆円の達成など、雇用、所得環境の改善による税収の増

に期待するところでございます。本市においては、東御市まち・ひと・しごと創生総合戦略に掲げ

た施策を確実に実施することで、雇用創出や企業の誘致、定住の促進等による税収の増加につなげ

てまいりたいと考えております。 

 また、ふるさと納税については、東御市の特色あるお礼の品に対する評価をいただく中で、順調

な伸びを示しておりますので、今後も市の宣伝と収入の増を目指していきたいと考えております。 

 歳出の減少につきましては、短期的には社会資本整備総合交付金事業、県地区や日向が丘市営住

宅の建替えなどの事業が終了すること、また中長期的には普通会計の起債償還額が平成33年度を

ピークに減少に転ずることが見込まれます。しかし今後、扶助費の増加や公共施設総合管理計画に

基づく修繕等に相当額が見込まれることから、総額として歳出の減少が見込める状況にはございま

せん。つきましては計画的で効率的な財政運営に努め、持続可能な東御市のまちづくりを進めてま

いります。 

○議長（櫻井寿彦君） 病院事務長。 

○病院事務長（武舎和博君） 質問番号３、東翔の会代表、栁澤旨賢議員の市民病院についてのご

質問につきまして、市長に代わりお答えします。 

 初めに、「一般会計からの繰入額の今後の見通しについて」のご質問でございますが、病院事業

会計における収益的収支への繰り入れにつきましては、国からの交付税措置分と市単独の経営健全

化分を合わせた形で、先ほどお話がありましたが、平成26年度には５億円余りの繰り入れを行いま

した。27年度では、この繰入額が3,300万円余り減少する見込みで、今後におきましても今年度策

定をいたします新公立病院改革プランに沿った形で繰入額の縮減に努めてまいりたいと考えており

ます。 

 次に、「病床利用率向上のための施策について」のご質問でございますが、国の医療政策におき

ましては地域包括ケアシステムの推進や診療報酬の改定内容に見られますように、入院より在宅重

視の医療への転換を促す施策が転換されてきております。また地域完結型医療体制の推進によりま

して、高度急性期から慢性期まで、病院機能の役割分担の明確化が急速に進んでおりまして、当院
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のように療養的な長期の入院を扱わず、かつ軽症患者が極めて多い小規模病院におきましては、病

床利用率を向上させることが大変厳しい環境に変わってきていることをご理解いただきたいと思い

ます。 

 こうした状況のもと、在宅復帰に向け、ある程度長期入院も可能となる地域包括ケア病床導入に

昨年度取り組みまして、現在14床に増やしてきたこの病床を今後もう少し拡大をしてまいりたいと

いうふうに考えております。 

 次に、「助産所分娩件数の今後の見通しについて」のご質問でございますが、今年度の分娩件数

は昨年度より20件ほど増加し、約110件程度を見込んでおります。また本年４月からの産婦人科医

の常勤化に伴いまして、これから分娩予約を受け付けます来年度以降の出産におきましては、更に

分娩件数が増加していくものと予測をしており、今後も助産所といたしまして可能な範囲で上小医

療圏における周産期医療の一翼を担ってまいりたいと考えております。 

 次に、「病院事業の経営形態の変更の検討について」のご質問でございますが、議員ご提案の件

につきましては、昨年度検討をした経過がございまして、現在、市の病院事業会計は地方公営企業

法の一部適用により運営を行っておりますが、全部適用にかえた場合の大きな違いは、病院運営の

責任者といたしまして市長の任命により４年の任期で事業管理者を設置できるという点でございま

す。このことによりまして人事、給与、契約などの業務面で一定の権限が付与され、運営の自由度

は向上いたしますが、その分、経営等の運営責任も重くなるという形態でございます。 

 市の病院事業は、病院、診療所、助産所という３つの施設から成り立っておりまして、現在それ

ぞれの施設に管理者を配置するとともに、病院の管理者であります院長が全体を統括する立場で運

営を行っているところで、実質的な現場の運営面におきましては既に院長等に一定の権限がゆだね

られていることから、当面現在の運営形態を継続してまいりたいと考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 産業経済部長。 

○産業経済部長（北沢 達君） 質問番号４、東翔の会、栁澤旨賢議員の「農政について」のご質

問につきまして、市長に代わりお答えいたします。 

 まず１点目の「国は17年度から遊休農地の固定資産税を1.8倍に上げる方針を出しているが、取

り扱いは」につきましてお答えいたします。 

 平成28年度の与党税制改正大綱において、農地法の規定による勧告があった遊休農地に対して、

29年度から農地評価における補正を行わない等の評価方法の変更がなされたところでございます。

市農業委員会では、農地法の規定により毎年１回、その区域内にある農地の利用状況調査を行い、

遊休農地が確認されたときは、農地中間管理機構の活用を含め農地の利用意向調査を実施していま

す。この結果、意向調査に沿った利用がなされていない場合や意思表示がない場合は、本年５月25

日の農地法施行規則の改正により、農業委員会から市町村税務部局に対し、毎年１月１日時点の情

報を提供することになりました。従いまして市では農業委員会から遊休農地の情報を受けた場合は、

固定資産評価基準に基づき、農地評価における補正を行わず、税額を算出することになります。 
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 次に、２点目の「小規模の土地改良事業の補助額のさらなる充実を」についてですが、小規模土

地改良事業につきましては、土地基盤条件の整備及び農業経営の合理化による農業生産性の向上促

進を目的として、農道整備や区画整理などの規模が小さくとも個人等で申請できる事業で、補助率

は事業費の３割としております。補助率の変更は難しいと考えていますが、各地区で取り組んでい

ただいている多面的機能支払交付金での実施も可能であることから、まずは地域の皆さんに本制度

が活用できないか検討していただき、その上で取り組みが難しいようであれば、市へ相談していた

だきたいと思います。 

○議長（櫻井寿彦君） 栁澤旨賢君。 

○１７番（栁澤旨賢君） ここで会派間の調整時間はとりませんから、申し添えますし、再質問に

ついては一問一答方式でお願いをしたいと思います。 

 東御市のまち・ひと・しごと創生総合戦略の結婚適齢期の方に結婚をしていただくということで

の再質問をいたしますが、私は今、市の社会福祉協議会の監事を務めております。この社会福祉協

議会の中に結婚相談事業がありまして、相談員が５名、婚活講座ですとか、登録者同士イベント、

出会いのイベント、ふれあいパーティ・イン女神湖など、熱心な活動をいただいております。そし

てこの結婚相談事業ですが、３市町村の結婚相談員が連絡を取り合いながら、情報交換を行ってい

るということで、毎月開催されております。３市町村と申しますのは、東御、長和町、青木村の３

市町村であります。上田市社協は別に取り組まれているということで、情報交換がされておりませ

ん。こうした事業が多くの情報を交換し、事業を展開することが１組でも多くのカップルが誕生す

るというふうに思われますが、上田広域全体でこうした結婚相談事業、それぞれの社協で取り組ん

でいると思いますが、事業に取り組む形ができるように今後市でも働きかけたらどうかと思います

が、お尋ねをいたします。 

○議長（櫻井寿彦君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（山口正彦君） おはようございます。栁澤旨賢議員の再質問にお答えいたします。 

 社協の婚活事業をもっと広域的にやるように、市としても働きかけたらどうかということでござ

います。市社協への補助金として本年度も結婚相談事業補助金８万円を予算化しているところでご

ざいますが、ただいま栁澤議員ご指摘のとおり、東御市、長和町、青木村の３市町村の社協と、上

田市の社協とが別々に婚活事業に取り組んでいるところでございます。それぞれの社協のお考えも

あり、上田広域で一緒にということには至っていないのが現状ではありますが、やはり広域的に婚

活事業に取り組むことは、それだけ広範囲から多くの男女が集まり、出会うチャンスも膨らむと考

えておりますので、市といたしましても市社協に対して、上田市社協と一体となった事業展開がさ

れるよう働きかけていきたいと考えております。 

 なお昨年度、東御市商工会が主催するクリスマスイベントでは、市内在住者に限らず、広域的に

参加者を募って開催しております。また今年度におきましては、９月の定例会で提案させていただ

く予定でございますが、商工会のクリスマスイベントを含め、出会いのイベントを複数回計画して、 
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内容の充実を図るとともに、チラシによる募集広告に加えてインターネットを利用して、より広域

的で参加しやすいイベントを計画したいと考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 栁澤旨賢君。 

○１７番（栁澤旨賢君） まち・ひと・しごと創生総合戦略の再質問でありますが、市長は、第１

回定例会施政方針の中で、「28年度はこれまで着実に積み重ねてきた歩みを確固たるものとし、東

御市版まち・ひと・しごと総合戦略に果敢に挑戦するとともに、第２次総合計画を着実に軌道に乗

せ、次なる高みを見据えて、真の東御市らしさあふれるまちづくりに着手する、そんな区切りとな

る大切な段階の１年であると認識しております。消滅的危機にあると言われる地方にあって、我慢

するべきは我慢をし、地域のよさを伸ばし、市民の笑顔あふれる、「人と自然が織りなす しあわ

せ交流都市とうみ」の実現に向け、努めてまいります」と述べられました。 

 先ほど申し上げましたように、若い世代の取り合いでなく、出生率をいかに上げるかが大事だと

思います。幾つかの施策を申し上げましたが、財政との絡みもありますから、なかなか難しいと思

いますが、手をこまねいているのでなく、今以上の子育て支援策に取り組んで、人口減少に歯止め

をかけることが、地方創生、ひいては日本の将来を考えるとき、今後の最重要課題だと捉えていま

す。 

 一方、出生率が向上しても、30年から50年は人口減少が確実に進みます。人口減少の中で、みん

なが幸せになる持続可能な仕組みに変えていく必要もあります。そうした新たな取り組みを始める

１年だと思いますが、市長のお考えをお聞きいたします。 

○議長（櫻井寿彦君） 市長。 

○市長（花岡利夫君） 栁澤旨賢議員の再質問にお答えします。 

 まち・ひと・しごと創生ということで、今、市は取り組んでいるわけでございます。議員、人口

減少時代に対応する１つの施策として、まず人がしっかりと生まれ育っていける、その人育ちに

しっかりと寄り添っていくということであります。 

 日本の国民は97％以上が両親がそろっている形で生まれているという出産形態をとっていると言

われています。世界でも珍しい国民形態でありますので、まず結婚の壁を何とか乗り越えていく。

結婚したとしても、第１子の壁、これに関してはいろんな医学的な問題も含めて、また、いろんな

ライフワークバランスの問題、働き方等も含めて、第１子、１人目をまず産んでいただくというこ

と。それから３子目の壁という形で、結婚されて子どもをお持ちの方々は、できるならば３人ぐら

いはというふうに考えていらっしゃる、その希望がかなう、そういう社会を実現していかなければ

いけないというふうに考えておりますので、議員提案いただいております、まず婚活に対して行政

としても、より広域的に、いろんな知恵が生きていく、そういう施策をしっかりと意見を聴取しな

がら、展開していきたいというふうに考えております。 

 そして、まち創生ということの中で、住みたくなるようなまち、18歳の崖という形の中で、都会

に在学等で出ていった子どもたちが、いつ帰ってくるかということに関しては、極めて大きな要素
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であります。 

 また、自治体間で、サービス合戦で奪い合うのではなくて、この地域の特徴をしっかりとつくり

上げていって、住みたくなるようなまちにしていくということが何よりも肝要でありますし、帰っ

て生活していこう、または都会の人たちが移り住もうという、そういう地域づくりを、まちづくり

をしっかりとやっていくことが、極めて肝要であろうというふうに考えておりまして、市では1,50

0メートルの標高差を生かしたまちづくり、そのことを訴えておるところであります。 

 そして帰ってくる、もしくは都会から移住してくる上で、大切なものこそ、やはり働く場所であ

り、また、この地域の特徴として言われている創業率が非常に悪いという、ある意味では安定した

地域ということでもありますけれども、新たに仕事を始める方が非常に少ないということが全国的

な特徴、全国の中でも東御市の特徴であると言われています。これを克服し、新たな仕事、地域に

必要な、もしくは全国にここから情報発信できるような新たな仕事を創生していく、そういうため

の支援、もしくはそういう場づくりということに力を注いでいくということが、我々のまち・ひ

と・しごと創生であるだろうというふうに考えております。議員が示されたように、極めて厳しい

人口減少の時代の中にありながらも、しっかりとそれをやり抜いた地域が生き残っていくというふ

うに考えておりますので、そのことに関して重点的に配分をさせていただきながら、ある意味では

我慢していただくこともまた出てきて、そこから捻出された費用を集中的に地方創生の支援を受け

ながら、投入していくということが肝要かというふうに考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 栁澤旨賢君。 

○１７番（栁澤旨賢君） ただいまのまち・ひと・しごとについての質問といいますか、要望でお

願いをしたいと思いますが、１つ提案なんですが、子育てをしている皆さんが、２子、３子をもう

けるにあたり、何がネックに感じているのかということをアンケートをしていただいたらどうかな

と思うんですね。そのアンケートの結果、行政として何を優先して支援に取り組むかということの

参考にしていただいて、やはり切れ目のない支援をして、２子、３子をもうけていただくと、そん

な取り組みもできたらというふうに思います。 

 また、給付型の奨学金でありますが、県内の幾つかの企業が創設をしております。東御市のミマ

キエンジニアリングも、年間60万円の奨学基金を創設しておりますけれども、こうした情報が市民

の皆様、まだ知らない方が多分に多いんではないかなというふうに思うんですが、こうした情報も、

いわゆる先ほど申し上げた学費を検討されているような親御さんのところへ、わかるような形を

とっていただいたらどうかなというふうに提案を申し上げます。 

 それでは今度は財政についての再質問に入ります。 

 国の長期債務が1,000兆円を超えるという報道があります。この長期債務は、恐らく私が考える

に今後増えることがあっても、減ることはないというふうに思っておりますが、そうしたことが将

来地方へもこのことの影響が出てくるんだろうなと、そんな思いをしております。 

 そして昨年も10月の新聞報道でありますが、「実質公債費比率マイナス6.4％、下條村全国１
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位」という記事が出たんですね。人件費削減を進め、昭和56年、59人だった村職員は現在39人、そ

して建設資材支給事業で1,612カ所の村道や農道、水路などの工事を実施したというふうにありま

した。先ほどの財政の答弁にもありましたけれども、歳出は増えても歳入はなかなか増えないとい

う現実であります。東御市もアイデアを出し合い、削減できるものはしていくという取り組みが必

要だろうと思いまして、そのことによってさらなる市民益にかなう施策、あるいは人口減少に歯止

めをかける施策へ回していくということが大切だろうというふうに思うわけですが、ここで市長の

お考えをお聞きいたします。 

○議長（櫻井寿彦君） 市長。 

○市長（花岡利夫君） 栁澤旨賢議員の質問にお答えします。 

 下條村は全国を代表するすばらしい村政をひいておられるというふうに、伊藤喜平村長、よく存

じておりますけれども、尊敬いたしておるところでございます。 

 私はまず学ぶべき点というのは、当事者意識の醸成ということが大きいのではないかなというふ

うに考えております。ある大臣が地方創生に絡んで、「やりっぱなしの行政、もらいっぱなしの住

民」というふうに表現して、あえて物議を醸しているところでありますけれども、しっかりとやっ

た施策がどのように定着し、それを受けた住民がそれを生かして、何を獲得し、どういうふうに結

実しているかということをしっかりと当事者意識を持って、地域づくりにかかわっていくというこ

と、なぜこの補助金が存在しているかということに関して、しっかりと認識することが、双方に

とって大切なことであり、そのことによって地域がしっかりとつくられていくというふうに考えて

おります。 

 村と町と、そして人口の８割以上が集積している市部の施策の違いというものがかなりございま

して、基本的にはそういう財政的出動による特徴づけ的な施策ということに関しては、市部ではな

かなか難しいものがあるかなというふうに考えておりますけれども、自分たちの持っている生活空

間の中で、最もわかりやすい小学校の抱えている問題ということに、地域の方々が目を向けていた

だいて、議員おっしゃったように自分が入学したときと180人の同年生と27人の入学生では、おの

ずと違ってきているという、これは大変な状態だということが、やっぱり身にしみて地域の方が把

握できて、何とかしようという思いが生まれてくるのこそ、小学校区単位の地域づくりの原点であ

ろうというふうに考えております。 

 そしてアンケート調査もまた必要なことであろうというふうに思っておりますけれども、同時入

園する第３子が無料という施策を東御市では展開してきたわけでありますけれども、誰が考えても

３人一遍に保育園に行く状況というのは一時期にすぎない。一時期に関しては、確かにしのげると

いうことで、ないよりはましだけれども、ぜひこの同時入園でなくても第３子の無料化はしてもら

いたいという要望を保護者会から５年にわたって強く要望されてきたわけであります。この要望に

関しては、大変私も理解できるし、努力しなければいけないというふうに認識してきましたけれど

も、まず保育園の統廃合、新築を優先させてもらいたいということで、必ず実現するのでお待ちい
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ただきたいというお願いをして今日まで来ておるわけであります。したがいまして約束どおり、来

年度からは第３子の無料化に入っていくということでございますけれども、保護者会では毎年アン

ケートをとって、他市町村との保育料の違いとか、また、いろんなところの要望を出していただい

ておりまして、それこそがやはり保護者会を通じてしっかりとアンケート調査をとって、市にぶつ

けていく、そして市は毎年２回の保護者会との懇談会を通して、要望におこたえしたり、また、な

ぜおこたえできないかというようなやりとりを通して、より子育てしやすい地域になるように努め

てきた現在進行中であるというふうに認識しておりますので、またいろんな形で保護者会との関係

を密にさせていただきながら、なるべくご希望に沿いながら、子育てしやすい地域が、よりしやす

くなるように努力してまいりたいと考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 栁澤旨賢君。 

○１７番（栁澤旨賢君） 続きまして、病院についての再質問に入ります。 

 まず最初に申し上げておきますけれども、市民皆様に不安を与えたり、あるいは市民病院で診て

いただいている患者の皆さんに迷惑をかけたりすることはあってはならない。このことをきちんと

守りながら、経営改善を試みると、そのことも必要だろうというふうに前置きをして、質問に入り

ます。 

 長野市民病院は、昨年の11月、公益財団法人市保健医療公社が指定管理しておりましたが、地方

独立行政法人化し、院長兼理事長に信州大学医学部教授、池田先生を任命し、今年４月より独立法

人化されました。波田町の波田総合病院と岡谷の岡谷市民病院と岡谷塩嶺病院の経営統合して、数

年前に地方公営企業法の全部適用を受け、指定管理を行いました。 

 このことにより、病院事業の管理者が人事や組織も決められるようになり、病院の意思決定が柔

軟で早くなったという意見もあります。先に申し上げましたように、東御市民病院も地方独立行政

法人、あるいは地方公営企業法全部適用の指定管理をしたらどうかというふうに思うんです。 

 そして小規模多機能という市民病院の立ち位置を考えると、一定の経営健全化分の繰り入れはや

むを得ないというふうに私も思っておりますが、先ほど申し上げました26年、27年度の経営健全化

分の繰り入れが２億を超えているという状況でありまして、１つの案ですが、地方公営企業法全部

適用で指定管理をして、指定管理料を24年、25年度の経営健全化分の繰り入れの１億円というふう

にすることで、目標数字が見えてくるというふうに思うんですね。こうした目標数字があるという

ことも大事なんではないかなという思いがありまして、お聞きをしたいと思います。 

○議長（櫻井寿彦君） 病院事務長。 

○病院事務長（武舎和博君） ただいまの質問、経営形態の多角的な検討というくくりで言えるか

と思います。先ほど昨年経営形態について検討したという答弁を申し上げましたが、その中で今、

お話がありました地方独立行政法人、そして指定管理、この２点につきましても検討したところで

ございます。こういった経営形態になるにつれて独立性や柔軟性がより高くなっていくということ

であります。地方独立行政法人におきましては、市長から理事長が任命をされまして、多くの権限
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を有することになります。しかしながら、当然ながら経営の責任も重くなるということであります。 

 具体的には、人事、給与面ばかりか、組織においても管理ができるということで、条例の縛り等

がなくなりますので、市の関与は極めて薄くなっていくということであります。 

 それから予算ですけれども、予算においては議会の議決を必要としないということになります。

そして決算につきましても、決算認定が不要となりまして、報告のみで済むということで、かなり

独立性が高くなる仕組みでございます。 

 こういった中で、一方では資金調達という面も考えなければいけないんですが、これにおいては

起債の借り入れができなくなるということが大きな変更点でありまして、市からの繰り入れについ

ては行えるんですけれども、そういった面で資金調達もかなり民間化されるというような内容であ

ります。 

 そして職員の身分でございますが、この地方独立行政法人には公務員型と非公務員型の２点がご

ざいます。したがいまして非公務員型というふうになった場合には、かなり民営に近い経営形態に

変わるということがございます。 

 それからもう１点、指定管理でございますが、これはいろんな業種において使われている形態で

ございますが、民間事業者にすべてを任せていくということはご案内のとおりでございますが、１

つは会計方式が公営企業会計から純粋な民間の企業会計に変わるという点で、決算報告も先ほどの

地方独立行政法人の場合は報告義務がありましたが、議会への報告もなくなるということで、当然

原則的には市からの財政措置も行わないというような運営形態になっていきます。 

 どちらの運営形態にいたしましても、非常に運営の自由度は高くなるということでありますが、

一方で公共的な要素の強い病院ということであります。あまり経営にこだわりますと、こういった

ものの中には不採算部門を切り捨てていくということもなす可能性がありますので、そういった意

味では病院の設立団体は東御市でありますので、あくまで公立病院としての立ち位置がどこまで継

続されるのかという疑問が残るところであります。 

 また、職員の身分の話を先ほど申し上げましたが、これまでは公務員として扱われてきた職員が、

ほぼ民間人ということで変更になります。そういった身分保証の問題、そして退職手当金の取り扱

いの問題ということで、非常に課題は多いかというふうに思っております。 

 東御市民病院の場合は、いわゆるへき地医療という位置づけの中で、国の交付税措置を受けなが

ら運営をしているということでありますので、こういった経営形態、検討すべき事項はあるかと思

いますけれども、当面は現在の形で運営をさせていただきたいというふうに考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 栁澤旨賢君。 

○１７番（栁澤旨賢君） 市民病院の再質問でありますが、１つには病床利用率がなかなか上がら

ないというのが私が考える経営の一般からの繰り入れが多くなってきているというふうに思うんで

すね。入院患者１日単価が３万円から３万2,000円ぐらい、１人の入院患者が１年で約1,000万円と

いうことになるんですね。５人入院患者が今より余計になると5,000万円増えるということであり
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ますけれども、地域包括ケア病床が今年４月に14床に増床されました。今後も多少の拡大をしてい

くという答弁でありますけれども、どのくらいまで拡大をして、そしてこのいわゆるケア病床の利

用率を今後どのくらいに見ておいでなのか、お聞きをいたします。 

 また、今、先ほどの答弁の中に、国の地域完結型医療体制の推進と軽症患者が極めて多い市民病

院では病床利用率の向上が難しい。私もそう思います。確かに市民病院というのは１次医療と２次

医療の中間というんですか、完全な２次医療でもないわけでありますから、私も事実そういうふう

に思うんですけれども、そういった病院は市民病院でなくてもまだあるんではないのかなというふ

うに思いますし、それと病床利用率が上がらない原因が、他地域の病院と競合していることが原因

なのか、常勤医がまだ不足をしていることが原因なのか、そしてまだほかにも原因があるのか、そ

のことをお聞きいたします。 

○議長（櫻井寿彦君） 病院事務長。 

○病院事務長（武舎和博君） 病床利用率に係る再質問でございますが、病院機能の分割化に伴い

まして、非常に経営環境は厳しい、また近隣の病院との兼ね合いということで、先ほどもご答弁を

申し上げているところでありますが、確かに病床利用率が減少している原因に１つとすれば、やは

り新規の入院患者数が減ってきているということは事実でございます。そんな中、当院の場合は先

ほどからお話がありますように、軽症患者が入院が多いということで、全国的に見ますと小規模病

院はある程度入院日数が長いということで、病床利用率を維持していることがあります。ところが

当院の場合は、10日ちょっとということで、約半分近い入院日数になっております。１人の患者さ

んが10日入院しても、２人の患者さんが５日入院しても、これは延べ人数では10日ということで変

わらないわけでありまして、そういった中では入院日数が長ければ病床率は量的に上がっていくと

いうような結果であります。 

 しかしながら入院日数が長いということは、これ病院単価との関係がございます。先ほど３万円

から３万2,000円というお話がありましたけれども、やはりこの単価が低くなれば、仮に病床率が

高くても、入院の収入はそんなに変わらないということになってしまいますので、そういった中で

はやはり病院の日数、入院日数ということも兼ね合いながら、考えていかなければいけない課題で

あるというふうに思っております。 

 この春から３人の常勤医が加わりまして、常勤医という面では非常に充足された状況になってき

ております。 

 なかなかこの入院を議論する場合には、在宅へという考え方の中で、必要以上の入院を受け持つ

ことはもちろん許されないことではありますが、ただ、市民の皆様にとりまして、できれば近くの

病院に入院をしたいというご要望がある中では、やはり速やかに、的確に入院の措置がとれるよう、

対応をしていかなければいけないというふうに当然考えております。そういった意味では今後とも

市民の方に信頼される病院、あってよかった病院にしていくことが、今後病床利用率の向上にもつ

ながるというふうに考えているところであります。 
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○議長（櫻井寿彦君） 栁澤旨賢君。 

○１７番（栁澤旨賢君） それでは最後に農政について質問といいますか、意見でありますので、

回答は求めませんけれども、申し上げたいというふうに思います。 

 駒ヶ根市の天竜川沿いの水田というのは、もう、かなり前ですね、再整備がなされまして、１辺

が100メートルの200メートル、１枚で２ヘクタールというような再整備がされて、いわゆる稲作が

行われております。このように基盤の整備をして、生産効率を上げると、そういう耕地にするとい

うことが農政の基本であり、いわゆるその農地を次代、次の代につなげていくための施策の第一歩

だろうというふうに思うんですね。先ほど申し上げましたように、その辺の東御市のいわゆる農地

を再検討いただいて、そのことがどこまでできるのか、これからの検討課題にしていただければと

いうふうに思います。 

 そして先に申し上げた国の農地の固定資産税1.8倍にするという、国の方針も自給率の向上と農

地の有効活用を目的としているんですね。いわゆる農業委員会が中間管理に機構に申し出した土地

に対して、地主が何もしないものを1.8倍にする。なぜ、有効活用できる土地の中にありながら、

地主は何もしないでいるという土地に対して課税をしますよということなんですね。それはそうで

すよね、いわゆる、もう荒廃地というのはいわゆる高齢になって、貸したくも借り手もない。あげ

たくももらい手もないという話が冗談まじりでありましたけれども、そんな状況のところまで全部

1.8倍なんて、そんな不理屈な話ではないわけでありまて、いわゆる国として食糧生産をいかに上

げるかということと、耕地の有効利用ということが目的で1.8倍なんですね。ですからその辺の見

極めを農政もきちんとしながら、そしてそれに合わせて農政としていわゆるこれから何年も先に

なっても、その農地が株式会社でも大型農家でも誰でもいいんですね、誰でもいい、もう、そうい

うものだと思っていますから、私も。いわゆる耕作をして、食糧の生産につなげていくということ

がまずは基本でありますので、その辺の見極めや取り組みを長期展望に立って行っていただければ

というふうに思います。  

 以上申し上げて、質問を終わります。 

○議長（櫻井寿彦君） ここで15分間休憩します。 

休憩 午前１０時２４分 

――――――――――――――――――――――――――――― 

再開 午前１０時３９分 

○議長（櫻井寿彦君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。一般質問を続けます。 

 質問番号５ 所信表明について、今後４年間にわたる市政運営の基本方針。さわやかな風の会、

依田俊良君。 

 依田俊良君。 

○１０番（依田俊良君） 改めましておはようございます。 

 さわやかな風の会代表、依田俊良です。今後４年間にわたる市政運営の基本方針について質問い
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たします。 

 東御市も合併して13年目に入りました。一体感の醸成も大きく進んできたと思います。基礎づく

りから様々な施策を展開し、さらなる飛躍に向け、歩み続けているところであります。これから市

長は４年間、東御市のかじ取りをされていくわけですが、今日まで多くを有言実行されてこられま

した。また、将来に向け様々な種をまいてこられました。この４年間でしっかり収穫をしていただ

き、また実のなる木はせん定し、幹を太らせ、更に将来大きな実をつけるよう育てていただきたい

と考えています。また、多くの可能性を持つ東御市に新しい種をまいていただきたいとも思います。

あまりまきすぎなのもちょっと心配ではありますけれども、東御市というブランドを全国に発信し

て、地方自治体間の競争に勝ち抜いていく必要があります。右肩下がりの経済状況の中、少子高齢

化、人口減少は確実に進み、深刻な問題となっております。 

 持続可能な財政、社会保障の構築を図ること、東御市全体が活性化し、税収を上げることは必要

不可欠であります。消滅的危機にある地方都市にとって、いくらお金を使って、何を達成するかと

いう費用対効果に対する考え方、人口が減少する中で、どうやったら破綻しないで持続的な社会を

つくり出すかにあります。市民の理解を得ながら、持続可能な美しいふるさとづくりを更に進めて

いくべきとも私も考えております。地方自治における自己決定、自己責任はますます大きくなって

います。市民力、職員力を十分発揮し、正確なマネジメントでまちづくりを進めていただきたいと

思います。 

 このたびの選挙は、これまでの実績の評価を踏まえ、今後進むべきまちづくりのかじ取りを花岡

市長に再度託そうという市民の熱い思いがもたらした結果であると思います。そこで４年間の市政

運営について４点、お尋ねします。 

 今期４年間の市政運営の柱は何か。 

 ２番目に、人口減少の克服と活力ある地域社会実現のために策定されたまち・ひと・しごと創生

総合戦略計画をどのように取り組み、成果を上げていくか。 

 ３、５小学校の改修には多額の予算を伴うが、どのように進めていくか。 

 ４、東御市民病院は、市民が安心して暮らせる地域医療の拠点として大いに期待しているもので

あります。病院の在り方といたしましては、地域の方々に信頼され、誇れる病院になっていただき

たいと思います。経営の安定には医師の確保は大切であり、利用者増の取り組みも必要です。市民

病院は常勤医師を迎えて医療体制も整ってきたと思われますが、今後の病院運営の方向性をどのよ

うにお考えか、お聞きします。 

○議長（櫻井寿彦君） 市長。 

○市長（花岡利夫君） さわやかな風の会、依田俊良議員の所信表明、今後４年間にわたる私の市

政運営の基本方針についてのご質問につきまして、お答えいたします。 

 まずは４月の市長選挙におきまして、多くの市民の皆様をはじめ関係各方面からのご支援を賜り、

引き続き市長の重責を担わせていただくことになりましたこと、ここに改めて感謝を申し上げます。 
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 これまでの８年間を踏まえ、このたび掲げさせていただきました私の公約を実現させることこそ

が、多くの市民の皆様の負託におこたえすることであると肝に銘じ、全力で臨む所存でございます。

引き続きご支援賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

 ご質問いただきました１点目の今期４年間の市政運営の柱につきましては、平成30年度を目標年

次としている総合計画の前期基本計画の実現が大きな柱の１つであります。総合計画の基本目標に

は、６項目を掲げてございまして、その１つ目であります「豊かな自然と人が共生するまち」につ

きましては、東御市の美しい自然環境を維持し、継承していけるように、景観に配慮した施策の展

開とエネルギーの地産化や、循環型社会の形成を目指してまいります。 

 基本目標の２つ目、「安全・安心の社会基盤が支える暮らしやすいまち」につきましては、通学

路の整備、保育園周辺、滋野駅周辺等の生活道路の改良や水害対策に取り組むとともに、自助、共

助、公助による災害に強いまちづくりを推進してまいります。 

 ３つ目の「子どもも大人も輝き、人と文化を育むまち」につきましては、子育てに関する希望を

かなえるため、第３子以降の保育料無料化を目指します。また、東御市の自然環境を生かし、地域

住民との連携による特色ある子育て支援策・教育行政を推進するとともに、地域のために学び、実

践していただける人づくり、スポーツ文化と生涯学習の充実を推進してまいります。 

 基本目標４、「共に支えあい、みんなが元気に暮らせるまち」につきましては、地域で暮らせる

ことを第一に、互いに支え合う仕組みづくり、地域包括支援体制づくりと健康寿命の延伸に取り組

んでまいります。 

 基本目標５、「地域の魅力を活かし、活力とにぎわいを生むまち」につきましては、高地トレー

ニング構想を着実に実現させることをはじめ、東御市全体のブランド化推進や特色ある農畜産物、

観光資源に磨きをかけるとともに、積極的な情報発信等によって雇用の創出と新しい人の流れをつ

くってまいります。 

 基本目標の６、「市民と共に歩む参画と協働のまち」につきましては、小学校区単位の地域づく

りを推進し、それぞれ５地区の地域ビジョンの実現を支援してまいります。 

 ２点目のご質問であります人口減少克服と活力ある地域社会実現のための総合戦略の取り組み等

につきましては、地方創生、地域再生の正念場を迎える今日、まち・ひと・しごと創生総合戦略の

実現も今期、市政運営の大きな柱の１つと考えております。東御市の魅力、強みである豊かな地勢

が育む農畜産物や湯の丸高原等の観光拠点を活用した雇用創造策や、交流人口増加策、若い世代が

希望を抱ける子育て支援策等の総合戦略関連施策を進めることが、総合計画における「人と自然が

織りなす しあわせ交流都市東御」の実現につながるものと確信しております。 

 これら総合戦略の推進に当たっては、国の交付金等を活用しながら、６次産業化の推進や農業と

商工業、更に観光業との連携等による雇用の創出から、体験交流型観光の創出等による交流人口増

加策と子育て支援策のさらなる充実、時代に合った地域づくりに至るまで、今、すべきこと、今で

なければできない施策の推進に全力で取り組んでまいります。 
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 加えまして、この総合戦略の進捗管理につきましては、産業界、金融関係、労働関係、報道関係

等の多方面からご参画いただく、まちづくり審議会からご意見を賜りながら実施し、より効果的、

戦略的で成果の上がるものとなるよう推進してまいります。 

 ３点目の５小学校の改修には多額の予算を伴うが、どのように進めていくかについてお答えしま

す。 

 市内５小学校につきましては、建築後三十数年から40年が経過し、老朽化してきているところで

ございますが、各小学校とも構造体の耐震補強及び非構造部材の耐震改修工事を完了していること、

また、児童・生徒数の動向予測を踏まえて、昨年11月の総合教育会議において、中期的には現小・

中学校の通学区及び学校配置はおおむね現状どおりとすることを前提として、施設の維持及び長寿

命化を図ることを決定しております。施設の長寿命化を図るため必要な改修工事、リフォームを行

いながら、将来における建替えのペースを緩やかにして、費用負担の平準化を図ってまいるという

考え方であります。 

 文部科学省は老朽化対策として、長寿命化改修を推進することとしており、自治体に対し学校施

設長寿命化計画の早期策定を促しておりますので、東御市におきましても本年度中に長寿命化計画

を作成し、速やかに国庫補助事業を導入できるよう、準備を進めてまいります。 

 続きまして、４点目の市民病院運営の今後の方向性についてのご質問でございますが、市民病院

は４つの柱としまして、急病患者への対応、高齢者医療の充実、在宅医療の充実、予防医療の充実

を掲げながら、地域に密着したプライマリーケア病院を目指してまいりましたが、今般、内科、外

科、産婦人科を担当する３名の常勤医師が加わったことにより、このプライマリーケアを実現する

ための医療体制がほぼ整ったものと考えております。しかしながら今後も地域完結型の医療体制が

推進され、それぞれの医療機関の役割がより明確になっていきますと、救命救急医療や中規模以上

の手術など、病院経営に直結する収益性が高い急性期入院医療への対応が困難な当院にとりまして

は、ますます経営環境が厳しくなるものと予測をしております。 

 このような医療環境のもと、公立病院としての役割を十二分に認識しつつ、地域住民の皆様が安

心して暮らせるよう、地域包括ケアシステム構築のための重要な担い手として、今後も市民にとっ

てなくてはならない身近な病院にしていくとともに、経営基盤のさらなる強化にも努めてまいりた

いと考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 依田俊良君。 

○１０番（依田俊良君） 続けて質問します。 

 総合計画と総合戦略の推進に今期４年間、全力で取り組むとの力強い答弁があり、私自身も心強

く感じたところであります。 

 人口減少問題には、残念ながら特効薬はないものと考えていますが、花岡市長のリーダーシップ

で乗り切っていただくことを期待しています。東御市がキラリと光り続けられるよう、今期もまい

進していただきたいと思います。 
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 何点か再質問します。 

 高地トレーニング用プールについてお尋ねします。 

 花岡市長は、選挙の公約の１つとして、高地トレーニング構想を確実に実現させ、高地トレーニ

ングの聖地にすることを掲げられました。選挙の争点ともなった高地トレーニングプールでありま

すが、市民プールの施設整備とともに論じられ、市民プールのかわりに湯の丸にプールを建設する

等と、混乱した市民もあるやに感じました。そうではなく高地トレーニング用プールはあくまでも

アスリートの強化のための施設であり、国が整備するものであって、それを東御市に誘致するもの

であります。市民プールは文字どおり市民のものであって、東御市が責任を持って持続可能で子ど

もに喜ばれる施設整備を行うもので、こちらについても花岡市長の選挙公約の１つでありました。

選挙結果により、市民から一定の理解と信認を受けたものと理解していますが、高地トレーニング

用プール誘致に対する市長のお考えをあえて再度確認します。 

 次に、人口減少問題対策について再度お尋ねします。 

 少子高齢化社会と言われて久しいものの、人口減少が表面化したのはついこのごろのように感じ

ます。気がつけば空き家、空き地が目立ってきて、人も減り、にぎわいも薄れ、若者は地元東御で

頑張っている人もたくさんおりますが、半数は都市部へ進学や就職で出ていって帰ってこないなの

か、こられないなのか、とにかく若者が少なくなったと感じています。 

 それに立ち向かうのが地方創生総合戦略であると理解しています。仕事の創出、人の流れをつく

る、若い世代の希望をかなえる等の施策展開によって、人口減少問題を克服していこうとするもの

であり、この人口減少問題は市の活性化や地域住民の経済活動、ひいては市の財政面にも多大な影

響があるものと考えております。 

 そこで選挙公約にも掲げられた、子どもたちに世界一住みやすいふるさとに帰っておいでと言え

るまちづくりとは、これから人口減少問題対策に関連するものと思いますが、これについて市長の

お考えをお尋ねします。 

 ３点目に総合戦略についてお尋ねします。 

 総合戦略の推進について、国の交付金等を活用して６次化産業の推進や体験型観光の創出、また

子育て支援策の充実化等に取り組むとの答弁でありましたが、広報にもありましたが、それらに関

係し今年度重点的に行う事業と、その狙い、効果等、代表的なもので結構ですので、お示ししてく

ださい。 

 次に、小学校改修についてお聞きします。 

 老朽化した小学校施設の整備については、建替えではなく長寿命化を図るとのことであります。

短期間で全小学校の建替えをすることは財政負担が大きいことや、これまで主体構造や天井などの

非構造部材に係る耐震補強工事を実施してきたことから考えると、長寿命化という選択は適当であ

ると思います。 

 そこでお聞きします。長寿命化の計画を今年度中に作成するということでありますが、改修のコ
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ンセプト、具体的な改修、また、どれくらいの期間の長寿命化を考えているか、お聞きしたいと思

います。ちなみに各普通教室の経過年数を申し上げますと、田中小学校は築42年、滋野小学校は築

39年、祢津小学校35年、和小学校37年、北御牧小学校37年となっています。 

 次に、市民病院についてお聞きします。 

 市民病院の今後の方向性として、常勤医師の充実に伴い、４つの柱を中心にプライマリーケアを

充実していきたいが、地域完結型医療体制の推進に伴い、経営環境はますます厳しくなるとの答弁

がありました。 

 そのような中、公立病院の果たす課題の１つである地域包括ケアシステムの構築に向けた重要な

担い手であるという認識を示されました。具体的にどのような取り組みを行うのか、お聞きします。 

○議長（櫻井寿彦君） 市長。 

○市長（花岡利夫君） さわやかな風の会の依田俊良代表の再質問にお答えいたします。 

 まず最初に、高地トレーニング構想への私の考えを述べさせていただきます。議員ご案内のとお

り、湯の丸高原への誘致活動を行っている高地トレーニング用プール施設は、アスリートの競技力

向上のためのトレーニングの場であって、一自治体が整備する性格のものでなく、国に施設整備を

お願いするものでございます。これに関しましては、長い間、小諸市、東御市、上田市、そして嬬

恋村、また軽井沢町、御代田町の協力も得て、国にお願いすると同時に、東御市としてはプールに

関しては国にお願いしておるところでございます。 

 そういう中で、この６月10日には高地トレーニング拠点プール施設整備推進委員会が設置されま

した。この高地トレーニング用プールからの最大の利益を享受する日本水連が主体となって、運営

されていく推進委員会が立ち上がりましたことは、この誘致活動が新たなステージに進んだものと

理解しております。この委員会の委員の任命者は日本水連代表の青木委員長であります。私どもも

この水連が招集され、そして水連が湯の丸に建設するためにつくられたこの委員会に加わって、日

本水泳連盟に協力し、ともに誘致活動を推進してまいる所存でございます。 

 湯の丸高原に高地トレーニング施設が整備されれば、多くのアスリートや関係者が湯の丸を訪れ、

トレーニング施設を利用することによって競技力が高まり、更に結果に結びついていけば地元東御

市としてもこれは大変喜ばしいことだと考えております。 

 また、国内唯一の高地トレーニング用プールがあるまちとして、東御市の知名度が飛躍的に高

まっていくものと考えております。 

 現在、一部のトップアスリートに限られている海外での高地トレーニング、今回のリオデジャネ

イロに関しましては、世界３カ所に分かれて現在、日本チームが高地トレーニングをスペイン、ア

メリカ、メキシコでの高地トレーニングに既に入っておるところでございます。 

 このような海外での高地トレーニングから、裾野の広い国内での高地トレーニングに変わり、利

用者の様々な負担が軽減されることによって、ジュニアからも、障がい者からも安全・安心な国内

湯の丸での高地トレーニング利用が見込まれるところでございます。 



― 45 ― 

 これらのことは、東御市の観光産業振興をはじめ、まさに地方創生の実現に大いに資するものと

考え、引き続き粘り強く誘致活動を行ってまいります。 

 次に、子どもたちに世界一住みやすいふるさとに帰っておいでと言えるまちにしますというこの

公約に込めた思いはということでございます。 

 まず最初に、やはり人口減少に関して市、何とかしろ、市長、何とかしろという市民の多くの思

いがあるわけでありますけれども、まず自分たちの子どもに帰ってもらいたいというふうに親が思

える、思う、そういうことが必要であると思いますし、また、その子どもたちもふるさとに帰りた

い、親の誘いにこたえていきたいと思うことが何よりも大切であるというふうに考えております。 

 この美しいふるさと東御の魅力を市民の皆様にもまず再認識していただき、次代を担う子どもた

ちに継承していってもらいたい。東御市は本当に住みやすいまちであると小さいけれどもキラリと

光るものがあるのだと胸を張ってもらいたい。そういうふるさとになりたい、そういう思いが大事

でございます。 

 東御市は、都会のような利便性やきらびやかさはありませんが、不便すぎることはない。ほどよ

さ、豊かで変化に富んだ自然があって、災害も少なく、日当たりもよい、上田や小諸、佐久が生活

圏にあり、長野や軽井沢へも、都心へもアクセスがよい、ほどよく田舎であって、みんな元気でと

もに暮らすにはよいところであると自負しております。議員各位も、同様にお考えのことと思いま

すが、これらが昨年度の東洋経済新報社の「住みよさランキング」で市部中県内１位、日経ＢＰ社

の働く世代が住みやすい都市で県内第３位という結果にあらわれているものと考えております。 

 そのような住みやすいこのふるさと東御に、いつかは帰っておいで、待っているからと皆様から

もぜひ機会を捉えてお声かけいただきたい。 

 この暮らしやすい東御市の魅力に更に磨きをかけていくこと、外へも内へもこの住みよく、美し

い東御を発信していくことが私に課せられた使命であると認識しております。仕事の創出等の総合

戦略の確実な推進によって、子どもたちが帰ってこれる東御市、新たな人々を誘い、移住先として

東御市を選んでいただけるようなまちづくりを推進していく、公約にはそのような思いを込めさせ

ていただいたものでございます。 

 ３点目の総合戦略に関する事業等へのご質問につきまして、お答えいたします。 

 本年度の重点事業としまして、特に総合戦略に関しますものは６次産業化、ブランド化の推進が

ございます。これらに取り組むにあたり、産業経済部の中にこの４月から６次産業化推進室を設置

いたしました。また内閣府の交付金、厚生労働省事業を活用した事業にも取り組み、農業と商工業、

そして観光までを結びつけることによって、雇用の創出と地域振興を目指してまいります。 

 加えまして、ＩＪＵ移住推進事業に関しまして、移住推進部門を地域づくり支援室に統合しまし

て、新たに地域づくり移住定住支援室といたしました。これによりまして従来地域づくり支援室で

行っておりました大田区でのイベント等における当市のＰＲ活動も、より効果的なものになります

し、移住者にも住みやすい地域づくりにもつながっていくものと考えております。 
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 若い世代の出会いの場の創出に関しましても、新たな組織を立ち上げ、既存の事業を集約するな

どし、一体性と継続性のあるものとして組み立ててまいりたいと考えております。 

 ほか、特色ある子育て環境づくり等の継続事業とともに、地方創生に取り組んでまいります。産

業界、教育関係、金融関係、労働関係等、様々な方々から幅広く意見をいただいて、総合戦略で設

定いたしました数値目標の達成度合いによる検証と、見直しを繰り返し、成果を上げていきたいと

考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 教育次長。 

○教育次長（清水敏道君） 再質問の４点目、小学校施設の長寿命化計画につきまして、私の方で

市長に代わりお答えをいたします。 

 長寿命化計画策定に至ります前提は先ほど市長から申し上げたとおりでございまして、長寿命化

計画のコンセプト、考え方は大きく分けて２つあろうかと思います。１つは現在の学校施設の機能

の維持でございます。昨今の児童数、今後の児童数の動向予測、また特別支援教育などの需要の増、

あるいは空き教室をどのように利用するかといったような環境のことも踏まえまして、具体的には

トイレの改修ですとか、照明設備、それから床の改修、放送設備等の改修が必要であろうかと思い

ます。 

 ２つ目は、機能の向上、あるいは拡充でございまして、これも現在の社会環境の中でＩＣＴ環境

が現在、学校施設の中では不足しておりまして、さらなる拡充が必要であろうかと思います。 

 また、放課後児童対策としてのクラブの活用等につきましても、現在は図工室の兼用などしてい

る部分もありますので、これもやはりできうれば空きスペースを活用しての拡充、具体的には部屋

のスペースだけではなくてトイレですとか、出入り口がないとクラブとして利用できないものです

から、そういった拡充も必要であろうかと思いますし、本年施行になりました障害者差別解消法に

伴いまして、バリアフリー施設、これも東御市は各小学校とも段差が相当ございますので、こう

いった改修も必要であろうかと。機能の回復・維持、また機能の拡充・向上という二面的な部分で

考えてまいりたいと考えております。 

 具体的に長寿命化計画とあわせまして、改修すべき最優先の部分でございますが、先ほど議員か

らも築年数、三十数年から40年以上たっているというふうにご指摘をいただきましたけれども、こ

れまでも一部の改修はしておりますが、現在、一番問題となっているのは特に田中小学校並びに滋

野小学校のトイレ施設であろうかと思います。本年の長寿命化計画とあわせまして、この２校のト

イレ改修の事業化に向けて現在、準備を始めているところでございます。 

 ３つ目、長寿命化の期間、どのくらい想定しているかということでありますが、これまでは小学

校施設40年余りを耐用年数というふうに文科省ではしておりましたけれども、今回の長寿命化にお

きましてはプラス20年から30年を目指せといいますか、指摘されているところでありまして、この

具体的な年数につきましては現在の長寿命化計画におきます耐力度、それぞれ学校において、ある

いは校舎、施設によって耐力度が違いますので、それを精査した上で、二十数年なのか三十数年な
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のか、それは定めてまいりたいと。目標、希望とすれば少なくとも20年以上は延命化しないと、そ

の後の全面改築には相当財政上の困難もありますので、そのような年数を目安としております。 

○議長（櫻井寿彦君） 病院事務長。 

○病院事務長（武舎和博君） 依田俊良議員の再質問、病院に係る内容でございますが、地域包括

ケアシステムの構築に向けた病院の具体的な役割ということでお答えをいたします。 

 この言葉は、もう数年前から言われておりまして、ご案内のとおりということでありますけれど

も、内容的には５つのキーワードがございます。住まい、医療、介護、そして予防、生活支援とい

うことでありまして、この５つの要件を推進していくことが、この仕組みの構築に必須であるとい

うことで、そういった中で市民病院は、医療の部分を担当する市民病院ということで、２つの事業

を重点的に取り組んでまいりたいというふうに思っているところであります。 

 １つ目は、外来機能の中の１つであります訪問診療であります。これにつきましては通院が困難

な患者さんに対しましては、これは月に１度とか２度ということで、定期的に訪問する日を決めて、

医師と看護師が診察に伺うというようなことであります。これまでも取り組んできたわけでござい

ますが、今度は常勤医師の充実に伴いまして、この４月には在宅療養支援病院という病院としての

新たな取り組みの届出を行わせていただきまして、更に強化をしていきたいというふうに思ってい

るところであります。 

 これにつきましては、緊急の場合の往診ですとか、お亡くなりになったときのみとりですとか、

そういったことも含まれていることであります。要は24時間365日ずっと対応が必要となることで

ありますので、非常に多くのマンパワーを要するものであります。したがいましてこの在宅医療、

訪問診療の充実を図っていくためには、市民病院ばかりではなくて、やはり訪問看護ステーション

として地域の開業医の皆さんそれぞれのお立場で地域の医療関係機関、みんなで支えていく、推進

していくものであるというふうに思っております。 

 なお、みまき診療所でございますが、こちらにつきましては平成18年に在宅療養支援診療所とい

う届出を既に行っておりまして、そのころから取り組みを開始しているということであります。 

 それから２つ目の取り組みですが、こちらはいわゆる入院医療に係ることでございますが、先ほ

ども答弁の中で出ましたけれども、地域包括ケア病床の導入であります。これは在宅復帰に向けた

リハビリを重点的に行うことによって、従来より長期的な入院が可能となるものであります。退院

先の調整作業、また患者さんが安心して退院していくというようなことの環境を整えていくために、

在宅復帰率を高めていこうというような病床であります。 

 当院の取り組みとすれば、昨年４月に８床で開始をし、現在14床に拡大をしてまいりましたが、

今後の取り組みの中で４床が１部屋という構成でありますので、18ないし22床に拡大をしていけれ

ばというふうに考えております。 

 こういったことで市民病院といたしましては、いわゆる在宅と入院の両面からこの地域包括ケア

システムを支えていきたいというふうに考えておりますけれども、１つここで象徴的な言葉を紹介



― 48 ― 

したいと思いますが、「時々入院ほぼ在宅」というキャッチフレーズがあります。これは２年前の

診療報酬の改定のときに出てきた言葉で、この「時々入院ほぼ在宅」という非常に響きのいい言葉

ですが、あまり世に知られておらないというふうに思っています。これは医療の今後の方向性を端

的に示した言葉だなというふうに思っておるところでありますが、こういったことも含めまして、

今後公立病院としての役割、しっかりと見定めて、進んでまいりたいというふうに思います。 

○議長（櫻井寿彦君） 依田俊良君。 

○１０番（依田俊良君） 答弁のとおり湯の丸のプールは国が整備するもので、東御市は観光振興

や知名度の向上にもなるものとして誘致活動を進めるものだと改めて理解するところであります。

なかなか高地トレーニング用プールの整備は難しいことであると考えますが、夢があり、希望が持

てることであるので、どうか成功するよう頑張っていただきたいと思いますし、私も市民とともに

応援していきたいと思います。 

 人口減少問題についても、東御市は災害も少なく、日当たりもよいし、交通網も整備されて、お

いしく安全な農畜産物がとれ、穏やかな人々が集い合う大変暮らしやすいところであると感じてい

ます。自動車がなければ不便な面も確かにありますが、総じてよいところであって、私もほどよく

田舎で、それがよいのだなと実感しております。 

 若い人が元気に戻ってこられて、新しい人も移り住みたくなる、働く場所もあって、子育て環境

にも恵まれて、地域でも暮らしやすい、そんなよいところをもっともっと伸ばしてもらいたい、そ

の思いは私も一緒でございます。 

 市長の答弁にもありましたが、地方創生、地域再生には行政だけではなく、産業界や金融界や現

に働いている方々など、多方面からの意見、アイデアを取り入れることが重要と考えます。市民と

ともに元気で明るい東御市づくりにご尽力いただきますよう期待を込めて申し上げます。 

 最後に、ここ数年、東御市においても間違った情報やデマがまかり通るようなところがあり、懸

念しているところでございます。ちなみにデマとは、根拠のない、いいかげんなうわさ話のことで、

政治的効果を狙い、事実無根の情報を意図的に流すなどして、人々を扇動し、相手に不利な状況を

つくる場合のことです。デマは扇動政治を意味するデマゴギーを略したドイツ語で、出任せの略語

ではありません。議員として正しい情報を市民の皆さんに届けることが大切であると考えています。

根拠、裏づけのない個人的意見を活字やブログ、ＳＮＳなどで大勢の人に発信することは問題があ

ります。言った者勝ちの風潮は是正していくべきと考えております。市長はよく、大きな声は耳に

届くので、市長の言われている声なき声に耳を傾けて、デマや誹謗中傷に負けないで、しっかり市

政運営をしていただきたいと思います。 

 終わります。 

○議長（櫻井寿彦君） 質問番号６ 計画的で効率的な行財政運営をどう実現するのか、質問番号

７ 小学校単位の地域づくりの組織はどこまで進んでいるのか、質問番号８ 生ごみリサイクル施

設の建設と循環型都市の実現をどう進めるのか、質問番号９ 東御市実践型地域雇用創造事業「と
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うみマリアージュ・プロジェクト」とは何か。太陽と風の会代表、若林幹雄君。 

 若林幹雄君。 

○７番（若林幹雄君） 皆さん、こんにちは。 

 代表質問３人目ということで、私は議員番号７番、太陽と風の会、若林幹雄でございます。 

 代表質問に先立ちまして、先ほど同僚議員もおっしゃっていましたけれども、熊本地震がありま

して、もう２カ月になります。被害を受けた皆様に心よりお見舞い申し上げるものでございます。

現地ではまだ余震が続いておりまして、復興はまだまだ緒についたばかりと聞いています。一日も

早い復興を願っております。 

 さて、６月も下旬に入りまして、農作業はいよいよ忙しくなってまいりました。ちょうどブドウ

農家にとりましては、１年でこれから一番忙しい季節になります。しかし今年はから梅雨でござい

ます。ため池の水も底が見え、これからの農業にとって大丈夫かなという、そんな不安な声を聞い

てもおります。干ばつが心配されております。一昨年も水には苦労させられました。梅雨が戻って

くることを願っております。そして秋の豊かな実りを期待しておるところでございます。 

 さて、先般３期目の花岡市政がスタートしまして、本議会開会日に市長より所信表明がございま

した。私はこの市長の所信表明の中の重点課題の４点に絞って、会派を代表いたしまして質問させ

ていただきたいと思います。 

 まず第１には、計画的で効率的な財政運営についてでございます。第２に、小学校単位の地域づ

くり組織についてです。第３に、生ごみリサイクル施設の建設と循環型都市の実現についてです。

そして最後に、実践型地域雇用創造事業「とうみマリアージュ・プロジェクト」についてでござい

ます。 

 まず最初の質問でございます。計画的で効率的な行財政運営をどう実現するのかについてお尋ね

いたします。 

 市長は、本定例会における所信表明で、限られた人材と予算を有効に使うために、計画的で効率

的な行財政運営が必要と述べられています。財政問題はこれからの市政にとって極めて重要な課題

でございます。そこで具体的に３点にわたって質問させていただきます。 

 まず第１点目、市税の適正な課税、徴収、受益者負担の適正化を図るとは、どのようなことなの

でしょう。 

 第２点目、市民にわかりやすい財政状況の公表を積極的に進めるとは、どのようなことを指すの

でしょうか。 

 ３点目、市民益を第一義とした持続可能な財政運営を進めるとは、具体的に何を指すのでしょう

か。 

 以上でございます。 

 ２点目、小学校単位の地域づくり組織はどこまで進んでいるのかについてお尋ねします。 

 これまで市は協働のまちづくりを実現するために、小学校単位の地域づくり組織を進めてまいり
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ました。しかし滋野、北御牧、祢津ではそれぞれの組織が結成されたのに対しまして、田中、和地

区ではそれぞれの地区の事情もありまして、組織化が遅れていると聞いております。そこでお尋ね

いたします。 

 第１点目、小学校単位の組織化が進んでいない状況をどのように捉えているのでしょうか。その

課題は何でしょうか。 

 第２点目、市は小学校単位の新しい組織と従来の区組織とを行政の中でどのように位置づけてい

るのでしょうか。 

 ３点目、市は地域づくり組織が取り組む活動に対して、必要な支援を行うと述べていますが、具

体的に何を行っていただけるのでしょうか、具体策をお尋ねします。 

 ３点目、生ごみリサイクル施設の建設と循環型都市の実現をどう進めるのかについてお尋ねいた

します。 

 東御市は、これまで３Ｒ、リデュース、リユース、リサイクルでございますが、３Ｒを進め、ご

みの減量化、資源化に取り組んでまいりました。最後に残された大きな課題は、生ごみの再資源化

でございます。既に３月議会で生ごみリサイクル施設の建設が予算化されています。そこで具体的

に３点にわたってお尋ねいたします。 

 第１点目、生ごみリサイクル施設の概要と具体的な運用スケジュールはどうなっているのでしょ

うか。 

 ２点目、生ごみリサイクルでは悪臭や虫の発生が問題になります。どのような対策を講じられて

いるのでしょうか。 

 ３点目、運用まであと１年足らずと聞いています。円滑な導入のため、地域住民への説明をどの

ように行うのでしょうか。 

 以上３点、ご質問いたします。 

 第４点目でございます。今回新規事業といたしまして、本議会に提案されております東御市実践

型地域雇用創造事業「とうみマリアージュ・プロジェクト」についてお尋ねいたします。 

 市は実践型地域雇用創造事業として、ワインに合う料理の開発とワインを機軸とした地域ツーリ

ズムにより、市内業者の事業拡大と新たに120名の雇用創出を目指すとしています。そこで以下に

ついてお尋ねいたします。 

 実践型地域雇用創造事業「とうみマリアージュ・プロジェクト」の狙いと目標についてお尋ねい

たします。 

 ２点目、このプロジェクトにより、３年間で新規就労120人を目指すとしていますが、どのよう

に取り組むのでしょうか。 

 ３点目、この事業を進める主体である東御市雇用創造協議会とは、どのような団体なのでしょう

か。 

 以上、最初の質問でございます。それぞれ簡潔な答弁を求めます。 
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○議長（櫻井寿彦君） 総務部長。 

○総務部長（掛川卓男君） 質問番号６、太陽と風の会、若林幹雄議員の計画的で効率的な行財政

運営をどう実現するのかのご質問につきまして、市長に代わりお答えをいたします。 

 １点目の市税の適正な課税と徴収、受益者負担の適正化を図るとはどのようなことでしょうかで

ございます。 

 まず市税の適正な課税と徴収につきましては、地方税法、国税徴収法などの関係法令や市税条例、

総務省等からの通知等に基づき、適正な課税と徴収を行ってまいります。 

 次に、受益者負担の適正化につきましては、市民負担の公平性を確保する観点から、施設の使用

や証明書類の発行など、特定の方が利用するサービスに係る経費は受益者に負担していただくこと

が原則でございます。定期的に使用料、手数料の額を見直し、適正な受益者負担額を設定すること

と考えております。 

 ２点目の市民にわかりやすい財政状況の公表を積極的に進めるとは、どのようなことを行うので

しょうかのご質問についてお答えいたします。 

 厳しい財政状況の中で、財政の透明性を高め、市民に対する説明責任をより適切に果たし、財政

の効率化、適正化を図るため、従来からの単式簿記による予算決算制度に加えて、既存の決算統計

データを活用した簡便な複式簿記による財務書類の作成が全国的に進み、当市においても平成20年

度決算より公表してまいりました。しかし公表に当たり、自治体によって財務書類の作成方式が違

うことから、統一的な基準による地方公会計マニュアルが平成27年１月に国から示されたところで

ございます。統一的な基準による公会計制度では、減価償却費などのコスト情報の把握や複式簿記

を採用することで、単式簿記では見えにくかったものが見えるようになることが期待されることか

ら、当市においても平成28年度決算からこの方式による財務書類を公表できるよう現在、準備を進

めているところでございます。 

 ３点目の市民益を第一義とした持続可能な財政運営を進めるとは、具体的にどのように実現する

のでしょうかについてですが、既に地方財政健全化法により、実質公債費比率や将来負担比率など

の財政判断指標があることはご承知のとおりでございます。東御市の財政が将来にわたり健全性を

維持するためには、これら既存の財政指標を注視しつつ、限られた財源を有効に活用するために、

計画行政と費用対効果を考慮した事業の重点化を進め、一層の歳出抑制を図ることが重要であると

考えます。 

 また、予算の編成に当たっては、基金繰入額の制限や起債借入額の上限の設定など、一定のルー

ル、すなわち財政運営の規律を設けることで、収支バランスの均衡を図ることが重要であると考え

ております。 

○議長（櫻井寿彦君） 市長。 

○市長（花岡利夫君） 太陽と風の会、若林幹雄議員の代表質問につきまして私の方から、小学校

区単位の地域づくり組織はどこまで進んでいるのかのご質問につきましてお答えします。 
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 １点目の小学校区単位の組織化が進んでいない状況をどのように捉えているのでしょう、その課

題は何でしょうかでありますが、小学校区単位の地域づくりとは、小学校区という人のつながりと、

文化を共有する生活圏において、地域住民が主体となって地域づくりを考え、美しく元気なふるさ

とづくりを進める取り組みでございます。 

 この取り組みを進めるための組織づくりに当たっては、地域の自主性を重視し、市はその取り組

みを支援しているものでございます。これまでに滋野、北御牧、祢津地区と順次発足しております

し、未組織の田中、和地区においても組織化の検討が始まっていますので、組織化が進んでいない

とは認識しておりません。 

 ここで組織化に向けた状況を申し上げますと、田中地区では平成27年６月に区長会と各種団体で

構成する設立準備会が発足しておりましたが、この８月を目途に新組織が発足する見通しとなって

おります。また、和地区では区長会が中心となり、各種団体が参画する推進会議を近々に立ち上げ、

組織化の検討が始まろうとしております。 

 これらの動きは平成27年度に取り組んだ地域ビジョンの策定によりまして、それぞれの地域が取

り組むべき地域課題や目標とする将来像が明確になったことによるものであり、小学校区単位の地

域づくりはすべての地区でこのように活発に、そして確実に前進していると考えております。 

 ２点目の市は小学校区単位の新しい組織と、従来の区組織とを行政の中でどのように位置づけて

いるのでしょうかでありますが、区とは区域における地縁で構成される住民の共通利益や親睦を目

的とする自治組織です。しかし地区レベルにおいては各地区の区長会がありますが、情報交換、意

見交換するための連絡会であり、地区の課題を解決するための協議組織ではありませんでした。一

方、小学校区単位の地域づくり組織は、単一の区、団体だけで解決できない様々な地域課題に取り

組むための協議会組織であります。区長会や各種団体が連携し、補完し合って地域づくりを支える

組織であり、市と協働のまちづくりを進めていく上で重要なパートナーであると位置づけておりま

す。 

 ３点目の市が地域づくり組織が取り組む活動に対して必要な支援を行うに当たっての具体策であ

りますが、各地区で策定されました地域ビジョンの将来像を実現するためには、住民一人ひとりが

関心を持つとともに、各種団体がそれぞれの課題の解決に取り組み、連携し合うことが必要だと考

えております。また、その取り組みに対して市もかかわっていくことで協働のまちづくりの進展に

つながるものと考えております。そのため市職員である地域づくりサポーターによる行政マンとし

ての経験や知識、情報等を生かした人的支援を行ってまいりたいと考えております。また、財政支

援としましては現在、小学校区を単位とする各種の団体に交付している様々な補助金等があります

が、５地区で地域づくり組織が組織化されることを機に、地域づくり組織が使いやすく、使い道を

決められる、更には地域の人材育成や自立につながる新たな財政的支援の仕組みを検討し、地域ビ

ジョンの実現を後押ししたいと考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 市民生活部長。 
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○市民生活部長（土屋一夫君） 質問番号８、太陽と風の会、若林幹雄議員の生ごみリサイクル施

設の建設と循環型都市の実現をどう進めるのかのご質問につきまして、市長に代わりお答えいたし

ます。 

 ①生ごみリサイクル施設の概要と運用スケジュールについてですが、今回東御市初の公設民営の

ＤＢＯ方式による設計、建設並びに運営を一括発注したものでありまして、市の要求する水準に基

づき、事業者からの提案について審査を行い、落札者を決定し、契約を締結した段階であり、本年

度契約事業者による実施設計作成等、いよいよ建設に着手いたします。 

 具体的な生ごみ処理の概要ですが、施設は生ごみ堆肥化施設であり、処理能力は日量4.1トン、

処理対象は家庭系並びに事業系生ごみです。堆肥化は１次、２次の２段階からなる発酵方式です。

また今後のスケジュールとしては現在、設計協議を進めており、12月には建設工事に着手し、来年

平成29年12月の本格稼働を目指しております。 

 生ごみの分別収集については、混乱を最小限に抑え、円滑に進めるため、市内地区単位ごとの段

階的な運用を検討しております。 

 ②悪臭や虫の対策についてですが、１次発酵では密閉型の発酵設備を採用し、脱臭設備は薬液洗

浄脱臭方式と生物脱臭方式を組み合わせた方式を採用し、更に施設全体を建屋で覆い、密封化を図

り、出入り口の二重扉設置と、ふたつきのホッパーと呼ばれる貯蔵設備や前室を設置して、建物の

外へ悪臭を出さないような対策をとっております。 

 ③地域住民への説明についてですが、今月27日にまず市内の全区長にお集まりをいただき、区等

の説明会の実施につきましてのご意見をお聞きします。また地区の説明については、先に述べまし

たとおり生ごみ分別収集の段階的運用に合わせ、この８月下旬から順次地区ごとの説明会を開催し

てまいりたいと考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 産業経済部長。 

○産業経済部長（北沢 達君） 質問番号９、太陽と風の会、若林幹雄議員の東御市実践型地域雇

用創造事業「とうみマリアージュ・プロジェクト」とは何かのご質問につきまして、市長に代わり

お答えいたします。 

 昨年度に県や商工会、農業団体等の関係者で組織した東御市雇用創造協議会を設立した上で、厚

生労働省からの委託事業である実践型地域雇用創造事業へ応募した結果、６月１日に採択されたと

ころでございます。 

 初めに、事業の狙いと目標でございますが、この事業は雇用の機会が不足している地域における

自発的な新規創業、新分野への進出、魅力ある職場づくりなどの雇用創造の取り組みを支援するこ

とを目的としたものでございます。 

 東御市は、これまで豊かな自然、地勢、環境を活用した様々な産業が根づき、発展してきました。

農業では、変化に富んだ地形と豊かな土壌を生かして巨峰をはじめとしたブドウや白土ばれいしょ、

八重原米等の特産品が生産され、また観光では湯の丸高原、海野宿、芸術むら公園の三大観光ス
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ポットに多くの観光客が訪れています。そのため農業と観光の連携により、個々の地域資源の強み

を結びつけた新たな特産品や観光ツアー商品等を開発し、農業の６次産業化を推進することで、誘

客や新たな産業の創出を支援するとともに、あわせて市内企業等の新分野への進出支援及び求職者

へのサポートの充実による雇用の創出を図り、持続的な地域産業の発展を目指すことを事業の狙い

と目標としております。 

 次に、３年間での新規就労120人を目指す取り組みでございますが、本事業の具体的な主な内容

としましては、１つ目としては事業主向けに地域資源を生かした商品開発セミナー等の雇用拡大メ

ニュー、２つ目として求職者向けにビジネス力向上セミナー等の人材育成メニュー、３つ目として

は雇用を創出する実践的なメニューとして、地域食材を使用した料理の開発や観光資源を生かした

ツアー商品の開発等がございます。 

 これらのメニューが農業、商業、工業、観光業において相互に補完し合うことにより、効果的に

120人の新規就業、創業を生み出したいと考えています。 

 次に、東御市雇用創造協議会についてですが、地域が一体となった取り組みが必要であることか

ら、当協議会は商工会、観光協会、工業振興会、ＪＡ信州うえだ、ＪＡ佐久浅間、八十二銀行、振

興公社、県及び市で構成しております。 

 更に実際の事業を進めるに当たりましては、事務局を設置し、事業全体の運営管理を行う事務局

長を含めた事業推進員３名、特産品の開発等の農業関連とツアー商品の開発等の観光関連に直接携

わる実践員が各２名の合計７名を新しく雇用して進めてまいります。 

 今後、本事業が円滑に実施され、雇用の確保や地域経済の発展につながる成果が出せるように、

市としましても協議会と緊密に連携し、進めてまいりたいと考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 昼食のため午後１時まで休憩いたします。 

休憩 午前１１時４７分 

――――――――――――――――――――――――――――― 

再開 午後 １時００分 

○議長（櫻井寿彦君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。一般質問を続けます。 

 若林幹雄君。 

○７番（若林幹雄君） それぞれご回答いただきました。これからの再質問は一問一答でお願いし

たいと思います。 

 まず財政について再質問を行います。 

 所信表明で市長もおっしゃっておりますように、国や地方の財政状況もこれから一層厳しくなる

ことが予想されています。限られた人材と予算を有効に活用することは喫緊の課題であると思いま

す。この間、東御市においては舞台が丘整備事業や土地開発公社の資産処理に係る三セク債の借り

かえなど、重要な事業が続きました。そのためここ数年で借入額が膨らみ、それが市財政を圧迫し

てきています。こうした状況の中で、財政の健全化を進めることは極めて重要な課題であると思い
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ます。 

 私もこの間の財政状況をちょっと見てみました。まず市の借入額でございますけれども、一般会

計と特別会計に係る借入総額は平成20年から４年間は140億円台で推移してきました。ところが平

成24年には167億円に伸び、平成25年には210億円台の大台を超え、平成26年には先ほどの三セク債

の借りかえもありまして220億円に達しています。これは過去最大でありまして、平成20年に比べ

まして1.5倍にもなります。 

 それから基金の取り崩しということでございますけれども、無論この間、基金は積み上がってき

ているわけですけれども、平成23年度の基金の取り崩し額は２億4,000万円でしたけれども、平成2

6年には10億6,000万円に膨らんでいます。これは予算総額の6.2％にもなります。わずか３年で取

り崩しが4.4倍になったことになります。 

 こうした財政の問題について、今後取り組んでいくことが必要なのかなと思っています。こうし

た点につきまして、先ほどのご回答の中で市は持続可能な財政運営を進めるために、財政運営に当

たっては一定のルール、すなわち財政運営の規律を設けることで収支バランスの均衡を図るとおっ

しゃっていただきました。極めて前向きな答弁でありまして、評価したいと思います。そしてその

ために第１に基金の繰入額の制限と、それから起債借入額の上限設定という課題を回答していただ

きました。 

 私はこうした中で、市が財政健全化のために財政運営に一定のルールを設けて収支バランスの均

衡を図るということは、極めて妥当なことだろうと思います。まさに中国の故事にもありますけれ

ども、「入るを量りて出ずるを制す」という言葉どおりだと思います。 

 そこで２点にわたってお尋ねしたいと思います。第１に、基金繰入額の制限と起債借入額の上限

設定というルールをどのように設定されるのでしょうか。もし具体的なルールや金額など、現時点

でわかっているものがありましたら、お示しいただければと思います。 

 第２に、こうした財政運営の規律を設けるための課題についてどのようにお考えになっておいで

でしょうか。財政運営に枠をはめるということは、とりもなおさず市の事業に枠をはめるというこ

とになります。たとえ必要な事務であっても予算がつかなければ執行できません。となれば事業一

つ一つに優先順位をつける必要があります。しかし財政規律を徹底するために優先順位をつけると

いうことは、なかなか難しいのではないかと思います。今後どのように行っていかれるのか、もし

決まっていましたらお答えいただければと思います。 

○議長（櫻井寿彦君） 総務部長。 

○総務部長（掛川卓男君） 再質問、２点いただきました。１点目のご質問ということで、財政運

営の規律ということで、基金の制限ですとか、地方債残高の、あるいは償還の制限をどのように設

けるのかというご質問でございますが、これにつきましては具体的にはすぐに決められるというも

のではないというふうに考えておりますが、基本的には起債残高の償還額以上に新規の借り入れを

行わないということが１つ考えられます。また、基金残高につきましては、一定程度の下限を設定
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することによりまして、安定的な基金残高確保ということで、税収減などの不測の事態に対応でき

るということになりますので、これにつきましては今後も行政需要を勘案した中で検討してまいり

たいということになろうかと思います。 

 ２点目の課題ということで、財政規律を設けた場合の課題をどう考えるかということでございま

すが、ただいま申し上げましたとおり今後の状況をどう踏まえるかということ、それとそれを市民

の皆様にも、あるいは議会の皆様にもご理解いただくということが必要になろうかと思いますので、

こういった課題があろうかと思います。 

 いずれにしましても東御市の安定した財政運営を持続するためには、中長期的な視点で収支バラ

ンスのとれた財政構造へ導いていかなければならないと考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 若林幹雄君。 

○７番（若林幹雄君） お答えいただきました。困難でありますけれども、ぜひ頑張って取り組ん

でいただければと思います。 

 さて、平成19年に夕張市が財政破綻しましてから、この６月で10年目に入りました。自治体の財

政破綻というかつてない事態の中で、地方公共団体の財政の健全化に関する法律が成立し、財政健

全化判断比率といわれる新たな財政指標が導入されました。自治体の財政の健全性がこれまでにな

く注目されるようになっております。 

 以前にも同僚議員が質問したことがありますけれども、愛知県の多治見市においては、更に進ん

で財政健全化条例を制定して、全国に先駆けて市が独自に具体的な財政運営に関する基準を定めて

います。この条例で多治見市は４つの原則を打ち立てています。第１に財政運営の原則を明確にし

ていることです。第２に市独自の財政指標を制定し、財政の健全性をチェックしていることです。

第３に財政運営についてのルールを設定していることです。そして第４に外部からの財政運営の監

視既定を設けていることです。 

 東御市におきましても、これまで財務諸表を作成し、市民に公表してきています。今回基金繰入

額の制限と起債借入額の上限設定という、そうしたルールを設ける方向で検討するというのであれ

ば、それを更に一歩進めまして、多治見市のような財政健全化条例、あるいは財政健全化ガイドラ

インといった運用基準として公表されたらいかがかと思いますけれども、お考えをお聞かせくださ

い。 

○議長（櫻井寿彦君） 総務部長。 

○総務部長（掛川卓男君） 再質問、財政の健全化に関する条例、またはガイドラインというもの

を設定したらどうかと、そういうご質問でございますが、財政の状況につきましては従前も条例に

基づく財務状況ですとか、あるいは新年度予算の概要などを市報、あるいはホームページで公表し

ております。こういった中で、見慣れない用語も多く、理解しにくいものというふうに感じている

ところでございますが、市の財政状況につきましてこれまでも家庭の収支に例えて市民の皆様にで

きるだけわかりやすいような方法でやってきております。引き続きそんな形でお知らせする中で、
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財政の状況について市民にお知らせしていきたいというふうに考えておりまして、現時点では条例

化というふうなことは考えておりません。 

○議長（櫻井寿彦君） 若林幹雄君。 

○７番（若林幹雄君） 今のところ考えていないというお話でございました。それでは次に市民に

わかりやすい財政状況の公表について再質問をさせていただきます。これまでも市が積極的に財政

状況を公表してきたことは十分理解しております。先ほど総務部長がおっしゃいましたように、

「市報とうみ」などで毎年家計になぞらえて、わかりやすく財政について解説いただいております。

それなりのご努力はわかるのですけれども、まだまだやることがあるのではないかなというふうに

思っています。例えば少なからぬ自治体が財政についての小冊子「財政白書」を発行しています。

そこには現在の財政状況や課題となっている事柄、将来的な財政予測まで掲載されています。一歩

踏み込んだ情報発信が求められているのではないでしょうか。 

 先ほど病院事務長が、キャッチフレーズで「時々入院ほぼ在宅」というお話がありました。こう

いったやはり病院の問題なんかについても、市民にわかりやすい形で市民理解を促すような形の情

報発信というのが、これから更に必要になってくるのではないかと思っておりますけれども、市の

お考えをお聞かせください。 

○議長（櫻井寿彦君） 総務部長。 

○総務部長（掛川卓男君） 再質問、「財政白書」のような形で作成をして、市民にわかりやすい

形で市の財政状況をお知らせしたらどうかというご質問かと思いますが、財政の内容を白書という

形にしますと、更にわかりにくくなるかというふうに感じておりまして、現状でも様々な形で財政

状況を広報でお知らせしております。このお知らせの仕方を更に工夫する中で、市民の皆様にご理

解をいただくような努力をしていきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（櫻井寿彦君） 若林幹雄君。 

○７番（若林幹雄君） そうですね、確かに財政はわかりにくいですね。いろいろな面で確かにわ

かりにくいという面でどうしても敬遠しがちなんですけれども、やはりそうはいってもこういう財

政の問題についても市の方々に、市民の方に理解していただくと、そういう中で市の行政について

もご理解いただくということでは、大変だと思いますけれども、今後ともご努力を続けていただけ

ればと思います。 

 次に、小学校区単位の地域づくりについて再質問いたします。 

 小学校区単位の地域づくりにつきましては、先ほどのご回答の中では確実に進んでいるというお

話をいただきました。ぜひ期待しております。 

 この地域づくりが提唱されまして、滋野の区長会がモデル地区となって取り組みが始まってから、

もう６年になるんでしょうか。25年には滋野地区でしげの里づくりの会が発足し、翌26年には北御

牧地区と祢津地区で組織が発足しております。今年度中に田中地区、和地区でもスタートという見

込みというお話がございました。大いに期待したいと思います。 
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 しげの里づくりの会の現状について、少しお話をさせていただきたいと思います。先週の12日か

ら15日にかけて、第４回目となる通学合宿を滋野コミュニティセンターで実施しました。これにつ

きましては市からいろんなご支援をいただきましたことに対しまして、感謝申し上げます。 

 参加されました子どもたちは31名、これを支えた市民の皆さんは実行委員会によれば延べ300人

にも及ぶと言われています。テレビやゲームから全く離れての３泊４日に及ぶ集団生活は、子ども

たちの中に何かしらのものを残したのではないかと確信しております。そして今、しげの里づくり

の会の支え合い部会では、農協の空き店舗を利用して、地域のお年寄りや子どもたちの居場所づく

り、ふれあいカフェを取り組んでいこうとしています。お聞きすると地域の中で孤立しがちなひと

り暮らしのお年寄りや地域の皆さんの交流の場として、今年の秋にもオープンの予定だと聞いてい

ます。 

 こうした小学校区単位の地域づくりですけれども、私自身、里づくりの会にかかわった中で感じ

たことは、これまでは自分の住んでいる区が主だったんですね、活動の中心でした。だからほかの

区にまで出かけていって、何か行事に参加するということはほとんどありませんでした。しかし里

づくりの会ができてからは、区でなくてこの滋野小学校区単位のこの滋野地区全体が、地域全体で

取り組むということが多くなりました。そうした中では滋野地区としてのきずなが深まったような

気がしております。 

 さて、ここで１つ疑問があるわけなんですけれども、先ほどの回答の中で小学校区単位の地域づ

くりの会と、各区の位置づけについて回答をいただきました。区は自治組織であって、地域づくり

の会は単一の区だけでは解決できない地域課題に取り組む協議会組織であるということでございま

した。私がこれまで行政視察で訪れたまちだとか、そういった中で、この小学校区単位のまちづく

りというのが、自治体における地域内分権として位置づけられているというところが多く見受けら

れました。 

 例えば茨城県高浜市の例では、小学校区単位のまちづくりのまちづくり協議会がありまして、行

政が実施していた防犯パトロール、総合防災訓練、公園管理などの事業を地域の自治組織が代行し

ているそうです。そのための財源として、地域内分権推進事業交付金と市民予算枠事業交付金の制

度があります。 

 現在、当市で行われている小学校区単位の地域づくりの目指すものは、こうした高浜市のような

行政事業の一端を担う組織として位置づけられているのでしょうか。それとも純然たる地域のまち

づくり組織としての位置づけなんでしょうか。この位置づけによっては、組織の性格や体制にも影

響を及ぼすことになるだろうと思いますので、お考えをお聞かせいただければと思います。 

○議長（櫻井寿彦君） 総務部長。 

○総務部長（掛川卓男君） 東御市が今、進めています小学校区単位の地域づくりが、地域内分権、

ある意味権限を持たせた形のものまで目指すのかというご質問かと思いますけれど、地域内分権と

いう考え方、いろいろな考え方があろうかと思います。例えば上田市でもそんな考え方で進めてお
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るようでございます。要するに市の権限の一部を移譲しまして、例えば予算ですとか、事業計画、

予算の執行まで、そういった権限を地域の裁量にゆだねるという、そういう方向の取り組みかと思

いますけれど、それに当たっては相当な課題があろうかと思います。そういった予算執行する際に

どういったチェックをするのか、誰が決めるのか、議会的な要素をそういった地区に設けるのか、

監査は誰がするのかといったような様々な問題が出てくる状況かと思います。 

 東御市が今、進めている段階におきましては、そこまでは考えていないという段階かと存じてお

ります。 

 以上でございます。 

○議長（櫻井寿彦君） 若林幹雄君。 

○７番（若林幹雄君） ご回答いただきました。現在の小学校区単位の組織が地域におけるまちづ

くりの組織としての位置づけであり、いわゆる地域内分権における地域協議会とはその性格を異に

するというお話でございました。 

 私も実際にやっていく中で、やはりまちづくりという形でやっていった方が、かえって自由に市

民のいろんな活動が喚起されるという意味でいいのかなというふうに感じています。そういう点で

分権とは別な道だということで、確認させていただきました。 

 さて、小学校区単位の地域づくりの最後の質問になります。先ほどお話しさせていただきました

ように、しげの里づくりの会では地域住民の居場所づくりを進めています。そこで現在、問題と

なっているのは運営資金をどうするかということでございます。これまで支出されていた補助金も

期限が終了するということで、打ち切られるとお聞きしています。しかし先ほどのご回答の中で、

地域の人材育成や自立につながる新たな財政支援の仕組みを検討するとおっしゃっていただきまし

た。期待しております。具体的にはどのような財政支援になるのか、もし概要が固まっていらっ

しゃいましたらお聞かせいただければと思います。よろしくお願いします。 

○議長（櫻井寿彦君） 総務部長。 

○総務部長（掛川卓男君） 地域づくり組織への支援として、新たな財政的支援の仕組みをどのよ

うに検討されているのかと、そういうご質問かと思います。 

 小学校区単位の地域づくり組織が発足しまして、地区内の様々な団体が連携する体制が整いつつ

あります。これまで地区単位の団体に交付していた地域づくりに関する補助金等精査いたしまして、

可能な限り一本化し、使途を限定せず、地域づくり組織の裁量によって各事業への配分が決定でき

るようにするなど、財政的支援の仕組みを地域づくり組織の皆さんとともに検討していきたいとい

うふうに考えているところでございます。 

○議長（櫻井寿彦君） 若林幹雄君。 

○７番（若林幹雄君） これからその方向性を考えていかれるということでございました。できる

だけ使いやすい、使い勝手のいい、そういった補助金があればすごくいいのかなと思っております。

ぜひよろしくお願いいたします。 



― 60 ― 

 さて、小学校区単位のまちづくりについては昨年それぞれの地区で将来ビジョンが市民参加の中

で話し合われまして、パンフレットにまとめられました。どの地区の将来ビジョンも特徴が出てお

りまして、興味深く拝見させていただきました。滋野地区においても昨年の秋、コミュニティセン

ターに集まりまして、各分野ごとにこれからの滋野地区の将来ビジョンを語り合いました。そんな

中で、これからの方向性が見えてきたように思います。今年は将来ビジョンに基づいて、具体的に

計画を立てて動き出したところでございます。今年度中には市内５地区で小学校区単位の組織が形

成されるとのことでした。こうした取り組みの中で、協働のまちづくりが更に加速することを願っ

ています。 

 さて、次に生ごみリサイクルの建設について再質問させていただきます。 

 生ごみリサイクルについては、以前から大きな課題でありまして、議会としても行政視察などで

導入自治体を視察してまいりました。そんな意味において今回いよいよ生ごみリサイクルに取り組

むことになりまして、とても期待しております。 

 さて、生ごみリサイクル施設を幾つか視察する中でいつも感じているのは、リサイクルする中で

発生するにおいでございます。先ほどの説明では、リサイクル施設そのものは何重にもわたる十分

な臭気対策を行っているということでございました。問題は生ごみを収集する過程で発生するにお

いでございます。各区における生ごみステーションにおける臭気対策はどのように行っているので

しょうか。また臭気対策のために市民の皆様にご協力いただく点はどのようなことなのでしょうか。

生ごみの収集方法を含めてわかっている範囲でご回答いただければと思います。 

○議長（櫻井寿彦君） 市民生活部長。 

○市民生活部長（土屋一夫君） ご質問いただきました各区の生ごみ収集場所の臭気対策及び収集

方法について等のご質問にお答えをいたします。 

 まず収集方法でございますけれども、基本設計及び市から発注しております要求水準書に現在、

定めておりますところでは、各ご家庭から生分解性のプラスチックの生ごみ専用回収袋を予定して

おりまして、それによりごみステーションに備えつける予定でございますふたつきの大型ポリバケ

ツ、または口元をつぼめられる大型の回収袋を採用するなど、二重の臭気拡散対策をごみステー

ションでも考えておるところでございます。 

 区等におかれましては、ごみステーションの管理についてバケツ、あるいは袋の洗浄等による適

切な管理をお願いしたいというふうに考えておるところでございます。 

 また、各家庭でのご配慮についてでございますけれども、これまでもお願いしておりましたが、

各家庭においては水切りの徹底に努めていただく必要がございます。専用の生ごみの水切りバケツ、

あるいは水切りネット等の用具など、今後推奨していきたいというふうに考えております。水切り

を徹底することが悪臭対策となりますので、説明会等で市民の皆様にご理解、ご協力をいただきた

いというふうに考えておるところでございます。 

○議長（櫻井寿彦君） 若林幹雄君。 
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○７番（若林幹雄君） 生ごみのリサイクルの成果、効果を上げるためには、どうしても市民の皆

さんのご理解とご協力が欠かせません。以前「リサイクルタウン東御」でしたっけ、そういった取

り組みをやったときも、各区ごとに説明会を開催したり、ボランティアの皆さんの協力も得たり、

様々な手を打って効果を上げておられました。 

 今回の場合には、従来、生ごみは燃えるごみとして扱われてきました。これからは生ごみとして

分別収集することになります。今、お話もありましたけれども、水切りや堆肥化するための異物混

入などに対しても特別な注意が必要となるものと思われます。戸惑われる方も出てくるのではない

でしょうか。先ほど市民説明会、８月の下旬から開催という話もありましたけれども、市民の理解

と参加をどう勧誘していくのか、そのスケジュールだとか、取り組みなど決まっていることがあり

ましたら、お示しいただければと思います。 

○議長（櫻井寿彦君） 市民生活部長。 

○市民生活部長（土屋一夫君） ご質問にお答えいたします。 

 先ほども申し上げましたとおり、今月の27日開催予定の区長説明会及びこの８月下旬からの各区

における説明会で、まず市民の皆様のご理解、ご協力をお願いしてまいりまして、必要に応じて各

種団体向けなどの説明会を開催してまいりたいというふうに考えております。 

 また、生ごみを分別収集する際には、区の役員、環境推進員、ごみ当番などの皆様には特にご理

解、ご協力をいただきたいというふうに考えておるところでございます。いずれにしましてもきめ

細かな説明会、説明内容等に心がけてまいりたいというふうに考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 若林幹雄君。 

○７番（若林幹雄君） エフエムとうみだとか、「市報とうみ」だとか、そういった媒体を使って、

ぜひ説明を徹底されるようにお願いしたいと思います。市民の中でも、「来年から生ごみのリサイ

クルが始まるんだってね」というようなうわさも流れておりますので、ぜひその取り組みを行って

いただければと思います。 

 生ごみリサイクル、まさにリサイクルでございますので、その最終段階で堆肥が生成されますね。

生ごみの処理能力は日量4.1トンということですから、生成される堆肥はどのぐらいの量になるん

でしょうか。ちょっとわかりませんけれども、こうした堆肥の活用について、どのようなお考えな

のでしょう。既に堆肥化に取り組んでいる地域では、家庭菜園などに無料で提供したり、生ごみリ

サイクルの意識啓発に役立てているところがあると聞いております。また高品質の堆肥として販売

している事例もあります。当市ではどのような取り扱いになるのでしょうか、お尋ねいたします。 

○議長（櫻井寿彦君） 市民生活部長。 

○市民生活部長（土屋一夫君） ご質問にお答えいたします。 

 堆肥化につきましては、市民の皆様へ還元していくことを基本とすることで、環境、循環型社会

の形成が図れるものというふうに考えておりますので、既に生ごみの堆肥化を取り組んでおります

長和町では無料で配布をしており、また木曽広域連合では当初は無料で配布をしておりましたが、
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途中から有料とするような事例がございます。これに先進事例の中ではいずれにいたしましても堆

肥が大変好評であり、すぐに在庫がなくなってしまうというふうにお聞きをしておりますので、当

市といたしましても量、それから皆様の反応等を勘案しながら、進めてまいりたいというふうに考

えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 若林幹雄君。 

○７番（若林幹雄君） 来年から始まる生ごみリサイクルが円滑に導入されることを願っておりま

す。新しい分別といいますか、リサイクルタウンの第一歩ということで期待しているところでござ

います。 

 最後の質問でございます。東御市実践型地域雇用創造事業「とうみマリアージュ・プロジェク

ト」について再質問を行います。 

 先ほどのご説明では、とうみマリアージュ・プロジェクトというのはワインを機軸として、農業、

商業、観光業の一体的振興を図り、事業拡大と雇用創出を目的としているということでした。この

事業は厚生労働省の地域資源で雇用を創出する実践型地域雇用創造事業として、この６月１日に採

択された12地域の１つとして認定され、３年間の事業で総事業費が１億4,500万円投入されるとい

うことでございました。ほやほやの事業でございますね。この事業に東御市として認定されたとい

うことは、非常に名誉なことでありますし、非常に期待しているところでございます。 

 現在、御堂地区においてワイン用ブドウ団地の造成計画が進められており、こうした計画と一体

のものとして進められている中で、このプロジェクトは東御市のこれからの発展の基礎を形づくる

大型プロジェクトであると思います。私はこれまでも６次産業化や地元特産のクルミを使ったＢ級

グルメなどの開発を提案してまいりましたけれども、このプロジェクトはそうしたものの一体的推

進を図るものだといえます。ぜひ大きな成果を上げられることを期待しています。 

 そこで課題が１つございます。１つ目の課題は、ワインに合う料理の開発ということでございま

す。このプロジェクトを成功させるためには、飲食店や宿泊施設など、飲食を提供する事業者の皆

さんの積極的なご協力が欠かせません。少なからぬ事業者の皆さんは、これまでワインに合う料理

などは無縁だったのではないでしょうか。そんな中で新しい料理の開発はなかなかハードルが高い

のではないでしょうか。こうした皆さんへの支援を今後どのように行っていくのか、これについて

お尋ねいたします。 

○議長（櫻井寿彦君） 産業経済部長。 

○産業経済部長（北沢 達君） 今回の実践型雇用の１つのキャッチフレーズというのですか、そ

ういう中でワインを機軸ということの中で、ワインに合った料理の開発ということを掲げてありま

す。いずれにしても今後ワインの持っている地域産業に及ぼす裾野の広さ等々を考えた場合に、基

本的にはワインを中心にしていくのが妥当ではないかということで、そんなキャッチフレーズを挙

げさせていただいたわけですが、料理の開発につきましてはワインに合うのか、料理に合うワイン

を選ぶのかというようなご議論もあるかと思いますが、一応キャッチフレーズとして定めておりま
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す。したがいましていずれにしても最終的な目標につきましては、地域食材を活用して、いい料理、

いい郷土料理になるようつくりまして、それに伴って新たな飲食店なり観光と結びついた中で発展

していくというのですか、活性化していくというようなことの中の取り組みというふうに考えてお

りますので、ただ単にワインに合う料理というだけにこだわっているわけではございませんので、

そんな中で地域振興につながるような料理の開発に努めてまいりたいというふうに考えていますの

で、よろしくお願いいたします。 

○議長（櫻井寿彦君） 若林幹雄君。 

○７番（若林幹雄君） やっぱり私、ワインが機軸だと思うんですよね。この中で「標高差が育む

ワインと食」と書いてありますので、やはりワインだろうと思うんですよ。ただ、実はちょっとこ

こに担当の方からいただいた資料がございまして、ここに雇用創出実践メニューということの中で、

今のお話の標高差を生かした食材を活用したワインに合う料理等も開発と書いてあります。その中

身がこう書いてあるんですね。「地鶏、肉牛等を用いた独自性の高いメインディッシュ、クルミを

用いたソースやスープ、標高差を生かした多種多様な地域資源を用いた前菜等のワインに合う料理、

特産品の開発」と書いてあります。私、実際に東御市で見ていて、そんなおしゃれな店がどこにあ

るのかなというのが、確かに幾つかありますけれど。というような形で、ではそれが一定の市民権

を得て、多くの方々がそこに足を運ぶような形になるのかなということに対しては、ちょっと疑問

なんですね。 

 そんな話を実は先ごろある方にしましたら、ワインに合う料理というのは別に地鶏や肉牛だとか、

そういったおしゃれなものでなくていいんだと、野沢菜だったり、漬け物だったり、おやきだった

り、そうした純和風のものでも構わないんではないか。そうでないとこれはきっと根づかないんで

はないかという話がありました。私も確かにそうだなと思いまして、やはりワインに合う料理とい

うことであえて我々の方で、こうでなければならないということを枠をはめてしまうということが、

このせっかくの雇用創造事業に枠をはめてしまう、あるいは雇用創造事業の足を引っ張ってしまう

ことになるんではないかなという気がしていまして、もっと幅広い形で考えられたらどうなのかな

という感じがしています。それこそワインに合う料理のコンテストをやって、和食でも洋食でも中

華でも、何でもいいんだと。その中でいろんな料理をみんなで研究していったらいいんではないの

かなというふうに感じています。 

 こういう枠をはめてしまうと、きっと私もこの料理に対して取り組もうという方々を、そういっ

た芽を摘んでしまうことになるんではないかと思うんですが、いかがでしょうか、お考えをお聞か

せください。 

○議長（櫻井寿彦君） 産業経済部長。 

○産業経済部長（北沢 達君） 今回の料理の開発につきまして、枠をはめてやっているんではな

いかというようなお話かと思いますけれど、ちょっと私の説明が足りなかったのかあれですけれど、

先ほどの中でワインがあくまでも機軸ですが、それに枠をはめてということではなくて、地域食材
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をうまく活用して、それでいい料理ができたらいいかなというふうに考えております。そんな説明

をしたつもりだったんですが、どうも説明の仕方が悪かったみたいで申しわけないんですが、そん

なことでやはり市内にはクルミをはじめ牛肉ですとか、そういう生産で頑張っていらっしゃる農家

の皆さんもいらっしゃいます。いろんないい食材が市内にはたくさんあるというふうに認識してい

ますので、その食材をうまく組み合わせた中で、できればおしゃれな料理になる方がいいわけです

けれど、そんなことを目指しながら開発の方を協議会の方と一緒に頑張っていきたいというふうに

考えていますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（櫻井寿彦君） 若林幹雄君。 

○７番（若林幹雄君） よりよいものを目指して、いろんな挑戦をやっていくことができればと

思っております。よろしくお願いいたします。 

 さて、このワインをその雇用促進事業で進めていく中の２つ目のメニューとしまして、ワインを

機軸とした地域ツーリズムの開発というテーマがございます。例えば今、市内の一番の観光地とい

えば湯の丸池の平高原でございます。ちょうどレンゲツツジが花を咲かせているところでございま

す。ここには年間60万近い観光客が訪れます。今年から湯の丸の自然学習センターにインストラク

ターの方が配置されまして、トレッキングツアーが計画されています。高原や高山植物のガイドを

受けられ、これまで以上におもてなし度がアップするものと思います。 

 こうした中で、自然を堪能した後はワインとおいしい食事を楽しんでいただく、そんなことがで

きればすばらしいなと思います。 

 このプロジェクトには、やはりこういったワインと食の開発と同時に、事業者と職員の意識開発

も同時に取り組んでいく必要があるのかなと思っています。ワインに合う料理だとか、おいしい食

事、そういったもの、あるいはおもてなしというものが相乗的な効果を発揮するためには、何より

も人材開発が大事なのかなと思っています。まさにこのプロジェクトに係るすべての皆さんをその

気にさせることが何よりも大事だと思っております。そうした具体的な取り組みのイメージなどあ

りましたら、お話しいただければと思います。お願いいたします。 

○議長（櫻井寿彦君） 産業経済部長。 

○産業経済部長（北沢 達君） 今回の実践型雇用の取り組みの中で、地域ツーリズムですとか、

旅行ツーリズムを造成するに当たっての人材開発ですとか、具体的なというようなことでございま

すが、観光ツアーの造成に当たりましては、湯の丸、池の平の観光ガイドと連携していかなくては

いけないというふうに考えております。この事業の中でも雇用実践メニューとして、ワインを機軸

として地域資源を結びつけ、標高差1,500メートルの魅力を最大限生かしたツアープランや体験プ

ログラムを造成、商品化していくことを計画しているところであります。中でも湯の丸高原は重要

な観光資源であり、本市観光のハブ拠点と位置づけておりますので、湯の丸地域観光ガイド、ネイ

チャーマスターの皆さんとは連携というよりは一体化して、相乗効果が得られるよう、地域ツーリ

ズムの造成に取り組んでまいりたいというふうに考えています。 
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 また、ほかの分野につきましても、今回協議会につきましては先ほどご説明申し上げましたよう

に、商工会をはじめ各団体の皆さんに参加していただきまして、それぞれの団体とともに連携して

というよりも一体的に、一歩踏み込んだ形の中で、それぞれの産業の皆さんと進めていくというこ

とが非常に大切かなというふうに考えております。そんな意味合いも込めて、協議会の組織につい

ては幅広い組織とさせていただいております。そんな中で、それぞれ連携した中でいい、新しい産

業ですとか、新しい分野の取り組みができまして、地域の産業にひとつ、つながれば、産業振興に

つながればというふうに考えていますので、よろしくお願いしたいと思います。 

○議長（櫻井寿彦君） 若林幹雄君。 

○７番（若林幹雄君） ぜひいい成果が残せますように、ご努力をお願いしたいと思います。 

 とうみマリアージュ・プロジェクト、ネーミングはなかなかいいですね。マリアージュというの

は結婚という意味でしょうか、一体化で推進していくということでしょうけれども、これを進めて

いく中で、大きな障害はやはり地元におけるワインの認知度が低いということなのかなと思います

ね。お酒の席などで晩酌のお酒を聞いてみると、まずワインは出てまいりませんね。ビール、焼酎、

日本酒などが定番ではないでしょうか。よほど通の方でないと、ワインという言葉は聞かれません。

こうした地元の認知度を高めるためにも、やはり地元産のワインの振興ということがどうしても必

要ではないかなというふうに考えています。 

 そこで実は昨年の３月議会において、私はこの地元にワイン文化を根づかせるために、ワインで

乾杯条例をつくったらどうかという提案を市長にいたしました。この条例の精神は、お酒にはそれ

ぞれ好みがあるけれども、地元産のワイン振興のために乾杯のときの１杯だけは地元産のワインで

行おうというものでございます。決してワインを押しつけるわけではございません。全国でこうし

た条例を制定している市町村は、昨年の時点で四十数件と聞いております。現在は更に増えている

のではないかなと思います。このときの私の提案に対しまして市長は、１つの手段として検討はさ

せていただければと述べていただきまして、今後の検討課題とすると前向きなご回答をいただいて

おります。 

 今回、実践型地域雇用創造事業がスタートするに当たりまして、地域にワイン文化を根づかせる

意味においても、ワインで乾杯条例を制定されることを改めてご提案するものです。ワインで乾杯

条例について、一昨年の３月に制定された宮田村の宮田村宮田ワインで乾杯条例で、その概要をご

紹介したいと思います。この条例は全文６条からなっています。まず第１条では、その目的をワイ

ンの普及の促進を図ると定めています。第２条では、村の役割としてワインによる乾杯と普及の促

進に積極的に取り組むとしています。第３条においては、事業者の役割としてワインによる乾杯と

その普及を促進するために、主体的に取り組むことを求めています。ここでの事業者とは、ワイン

の生産及び販売に関する事業を行う者のことです。第４条では、ワイン大使の役割を定めています。

宮田村ではワイン振興のためにワイン大使を任命していらっしゃるようですね。そして第５条にお

いては、村民の協力として、村及び事業者が行うワインによる乾杯とその促進に関する取り組みに
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協力することが求められています。最後に第６条で、遵守すべき事項として、この条例を運用する

に当たっては交通ルール及び飲酒マナーを遵守しなければならないときめ細かなところまで配慮し

た条例でございます。 

 ご紹介しましたように、この条例はあくまでもワイン振興のものでありまして、そのための努力

規定を定めたものにすぎません。しかし地域の話題づくりにもなり、条例があるから乾杯をワイン

でやろうということになります。これまであまりワインに縁のなかった皆さんが、ワインを飲む

きっかけになるのではないかと思うのです。この条例の役割として定められているのが、村と事業

者でございます。村民はそれに協力するものとされています。事業者が率先して取り組むのは無論

ですけれども、村の職員が積極的に取り組むことが求められているところには大きなものがあると

感じています。こうしたことから、宮田村における公的な行事における乾杯はワインで行われ、村

職員の中にもワインが定着してきたのではないかと思います。飲食店においても、この条例がある

ので、これまではビールや焼酎、日本酒しか置いてなかったところにも、地元産のワインを置くよ

うになったり、ワインに合う料理もメニューに加える取り組みも行われたのではないでしょうか。 

 東御市におきましても、このワインで乾杯条例が制定されれば、少なくとも市の職員の方は飲食

が伴う行事において、ワインを日常的に口にするようになります、皆さん方が。無論私たち市会議

員も懇親会の席では、東御市産ワインで乾杯するようになります。そうすれば行政とのかかわりの

ある業者の皆さん、あるいは区長さんなど地域の役員の皆さんも自然とそれに倣うことになるので

はないでしょうか。こうした中でワインの消費が一段と拡大することになります。その結果、ワイ

ンで乾杯条例は単なる精神条例にとどまることなく、実質的なワイン振興条例になり、地元にワイ

ンを根づかせるきっかけになるのではないかと思います。ぜひご提案いただければと思いますが、

いかがでしょうか。 

○議長（櫻井寿彦君） 市長。 

○市長（花岡利夫君） 若林議員の再質問に私の方から少しお答えさせていただきたいというふう

に思います。 

 ワインをこの地域に根づかせていくことが極めて重要な１つの課題になっている、そのためには

ワインで乾杯条例等考えていったらどうかというお話でございます。まず、この地域がブドウの適

地であるということ、そしてそれから発展させて高度の高い地域で今まで生食用のブドウが生産が

困難だったけれども、極めて地形や日照条件等、ワイン用ブドウに適しているんではないかという

卓越した提案を玉村先生からいただいたわけでありまして、実際にそのような歩みが約20年間進ん

でまいりました。更には10年ぐらい前から、ブティックワイナリーとして、自分の農場でワイン

ヴィンヤードでつくった、農場でつくったワイン用ブドウでワインを産するという、そこにぜひ進

んでいくべきだということで、日本でも数少ない形で自らつくったブドウでワインをつくるという

生産方式が採用されると同時に、東御市としても特区をいち早く導入することを通して、支援して

まいりました。その結果、荒廃農地がみるみるすばらしい農地に変わってきたという形の中で、ま
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た現在では蓮見ワイナリーをはじめとして、５つのブティックワイナリーが根づきつつあり、もう

４、５年すると東御市だけで10を超える、そういう状態になりつつあるという形の中で、これは東

御市だけの問題ではなくて、先駆的にマンズワインがあります小諸でありますとか、また丸子地域

のメルシャンの20ヘクタール近いビィンヤードがあるという状態の中で、この地域全体で千曲川ワ

インバレーとして、ワインの産地を形成していこうではないかという長野県全体の大きな動きの中

の千曲川ワインバレーという形で、それを特区に進めてきております。 

 更には今回の伊勢志摩サミットで、この地域で産しているワイン用ブドウでつくられたワインが、

日本の最高品質として選んでいただき、更にはワインを食している国の大統領やなんかにもお認め

いただく形で、おかわりまでフランス大統領がしたというお話もあるわけでありますけれども、こ

の地域のワインが世界的にも評価を受ける、そういうところまでようやっと来たということがまず

ベースとして語られていかなければいけないということだと思います。 

 そしてこの千曲川ワインバレーの最もこの帰趨を決するものが、おっしゃるように文化としてこ

の地域に根づいていく、日本に何度かあったワインブームの中で、これまでポリフェノールの問題

でありますとか、健康志向のお酒とかという形で何度か評価を受けたことはあったわけであります

けれども、今、肉文化が定着することを通して、酸味の強いお酒も日本人が口にするようになった

という形の中で、ワイン文化がこの地域で食文化と結びつく形を通して、定着する可能性が極めて

高くなっているという形の中で、今、市としてこれをぜひ新しい産業として、更に言うならば18歳

の崖、その人たちが帰ってきたり、都会からこの地域を訪れていただけるような１つのチャームポ

イントとして創業という点では、極めてワイン関連の食文化がこの地域に定着していくことが極め

て重要であろうというふうに考えておるところであります。 

 乾杯条例も重要であろうかと思いますけれども、ワインをともにする、そういう食事形態、文化

形態がこの地域に根差すためには、何が必要かということに関して、本当に多くの人々の知恵とプ

ロの目、そしていろんなこれからの起こるべきこの地域の食文化の発展形態を目指して、しっかり

とつくり上げていくという大切な３年間を今、我々は過ごそうとしているというふうに思っていま

す。 

 そういう意味では、課題はまだまだいろいろ、値段の問題だとか、値段を下げるためには機械化

をできるワインの農場、ワイン用ブドウの農場の問題でありますとか、いろんな課題を一つ一つ洗

い出して、それを解決していかなければいけないというふうに思っています。その１つとして、食

文化としてワインがこの地域に定着するために、議員ご質問の乾杯条例でありますとか、どのよう

な料理と合わせることが可能なのかということに関して、この事業を通してしっかりと結論に向

かって、みんなで歩んでいけたらというふうに考えておりますので、よろしくご理解いただければ

と思います。 

○７番（若林幹雄君） 終わります。 

○議長（櫻井寿彦君） 質問番号10 市長選挙の結果と今後の市政運営について、質問番号11 介
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護予防・日常生活支援総合事業への移行について、質問番号12 特定外来生物「オオハンゴンソ

ウ」の駆除について。日本共産党代表、平林千秋君。なお平林千秋君から質問番号12に関し、事前

に資料配付の申し出があります。これを許可し、お手元に配付しておきましたから、ご了承願いま

す。 

 平林千秋君。 

○９番（平林千秋君） 日本共産党の平林千秋でございます。会派を代表して、３項目について質

問いたします。 

 まず、市長選挙の結果と今後の市政運営について伺います。 

 今、定例会は、４月に行われた市長選挙後初の定例会であり、ここで示された民意に立って今後

の市政運営についてお尋ねいたします。前回は無投票でしたが、今回、市民の選択肢を示すべきだ

という強い声がありました。幸い２人による選挙となり、花岡氏8,757票、吉田周平氏5,774票とい

う結果で、花岡市長が３期目の市政を担うことになりました。市民の負託にこたえ、東御市の一層

の発展と市民福祉の向上に努めていただきたいと思います。 

 さて、この選挙結果を踏まえて、幾つか重点的にお伺いいたします。 

 １、選挙において花岡氏は市政の継続的な発展を主張し、他方吉田氏は市民の声が通る市政、市

政を変えると主張して、４割の得票を得ています。こうした市民の意思表示を踏まえ、どのように

今後の市政運営に当たっていかれるか、伺います。 

 第２、選挙では湯の丸高地トレーニング用プール構想が大きな争点になりました。「信濃毎日新

聞」は、選挙結果を踏まえ、花岡氏は白紙委任を受けたとは言いがたい。市民の声に耳を傾け、丁

寧に合意形成を図る姿勢が欠かせないと論評しましたが、私の実感も同様でございます。今後どの

ように対応されるか伺います。 

 第３は、心配された市民プールの流水プールなどは補修し、継続する意向ですが、具体化をどの

ように進めますか。 

 第４は、花岡氏は保育料の低減について、第３子以降の保育料は無条件で無料化を公約に掲げら

れました。国の第２子半額を含め、多子世帯支援を予算化していますが、これらをどう具体化しま

すか。また市民の切実な要望になっている子育て世代への経済的支援、若い世帯の住宅取得支援な

ど、移住定住促進策をどのように進めますか。 

 次に、第２の課題は介護予防・日常生活支援総合事業への移行についてであります。 

 介護保険制度の大改訂に伴って、要支援１、要支援２の方々が介護保険制度から切り離され、来

年４月から市の責任による総合事業に移行することになっており、準備は待ったなしの時期に来て

います。そこで３点伺います。 

 １、現在の準備状況はどうなっていますか。 

 ２、これまで市はサービス水準は現行より低下しないようにすると繰り返し言明してきましたが、

移行の具体化に当たってどのように対応しますか。 
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 第３、多様なサービス、地域の支え合い体制はどこまで進めるのでしょうか。 

 第３の課題は、特定外来生物「オオハンゴンソウ」の駆除についてであります。 

 奈良原、横堰にまたがる市有林で、特定外来生物に指定されているオオハンゴンソウの群生が確

認されました。お手元にお配りした資料の下の方の写真があります。旧湯の道の三十番観音付近の

状況であります。東御市で初めての確認でございます。非常に繁殖力が強く、被害が広がらないう

ちに根絶する早急な対応が必要になっています。 

 そこで２点。１、オオハンゴンソウはどのようなものか、分布状況をどう確認していますか。 

 ２、駆除対策はどのように進めますか。 

 以上、最初の質問といたします。 

○議長（櫻井寿彦君） 市長。 

○市長（花岡利夫君） 日本共産党代表、平林千秋議員のご質問に対しまして、私の方からお答え

します。市長選挙の結果と今後の市政運営についてのご質問であります。  

 １点目の市長選挙における市民の意思表示を踏まえ、どのように市政運営に当たっていくかでご

ざいますが、今回の市長選挙は私がこれまで市民のため、東御市の発展のために展開してきた施策

の２期８年間の実績を評価していただくとともに、私の掲げた公約について市民の皆様からの力強

いご支援をいただいた結果であると感じております。これからも市民の大きな期待と信頼にこたえ

られるよう努めるとともに、選挙で投票された方はもとより、投票されなかった方も含めた市民の

皆様の声に耳を傾け、初心を忘れず、おごることなく、今後10年、20年先の東御市の将来を見据え

ながら、公約の実現に向けた施策を展開してまいりたいと考えております。 

 また、市政運営に当たりましては、「鳥の目、虫の目、魚の目」の３つの視点を念頭に置きなが

ら、市民に寄り添い、何が本当の市民の幸せなのかを何より一番に考え、誠心誠意努力してまいる

所存でございます。 

 ２点目の湯の丸高原の高地トレーニング用プール構想について、どのように対応するかについて

お答えする前に、施設建設誘致の目的と建設に向けた市のスタンスを整理させていただきます。 

 高地トレーニング用プールは、湯の丸高原施設整備基本構想におけるスポーツツーリズムの中心

的役割を担う誘客施設として、交流人口の増加を目指すとともに、観光産業を振興するための施策

として位置づけ、誘致の早期実現を目指しております。 

 この施設は、水泳競技の国際的な競技力を高めるための選手強化施設であり、現在は国内にはあ

りません。国内に施設が整備されれば、これまで海外の施設へ遠征していたことを考えると、安全

で安心な上、多額の旅費をかける必要がなくなることから、国が整備すべき施設として国に建設を

要望しているものであります。 

 このため誘致が実現した場合の施設の運営費についても、国またはこの施設の運営主体が担うべ

きものであると考えております。 

 ここで去る６月10日に開催された第１回高地トレーニング拠点プール施設整備推進委員会の概要
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を報告させていただきます。 

 この委員会は、公益財団法人日本水泳連盟が施設整備を推進するため、関係機関と調整すること

を目的に設置したもので、当日はこの委員会の委員として日本水泳連盟の副会長と専務理事、障害

者水泳協会会長、長野県水泳連盟理事長、有識者２名、長野県の教育長、そして東御市長の私、計

８名が日本水泳連盟の青木会長から委嘱されました。委員の互選により、委員長には日本水泳連盟

の坂元専務理事が選出され、会議においては今年度の事業計画、予算などの議題を協議し、承認さ

れたところでございます。 

 今後の具体的スケジュールにつきましては、リオのオリンピック・パラリンピックが間近である

ことから、今後の調整によることとなりましたので、その推移を踏まえる中で、機会を捉えて報告

させていただきます。 

 ご質問の今後どのように対応されますかについてお答えいたします。日本水泳連盟の主体となっ

た施設整備推進委員会がスタートしたことで、これまで東御市中心の目標であった湯の丸への高地

トレーニング用プール施設建設が、日本水泳連盟の目標として建設実現を目指す取り組みへと一歩

前進したことになります。本市としては施設整備推進委員の一員として、これまで以上に日本水泳

連盟や関係する機関と連携しながら、施設の整備推進活動に積極的に取り組んでまいります。 

 なお建設誘致活動を進めるに当たっては、議員からご提言をいただいたとおり、多くの市民の皆

様の合意が得られますよう努めて説明の機会を持ってまいります。私も白紙委任を受けたとは言い

がたく、市民の声に耳を傾け、合意形成に努力するべきことであると認識いたしておるところでご

ざいます。 

 ３点目の市民プールの補修による継続の具体化についてのご質問にお答えいたします。東御市体

育施設在り方検討会で検討を重ねて、提出いただいた結果報告書によりますと、ちびっこプール、

幼児プールは老朽化度合いが比較的低いことから、当面は現状維持、50メートルプールは利用状況

が低く検討を要する、流水プールとウオータースライダーは多額の修繕費、維持費を要するものの、

多くの市民が存続を望んでいる状況から、規模縮小を伴ったとしても維持することが望ましいとの

ことでございました。 

 その結果報告を受け、市としまして市民プールは一部施設を廃止しつつ、市民の憩いの施設及び

体育施設としての機能は改修、更新により維持する改修方針を５月の総合教育会議で決定いたしま

した。 

 その内容ですが、管理棟は耐震基準を満たしていないため平屋とし、グラウンド側に外便所を併

設し更新する。ポンプ類など、循環ろ過設備等は機能維持のため必要な機器に補修する。流水プー

ルは機能維持に必要な補修を行う。スライダープールは着水プールが基準不適合なため廃止する。

その他の施設は現状を維持し、今後は必要に応じて補修を行ってまいります。 

 できるだけ早く必要な改修工事を行い、市民の皆さんのご要望にこたえるため、今議会に改修設

計予算を計上したところであります。 
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 ４点目の保育料の低減についてでございます。昨年度までの保育園の多子世帯に対する支援対策

としましては、同一世帯で２人以上が同時入園の場合に２人目の保育料を半額に、３人目以降の保

育料を全額免除しております。また、市独自の支援策としまして、同時入園でない場合であっても

18歳未満の子どもが３人以上いる世帯の場合には、第３子以降の保育料を半額としております。 

 今年度からは、子ども・子育て支援法施行令の改正により、年収360万円未満相当の世帯の場合、

子どもの同時入園要件が撤廃され、第２子は半額、第３子以降は無料となりました。市では保育料

を算定する電算システムの改修が整い次第、改正後の保育料を適用してまいります。 

 なお市の独自支援策として実施している軽減につきましては、来年度から所得制限を設けること

なく、第３子以降の保育料を無料とし、さらなる支援の拡充を図りたいと考えております。 

 次に、若い世代の移住、定住策を進めるに当たっては、まずは市の魅力や住みやすさの情報発信

を行うことで、東御市に関心を持ってもらうことが不可欠だと考えております。そのため本市の魅

力ある地域資源を発信するため、移住定住ポータルサイトや子育て応援ポータルサイト。「すくす

くぽけっと」により、本市の住みやすさ、子育てしやすさの優位性など、若い世代に向けた情報発

信に力を入れております。 

 本市に関心を持たれた方に対しては、三大都市圏での移住相談会の開催や移住体験ツアーやお試

し移住の機会を提供しており、更に移住を希望された方には、市の定住アドバイザーが移住に向け

ての不安を取り除くなどの相談も行っております。 

 移住定住策を進めるに当たっては、一時的な経済的支援で移住を促すことも研究いたしますが、

移住希望者の側に立って丁寧にサポートすることが必要だと考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（山口正彦君） 質問番号11、日本共産党、平林千秋議員の介護予防・日常生活支

援総合事業への移行についてのご質問につきまして、市長に代わりお答えいたします。 

 最初に、現在の準備状況はどうなっているかのご質問でございます。現在、移行についての素案

を作成しており、７月当初に地域包括支援センター運営協議会を開催し、移行内容等についてご協

議いただく予定でおります。その後、事業の受け手となる介護保険事業所等への説明会を行い、事

業所等の意見を聴取してまいります。年内には事業内容等について確定し、関係する条例や要綱に

ついて12月議会に提案させていただく予定で準備を進めております。 

 ２点目のサービス水準を低下しないように移行の具体化に当たってどのように対応するかのご質

問でございます。総合事業への移行に当たっては現在、サービスを利用されている要支援認定の皆

様には、当面現行のサービス水準が継続できるよう、介護保険サービス事業所にお願いしていくこ

とになります。また、受けられるサービスの上限や報酬単価については、国で示されているガイド

ラインに従い設定することになりますが、利用者や事業者の皆さんとの話し合いを重ねて、サービ

ス水準の低下にならないよう努力してまいります。 

 ３点目の多様なサービス、地域の支え合い体制はどこまで進めるかのご質問でございます。総合
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事業への移行に当たって、多様なサービスの発掘と創設、地域の支え合い体制の構築は、重要な役

割を担うものと考えております。多様なサービスの担い手としては、ＮＰＯや住民のボランティア、

介護保険関係事業所、民間事業者等が想定されています。高齢化社会が一層進む中、より多様化す

るニーズに対応し、地域の支え合い体制を構築するためには関係する皆様のご理解とご協力、自主

的な活動が必要となります。今後、調査・分析等により把握した地域の特徴やアドバイザー等によ

る助言を地域の皆さんに伝えながら、行政の主導ではなく、小学校区単位の地域づくりが進められ

る中で、地域の実態に即した自主的な活動が展開できるよう支援していきたいと考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 市民生活部長。 

○市民生活部長（土屋一夫君） 質問番号12、日本共産党、平林千秋議員の特定外来生物オオハン

ゴンソウの駆除についてのご質問に、市長に代わりお答えいたします。 

 ①オオハンゴンソウとはどのようなもので、その分布状況はどうかですが、環境省によりますと

北アメリカ原産の菊科の多年草で、明治時代に観賞用として導入されました。地下茎から茎を出し、

再生し、更に種は土の中で何年も行き続ける土壌シードバンクで、一度発生すると駆逐が難しい植

物と言われております。このため生態系への被害が大きく、かつ分布の拡大の可能性があるとして、

平成18年２月に特定外来生物として指定されました。 

 特定外来生物とは、海外から我が国に導入され、その場所の固有の生物の生息や生態系等に係る

被害を及ぼし、または及ぼすおそれがあるものとして政令で定められ、その飼育、栽培、保管、運

搬、輸入といった取り扱いを規制し、駆除等を行うものとしております。 

 特定外来生物の分布につきましては、市環境保全監視員の巡回や職員によるパトロール、市民か

らの通報などで確認しております。 

 今回の市有林においては、本年３月に市有林の保全協定を結んでいる公益財団法人から奈良原、

横堰にまたがる市有林で、同植物が繁殖しているとの情報提供があり、確認しました。それ以外の

最近の市内の分布については、確認しておりません。 

 ②駆除対策についてですが、毎年まちをきれいにする月間に合わせ、説明会や広報への掲載、ア

レチウリを主体に外来種の駆除について地域や各自で駆除を行っていただくよう注意喚起をしてお

ります。また、環境保全監視員などの巡回報告や市民からの通報により、群生していることがわか

れば土地所有者などの方に駆除の依頼通知をしております。 

 なお、ご質問にあります市有林のオオハンゴンソウの駆除につきましては、６月初旬に情報をい

ただいた法人とともに、職員により抜き取り作業を行いました。開花の始まる７月前までに、この

市有林で体験学習をしている学校法人郁文館の生徒にも協力いただき、引き続き駆除を予定してお

り、その後も根絶を目指し、継続して関係者のご協力を得ながら、駆除を行ってまいります。 

○議長（櫻井寿彦君） ここで15分間休憩します。 

休憩 午後 ２時１９分 

――――――――――――――――――――――――――――― 
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再開 午後 ２時３５分 

○議長（櫻井寿彦君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。一般質問を続けます。 

 平林千秋君。 

○９番（平林千秋君） それでは、ここから一問一答でお願いします。 

 まず市長選挙と市政運営にかかわってです。市長選挙の結果についての認識についてですが、今、

市長は力強い支持をいただいた結果というふうに申されました。しかしながら現市政の継続、発展

を訴えた市長に対して、その転換を訴えた対立候補が４割の支持を得たということは、市民の意思

を示すものとして大変重いものがあると思います。市長は当選後の記者会見で、信任は得られたと

思うが、批判は真摯に受けとめ、市民の声を聞く姿勢を大事にしたいと述べられたと報じられてい

ます。とても大事なことで、これをその場限りの一過性のものとせず、今後の市政運営に当たって

いただきたいと思います。 

 私もこの間、多くの市民の方にお会いしましたが、市政への批判がことのほか広く、根強いこと

にちょっと驚きを感じました。その中で、舞台が丘整備計画15億円道路などに触れた意見も多くあ

りました。それは花岡市政のまちづくりの姿勢、進め方についてのご意見だと私は感じました。今

後市の進める事業は、その内容について十分情報を開示し、市民が判断し、その意見をくみ入れな

がら推進することが重要だということです。これを踏まえて今後の市政に当たっていくことを重ね

てお願いしたいと思います。 

 それでは今後の市政運営について具体的に伺ってまいります。まず湯の丸高地トレーニング用

プール構想についてでございますが、ご答弁がありました。初めに重ねて伺いたいんですが、市長

選挙の論議を通じて、市の示す構想について、市民の理解が深まったというふうにお感じでしょう

か。 

○議長（櫻井寿彦君） 市長。 

○市長（花岡利夫君） 平林千秋議員のご質問にお答えします。 

 もちろん深まった部分もあるし、勘違いが深まった部分もあろうかなというふうに考えておると

ころでございます。ただ、公約に掲げさせていただいて、当選させていただきましたので、公約を

実現するために最大限の努力をすることが私に課せられた責務であるというふうに認識いたしてお

るところでございます。 

○議長（櫻井寿彦君） 平林千秋君。 

○９番（平林千秋君） 結果を踏まえて、どう対応するかって非常に大事だと思います。それで

ちょっとデータを示したいんですが、市長選挙の始まる前と始まった後の市民の認識がどう変化し

たのかというデータがありましたので、ご紹介します。「信濃毎日新聞」が選挙の公示前、４月４

日、公示のときですね、４月４日付で報じた報道で、「プール施設争点に浮上」という記事があり

ました。その中で「信毎」の世論調査の結果がございます。誘致に反対40.6％、賛成が37.1％とい

うことを報じています。そして選挙の当日の出口調査について、４月12日付で報じております。こ
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の出口調査では、プール誘致について反対、どちらかといえば反対の合計が44.3％、賛成、どちら

かといえば賛成の合計が39.8％という結果です。この数字を見ますと、反対とするご意見が選挙前

と後では４ポイント上昇しております。賛成とする方も２ポイント上昇しているんですが、反対派

の方が多かったという結果なんですね。 

 ですからこれを見ますと、選挙の論議を通じてなかなか理解は広がらなかったというふうにも言

えると思います。しかも世論を二分状況ですね、ほぼ拮抗していますから。しかしそれでも賛成を

上回る批判がある。これが現実だと思うんです。市長は今、当選したからうんぬんとおっしゃいま

したけれども、こういう世論の理解がなかなか広がっていないという現実、その要因をどのように

お考えでしょうか。 

○議長（櫻井寿彦君） 市長。 

○市長（花岡利夫君） その要因は、まだ何も決まっていないということが一番の要因であり、私

が考えていることを説明しているにすぎなくて、具体的にそれを国がつくってほしいという話をし

ているわけでありますので、まだ形が何も見えてこないということで、理解、それでも必要だと考

えていただいている方がかなりいらっしゃるということは、大変ありがたいことだなというふうに

考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 平林千秋君。 

○９番（平林千秋君） 私は一番の要因は、市長の言ったことと重なるんですけれども、このプー

ル構想について市民に情報が十分伝わっていないというところに原因がある。つまり市民が正確に

判断する基礎を欠いているというのが現状だというふうに思います。市長はるる説明するときに、

本日の同僚議員の前段の説明もそうですが、オリンピックで金メダルをたくさんとるためにどうし

ても必要な施設だとか、これができれば東御市が有名になって、お客さんがいっぱい来るとか、そ

ういう説明を繰り返しやっておられました。しかしなぜそうなのか、そもそも高地トレーニングと

は何なのか、その効用と限界、あるいは施設の規模や運営、その費用と負担、東御市に、あるいは

市民にとってどういうメリット、デメリットがあるのかということが、市民が検討する必要不可欠

な情報が示されないまま、推進するというだけで進んでいるというのが現状だと思うんです。 

 それで今、市民への情報提供といえば、今、ベースにしているのはこの平成26年11月の高地ト

レーニング用プール施設基本計画、これですよね。これも国に示す計画ですといって、市民の皆さ

んに公表されていないんですよね。「市報とうみ」等では公表されていない。だから市が何か進め

ようといったときに、何をもって進めるのかということが、市民に知らせないまま進めているとい

うのが実態だろうと思います。 

 そこで確認しますが、今、市がこれまで、ちょっと新しいステージになっていますけれど、これ

まで市がこのプール構想を進めますというふうに検討してきて、到達している水準、文書というの

はこれだけしかないと思うんですが、ほかにありますか。 

○議長（櫻井寿彦君） 市長。 



― 75 ― 

○市長（花岡利夫君） 平林議員のご質問にお答えします。 

 市は、高地トレーニングのメッカをつくっていく上で、いろんな事業を推進するということであ

りまして、国につくっていただきたいということでありますので、そのたたき台を国にお示しする

ということであって、市がそれをつくるものではないということでありまして、それを市民に、国

にぶつけている段階で市民に事細かく説明するということに関しては、その段にはならなくて、

おっしゃるようになぜ高地トレーニングが水泳団体で必要としているかというお話をまずさせてい

ただくことが何よりも大切であるというふうに思っておりますので、今、平林議員がお示しされた

文書に関しましても、市が推進するという性格のものではありません。 

○議長（櫻井寿彦君） 平林千秋君。 

○９番（平林千秋君） この計画そのものは国につくってもらうんだけれども、やるとすれば水連

がこういう規模のものを求めていますので、こういう形になりますよというプランですよね。です

から市民の皆さんは今のところそれでしか判断できないんですよ。だって、それ以上示されない。

だから少なくともこれに基づいたものが今、構想されているものの基本だろうというふうに考える

のは当然ですよね、それ以外情報がないんだもの。 

 それで市民の皆さんがよく知っているということがまず前提だろうと思うんですよ、それで是非

の判断をする。それは限定的ですよね、最終的にどうなるかわからないから。だけれど今、市が進

めているのはこういう方向ですよということをしっかりお示しするということが大事なんだという

ことが私は申し上げたんです。 

 それでこれの情報が今の到達点だとすれば、市長選挙の中で市長がるる申されたことについて、

私はちょっと疑問だなと思うことがありましたので、ご指摘しておきたいと思います。 

 市長は個人演説会などで、この施設の運営と費用負担について、「アジア中から多くのスイマー

が訪れる湯の丸プールは、収入が億を超える可能性があると専門家は言っている」、あるいは「施

設の運営について、私は一言も運営費を出すと言った覚えはない」などということを述べられたと

思います。その言明というのはここで基本計画というのは617万円という巨費をかけて三菱総研に

委託調査をして、その結果をまとめて、この基本計画に反映しているわけですが、この基本計画で

は年間運営費１億1,000万円に対して、利用者収入2,600万円を含む収入が3,440万円、残り7,560万

円が不足額、つまり赤字だというふうにされておられまして、そしてこれを東御市など地元自治体

を含むステークホルダーが応分の負担と共同で運営するというコンセプトを示しましたよね。です

から選挙期間中に市長のご発言というのは、公に記録され表明した見解とは異なるというものだと

思います。議会の説明でも、私への答弁や同僚議員への答弁に、その運営費の負担について、運営

に当たって地元自治体として応分の負担があるというふうに繰り返し言明されてきたんですよね。 

 ですから市民の皆さんからすれば、一方でこういうものがある、市長は市長選挙の中で億の収入

だとか、地元が負担すると、自治体が負担するということは一言も言ったことがないというような

ことを聞くと、ああ、一体どんなことだというふうに思うのもむべなるかなというふうに思います。 
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 ですから私が今、ご指摘したことは市長が東御市のまちづくりの主要な柱と今後位置づけている

この湯の丸高地トレーニング構想、これからも進めるというのなら、しっかりした情報を根拠に述

べて、正確かつ住民に示して、市民が正確に判断できるようにするということが必要だということ

を今後の基本問題として指摘しておきたいと思います。 

 そこで今日のご答弁に関連して伺いたいことがあります。最初の答弁で、ちょっとこれまでと

ニュアンスの違ったことを申されました。この施設の建設、運営に関連してです。建設は国にやっ

てもらう、これは一貫して変わりません。運営費についてです。ご答弁では施設の運営費について

も、国または施設の運営主体が担うべきもの、国または施設の運営主体が担うべきものというふう

に述べられました。まず国が担うべきという１つのカテゴリーがあります。もう一つは運営の費用

を担うもう一つの主体として施設の運営主体ということがあげられている。今回この誘致推進の主

体が東御市というよりも日本水泳連盟の組織が第１回会議で発効されたというふうになっています

から、市長が今日ご答弁された施設の運営主体というのは、日本水泳連盟を指しているというふう

に解されますが、それでよろしいですか。 

○議長（櫻井寿彦君） 市長。 

○市長（花岡利夫君） 運営主体はまだ決まっておりません。したがって平林議員がおっしゃった

団体を指すことはあり得ないと思っています。 

○議長（櫻井寿彦君） 平林千秋君。 

○９番（平林千秋君） この基本計画では、運営主体について協営という新しい概念を持ち出され

ました。そこで協営というのが、地元自治体、それから利害関係団体、あるいは応援団体、例示の

図表では４つのカテゴリーが示されていますが、今回水泳連盟が主体となって運営するといったと

きに、その協営という概念は変えないでいくということですか。 

○議長（櫻井寿彦君） 市長。 

○市長（花岡利夫君） まず、文科省との６年間にわたる長い交渉のプロセスがございまして、そ

ういう中で６年間の話をする気はありませんけれども、そのプロセスの中で当時の文部副大臣が検

討はしましょうというふうに約束をいただいたと。ただ、我々も検討はするけれども、長野オリン

ピックで山の中につくった施設で億を超える経費がかかっており、それに関してどうしていくかと

いうことが大きな課題であって、そういうことに関しても提案をいただけないかというお話をいた

だいたわけであります。 

 この問題に関しては、はっきり言えることは長野オリンピックの施設をつくったのは補助を得て

ではありますけれども長野市であります。そして経費がたくさんかかっており、競技人口が1,000

人もいらっしゃらないという競技があって、それに対して国はいろんな高所の判断の中で、２分の

１近くを補助されているという状態がありまして、それに関して何らかの対処が必要であるという

お話がされた上で、その上で今回の運営費に関して、提案がいただけないとなかなか国の方でつ

くってもその後の経営がどうなるかということに関して、どうなるかわからないという中では、な
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かなか建設に踏み込めないんではないかというようなお話をいただきましたので、文部科学省がご

検討いただく上で、１つの提案を三菱総研に提案をいただいて、その提案を検討委員会で文科省に

提案をさせていただいたということでありますけれども、それ以後を東京オリンピック・パラリン

ピックがいろんな経緯の中で、国立競技場の建設費問題でありますとか、いろんな施設の収容人員

の問題で大変大きな費用がかかったり、決定以降知事が２人も辞任されるとか、いろんな要素、エ

ンブレム問題とか、いろんな要素があって、現在、ペンディングな状態の中で、水面下での交渉が

続いておるということでございますので、基本的に文科省の副大臣の要望に応じて、そういう考え

方も検討いただきたい、検討できるんではないかという提案をさせていただいたということでござ

いますので、これでいくという話ではございませんので、よろしくお願いします。 

○議長（櫻井寿彦君） 平林千秋君。 

○９番（平林千秋君） 今日のご答弁で運営の費用負担について、国も中に入れて、施設の運営主

体というふうに申されたので、その中身を確かめたわけであります。今のご答弁では、これから中

身が詰まっていくということにすぎないということですよね。これは施設の是非を考える場合、費

用負担がどうなるかということは非常に大事なファクターになってまいりますので、引き続き注目

しておきたいし、私はかねてから申しましたように建設も運営についても国と日本水泳連盟、ここ

が中心になって担うべきであるという考えでいますので、引き続き注視したいと思います。 

 それから、ではちょっと施設建設の見通しについて少し伺ってまいります。新しく日本水連が中

心になって運営主体になるという新しいステージに入ったということで、一歩前進と言えなくもな

いというふうに思うんですよ。ただ、これは水泳連盟が施設を進めたいということで中心になった

という、そのステージであって、国がではそれでやりましょうかというものとは全く別次元の問題

だろうと思うんです。そこで今のところ市長、３月議会の私の質疑で、その現状については大体

はっきりしたんですが、今、なかなかそういうふうにいかないと、少なくとも２月18日の推進委員

会の委員会総括で、東京オリンピックまではかなり難しいと、困難であると、長期展望に立って進

めていきましょうという認識だったと思いますが、その後の取り組みの中で、２月、委員会総括し

て以後、何か具体的に国において進展があるという情報がありますか。あるいはトップアスリート

における強化、研究活動拠点の在り方についての有識者会議、これが第５回会合を開いて、私の情

報では秋口までに報告が出るかなという趣旨のことを言っていましたけれど、それについても何か

具体的に、国がやるということの進展というのは何か情報はありますか。 

○議長（櫻井寿彦君） 市長。 

○市長（花岡利夫君） ただいまの状況というのは、国が高地トレーニングに関して検討いただい

ているものというふうに認識いたしておりまして、海外の事例等、また効果等、更には誰が施設整

備をして、そして施設整備したものをどこの競技団体が使うことが可能かということにおいて、協

議をされておられるというふうに認識いたしておりますけれども、５月に開かれた第５回の段階で

はまだその結論に至っていないというふうに認識いたしております。 
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 ただ、もう、リオオリンピック目前でございまして、それに向かって各団体もいろんなところで、

いろんな練習をしているわけでありますけれども、先ほど言いましたように日本水連は３チームに

分かれてスペイン、アメリカ、メキシコという形の中で、いずれも高地トレーニングをやっている

ということでございますので、その結果に関しましても海外にあることのマイナス面だとか、また

高地トレーニングをやった結果がどのような結果として成果に結びついていくかとかということも

考慮されて、結論が出てくる可能性が極めて高いと期待しておるところでございます。 

○議長（櫻井寿彦君） 平林千秋君。 

○９番（平林千秋君） 国が実際やっていただけるというふうになると、事業採択に向けて具体的

な行動がなければなかなかめどが見えてこないというのが現状だと思うんです。 

 １つは有識者会議で、一定の方向が出ると１つのステップになると思いますけれど、ただ、私が

今、得ている感触では、なかなか難しいですね、うん。個別競技、競泳という個別競技で拠点施設

をつくっていくというふうにはなかなかなりにくいというふうに私は感じております。だからまだ

一山も二山もあると思うんですよ。そうなってくると市長の認識や、あるいは委員会総括でも言っ

ていますけれど、東京オリンピックまで具体的というのはなかなか困難な状況というのは依然とし

て変わらないと思うんですよ。そういう段階ですので、私は引き続き追求するといっても、そうい

う方向を追求するということと、それから現実の行政課題に移していくということと、ちょっと段

階があるような気がします。 

 そういう状況で、私は花岡市政が高地トレーニングプール構想を長期課題として追求するという

ことは当然あり得ることであるとは思っています。しかし今、指摘しましたように現在、実現すべ

き行政課題ということで関連施策を推進するというのは、やっぱり距離があるというふうに思いま

す。前議会でもご指摘しましたけれども、プール施設ができることを前提にして湯の丸高原荘を維

持管理しているわけですけれども、これは今までの維持管理も含めて、平成25年以来、この場で誘

致関連予算というのは28年度予算を含めて3,400万円に上ります。そのうち湯の丸高原荘の管理費

が、施設の維持管理に850万円と、それから地代がありますよね、約100万円、およそ1,000万円ぐ

らいがその維持管理というのを現実の行政課題として対応しなければならないということがあるん

ですよね。プールができる前提にして維持管理していくというふうになっているんですが、その

プール施設そのものがかなり長期になるかもしれない。少なくとも４年、５年、あるいはその先に

なるかもしれないといったときに、理想とする課題、追求すべき課題と、現実に行政執行する課題

と差が出てくるんだよね。今、抱えてしまったんですよ、この矛盾。これはきちんと仕分けしてお

かないと、市民の皆さんがなぜ維持管理にボイラーを回すだけにそんなに巨費を投じるのよと、

もっと市民生活に使うべきではないかというご意見が出てくるのは当然だろうと思うんです。その

辺がやっぱり市長がよく考えて、仕分けして、どう具体的に対応するかということを考えなければ

ならないというふうに思いますが、その辺はどうお考えですか。 

○議長（櫻井寿彦君） 市長。 
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○市長（花岡利夫君） 平林議員のご質問にお答えいたします。 

 まず堀之内学園から寄贈を受けた湯の丸荘でありますけれども、堀之内学園の事情の中でご相談

を受けたということでありまして、市としては高地トレーニングも含めて、いろんな使い道が考え

られる可能性がある施設だということで、寄贈を受けたわけであります。 

 ただ、寄贈を受けて２年目に入っているわけでありますけれども、一番いい使い方としては、優

先順位としては、これをやっぱり高地トレーニング用の長水路プールの宿泊棟として活用していた

だくならば、非常に国の改修によってまたできるという形の中で、選択肢として一番いい選択肢で

はないかということで、今、管理をしておるところであります。 

 いずれにいたしましても国の方で高トレに関して、難しいというふうに議員は判断されておるわ

けでありますけれども、私は秋には何とかいい返事が聞けるように、これからも努力していきたい

というふうに思っているところでございます。いよいよ難しいということになると、当然、より次

善の使い方ということに関して、提案をさせていただく必要が出てくるというふうに認識いたして

おります。 

 ただ、卵が先かニワトリが先かという話でありますと、堀之内学園がどうしても解体するか、市

に引き取っていただくかという形の中で解体するにはもったいないんではないかという判断をさせ

ていただいたということでございますので、また次善の使い方に関して、ご意見をいただければあ

りがたいというふうに前回の答弁でもお願いしたところでございます。 

○議長（櫻井寿彦君） 平林千秋君。 

○９番（平林千秋君） 現在の状況を総合的に勘案すると、もったいないという判断が結構大きな

お荷物になってしまったなというふうに私は感じています。ですから本体建設が皆目見当がつかな

いという状況でいつまで続けるのかと、そしてこの支出を続けるのかということが問われてくると

思うんです。１年たてば具体的に展望があるよというのなら、そういうことかなという感じはする

んですけれど、ちょっとそのめどが市長のご答弁でもよくわからない。希望は申されますけれど、

具体的な展望はわからないというのが現状でありますので、私は一定の時期にきちんとけじめをつ

けた方がいいというふうに思っておりますので、引き続き注視したいと思います。 

 それでは市民プールについてお伺いします。 

 報告のように、流水プールが存続の方向になったというのは、市民の声が届いたものであり、と

てもよかったと思っております。昨年体育施設在り方検討委員会の発足時には、白紙からの検討と

いうことで、廃止も含むと見られ、市民の皆さんの存続を求める声がわき起こっておりました。そ

れで３月末の在り方検討委員会、施設の検討委員会の結論では、多くの市民が望んでいるから流水

プールとウオータースライダーを維持することが望ましいという文面になっていまして、存続は市

民の声によるものであることを強調しております。 

 そこで確認したいんですけれども、検討委員会の結論というのは今、引用したように市民の声に

こたえて規模を縮小してでも流水プールとウオータースライダーの存続、つまり双方を存続すると
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いうのが検討委員会の結論ではなかったんですか。確認します。 

○議長（櫻井寿彦君） 教育次長。 

○教育次長（清水敏道君） ３月の在り方検討会の報告書におきます表現の中で、流水プール、ウ

オータースライダーについては、子どもの夏場の楽しみや親子が触れ合う格好の場所でありうんぬ

んとございまして、しかし多くの市民が流水プールとウオータースライダーの存続を望んでいる状

況からは、規模縮小を伴ったとしても維持することが望ましいと。端的にいいますとその部分だけ

でございますけれども、検討の中ではちびっこプールですとか50メートルプールとか、それぞれの

施設について言及はしております。全体として申し上げられるのは、検討委員会、３回開かれたわ

けですけれども、最初は委員の皆さんそれぞれ今ある施設を全部維持できるのであれば、それはそ

れにこしたことはない、ただし、これを遅かれ早かれ更新するのであれば、相当の経費がかかる。

そんな中では現在の私ども、あるいは今の子どもたちが使うということだけではなくて、相当の経

費をかけますとその負債責務は子どもたち、次世代にかかってくるということを考えなければいけ

ないという意見がございまして、そのような中で「規模縮小を伴っても」という表現が出てきたと

いうふうに感じておりまして、両方をそのまま維持するという結論ではなかったというふうに感じ

ております。 

 ただ、規模縮小の考え方ですが、どちらかをやめる、あるいは５つほどあります施設のどれかを

やめるということまではっきり委員会の中ではどれをやめろとか、これをつづけろということまで

は権限がないので表現できないということでございましたので、「規模縮小」という表現につきま

しては、一部の廃止も含むものと私どもは理解をしております。 

○議長（櫻井寿彦君） 平林千秋君。 

○９番（平林千秋君） 次長のお答えは私の感触というふうに申されましたけれど、文章は両方の

存続という文章になっております。 

 総合教育会議では、流水プールは存続、ウオータースライダー廃止ということになりましたよね。

市民の皆さんからウオータースライダーもぜひ残してもらえないかという声が寄せられております。

教育委員会にも多分寄せられると思います。私はウオータースライダー廃止という結論を出した総

合教育会議を傍聴いたしました。事務方からウオータースライダーを廃止、流水プールは存続とい

う結論が提示されたんですが、会議ではさしたる議論もなく了承したというふうになっています。 

 そこで在り方検討委員会の結論と、総合教育会議でそれを受けた結論というのは異なるわけです

ね。だからそのときには総合教育会議としても、検討委員会の結論はこうだったけれども、総合教

育会議としてはこういう結論を出しましたというご議論があって、市民の皆さんに対してもしかる

べき説明があった方がよかった、あるべきでないかというふうに私は思います。 

 この問題は昨年来、市民的な議論になって、当市議会でも多くの議論が行われた経緯があります。

ですからそれを踏まえて、今回の市の結論についても、パブリックコメントを求めるなど、市民の

意向を直接聞いて、市民の判断も十分示して、その上で最終的に結論を述べるという手続きをとる
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必要があるんではないかと思いますが、市長、どうでしょうか。 

○議長（櫻井寿彦君） 市長。 

○市長（花岡利夫君） まず、いろんな存続する上で必要な手続きをやっていかなければいけない

というふうに思っています。当然費用対効果ということでありますので、どういうふうにしていく

かということをまず検討するわけであります。 

 そういう中で、数億円かかる事業でありますので、国の支援を得るために必要な手続きをとって

いく。どのような事業に手を挙げていくかというようなことの見通しがまず必要となります。そう

しますと１つは長寿命化計画、修繕であります。もう一つは統廃合を含む、現在、これから予測さ

れている人口減と、できたときからの利用者減に見合った規模縮小に対して、国が予算づけをして

いる事業等があるわけでありますので、もう単独で市がこれを改修して、現在の規模を維持すると

いうことに関しては、ほとんど不可能な数字に入っています。したがいまして国が利用者数の減少

等踏まえて、また現時点ではグラウンドの利用者のトイレの設定の問題とか、いろいろあるわけで

ありますので、それらを総合的に判断させていただいて、専門家の意見を聞いて、一定程度の方針

を出して、教育会議に担当がお諮りしたということでありますので、その方向で動いていくべきと

いうふうに考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 平林千秋君。 

○９番（平林千秋君） 市側の事情説明というのはあるんですよね。だから最終的に結論を出すと

きに、そういうことも含めて市民にちゃんとご説明するというプロセスが必要なのではないかとい

うことを申し上げているんです。市側の説明に納得いけば、そうかいと、我慢するしかしょうがな

いなというふうにもなるんだね。それを説明しないまま、市が決めましたから、これでやりますと

いうのは、いささかまずいということを申し上げているんです。 

 それで一昨年のゆぅふるｔａｎａｋａのときもそうだったんです。まちづくり審議会で議を経て、

廃止しますというふうに決めたんですよね。ただ、それに対して利用者の皆さんが、いや、それは

困るよと、おれは健康に利用しているんだから何とかしてくれという強い声があって、せっかく市

長もそれを受け入れて住民説明会を開いて、それで市側も説明しました。だけれど市長は、市民説

明会を経て、これはそれだけ要望が強いんだったら、当面存続してみようかという結論を下したん

ですよね。そのプロセスが大事だというふうに思うんです。私が市長選挙の結果を踏まえて、こう

いう行政が必要だよねと言ったのは、そのことを言っているんです。１つ物事を決めるときに、き

ちんと説明責任を果たす。市民要求がありますけれど、全部要求どおりにやってられないというの

はありますよね。そのときに行政がどういうふうに対応するのかということが問われているという

ふうに思うんです。ですから今度の市民プールについても、非常にたくさんの議論があったんです。

だからこういう結論を出しましたということに対しても、私、パブリックコメントと申し上げまし

たけれど、そういうプロセスをとれば市民合意による市政というのが一層進むんではないかという

ふうに思うんです。その点で改めて、もう一呼吸置くべきだということをぜひ検討していただきた
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いと思います。 

 それでは子育て支援について伺ってまいります。 

 先ほどご答弁がありました。一定の前進があって、市民の強い要望であり、私ども日本共産党と

しましてはかねてから要求したことが実現の方向になったことは喜ばしいことだと思います。 

 今回の市長選挙では、対立候補が子育て世代の経済支援の中で、条件なしで第２子半額、第３子

以降無料化を掲げ、市長は昨年12月議会では第３子以降の無料化についてはやらないというご答弁

をされてまいりました。しかし選挙の前になって、市長も第３子以降の無条件無料化を打ち出しま

した。これは市民の要求の切実さを反映したものであると思います。 

 そこでちょっと事務的に伺いますが、国の制度改正による第２子、第３子の軽減策は、いつから

実施になる、条件が整い次第というふうになっていましたけれど、いつから実施になり、対象者が

どのぐらいになりますか。また、市独自の第３子以降の無料化については、対象者は何人になり、

負担軽減はどのくらいになるでしょうか。 

○議長（櫻井寿彦君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（山口正彦君） 平林千秋議員の再質問にお答えいたします。 

 国の制度改正による第２子、第３子の軽減策でございますが、現在、保育料を算定する電算シス

テムの改修に取り組んでおり、６月末には完了する予定でございまして、４月にさかのぼって適用

し、７月以降の保育料に反映していきたいと考えております。また軽減される対象者数と軽減され

る保育料でございますが、平成28年４月時点で第２子については44人、軽減額は年額約300万円、

第３子以降については38人、軽減額で約160万円が対象になると見込んでおります。 

 次に、市独自の第３子以降の保育料無料化についてでございますが、所得制限を設けない第３子

以降の対象者数は28年４月時点で試算すると、今年度からの対象者に加えて新たに140人が対象と

なり、年額で約2,300万円の保育料の負担軽減が拡充されると見込んでおります。 

○議長（櫻井寿彦君） 平林千秋君。 

○９番（平林千秋君） では、市長に伺います。市独自の施策の第３子以降の保育料無料化の実施

についてですが、来年度からということでありました。私は市長選挙の動向から見て、この６月議

会で補正予算で対応するんではないかなというふうに思っておりました。ちなみに隣の小諸市でも

同じ時期に市長選挙があって、当選された候補者は子ども医療費無料化対象を中学３年から高校３

年生まで延伸するということを掲げられて当選されて、この６月議会に10月実施ということで、補

正予算に計上されたということが報道されています。 

 この多子世帯の支援拡充という非常に強い要求で、市長選挙で市長が打ち出されてよかったなと、

両候補が公約したのですぐにも実現するんではないかなという期待が非常に広がっていたんですよ

ね。ですからそれにこたえて速やかに実施するようにしたらどうかなと、来年度と言わずにという

ふうに思いますが、どうでしょうか。 

○議長（櫻井寿彦君） 市長。 
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○市長（花岡利夫君） 福祉医療費の18歳までの引き上げに関しましては、日本共産党の皆さんを

中心に要望があることは認識しておるわけでありますけれども、少なくとも私が８年前の市長選挙

でお約束したのは、義務教育までの医療費に関して、何とか市で対応できるようにしたいと、小学

校６年生までは即時に無料化し、段階を追って１年ごとに中１、中２、中３ということで、４年か

けて財政的にやりくりをしながら、実現していきたいというふうに申し上げたところであります。

これは基本的に義務教育期間ということで、お約束いたしたところであります。現時点で高校生ま

で広げるかどうかということに関しては、比較的大病は別にして、高校生になるとそういう医療費

はかかりづらいということでありますし、大きなけがや大きな病気に関しては、別の施策が存して

いますので、今のところ中学校までの医療費ということでやっていきたいというふうに考えておる

ところでございます。 

 それから去年の答弁で、やらないというふうに私が答えたという記憶は今のところ思い出せない

わけでありますので、市長が言ったということでありますので、それは違うとしたら、私としては

訂正をお願いしたいというふうに思いますけれども、基本的に数年にわたって先ほど申し上げまし

たけれども、保護者会から同時入園でなくても、同時入園というのは３人一緒に入園している例と

いうのは非常に珍しい例なんだと、だけれども小学校にお兄ちゃん、お姉ちゃんが行っても、３子

目というのは結構大変なので、何とか無料化してほしいということに関して、よくわかると、だけ

れども今は保育園の統廃合を一生懸命やらせていただいているので、それが目鼻がついたら近在の

保育料と比べて、東御市が高い部分に関しては是正していくし、第３子以降の無料化に関しても何

とか頑張りたいというふうにお話をしてきましたので、議会で私はやらないと言ってしまったのか

なというふうに大分自分自身の記憶力がおかしくなってきているかなというふうに思って心配した

ところであります。 

 ただ、そういう形の中で、選挙戦を通して選挙公約として、第３子以降の保育料の無料化に踏み

込むということをお約束しましたので、しっかりと財源を確保させていただいて、来年度の予算に

計上させていただきたいというふうに考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（櫻井寿彦君） 平林千秋君。 

○９番（平林千秋君） 私は質問したのは、速やかに実施に移したらどうですかということを申し

上げたんです。予算的にいえば年間で先ほどご答弁いただいた二千数百万円ですか、だから市役所

の知恵でやりくりをして、財源手当てをして、できるだけ早く実施するということが市民の皆さん

の期待にこたえる道だろうと思います。 

 それから昨年12月でやらないと言ったのは、私、言った覚えがない、そうです、議事録によりま

すと済みません、部長さんの答弁でございます。市長にかわってご答弁だというふうに受けとめて

市長と申し上げましたけれど、議事録ではそうなっていますので。 

 ただ、いずれにしてもやっぱり市民の要望を受けて、市長が打ち出されたのはよかったと思いま

すし、やっぱり市長選挙の１つの効用だというふうに思っております。 
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 それでは一定程度子育て支援策が前進したところで、今後の検討課題として提案したいことがご

ざいます。子育て世帯に対する経済的負担の軽減を拡充するということが今、求められていると思

います。それは人口減少を食い止め、理想とする数の子どもを持ちたくても持てない現実に向き合

い、安心して産み育てることができる東御市にし、若い世代がこれに魅力を感じて移住も増える、

そうした戦略的な目標を持った課題だと思うからです。 

 そこで長野県子育て支援戦略に示された県民アンケートが非常に注目されます。理想の数の子ど

もを持てない理由では、断トツで１位、71％が子育てや教育にお金がかかりすぎると答えています。

これを受けて今後充実を希望する子育て支援サービスを尋ねていますが、１位は保育料の軽減64％、

２位は医療費の支援・軽減56％、３位が教育費の支援・軽減25％です。県の子育て支援戦略では、

この分析に立って第１の課題として、子育てに伴う経済的負担の軽減を打ち出し、多子世帯支援、

医療費支援の拡充に踏み出しています。 

 東御市においても、この視点が非常に大事だろうと思います。東御市が実施したアンケートでも、

子育て支援で力を入れてほしいことの要望に、経済的支援と医療費支援、いずれも６割を超えてい

ます。しかし具体的な施策となると、東御市版地方創生戦略でも27年度からの子ども・子育て支援

事業計画でも、欠けているのはこの切実に求められている経済的支援の拡充でございます。私はこ

の場でもたびたび強調しているんですけれども、関係者のご努力で東御市の保育施設は近隣よりも

非常に優れているというふうに思っています。その上に花岡市長も第１期目で、お産のできるまち

を目指して助産所を設立し、子ども医療費無料化、先ほど触れられましたけれども、中学３年生ま

で順次拡充するという施策をとりました。 

 そこで子育てするなら東御市へというふうに言い得るステージがあったと思うんです。ただ、子

育て支援拡充はどの自治体でも共通課題で、どんどん施策が進んでいます。現状ではなかなか東御

市が優位にあるというふうにも言えない局面になりつつあるんではないかなというふうに私は思う

んです。経済的支援という側面から見ると。そこで自治体間の競い合いということではなくて、何

よりも東御市民のご要望、保護者、子育て世代の切実な要望になっている経済的支援策の一層の拡

充に踏み出すべきだというふうに思います。 

 そこで３点の具体的提案をいたします。第１は、多子世帯の保育料支援の拡充です。国の制度で

同時入園でなくとも第３子半額、第３子以降無料化に踏み出しました。ただし年収360万円という

所得制限があります。東御市は今回独自の施策をとったんですが、第２子についても所得制限を撤

廃、ないしは大幅に緩和して、支援策を広げること。 

 第２は、子ども医療費無料化、先ほど市長がちょっと先行的に触れられてしまったんですけれど、

現在の中３までから、高校卒業まで拡充してはどうかということ。 

 第３は、教育費負担の軽減です。同僚窪田議員が３月議会で詳細に取り上げましたが、東御市の

学校徴収金は県下で小学校の場合５位、中学校では２位になっています。そのうち給食費負担が小

学校では68％、中学では49％を占めている、かなり占めているんですね。例えばこの給食費負担を
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さしあたり小学校では半額にするなどを検討してはどうでしょうか。また、就学援助でも給食費の

算入割合を現行の５割から近隣市町村並みに８割ないし10割に引き上げるということも検討したら

どうでしょうか。 

 この３つは、子育てしやすい東御、今まで東御市のブランドとなったものを一層拡充して、推進

していく、それで支援策を強化して、移住定住促進につなげていくという課題として、今後検討し

ていただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（櫻井寿彦君） 市長。 

○市長（花岡利夫君） 平林議員のご質問にお答えいたします。 

 私はやっぱり子育て世代の給与水準が、高齢になられている子育て世代が終わっている給料水準

と比べて低いという日本の給与体系の構造的欠陥の中で、子育て世代の財政的窮地が存在している

というふうに思っております。当然これは子育てを終わった世代が我慢して、子育て世代の給料を

上げていくという大変な構造改革をやっていかないと実現していかない課題であると思いますけれ

ども、これは国政的レベルでやるべき課題が大きくあろうというふうに考えています。 

 そういう中で、現在、国、県を挙げて、子育て世代に対する財政的支援を検討しているわけであ

ります。そして今、地方創生に絡めて我々がどのような財政支援をすることが現実的に成果を得る

ことができるかということは、大きな課題であります。そして18の崖という形の中で、東御市的に

は首都圏に多くの子どもたちが学業を学びに出ていくという状態の中で、その子どもたちが帰って

くるのがやっぱり40ぐらいまでたたないと、全国平均に到達しないというような、そういう問題も

あったり、また、高校生の医療費の問題も含めて、どういう施策を打つことが現実的に子育て世代

に対して、実態として子育て世代の人口が東御市で増えていくということが読み取れるかというこ

とが極めて大きな課題になっているということでありますので、ばらまけばいいというふうには考

えられない状況がございます。 

 更には学校における負担増という問題の大きな課題として取り上げられております給食費の問題

でありますけれども、私は給食費というものに関しては、その経費というのは給食をつくっていた

だいている職員の先生方の、給食の先生方の人件費だったり、また小学校、中学校に基本的には置

いている給食設備のその費用だったりということに関して、合算して計算していかないと、実際に

それにかけている市の費用というものに関しては、把握できないんではないかというふうに申し上

げておるところであります。現在、東御市では材料費を自己負担いただいているということであり

ます。その自己負担は１日に、１食に直すと恐らく10円に満たない金額であるというふうにお聞き

しております。それが高いか安いかという問題はあるかもしれませんけれども、それを上回るもの

として給食センター方式よりも自校方式を採用しているということに関して、ＰＴＡの皆様方のご

理解をいただきながら、それにかかっている地元の農産物を使いながら、おいしい給食を学校で提

供しているということに関して、ご理解をいただくように努力してまいることが重要だというふう

に思っておりますので、現時点において材料費に関するご負担に関する補助金というものに関して
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は、考えていないというふうに思います。 

○議長（櫻井寿彦君） 平林千秋君。 

○９番（平林千秋君） 個々の課題についていろいろ議論があると思うんです。総じていえば、子

育て世代に対する経済的支援というのが、今の全体の賃金構造に触れられましたけれど、まさに国

の政策の中で起きていることです。だけれど市としてできること、やろうではないかと、それが東

御市の子育て支援策や人口増につながっていく、そういう課題でもあるという位置づけで考えるべ

きではないかということですので、ぜひ検討していただきたいと思います。 

 それでは続きまして、総合事業について話題をかえていきます。 

 私はこの問題を取り上げるときに、各介護の事業所の皆さんに独自にアンケートをし、ヒアリン

グをしてまいりました。昨年度の介護報酬改定で2.3％マイナス改定で、各事業所は非常に大変な

んです。大規模、ある事業所では1,400万円、平年のベースで減収になったという実態も聞いてい

ます。小規模事業所では、初めて赤字になってしまったということで、頭を抱えている事業所もあ

るんですね。この総合事業は、そういう事業所に市の事業として要支援１、２の方も含めて、何百

人かを委託するということになってきます。その場合、やっぱり各事業所の事情をよく把握して、

事業所の皆さんの要望も聞いて、一体となって事業を推進して、要支援１、２の方々、第２次介護

予防事業の対象者の方々が、本当に体が悪くならずに、引き続き健康で長生きできる、そういう基

盤をつくっていくという事業として非常に大事だろうと思うんです。 

 そこで具体的にお尋ねしていきます。この事業を進める上で、事業所とのコミュニケーション、

これを日常的によくとっていくということが非常に大事だと思うんです。民間事業所は民間事業所

の連絡協議会というのをつくっておりまして、行政とコンタクトをとりたいといってもなかなか密

にいっていないという悩みも言っておりました。ぜひともこの事業を推進するに当たって事業所の

ご要望をよく聞いたり、実情を把握して、一体となって推進するような手立てをひとつとっていた

だきたいというのが１つです。 

 まとめてお願いします。もう一つは、移行に当たってのサービス水準の問題です。私はサービス

低下を招かないようにということをかねて求めてまいりました。これは質と量の両方面があります。

それは国基準でやるといった場合、サービス単価、そしてサービス量、サービスの限度額、そのい

ずれも国水準で維持していくというふうにする必要があると思うんですが、その点をどう考えるか

ということを聞いておきます。 

 それからちょっと専門的になりますけれども、国は介護報酬単価を引き下げてまいります。それ

でも介護事業所は高齢者の方々の健康維持、より悪化させないために、この前同様のサービスを提

供しているんですよ。そうするとサービス単価が下がったけれども、同じサービスを提供していく

というと、実態的には事業所の持ち出しという問題が起きてきます。私は市独自で報酬に上乗せす

るかということもあり得るかなと思ったんですが、制度上なかなか難しいですね。難しいけれども、

委託する事業所の皆さんにそういうお世話をお願いしているわけで、市独自に別な形でも支援策を
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検討できないか、事業所のご要望も聞きながら対応していただきたいというふうに思います。 

 それから事業対象者の選定についてです。これは要支援１、２の方とともに、第２次予防対象者

から市が必要なものと認定した方を総合事業の事業対象者というふうにする仕組みになっています。

この方々の選定というのは非常に大事なんですよね。国はチェックリストといって25項目、自主申

告で、それで丸が幾つあれば、はい、対象、はい、非対象というふうな仕組みにしてもいいよと

言っているんですが、東御市では専門の介護職がちゃんと選定して、必要な方はすべて介護認定に

移行していく。そして明らかにチェックリストで間に合う方はチェックリストにしますと。いずれ

にしても利用者第一に対応していただきたいというふうに思いますが、どうでしょうか。 

 以上、まとめてお願いします。 

○議長（櫻井寿彦君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（山口正彦君） 最初にサービスの水準に関するご質問にお答えいたします。 

 要支援認定者のサービスにつきましては、引き続き介護保険事業所にお願いしてまいりますので、

同じサービスが受けられるものであります。サービス単価、サービス量はそのまま維持され、限度

額も維持されるということであります。 

 また、要支援の認定によらない事業対象者につきましても、介護認定の要支援者と同じ事業対象

者となり、介護予防ケアマネジメントによって要支援認定者と同じ総合事業のサービスを受けられ

るということでございます。 

 次に、国の介護報酬単価の引き下げにより、事業所のいわゆる持ち出しが増え、あわせて介護職

の人材確保が課題になっているということはお聞きしております。今すぐに市として何かを支援す

るということは難しいと考えますが、事業所との懇談会等を開催する中で、要望等をお聞きし、市

としてできる支援について、事業所と一緒に検討していきたいと考えております。 

 ３点目の事業対象者の選定に当たっては、利用者第一にということであります。介護予防、生活

支援サービス事業対象者につきましては、チェックリストにより市が認定することになりますが、

地域包括支援センターへご相談いただければ、窓口で専門職が対応し、専門職の判断で介護認定が

必要と思われる方にはそうした対応を行い、またチェックリストで判断できる場合であっても、す

べての相談者に専門職がかかわる中で、利用者に合ったサービスが受けられるよう取り組んでまい

ります。 

○議長（櫻井寿彦君） 平林千秋君。 

○９番（平林千秋君） ぜひそういうことで対応していただきたいと思います。総合事業は新しい

事業です。市の責任で行う事業になりますので、サービス低下を招かず、市民需要にこたえていく

ということで、積極的に対応していただきたいと思います。 

 それでは最後に、オオハンゴンソウについて伺います。 

 ご答弁にありましたように、オオハンゴンソウははびこり出しすと非常に厄介です。今、各地で

問題になっていて、特に日光国立公園では戦場ヶ原から湯ノ湖にかけて、かなりこの群落が発生し
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て、夏口になると黄色で覆われるというような状況になっています。これは寒冷で湿地を好むとい

う性格があるんですよ。私は旧三十番のところで見つかったんですけれども、下手をすると、もし

かして湯の丸、池の平に飛び火したら大変だというふうに思って、早期に駆除すると。今のところ

市のデータでも局部的ということでありますから、ぜひ限定的に対応して、大事に至らないように

することが肝要だろうと思います。 

 そのためにぜひ市民の協力を求める必要があると思うんですよ。情報を速やかに知らせて、情報

提供、そして見つけたらとにかく抜去して、焼却する、そのことが大事だねということを徹底する

広報をしていただきたいというふうに思います。 

 それからもう１点は、所沢川の川筋にまで広がっているんですよ。実を結んで種が流れ出すと、

所沢川一帯に広がる可能性があります。これは本当に早く防止しなければならないと思います。 

 そこで今、市有林で発見されているところを早く対処して、広がらないようにする、市の責任と

なりますよね。それが１つと。 

 それから関係流域の皆さん、特に湯の丸、奈良原、新張、それから大石、祢津が所沢川の流域に

なりますけれど、その自治会、区の皆さんにも特別に情報提供をして、対応していっていただくよ

うにしていただきたいと思いますが、緊急対応ということでぜひお願いしたいと思います。いかが

でしょうか。 

○議長（櫻井寿彦君） 市民生活部長。 

○市民生活部長（土屋一夫君） ただいまオオハンゴンソウの周知の問題、それから早期駆除のご

指摘をいただいたというふうに思っております。 

 まず特定外来種につきましては、大群生になる前の駆除というのが必要でございますし、国でも

外来種の被害予防三原則ということで、入れない、捨てない、広げないということを言っておりま

すので、市全体でまずご指摘いただいた市有林の駆除を徹底的に行っていきたいというふうに思い

ますっています。 

 あわせまして、環境保全監視員の皆様をはじめ市の皆さんにわかりやすい広報に努め、多くの皆

さんに注意喚起をしてまいりたいというふうに思っております。 

 それと市の責任でということでございます。まずもってご指摘の市有林につきましては、継続的

に駆除を行い、根絶を図ってまいりたいということを表明しておきたいというふうに思っています。 

 それから流域のお話でございます。河川等に群生している場合は、上流から流れてきたのか、あ

るいは下流への広がりはないのかなどの状況を捉え、判断をすることが重要だというふうに思って

おります。今回のことにつきましても、流域の各区、あるいは関係する団体などに相談をいたしま

して、確認作業や駆除につきましてもお願いをしてまいりたいというふうに考えております。どう

ぞよろしくお願いいたします。 

○議長（櫻井寿彦君） 平林千秋君。 

○９番（平林千秋君） 私の地元のことでもありますし、私も美しい横堰の里をつくる会というこ
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とで活動しているんですが、自然保護については住民の皆さんの協力なしにできませんので、ぜひ

広報、周知して、協力を求めながら進めるようにしていただきたいと思います。 

 あと１分を残していますけれど終わります。ありがとうございました。 

○議長（櫻井寿彦君） 本日の代表質問はここまでとし、通告に基づく残りの代表質問は明日21日

の午前９時から、個人質問に先立ち行います。 

 以上で本日の日程はすべて終了しました。 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎散会の宣告 

○議長（櫻井寿彦君） 本日はこれをもって、散会します。 

 ご苦労さまでした。 

（午後 ３時４８分） 
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――――――――――――――――――――――――――――― 

◎開会の宣告 

○議長（櫻井寿彦君） おはようございます。 

 開会に先立ち、お知らせをします。本日地方自治法第121条の規定により、選挙管理委員会の栁

沢廣幸委員長が出席しております。 

 これから本日の会議を開きます。 

（午前 ９時００分） 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎議事日程の報告 

○議長（櫻井寿彦君） 本日の議事日程は、お手元に配付のとおりです。 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第 １ 諸般の報告 

○議長（櫻井寿彦君） 日程第１ 諸般の報告をいたします。 

 地方自治法第180条第１項の規定により、議会の権限に属する軽易な事項でその議決により特に

指定された事項について、市長専決処分事項報告書が提出され、その写しをお手元に配付しておき

ましたので、ご了承を願います。 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第 ２ 一般質問 

○議長（櫻井寿彦君） 日程第２、昨日に引き続き、会派の代表による代表質問を行います。順番

に発言を許可します。 

 質問番号13 市政運営について、質問番号14 若者の政策形成過程への参画について、質問番号

15 食品ロス削減に向けての取り組みについて、質問番号16 子ども医療費の無料拡大について。

公明党代表、依田政雄君。 

 依田政雄君。 

○１６番（依田政雄君） それでは皆さん、おはようございます。16番、依田政雄でございます。

公明党会派を代表して質問をさせていただきます。 

 まず冒頭、この４月14日に起きました熊本大地震につきましては、被災された皆様にお見舞いを

申し上げます。また、亡くなられた皆様にお悔やみを申し上げます。一日も早い復興を願うもので

ございます。 

 それでは４項目について質問をさせていただきます。 

 まず１項目でございます。市政運営についてお伺いをいたします。 

 市長は、本定例会の招集あいさつ、所信表明において、３期目の市政を担うに当たり、東御市の

将来を見据え、今後４年間へ９つの施策を掲げました。その施策の取り組み内容についてお伺いを

いたします。 
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 まず１点目でございます。財政での財政負担の軽減、平準化を図るべく、公共施設等総合管理計

画の進捗状況について。 

 ２点目、子育て・教育での第３子以降の保育料無料化の拡充に取り組み、多子世帯への保育料を

軽減して、保育しやすいまちの環境整備の内容について。 

 ３点目、生涯学習、地域づくりの北御牧庁舎に設ける文書館の内容について。 

 ４点目、安全・安心・平和での河川改修の促進、これについてはどこの河川なのか、このことに

ついてお聞きをしたいと思います。 

 ５点目でございますが、空き家対策について、空き家バンクの登録の意向調査を実施し、有効活

用を推進するとあるが、具体的な内容についてお伺いをいたします。 

 次に、２項目めでございます。若者の政策形成過程への参画についてお伺いをいたします。 

 直近の国政選挙では、60代、20代で投票率に半分以上も開きがあり、若者の政治意識の低下が顕

著になっております。昨年話題となった、いわゆる大阪都構想の住民投票でも同様な開きが見られ

ます。18歳選挙権が実現するこの夏の参議院選を前に、若者の政治的関心を高める動きに注目が集

まっております。少子高齢化が急速に進む日本で、若者の政治離れが進行すれば、若者の政治的影

響力は低下し、社会の沈滞化につながります。若者の政策形成過程への参画を促進するなど、若者

が社会における影響力を実感できるような取り組みを積極的に進めることが重要であると考えます

が、市の取り組みについてお考えをお伺いいたします。 

 次に、３項目めでございます。食品ロス削減に向けての取り組みについてお伺いをいたします。 

 食べられる状態なのに捨てられる、この食品ロスは、家庭やスーパー、ホテル、レストランなど、

あらゆるところで見受けられます。農林水産省によると日本では年間2,797万トンの食品廃棄物が

発生しており、このうち約４割近い632万トンが食品ロスと推計されております。 

 既に先進的な自治体では、様々な食品ロス対策が行われております。松本市では、宴会の食べ残

しを減らすため、乾杯後の30分と終了前の10分は自席で食事を楽しむ ３０・１０運動が進められ

ております。またＮＰＯの活動としては、消費期限が迫った食品を引き取り、生活困窮者へ無償提

供する、いわゆるフードバンクが有名であります。また、国連でも2030年までに世界全体の１人当

たり食品廃棄物を半減させる目標も採択をしております。 

 当市の現状と、この食品ロス削減に向けての取り組みをお伺いいたします。 

 続いて最後の４項目めでございます。子ども医療費の無料拡大について、お伺いをいたします。

この点については、２点をお伺いいたします。 

 １点目でございます。子ども医療費の窓口無料化の取り組みについて、当市は福祉医療制度の中

で、子どもの医療費無料化が中学３年生まで行われております。国の制度がない中、長野県内の各

市町村は子育て支援や福祉向上のために県より一定の基準で一部の補助がありますが、市町村が独

自に医療費の助成を行っています。したがって助成対象年齢や受給者負担金、高齢者を助成対象と

しない所得制限の有無など、給付内容や給付方法が異なっております。 
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 東御市の給付方法は、医療機関でいったん医療費の自己負担を支払っていただくものの、その後、

請求しなくても助成金が支払われる自動償還となっております。医療機関で医療費の自己負担分を

全く支払わなくてもいいという窓口無料化ではありません。全国では、窓口無料化を独自で行って

いる都道府県や市町村が今、増えてきております。窓口無料化をする国保の国庫負担金などが減ら

される調整措置、いわゆるペナルティが科せられ、市町村の財政負担が増えることとなります。東

御市が窓口無料化を実施した場合、ペナルティを試算するとどのくらいになるか、この点について

お伺いをいたします。 

 また、このペナルティにつきましては、公明党においても私たち地方議員と国会議員の連携の中

で、国保減税措置のペナルティの徹底に取り組んでもまいりました。そこで昨年の通常国会冒頭、

２月28日に行われた参議院本会議代表質問において、公明党山口代表は、今後人口減少問題への意

欲的、自発的取り組みを促し、国保の財政措置が都道府県に移行する方向であることに鑑み、こう

したペナルティは見直すべきであるとも指摘をいたしました。 

 その後、３月17日、参議院の予算委員会で西田まこと参議院議員は、国保の減税措置は30年前に

創設された古い制度であり、この間、少子化など社会制度は変化しており、地方の単独事業も多く

の自治体で実施されるなど、時代に即した制度見直しを行う時期に来ていると考える。減税措置の

見直しについて、塩崎厚生労働大臣に質問をいたしたわけでございます。大臣は、子どもの在り方

については少子高齢化が進行する中、子育て支援、地方創生、地域包括ケア等の幅広い観点から考

えていくことが重要である。以上を踏まえて、ご指摘の点も含め、今後少子社会における子どもの

医療の在り方等を検討する場を設け、関係者を交え議論し、しっかり考えていきたいと、このよう

に答弁をいただいてあるわけでございます。その後、昨年９月に、少子医療制度の在り方等の検討

会が設置され、調整措置の見直しなど検討されております。 

 窓口無料化を実施するに当たって、このペナルティが一番の課題となっていると考えます。ほか

にどのような課題があるでしょうか。お伺いをいたします。 

 次に、２点目でございますが、18歳までの医療費無料化についてお伺いをいたします。 

 会派の皆さんの代表質問の中にありましたけれども、18歳までの医療費の無料化については、県

内においても多くの自治体が行っております。当市においても子育て支援策として公費助成を18歳

まで拡充する医療費の無料化の推進をすべきと思いますが、取り組みをお伺いいたします。 

 以上、４項目の質問といたします。よろしく答弁を求め、第１回の質問といたします。 

○議長（櫻井寿彦君） 市長。 

○市長（花岡利夫君） おはようございます。 

 公明党代表、依田政雄議員の市政運営についてのご質問につきまして、お答えさせていただきま

す。 

 １点目の公共施設等総合管理計画の進捗状況と、課題等についてでございますが、当市では平成

28年度中の公共施設等総合管理計画の策定、公表に向け、平成26年度から順次作業を進めてきてい
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るところでございます。昨年度は、市役所全体での取り組み体制により、統一的な基準による公会

計制度への移行にも対応するため、インフラ資産を含むすべての資産を対象に、施設分類、個別資

産の洗い出し、資産評価の算定等により固定資産台帳の整備が完了いたしました。今年度において

は現在、ワーキンググループを中心に、施設ごとに施設状況調査表、施設カルテの作成に着手して

おり、公共施設等の老朽化の現状や利用状況、稼働率、耐震対応を含めた施設等の維持管理、修繕、

更新等に係る中長期的な経費見込みと、経費への充当可能財源の見込み等を把握するための業務を

行っている段階でございます。 

 現状把握と将来推計ができた時点で、ホームページ及び市報により公表し、無作為抽出による市

民アンケートを実施し、多くの市民に当市における公共施設等の現状を知っていただいた上で、ご

意見をその後の管理に関する基本的な方針に生かしていきたいと考えております。 

 いずれにいたしましても、まず的確な現状把握に努め、調査分析の上で、公共施設の全体を把握

し、長期的視点に立って総合的かつ計画的な管理を行うための計画づくりを進めてまいります。 

 課題といたしましては、施設等の維持管理、修繕、更新等に係る中長期的な経費への充当可能財

源の確保が課題になろうと考えております。 

 次に、２点目の第３子以降の保育料無料化の拡充についてでございます。昨年度までの保育園の

多子世帯に対する支援対策としましては、同一世帯で２人以上が同時入園の場合に、２人目の保育

料を半額に、３人目以降の保育料を全額免除しております。また市独自の支援策としまして同時入

園でない場合であっても、 18歳未満の子どもが３人以上いる世帯の場合には、第３子以降の保育

料を半額としております。今年度からは、子ども・子育て支援法施行令の改正により、年収360万

円未満相当の世帯の場合、子どもの同時入園要件が撤廃され、第２子は半額、第３子以降は無料と

なりました。 

 市では、保育料を算定する電算システムの改修が整い次第、改正後の保育料を適用してまいりま

す。 

 なお市の独自支援策として実施している軽減につきましては、来年度から所得制限を設けること

なく第３子以降の保育料を無料とし、多子世帯への支援の拡充を図り、子育てしやすいまちの環境

整備に努めてまいります。 

 次に、３点目の北御牧庁舎における文書館の内容につきまして、お答えいたします。 

 平成22年の市議会第３回定例会におきまして、上田、東御、小県地域地域史連絡協議会から提出

された東御市立文書館設置を求める請願書が趣旨採択されており、これを受けて旧町村時代を含む

行政文書類と市教委に寄贈、委託された古文書等の保管、公開につきまして検討を重ねてまいりま

した。その結果、北御牧庁舎３階の旧議場を公文書類の保管場所とし、旧委員会室などの空き室を

その公開活用やアケボノゾウなど歴史資料、文化財資料並びに美術品などの保管スペースとする方

針といたしました。 

 今後、関係者、関係団体等の意見もお聞きしながら、詳細設計を行い、平成30年度の開館目指し、
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準備を進めていく予定でございます。 

 次に、４点目の河川改修は具体的にどこの河川か、空き家対策の具体的な内容は何かについてお

答えいたします。 

 現在、市内で河川改修が実施されているのは金原川でございます。金原川は平成８年の集中豪雨

の被災を契機に、同年浅間サンラインから千曲川まで約1,800メートルの改修促進を図るため、地

域の皆さんにより金原川改修促進委員会が設立されました。市ではこの委員会とともに、国、県へ

の要望を行っていますが、現段階でこの区間のうち約260メートルが改修済みで、進捗率は約14％

となっております。 

 合併後、県管理の河川では、金原川、求女川の改修が進められています。市管理河川では西川、

中村川、舟木沢川で改修を実施いたしました。改修以外では、河床の土砂除去等の修繕につきまし

て、毎年、県、市ともに行っております。また、河川ではありませんが、農業用施設の八重原用水、

下之城用水等の改修も実施しております。 

 今後も地域の皆様と協力して、河川等の改修、修繕を実施し、東御市の安全・安心を高めたいと

考えています。 

 続きまして空き家の有効活用についての具体的な推進内容についてですが、空き家所有者等へ意

向に関するアンケート調査を８月をめどに行い、市の空き家バンクへの登録を促し、登録数を増や

すことにより移住定住希望者の住宅確保を支援してまいります。 

 私のところは以上です。 

○議長（櫻井寿彦君） 教育次長。 

○教育次長（清水敏道君） おはようございます。質問番号14、公明党代表、依田政雄議員の若者

の政策形成過程への参画のご質問につきまして、市長に代わりお答えをいたします。 

 若者の政策形成過程への参画は、東御市ばかりでなく全国的な課題でございます。従来、政策決

定は主に住民の中でも社会的な経験を積まれた方や識見を有する方の声を審議会や各委員会でまと

めていただき、政策に反映させてまいりました。このため政治は若者にとって自分たちの意見が届

きにくいものと感じ、政治への興味が低下していると考えられます。こうした現状から、社会にお

いて若者が影響力を行使して、かかわりを実感できるような取り組みが重要でございまして、若者

の政策形成過程に参画する必要性はますます高くなっているといえます。東御市でも、こうした取

り組みが必要であると認識をしているところでございます。 

 具体例といたしまして、東御市教育委員会と公民館では、有権者となる前の若者を主な対象とい

たしまして、東御市のまちづくり、自然、政治等を題材とした「未来を語ろう講座」を公開子供講

座の一環として実施をしてきております。この講座の開催によりまして、若者が民主主義について

学習できる機会を持ち、また社会への関心を高められるだけでなく、関係した行政側の職員も若者

の意見に学ぶといった効果も期待されます。 

 こうした取り組みを地道に続けていくことが、単に若者の要望を聞く場の設定にとどまらず、若
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者自身が社会の一員として行動することにつながる一助になるものと考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 市民生活部長。 

○市民生活部長（土屋一夫君） おはようございます。質問番号15、公明党、依田政雄議員の食品

ロス削減に向けての取り組みのご質問につきまして、市長に代わりお答えいたします。 

 平成26年度長野県の県民１人１日当たりのごみ排出量が838グラムとなり、前年度１位の沖縄県

を抜いて少なさランキングで初めて日本一となりました。東御市は638グラムとこれを大きく下

回っており、市民皆様の意識の高さと日々のごみ分別等の取り組みのたまものと敬意と感謝を申し

上げる次第でございます。 

 さて、当市の食品ロスの現状についてでございますが、ごみ質調査の結果から、可燃ごみに占め

る生ごみの割合は３割から４割、およそ1,500トンと推計しております。この中に占める食品ロス

に係る具体的な数値につきましては、市では把握しておりません。 

 次に、食品ロス対策としては、昨年度策定した第２次一般廃棄物処理基本計画に生ごみ原料のた

めの取り組みの１つとして、食品ロスが出ないよう計画的な買い物や料理を心がけることを掲げて

おり、今後予定しております市民説明会の中で市民の皆様へ協力をお願いしてまいりたいと考えて

おります。 

 また、東御食育市民ネットワークの皆様の活動として、「食育戦隊ベジレンジャー」の寸劇や、

食育紙芝居を通して広く市民に食の大切さを伝え、幼少期からの食べ物に対する感謝の気持ちを深

めていただいており、これらは食品ロス対策の一助となっているものと考えております。 

 更に長野県が平成22年度から食品ロスの削減を目指して実施している「食べ残しを減らそう県民

運動」の宴会食べきりキャンペーンとも十分連携を図り、市民皆様のみならず、事業者の皆様も含

めた実効性のある啓発活動を進めてまいりたいと考えております。 

 なお先の一般廃棄物処理基本計画において、大きな柱の１つとして、ごみの排出抑制と３Ｒの推

進による循環システムの構築を掲げており、その施策の核となるのが生ごみリサイクルシステムの

構築であります。当システムは市民皆様に生ごみ分別にご協力いただき、堆肥化するものであり、

可燃ごみ量の縮減とともに生ごみの発生抑制への効果も大いに期待しております。今後もこれらの

取り組みを進めるとともに、先進事例を参考にするなどし、更に実効性のある対策に取り組んでま

いります。 

○議長（櫻井寿彦君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（山口正彦君） おはようございます。質問番号16、公明党、依田政雄議員の子ど

も医療費の無料拡大についてのご質問につきまして、市長に代わりお答えいたします。 

 最初に子供医療費の窓口無料化の取り組みについてのご質問でございます。福祉医療費は現在、

医療機関窓口でいったん支払いをしていただき、後日自己負担分が返金となる自動給付方式を採用

しております。この方式は、県及び市町村で検討し、整えられた方式であり、県下で足並みをそろ

えて実施しているところであります。 
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 子どもの医療費の窓口無料化については、以前から議会の一般質問や保育園、保護者会等からご

提案、ご要望がありますが、窓口無料化を実施した場合、国民健康保険国庫負担金の減額調整や健

康保険組合において発生する賦課給付額、受益者負担金を新たに負担することになり、平成27年度

実績で試算した場合、国民健康保険国庫負担金の減額調整額は225万円となり、合計では2,676万円

が新たに市の負担となります。 

 また、福祉医療の対象者には障がい者、母子父子区分等もあることから、子供医療費分のみの窓

口無料化は事務経費、事務量の増加も考えられることから現実的ではなく、全区分での福祉医療費

の窓口無料化を検討する必要があると考えますが、その場合の新たな負担額は5,870万円と試算し

ております。 

 そのほか医療に対するコスト意識の低下による医療費増大の懸念や事務経費の増加等の問題もあ

り、当市だけで無料化を実施することは適当ではなく、現在の方式を協調している県内市町村全体

で足並みをそろえた取り組みが必要と考えております。 

 次に、18歳まで医療費無料化についてのご質問でございます。 

 現在、県の福祉医療費の乳幼児、児童の対象年齢は通院が就学前まで、入院については中学３年

生までが福祉医療費の対象となっております。市においては児童に関する給付の拡大施策として、

市単独で対象年齢の拡大を実施し、平成19年度から段階的に対象年齢を引き上げ、24年度に現在の

通院、入院ともに中学３年生まで拡大されております。 

 28年４月の調査では、県内19市中１市が福祉医療費の対象年齢を18歳まで拡大しております。当

市においては、当時対象年齢の拡大を検討する際に、義務教育期間にある子どもたちへの公的な医

療費支援が適当であるということで、中学３年生までとなった経過がありますが、ご提案の18歳ま

での拡大については、今後様々な議論をいただく中で検討したいと考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 依田政雄君。 

○１６番（依田政雄君） それぞれ答弁をいただきました。これより一問一答を続けてもらいたい

と思います。時間の効率化ということを考えまして、１項目めごとの再質問とさせていただきます

ので、よろしく答弁をお願いしたいと思います。 

 まず市政運営であります。市政運営については、今回４点をまとめて再質問をさせていただきま

すので、よろしくお願いいたします。 

 まず１点目でございますが、公共施設等総合管理計画の進捗状況についてであります。これは当

初も言われておりますように28年度末に向けての策定、公表に向けての進捗状況については、私も

今、答弁をいただいた中では、順調に進んでいる、そういう印象を持ちました。課題としては、施

設等の維持管理、修繕、更新等による中長期的な経費への充当可能財源の確保が課題であるとの都

弁でございました。それがやはり私は一番大事なところだと思うわけでございます。 

 そこで質問いたすわけでございますが、更新費用、財源を試算した結果、私もこのことについて

は総合管理計画策定については２回ほど質問させていただいておる経過の中で考えますと、何てい
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うんですか、管理計画を立てたときにほとんどの施設の廃止だとか、統合だとか、しなければなら

ない場合が出てくるかと思うわけでございますが、その上に立って非常に、いかに市民の皆さんに

そのことについて納得いただけるかどうか、このことが重要であるかと思いますが、そのように市

民に対し公表し、どのように説明を行っていくか、お伺いしたいと思います。 

 それから２点目でございますが、子育て・教育の第３子以降の保育料無料化の拡充の取り組みに

ついて、多子世帯の保育料を軽減して、子育てしやすいまちの整備内容についてでございますが、

来年度から所得制限を設けることなく、第３子以降の保育料を無料化し、多子世帯への支援の拡充

を図り、子育てしやすいまちの環境整備に努めてまいりますと、こういう答弁でございますが、私

はこれは１つには前向きな答弁であるというふうに私は印象を持っておるわけでございますが、そ

こで２点について、これからのことについて質問をいたします。 

 説明でもございましたけれども、国の制度改正により年収360万円未満相当の世帯の場合は、保

育料が第２子は半額、第３子以降は無料の軽減策がとられ、市では保育料を算定する電算システム

の改修が整い次第、改正後の保育料を適用することでありますけれども、いずれにしてもそのこと

ができたときに、今年度に入って、までに納入した保育料の軽減の方向について、どのようにされ

ているのか、このことについてお聞きをしたいと思います。 

 それから２点目でございますが、３月議会の一般質問で、私でありますが、３月議会の一般質問

で今回のこの国の制度改正による保育料軽減措置と市の独自施策の低減額について、私は質問いた

しました。市の独自施策として同時入園でない第３子以降についての保育料を半減とした市の軽減

額は、平成27年12月時点の試算で約180万円との回答をいただいておるわけでございます。今年度、

今年この４月時点での国の制度改正による年収360万円未満相当の世帯に係る第３子以降の保育料

無料について、軽減額はどのくらいなのか、改めてまたお聞きをしたいと思います。 

 なお今回の制度改正により、国から交付税措置される分の活用については、子育て支援に係る事

業に充当していくものとの、３月議会の中でも答弁があったわけでございますが、そのことについ

ても変わらないのか、そのことについて質問をいたしたいと思います。 

 それから３点目でございます。生涯学習、地域づくりでの北御牧庁舎に設ける文書館の内容につ

いてお伺いをいたしました。平成30年度の開館を目指し、準備を進めていくとの答弁でございます

が、その状況等については理解をいたしたところでございます。これは市民の皆さんもこのことに

ついて非常に注目をし、期待をいたしているところでございますので、その辺のところについては

十分速やかにできるよう要望をいたしたいと思います。 

 そこでお聞きをしたいことでありますが、いわゆる北御牧庁舎の３階というのは、当初アケボノ

ゾウなどの資料館としての検討もされている経緯があったわけでございますが、その関係とこの文

書館が一緒に同じ施設に入るわけでありますが、その辺のところの住み分けというのですか、その

辺のところができているのというか、その内容について質問したいと思います。 

 それから４点目でございますが、安全・安心・平和での河川改修と空き家対策について答弁をい
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ただきました。河川改修については、東御市は多くの河川があり、河川の改修については理解をい

たしたところでございます。そのことについて取り組んでいることについては、敬意をいたすとこ

ろでございます。今後もこの市民の安心・安全の改修、修繕を高めていくことを私は強く要望した

いと思います。よろしくお願いいたします。 

 東御市は、多くの川を抱えておりまして、ゲリラ豪雨等に進みますと、速やかに多く水害等の発

生がしやすい状況でありますので、河川改修については十分市民の安全・安心の手立てというもの

をしていただきたいというふうに思うわけでございます。それは要望として申し上げております。 

 ところで空き家の有効活用についての具体的な推進内容についてでありますが、答弁で移住定住

希望者の住宅確保を支援してまいりますとの答弁でございます。それに期待をいたしているところ

でございますが、市民の皆さんから私のところへ要望というのですか、そういうことがあったこと

を踏まえて申し上げますけれども、空き家の有効活用として、東御市は新幹線を利用すれば首都圏

の通勤圏域になっております。また勤務形態も是非、職場に出勤する必要のない業種も今、出てき

ているわけでございます。新幹線で通勤ということでありますが、働き先が首都圏で自宅は東御市

だと、子どもさんたちもこちらで置いて生活をし、ここから通っていくという生活も可能になって

きているわけでございます。ついては移住促進の観点から、勤務地をそのままに移住定住先をこの

東御市に誘うための空き家の有効活用というのが非常に大事ではないかなというふうに思うわけで

ございます。これは市民の方からの、冒頭申し上げましたが、意見でもあるわけでございます。こ

のことについてどのように取り組んで、空き家対策について、推進のために取り組んでいくか、こ

のことについて質問をさせていただきました。 

 以上、市政運営についての４点の再質問とします。答弁をお願いいたします。 

○議長（櫻井寿彦君） 総務部長。 

○総務部長（掛川卓男君） １点目の再質問につきまして、お答えいたします。 

 公共施設等総合管理計画により、更新費用や財源見込みを試算した結果、施設を廃止しなければ

ならなくなった場合、どのようにするのか、また市民への説明をどう考えているかというご質問で

ございます。公共施設等総合管理計画における将来の更新費用や充当可能財源の見込みにつきまし

ては、あくまでもこの計画上の試算でございます。国が示す策定要領では、計画上で必ずしも収支

が均衡している必要はないとされておるところでございます。ある施設について、収支上廃止する

方向での結果が出た場合につましては、その施設が将来にわたって市民にとって必要であれば、適

切に維持管理、更新していくことができるように廃止以外の対応策を検討することが考えられます。

その際は市民の皆様は客観的、かつ具体的な現状をお示ししながら、市民と行政が施設に関する情

報と問題意識を共有し、課題解決に向けてともに取り組むことができるよう丁寧な説明に努めてま

いりたいと考えております。 

 公共施設等総合管理計画は、施設の廃止による更新費用の削減だけで解決を図るものではござい

ません。光熱水費等をはじめとする施設の維持管理費の縮減、また規模の縮小、施設の統合などの



― 102 ― 

対応策によりまして、公共施設等の更新費用に充てる財源を確保する場合の想定いたしまして、今

後計画の策定に進んでまいりたいと考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（山口正彦君） 依田政雄議員の２点目と３点目の再質問にお答えいたします。 

 現在、取り組んでおります保育料の電算システムの改修は、６月末には完了する予定でございま

す。既に納入いただいた保育料につきましては、改修後の７月以降、４月にさかのぼって軽減を適

用し、還付または減額充当の手続きをいたします。 

 次に、国の制度改正による第３子意向について、軽減される保育料でございますが、本年３月議

会で昨年12月の試算では約180万円とお答えいたしましたが、今年４月時点で第３子以降について

は38人分、軽減額で約160万円となると試算しております。ただいま議員からご指摘いただきまし

たが、国から交付税措置される分の活用につきましては、子育て支援に係る事業に充当していくべ

きものと考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 教育次長。 

○教育次長（清水敏道君） ３点目の文書館の再質問につきまして、お答えをいたします。 

 合併時以来、北御牧庁舎３階の利活用につきましては、大きな課題でございました。当時はアケ

ボノゾウの公開につきましても、大きな課題ということで、当初はそういった活用が考えられると

いうことで、議論もなされたわけでございますけれども、その後、アケボノゾウにつきましては八

重原にございます郷土資料館で公開展示は一応行っているという状況でございます。 

 その後、先ほど説明にございましたように、地域史研究会の皆様方から、文書館等の要請もござ

いまして、近隣では上田がもう準備を進めているということで、そういった公文書の管理の動きが

ある中で、一昨年になりますが、平成26年度庁内におきましてワーキンググループが設けられまし

て、関係課によりまして北御牧庁舎３階、それから旧有線本部、それから文化財のコンテナ、ある

いはＢＯＯＫ童夢等、北御牧庁舎周辺の利活用についての再検討がなされまして、平成27年２月に

一定の方向性が決定されたものでございます。 

 内容を申し上げますと、北御牧庁舎３階につきましては旧議場のスペースを文書館、つまり公文

書、それから古文書を含めた文書施設とする。それから南側の旧議会事務局のスペース等について

は事務室、次の議員控え室につきましては古文書の整理スペース、それから第１、第２委員会室に

つきましては、閲覧室であったり、アケボノゾウの整理部屋、奧の旧全員協議会室につきましては

アケボノゾウの文化財の保存スペース、一番奥の旧農業委員会控え室につきましては美術品の収蔵

庫というような大きな方向性が固まったわけでございまして、この基本に従いまして今、準備を進

めているという状況でございます。 

 ちなみにアケボノゾウにつきましては、その後も整理が進みまして、現在、県の教育委員会にお

きまして東御市にいらして、現物の調査、確認が行われておりますので、場合によれば近年中に県

の天然記念物指定の可能性も私どもは期待をしているところでございます。もし県の天然記念物に
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なりますれば、今の状態は好ましくありませんので、早急に整備を進めて公開、あるいは子どもた

ちの教材としても大変貴重なものでございますので、整備を進めることを急ぐ必要があるという認

識でおります。 

○議長（櫻井寿彦君） 市長。 

○市長（花岡利夫君） 私の方から、空き家対策の問題に関しまして答弁させていただきます。 

 空き家問題は近年、１つは観光地における空き家が非常に観光資源としての価値を低減させてい

るというような問題でありますとか、廃屋があって、管理者、所有者が不明の中で非常にいろんな

危険性が高まっているということ、それから住居用地における固定資産税の居住施設に対する軽減

措置ということもあって、使用されていない空き家が壊されないで存続している問題等々ございま

して、近年この空き家に対する地方自治体の管理権限、もしくは固定資産税の軽減措置の取り消し

等を含む検討が国を中心になされてきたものでございます。 

 なかなかこれらの施策に対して条例を制定して対応できるようになったわけでありますけれども、

一長一短ということの中で、税金を使ってこれらを整理整頓することの困難さということに関して

は、一定の議論が今後まだ必要になってきているというふうに認識いたしております。 

 議員ご指摘の移住定住、もしくはセカンドハウスとしての空き家の利用というものに関しては、

今回調査をやらせていただいて、おおむね四百幾つかの空き家の把握ができましたので、８月に所

有者に対してアンケート調査をさせていただいて、その利用等に関してご希望をお聞きしたいと。

移住定住に関して希望者と供給が非常に少ないという状態がございますので、市としてはそれらに

ご提供いただくためには、どういう施策が必要かということに関して、その調査に基づきながら検

討してまいりたいというふうに考えておりますので、現時点ではあやふやな希望ですけれど、５倍

ぐらいの希望者があると。十数件に対して六十何件の借りたいという要求があるという状態であり

ますので、それにこたえられるようにどのように対応できるかということを検討してまいるという

ことになります。 

○議長（櫻井寿彦君） 依田政雄君。 

○１６番（依田政雄君） それぞれ市政運営についての４点について、ご丁寧な答弁をいただきま

た。とにかく空き家対策については、東御市の人口増ということなどを図るために、やはりそう

いった形を利用することによって１人でも、家族がこの東御市に住んで、人口増につながっていく

という、その形態の中でそういう取り組みも１つの大事な取り組みではないかということで、ご提

案をさせていただいたものでありますので、検討していくということでありますので、よろしくお

願いをしたいと思います。 

 この市政運営については、向こう４年間の市民のための実効性のある、ただいま答弁をいただき

ましたことに関しては、格段の努力を要望いたしまして、次の質問に入りたいと思います。 

 ２項目めの若者の政策形成過程への参画についてでございます。若者の政策形成過程への参画に

ついて、私も他市町村の取り組みの事例というものを調査して、調べました。県外でありますけれ
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ども、愛知県の新城市では、平成27年４月から新城市若者会議条例に基づき、新城市若者議会を開

催して、若者の政治参画を促進しております。市内に在住、在学及び在勤している16歳から29歳か

ら選考された若者20名が、13回にわたって、及ぶ議会審議を経て、市長に若者予算事業に関する答

申書を提出して、若者の声を入れた答申書を提出して、16年度の予算では本年３月に市議会で可決

され、16年度から実行に移された。これはあくまで若者の声を聞いてやったと、こういう事例も

やっております。 

 それから若年層に対する意見聴取ということで、京都府の京都市では、青少年が市政やまちづく

りに参加する機会を増やし、社会への参加意識を高めるとともに、青少年の視点と意見を市政に反

映させることによる施策の充実を図っております。 

 具体的には、京都市に住む、在住する、通学または通勤している13歳から30歳までの者から青少

年モニターを公募し、４回程度アンケート方式による意見聴取を行っております。そのような取り

組みをしている自治体もあるわけでございます。 

 それから自治体によって若者会議というものに取り組んでいるところもございます。山口県の宇

部市でございますが、学生などの若者がグループワークを通じてまちづくりに対する提言をまとめ、

市へプレゼンをする。同市では若者の視点や意見をまちづくりに生かそうと若者会議を14年度から

実施していると、こういうところもございます。 

 また、鳥取県の鳥取市でございますが、自治体の規模は違うというのはありますけれども、鳥取

市は若者の意見や提言を市政に十分反映させ、若々しい感性と力強いエネルギーを取り入れながら、

若者との協働によるまちづくりを進めていくため、鳥取市若者会議を設置しております。 

 このように若者の政治参加や政策形成過程への参画への取り組みを行っております。１つの事例

示させたわけでございますが、東御市もこのような取り組みを行っていくかどうか、また、そのこ

とについてお伺いをいたしたいと思いますが、また答弁で東御市が行っている「未来を語ろう」講

座の内容、これちょっとありましたけれども、私、これが若者の意見とか、そういうものを取り入

れていく方向の東御市版というふうにちょっと、答弁を聞いて考えたわけでありますけれども、東

御市が行っている「未来を語ろう」の講座の内容、また参加人数等についてお聞きをいたします。 

 以上、再質問といたします。よろしく答弁をお願いいたします。 

○議長（櫻井寿彦君） 教育次長。 

○教育次長（清水敏道君） 再質問にお答えをいたします。 

 若者の声を市政に反映するといった、いわゆる広聴業務につきましては、担当部からの答えがあ

ろうかと思いますが、私の方からは先ほど申し上げました公開子供講座におけます「未来を語ろ

う」という講座の内容につきまして、ご説明を申し上げます。 

 この講座は、26年、27年と２年前から始めたものでございまして、夏休み期間中に小・中学生、

あるいは高校・大学生まで対象にしておりますが、昨年度は小学生21名、中学生６名、合計27名、

関係の大人８名を加えまして35人の講座でございました。夏休み期間中の８月３日に開催をいたし
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まして、全体を５つの班に分けまして、15年後の未来、自分の夢であったり、あるいは地域がこう

なってほしいとったものをワークショップの中で議論をしまして、それをみんなで発表し合ったり、

意見交換をしたという講座でございました。 

 参加した子どもたちはもちろん、自分のことも含めて地域につきましても、ほかの人の意見を聞

いたりするということで自主性、あるいは積極性が培われたようでございますし、子どもたちが中

学、高校、大学と青年期に至るに、こういった経験をもとに、また身につけて、社会にかかわりを

持つ、関心を持つ大人になってほしいという意味合いで、公民館の講座として開催したものでござ

います。 

○議長（櫻井寿彦君） 総務部長。 

○総務部長（掛川卓男君） 若者の政策への参加、どういうふうにという、広聴についての考え方

ということでございますが、総合計画市民会議というものがございます。総合計画の進捗を市民の

皆様にも見ていただこうという会議を設けておりますが、こちらにつきまして若者の皆さんにも声

をかけているところですが、なかなか若者の方のご応募がないという状況がございます。 

 また、地域ビジョン、各地区で地域ビジョンをつくっていただいているところであります。ある

いは策定済みのところもございますけれど、そのつくる際に若者の皆さんに実際に声をかけて、参

加いただいたという事例がございます。そういう中で、若者の声も市の方にも届くような仕組みが

若干あるかなというふうに考えております。 

 今後につきまして、若者の声を聞く場というのも検討していかなければいけないかなというふう

には考えています。 

 以上でございます。 

○議長（櫻井寿彦君） 依田政雄君。 

○１６番（依田政雄君） 若者の政策形成過程への参加について答弁をいただきました。 

 これは今、非常に若者の政治離れとか、いろんな社会に対する関心の薄さというのが非常にいろ

いろされてきているわけでありますが、でもやはり東御市の将来を担っていく若者というのは、ま

さに今の若者であり、子どもたちでございますので、この辺のところについてもしっかり進めてい

ただいて、少しでも若者の政策過程の中へ参加できるような、その取り組みというのは非常に私は

大事ではないかというふうに思いますので、積極的に進めていただきたいということをまず要望し

たいと思います。そして次の質問に移りたいと思います。 

 ３番目でございますが、３項目の食品ロス削減に向けての取り組みについてでございます。今後

も取り組みを進めるとともに、先進事例を参考にする、更に実行性のある対策に取り組んでいきま

すという、そういう答弁でございますが、東御市のこの食品ロス削減に向けての取り組みというの

は、あると私、今、理解をいたしたところでございます。前向きな答弁であったというふうに私も

理解をいたしております。 

 更に、この非常に大事なことでありますし、これから無駄を廃していくという、そのことに関し
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ても大事なことでありますので、私は更に東御市の施策、食品ロスに向けての市民挙げての取り組

みが私は必要ではないか、そのように思うわけでございます。 

 そこで３点について、私の方から質問させていただきます。 

 まず、未来のある子どもたちということでございますが、学校や保育園、幼稚園、保育所など、

教育施設における学校給食や食育、環境教育など通じて、食品ロス削減のための啓発、このことも

すべきである、私は進めていくべきではないかというふうに思うわけでございますが、この点につ

いてはどういうふうに考えているかをお聞きしたいと思います。 

 それから２点目の質問でございますが、また、それと同時に、家庭に起きる食品の在庫の適切な

管理、食材の有効活用の取り組みをはじめ、飲食店等における食品、飲食店で残さず食べる運動や、

持ち帰り運動などの展開、市民、事業者が一体となった食品ロス削減に向けての取り組み、このこ

とについても同時に進めるべきではないかというふうに思うのでございますが、また、このことに

ついて非常に重要なことでございます。このことについてもどう考えているか、お聞きをいたした

いと思います。 

 それから３点目でございますが、本市の災害備蓄食品があるわけでございますが、例えばそこに

は消費期限が６カ月前など、フードバンク等への、もしそのことがあれば、検討してはどうか、そ

のことについてお聞きをしたいと思います。 

 以上、３点についての質問といたします。答弁を求めます。 

○議長（櫻井寿彦君） 市民生活部長。 

○市民生活部長（土屋一夫君） いただきました再質問につきまして、３点お答えをしていきたい

というふうに思っています。 

 第１点目の教育施設における食品ロス削減のための啓発についてでございます。 

 先ほど来、申し上げておりますように、市の第２次一般廃棄物処理基本計画において、３Ｒを重

要な施策として位置づけております。その最上位がリデュース、ごみの発生抑制をすることであり

ます。食品ロス対策の取り組みは、ごみの発生量を減らす大切な取り組みであり、学校現場などで

啓発していくことは大切なことであるというふうに考えております。現在、学校現場ではポスター

の作成や栄養士が給食の時間にクラス訪問して、残さずに食べることの大切さを伝える教育活動の

ほか、学校ぐるみで楽しく、おいしく食べてもらえるような味つけや献立、調理に工夫をし、残食

を少なくするような自校方式を最大限生かした取り組みを行っているところでございます。 

 ２番目の質問でございます市民、事業者が一体となった食品ロス削減の取り組みについてでござ

いますけれども、まず家庭における食品在庫の適切な管理につきましては、これも第２次一般廃棄

物処理基本計画の生ごみの減量化施策に沿って啓発に努めてまいり、また食品の有効活用の取り組

みの一環といたしまして、昨年度開催いたしましたごみ減量アドバイザー養成講座におきましての 

エコクッキングに関するテーマの講座は、受講者から大変好評をいただいておりますので、今年度

以降も継続した取り組みを予定しているところでございます。 
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 次に、量的にはかなり多いというふうに考えております飲食店で残さず食べる運動や、持ち帰り

運動の展開などにつきましては、長野県が今年度も７月から９月までの期間実施する食べ残しを減

らそう県民運動、ｅ－プロジェクトとの連携を深める中で、昨年度に引き続き市報に掲載するなど、

啓発に取り組み、市民、事業者に協力を働きかけていきたいというふうに考えております。 

 また、第２次食育推進計画におきましても、環境に配慮した食生活についての啓発を図り、買い

すぎ、つくりすぎなどをなくすなど、食品廃棄物の発生抑制に努めることなどを掲げておりますこ

とから、一体として取り組んでまいりたいというふうに思っております。 

 ３点目の災害備蓄食品等のフードバンクへの寄附についてのご質問でございます。 

 本市における災害対策用備蓄食料品につきましては、毎年必要量を購入しながら、賞味期限が

迫った食料品を市の防災訓練等で各区へ配付し、市民の皆さんに備蓄品の紹介や試食をしていただ

いております。今までも賞味期限を過ぎて廃棄したことはございませんが、今後も定期的に備蓄を

している非常食品を賞味期限内に消費し、買い足し、補充をすることにより、食品ロスとならない

ような十分な配慮を引き続きしてまいりたいというふうに考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 依田政雄君。 

○１６番（依田政雄君） 食品ロスの削減に向けての３点についての再質問の答弁をいただきまし

た。この食品ロスについては、様々な観点から総合的に取り組んでいくことということが非常に大

事かというふうに思います。具体的に３点について再質問させていただきました。そのとおりでご

ざいますので、更に食品ロスの削減に向けて取り組んでいかれることを切に要望し、次の質問に移

りたいと思います。 

 最後に、４項目めでございますが、答弁いただきましたけれども、子どもの医療費の無料の拡大

についてです。それぞれ答弁をいただきました。子供医療費の窓口無料化については、医療に対す

るコスト意識の低下による医療費増大の懸念や事務経費の増加等の問題、確かにございます。当市

だけで無料化を実施することというのは非常に難しいかもしれません。これはやっぱり県が、ほか

の医療費の無料化に取り組んでいるところの実態を見ますと、やはり県がそのことを進めていて、

それによって各市町村もそれができてくるという事例があるわけでございます。長野県については、

そのことはなされていないわけであるわけでございますけれども、そういうことで答弁の中で現在

の方式を協調している県と、県内市町村全体での足並みをそろえた取り組みが必要であるとなって

おります。そういう答弁になったかと思うわけでございます。これは確かに私もそう思います。だ

からこれからそういう方向に動いていくことである、ときにはやはりそれをいっていただきたいと

思いまして、この質問をしたわけでございます。更にこのペナルティについても、医療費の増大を

防ぐということの中でのペナルティでありますので、これはやっぱり非常に大事な部分はあるかも

しれません。ただ、やはり大事な子どもたちを守っていくことということになれば、やはりそれは

東御市の市としての責任でもありますので、その辺のことについては十分考慮をしていただきたい

と考えておるところでございます。 
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 また、18歳までの医療費の無料化については、当市においては対象年齢の拡大を、答弁にござい

ましたけれども、拡大を検討する際に義務教育である子どもたちへの公的医療費支援が適当である

ということで、中学３年生までとなった経過がありましたと、提案の18歳までの拡大については今

後様々な議論をしていく中で、検討したいというふうに答弁をいただいたわけでございます。私、

この18歳というふうに言ったことは、当初この質問の中で高校３年生までと言った、高校３年とい

うのは、高校は義務教育ではないわけでありますから、高校３年生だといっても、二十歳で高校３

年生になっている方もおりますし、三十何歳で高校へ行って３年生になる。だから高校３年生まで

という項目を私は述べたわけではございませんし、あくまでも18歳、この子どもたちの18歳までの

医療費の無料化ということでありましたので、この辺についてもぜひご答弁をいただきたいと思い

ますので、よろしくお願いをしたいと思います。 

 私なりに様々な形で、この医療費、福祉医療については18歳までの医療費無料化に取り組んでい

る自治体もあるわけでございますが、そういうことができない県との状況の中で、できないという

自治体もあるわけなんですが、そのことについて調べてみたんですが、例えばそれでも子どもたち

の医療費の何とか手助けをしないかという、そういう自治体が、お隣というか、坂城町は自動償還、

坂城町も東御市と同じように自動償還方式をとって、県内すべて同じだと思うんですが、とってい

るわけでございますが、その窓口無料化においては国の国庫負担金減額措置があるために、窓口無

料というのは実施に至っていないわけでございます。しかし医療費の家計負担を何とか軽減を図り

たいと、今年度から福祉医療費の事前貸付制度、坂城福祉医療サポート資金貸付制度を始めたわけ

でございます。どういうことかといいますと、希望者の口座に無利子無担保で9,000円を振り込み、

医療費の窓口負担に充てる制度となっているわけでございますが、このような制度で医療費の家計

負担の軽減を行っていくことも私は必要であると思うんですが、市の考えについて質問をいたしま

す、考えを聞きたいと思います。よろしく答弁を求めます。 

○議長（櫻井寿彦君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（山口正彦君） 福祉医療費資金貸付制度のご質問でございますが、当市におきし

ても医療費の支払いが困難な方に対し、生活の安定と自立を促すため医療費の支払いに充てる資金

を貸し付ける東御市福祉医療費資金貸付制度がございます。この制度は、福祉医療費の受給者であ

れば利用することができ、医療機関受診時に窓口での支払いはせず、市から貸付金を医療機関等に

直接支払うものでございます。26年度、27年度において利用実績はありませんが、受給者の利用を

しやすくするため、申請手続きの際、福祉課への訪問回数を減らすなど、手続きの簡素化に向けて

検討しております。 

○議長（櫻井寿彦君） 依田政雄君。 

○１６番（依田政雄君） 再質問に答弁いただきました。非常に今の段階では難しいというだから

答弁であるかと思うんですが、先ほども申し上げましたけれども、18歳までの医療費無料化という

のは、これからぜひやっぱり必要なものですから、その辺のところについて、窓口無料化ですね、
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そのことについて検討をしていっていただきたいと思うわけでございますが、よろしくお願いした

いと思います。 

 これ以上、私の方で質問しても答えが出ないと思うんですが、今の現段階ではね。でも国とか県

がそういう動きになってきたらやっぱり速やかにそれに乗っていかれるような態勢というのはとっ

ていただきたいというふうに私は強く思うわけでございますが、よろしくお願いしたいと思います。 

 それからこれは要望、先ほど申し上げましたけれども、要望というふうになるかも、答えがあっ

たらまたしていただきたいと思いますが、一応要望として申し上げますが、18歳無料化については

県内でも、調べてみてもかなり県内でも多くの自治体、答弁の中には市においては１市という答弁

がございましたけれども、ほかの市町村を見ても数多くの町村が長野県でも18歳までの無料化とい

うのが出てきているわけでございます。昨日の代表質問の答弁の中でも、小諸市もそのような方向

で動いてきているというお話がありましたけれども、18歳までの医療費無料化というのは長野県の

中でも町村についてはかなりもう進んできているわけでございます。東御市は１つのかかわりの中

で、県内では１市という中の捉え方でありますけれども、だからといってそういうことでなくて、

18歳まで無料化についてはやっぱり積極的に、子育ての中で進めていくということがやっぱり大事

ではないかと思いますので、その辺のところについてはよく手立てを考えて、できる方法をして

いってもらいたいと思いますが、これは要望ですけれど、何かまたその点について再度あったらい

ただきたいと思います。 

○議長（櫻井寿彦君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（山口正彦君） 18歳の医療費無料化の拡大につきましては、先ほど答弁で申し上

げたところでございますが、今、議員の要望として承りまして、今後また検討していきたいと思っ

ております。 

○議長（櫻井寿彦君） 依田政雄君。 

○１６番（依田政雄君） 皆さん神妙になってするわけではありませんけれども、子どもたちのた

めにぜひやっていただきたいと思いますので、よろしくお願いをしたいと思います。 

 最後に、市長に私、４項目の質問についてやってまいりました。市長の思いということもあるか

と思いますが、私、４項目の質問について最後に市長について、思いを言っていただきたいと思い

ますが、よろしく答弁を求めます。 

○議長（櫻井寿彦君） 市長。 

○市長（花岡利夫君） 依田政雄議員の市政運営についてのご質問、そして食育、また保育から青

年の政治への、社会への参画、そして医療費の問題に関しまして、多岐にわたって要望やら、また

ご意見をいただいたところでございます。東御市にとりまして、地方創生真っただ中ということの

中で、極めて重要なご指摘をいただいたというふうに認識いたしております。 

 就任以来、まず子どもたちの幸せということに関して、自分なりに市政としてかかわらせていた

だきまして、保育園の子どもたちの運動量が少ない、都会の子どもたちの方が運動量が多いという
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現実に対して、やはり子どもたちがこの地で生まれ、育ったことを幸せに感じるためには、子ども

たちが大きくなったときに、丈夫な足腰、運動することが大好きな、そういう自分に育っているこ

と、そして自然と触れ合いながら、大きな心を持って子どもたちが成長してくれることが、何より

も大切だというふうに考えています。 

 そして「いただきます」という気持ちを大切にしていただきたいという思いの中で、食育という

形で食べ残しという意味合いもありますけれども、命をいただくことの大切さ、そして農作物が農

家の皆様方の自らの命の時間を費やして作物がつくられているという二重の意味において、自分た

ちが食べている食糧が命そのものであるということをやっぱり認識して、大切に食べてくれること、

また必要以上に盛って、自らの食べ残しを起こさないために、残さず食べようという考え方も大切

でありますけれども、適量を盛ってもらえるという、そういう自己管理という問題、そして宴会に

おけるロスをやっぱりなくしていったり、しっかりと持ち帰って利用していくというような考え方

が大人の中にも必要であるだろうというふうに思っています。そのためにも自校給食をしっかりと

守っていって、食育とあわせて、そして自分が食べているものが地域の農作物であり、わずか、確

かに材料費が高くいただいている面はありますけれども、それは極めて大切なことだということを

ＰＴＡの皆様方、子どもたちに理解していただく、そういうことが大切なんだというふうに思って

います。 

 そしてこの地域が、そのような子どもたちが育つ地域であると同時に、自然に触れ合いながら東

御市で子育てすることがすばらしい子どもたちが育っていく、そういう環境にあるんだということ

こそ大切にしていく。それをベースにしてこそ、初めていろんな補助でありますとか、支援であり

ますとかということが生きてくるんだということをしっかりとみんなで宣伝していこうということ

であります。これに関して、ある意味では金銭的施策とか、補助が最も大切なことではなくて、東

御市の自然環境に抱かれて子どもたちが育つことこそが大切なんだという思いをぜひ議会の議員の

皆様方と共有できたらというふうに考えております。 

 議員ご指摘のように、極めて厳しい財政状況の中で、多くの公共施設を抱えております。それを

より将来にわたって持続可能な状態にしながら、そしてみんなで活用していく。そのためにはある

意味では必要な借り入れも必要であるというふうに考えておりますけれども、それは長い年月にわ

たって多くの人々が活用でき、そして時間を経て返済を可能にするものであるということで、建設

国債に近い形の借入金であるというふうに認識いたしております。これらのことをしっかりと東御

市づくりにおける、そういうハード事業における大切さということ、そして持続可能な施設に変

わっていくこと、そしてソフトを活用したハード、これを整備していくことこそが、やっぱりこの

地域がいい地域として持続可能な地域になり得るものであるというふうに考えております。そうい

う意味ではいろんな形で、借入金を起こして補助金を多くするということは、例えば１億円の補助

金を多くしてしまえば、10年間にわたれば10億になります。その10億円は消えてなくなってしまう

お金であります。例えば10億円の借金をして、１億ずつ返していったとしても、その建物なり利用
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がいい形に変えられたものは、地域に恩恵をずっともたらしていくというものでございますので、

同次元でお金の使い道を議論することはやっぱり難しいということで、日本の国のありようとして、

福祉も含めて赤字で、赤字国債の発行によって運営しているという現実から脱却するためにも、ぜ

ひ我慢すべきは我慢しながら、将来のためにやらなければいけない施設整備等に関して、議論を深

めていくことが大切であるというふうに認識いたしておるところでございます。 

 持続可能な美しいふるさとづくりのために、誠心誠意努めてまいることをお約束しまして、答弁

にかえさせていただきます。 

○１６番（依田政雄君） どうもありがとうございました。終わります。 

○議長（櫻井寿彦君） ここで15分間休憩します。 

休憩 午前１０時２３分 

――――――――――――――――――――――――――――― 

再開 午前１０時３８分 

○議長（櫻井寿彦君） 休憩前に引き続き、一般質問を続けます。 

 質問番号17 市政について、質問番号18 自然災害を想定した防災対策について、質問番号19 

道路行政について。高志会代表、堀高明君。なお堀高明君から質問番号19に関して、事前に資料配

付の申し出がありました。これを許可し、お手元に配付しておきましたから、ご了承願います。 

 堀高明君。 

○１８番（堀 高明君） 代表質問も最後になりました。私は高志会の堀でございます。会派を代

表して質問いたします。 

 久しぶりの質問でございますので、いささか緊張しておりますが、よろしくお願いをしたいと思

います。 

 まず花岡市長の３選に心から祝意を申し上げたいと思います。花岡市長は２期８年、様々な施策

を実践してまいりました。その一端を申し上げますと、助産所の建設、保育園の統合建設、防災の

拠点ともなる庁舎周辺の整備、小学校単位の活性化対策等々、先を見据えた施策を展開し、進めて

まいりました。近年、国でも少子化、人口減少対策、地方創生、防災対策など、主要な施策として

進めていますが、花岡市政はそれに先んじて実行しており、その先見性に敬意を表したいと思いま

す。 

 しかし先の市長選挙の結果を見ますと、持続可能な美しいふるさとづくりが必ずしも理解を得ら

れていなかったと思うのであります。一方、対立候補は、高地トレーニング構想や市民プールの改

修等、部分を捉えた目先の問題を争点として、市政を変えると主張して支持を得たと思います。 

 市長、市政は変えなくて結構です。今後とも市民とともに、このまちに住んでよかったと思える

まちづくりに手腕を発揮されるよう期待したいと思います。 

 それでは通告しました３項目について質問します。 

 質問番号17 市政について質問をします。 
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 市長は、就任当初から公言した赤字３兄弟、つまり土地開発公社、振興公社、病院に関して、こ

の間の取り組みと成果、そして今後の課題は何かについて、お聞きをしたいと思います。 

 次に、市有財産老朽化の対応と、土地開発公社から移管された土地の処分は進んでいるかについ

て質問します。市有財産は庁舎、学校、公民館などの公共建物と、道路、橋梁、上下水道など社会

資本に分類されるが、老朽化の現状と現状を把握し、対応を検討しているどうかについてお聞きし

ます。 

 次に、医学生奨学金制度の実情についてお伺いします。この奨学制度は市民病院の医師確保が目

的でありますが、この間の利用者数、財政措置の金額を伺いたい。 

 次に、人材の育成と活用についてでございます。有能である前に市民に親しまれる市役所職員で

あってほしい思うものであります。小学校の入学式でも、必ずあいさつをしようと教えられます。

あいさつは基本だと思うが、市の職員の実態はどうか。また、勤務時間内の職員の行動など、職員

教育はどのように行われているか、お伺いをいたします。もう１点、職員の市外居住者の割合につ

いてもお聞かせ願いたいと思います。 

 次、東御になぞられた「とうみ」、十の美と味でございますが、諸施策は進められているか。こ

れは高志会の町田議員が先に提案したものによるものですが、東御市景観を考える会では市内を代

表する十の風景を選んで冊子にまとめたと報道されました。景観を考える会の皆様には敬意を表し

たいと思います。もう１点、味についての研究はされているか、お伺いをいたします。 

 次に、質問番号18 自然災害を想定した防災対策について、４点質問します。 

 東御市土砂災害洪水ハザードマップを見直し、28年度に全戸配付すると先に答弁された経過があ

ります。計画どおりに進められているか、お聞きをいたします。 

 地すべり、洪水、崖崩れ等土砂災害への特別警戒区域が多数あります。その対策は講じられてい

るか、また市内に大小合わせて168カ所のため池があります。集落の上部にある貯水量の大きいた

め池の耐震強度は大丈夫でしょうか。和池、大富士池、金原ダムの耐震強度は大丈夫か。 

 また災害時における避難については、集落の実態に応じて見直す考えはあるのか。 

 以上、４点について質問いたします。 

 私は先年の一般質問で、防災対策について質問した経緯がありますが、東北地方を襲った大地震、

津波、現在では熊本県を中心とした４兆6,000億円を超す大被害をもたらしている連続する地震災

害、また海外においてもエクアドルでマグニチュード7.6の地震により、死者660人、あるいはアメ

リカ、ロシアの洪水など、地球規模で自然災害が発生しています。 

 先ごろテレビの対談の中で、400年前の1611年、東北地方に大地震が発生、３年後には九州地方

に連続地震が発生して、大きな被害を受けた。まさに歴史は繰り返されると話しておりました。 

 ここ東御市では活断層もなく、大きな地震災害を受けた記録がないことから、安心感があるので

はないかと懸念するものでございます。そんな思いで再度質問をした次第であります。 

 次に、質問番号19 道路行政について、６項目質問をいたします。 
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 国道18号バイパスや主要県道等、幹線道路整備、河川改修の促進を関係機関と進めるとあります

が、具体的に説明をお願いしたいと思います。また笠石川のしなの鉄道横断部の改良については、

かつて上田バイパス対策協議会として上田建設事務所へ要望を提出した経過があるわけでございま

すが、現在まで回答を得てないわけでございます。その後の県のお考えはどのようなものか、市で

把握しているか、お聞きをしたいと思います。 

 次に、平成12年12月に、調査区間に指定された上信自動車道計画で、長野県側はその後検討を進

めているのか、承知していたらお聞かせ願いたいと思います。 

 次に、上田市の下吉田から中吉田を経由して東御市に至る県道、県道バイパス計画については、

昨年地形測量の実施について、地元へ土地の立ち入りを求められた経緯がありますが、その後、こ

の計画はどうなっているのか、お聞きをしたいと思います。 

 次、上田バイパスに係る取りつけ道路、側道計画、水路改修について、検討をされているか、お

聞きいたします。 

 次、県・東深井線の道路改良に係る日向が丘地籍の計画については、どの程度進んでいるか、市

の計画はどうなっているのか、お聞きをしたいと思います。 

 次に、危険度の高い曽根地籍の通称７つ角を危険回避のため、環状交差点、ラウンドアバウトと

いうのだそうでございますが、設置を積極的に進めたらどうかというふうに考えるわけでございま

す。これは後ほどまた詳しく申し上げますが、以上、この３項目について質問をしたいと思います。 

 再質問もあるわけでございますが、要約してわかりやすい答弁をお願いいたします。 

○議長（櫻井寿彦君） 市長。 

○市長（花岡利夫君） 質問番号17番、高志会代表の堀高明議員の市政についてのご質問につきま

してお答えいたします。 

 まず１点目の当初の就任のときに公言しておった赤字３兄弟、振興公社、市民病院、土地開発公

社に関してでございます。この間の取り組みの成果と今後の課題についてのご質問ということでご

ざいます。 

 初めに、信州東御市振興公社についてでありますが、就任当時に４つの温泉施設はそれぞれの特

色を明確にする中で存続の方針を決めさせていただきました。これまで御牧乃湯のコミュニティ銭

湯としての建替え、明神館の経営改善を見据えた改修・増築工事をはじめ公社の経営基盤の強化を

図るために、浅間山麓総合開発株式会社、いわゆるＡＴＤとの合併などに取り組んでまいりました。

運営面においては、利用者の拡大とコスト削減による収益性の向上を経営改善目標として、利用時

間の弾力的な運用による利用者本位の施設運営や、利用料金の適正化など、それぞれの施設特性に

応じて様々な取り組みを進めてまいりました。 

 これら取り組みの成果として、利用者数の大幅な減少を抑えつつ、改修等を行った施設において

は維持管理コストの圧縮を図ることができました。今後は湯楽里館、ゆぅふるｔａｎａｋａの老朽

化対策、施設運営の在り方等を見据え、さらなる利用者満足度の向上、経営改善に取り組んでまい
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りたいと考えております。 

 続いて、市民病院についてでございますが、市の病院事業会計におきましては、平成６年４月の

開院以来、私が市長に就任するまでの14年間で７億900万円余りの累積欠損が生じておりましたが、

医業収益の改善を図る経営努力と経営の健全化及び基盤強化に資する繰り入れを行った結果、その

後の８年間では欠損額を２億1,000万円余りの増加に抑えるとともに、６億6,000万円近い自己資本

の増強に努めた結果、４億5,000万円ほどの財務体質の改善が図られました。 

 また、今後の課題でございますが、地域完結型医療体制の推進により、小規模病院の収益率がま

すます低下し、経営環境が更に厳しくなっていくものと予測をしており、公立病院の果たす役割を

しっかりと見極めた上で、これまで以上にコストバランスを意識した経営が求められているものと

考えております。 

 また、土地開発公社についてでございますが、平成25年度におきまして経営健全化を図るため、

業務内容の見直しを行い、２号業務につきまして廃止をした上で、第三セクター等改革推進債を活

用し、約31億9,100万円の債務を整理し、公社が所有していた２号業務用地につきましては、市へ

代物弁済をするなどの手続きを行った結果、借入金や所有土地については整理が完了しております。

現在は公共用地の先行取得業務のみを行い、公共事業の円滑な推進を図ってまいります。 

 次に、２点目のご質問のうち、まず市有財産老朽化の対応についてでございますが、現在、公共

施設等総合管理計画を策定するため、公共施設等の現状を分析、把握する作業を進めております。

その上で長期的な視点に立って更新や長寿命化、統廃合等を本計画に沿って行うことで、財務負担

を軽減、平準化するとともに、施設等の最適な配置により、市有財産の老朽化に対応してまいりま

す。 

 また、土地開発公社から移管された土地の処分についてでございますが、住宅団地の販売状況に

ついては電話等による問い合わせや現地案内はあるものの、立地条件や価格面で契約に結びつかず、

販売実績は平成26年度及び平成27年度にそれぞれ１区画でございました。現在はホームページの空

き家バンクを利用して、住宅団地の情報への誘導を図っております。 

 工業団地につきましては、平成27年度において羽毛山工業団地の２番区画、１万5,965.45平米を

販売することができました。また上川原工業団地におきましては、今月16日に仮契約の調印を行い、

購入いただける見込みとなっている区画が１件でございます。残りの未分譲地３区画のうち、２区

画につきましては購入を検討している企業と協議中でございます。 

 次に、３点目の医学生奨学金制度の実情についてでございます。制度を開始した平成21年度から

現在まで８名が奨学金を借り受け、うち平成27年度末までに５名が大学を卒業して、医師免許を取

得、３名が大学に在学中であります。免許取得者５名のうち、２名が県外の病院で臨床研修中、２

名が臨床研修修了後の返還猶予期間にあり、県内病院で専門医研修を受けながら勤務しております。

残りの１名については、残念ながら本人から返還猶予事態の申し出があり、返還していただいてお

ります。 
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 昨年６名の奨学生との懇談を実施したところ、全員が市民病院での勤務について前向きに考えて

おり、地域医療を支える人材を確保する上で、心強く感じたところでございます。 

 同時に、自身の専攻診療科目の必要度や医師としてのスキルアップについて、気にしておられる

とも感じました。平成29年度末で返還猶予期間が満了となる方が出てくることから、本人の専攻と

市民病院等の地域の医療提供体制とのマッチングを図りながら、受け入れ方法について検討してま

いります。 

 なお平成26年度、27年度は新規の申請がなく、今年度も１名から問い合わせはありましたが、申

請には至っておりません。 

 続いて４点目の人材の育成と活用についてのご質問でございます。効果的かつ効率的な行財政運

営を担い、幅広い視野を持って諸課題に取り組んでいくためには、組織にとって最大の資産である

職員、人材の育成を進め、職員のより一層の資質向上を図り、その能力を最大限に引き出すことが

必要であります。 

 その取り組みとして、毎年度職員研修実施計画を策定し、実務的な研修はもちろん、直面する課

題に対応するため接遇やハラスメントなどの職員研修を行うとともに、昨年度は業務時間外の自主

研修として各部の業務内容を情報共有するための研修を行うなど、職員の能力開発と資質の向上に

努めているところでございます。 

 また、人事管理においては、自己申告制度による適材適所の人員配置や特に若い世代の職員が幅

広く知識と経験を得られるよう、計画的に配置がえを行っているほか、公的年金制度の改正をきっ

かけに、定年職員の再雇用制度を設けて、これまで培われてきた経験を活用するなど、人材の育成

と活用に努めているところでございます。 

 なお市外在住職員の割合におきましては、正職員で市外に在住する職員の割合は全体としては全

体の34％、病院を除いた職員で見ますと市外在住職員の割合は全体の28％となっております。 

 次に、５点目、東御になぞらえた十の美しさ、十の味、町田議員から提案のあった諸施策は進め

られているかについてのご質問でございます。 

 初めに、「十の美しさ、とうみ」についてでございますが、堀議員もご指摘いただいたように６

月２日に東御市景観を考える会から、「東御十景」のご提言をいただきました。この「東御十景」

は、中国の瀟湘八景や日本の近江八景などを参考に、景観を考える会では平成24年度から東御八景

の選定活動をしておりましたが、本年度東御の名前にちなみ十の美、十景を選出したとのことでご

ざいます。市内の美しい風景と、そこでの事象や事物を組み合わせた「東御十景」のご提言をいた

だきましたので、早速観光部門と連携し、フォトコンテストを企画したところでございます。 

 今後につきましては、景観を考える会の皆様とともに、和歌、絵画等にかかわる各団体と連携を

図りながら、東御市の魅力を更に発信してまいりたいと考えています。 

 続きまして、「十の味、とうみ」についてでございますが、地方創生のための総合戦略を達成す

るためには、本市の地域資源である農業や観光を最大限に活用し、農、商、工の連携による６次産
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業化の推進が必要であり、その中でも食に関しては特に重要な要素と認識しております。 

 本年度におきましては、厚生労働省の委託事業であります実践型地域雇用創造事業の中の１つの

メニューとして、市内農畜産物を使ったワインに合う料理の開発に、３年間取り組んでまいります。

提案をいただきました「十の味、とうみ」については、これらの事業を推進する中で、市民の皆さ

んとともに研究してまいりたいと考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 都市整備部長。 

○都市整備部長（寺島 尊君） 質問番号18、高志会代表、堀高明議員の自然災害を想定した防災

対策についてのご質問につきまして、市長に代わりお答えいたします。 

 初めに、ハザードマップの見直しについてですが、市の土砂災害ハザードマップは平成19年度に

長野県が指定した土石流区域、崖崩れ区域を掲載し、作成をいたしました。平成27年度新たに地す

べり区域が指定され、土砂災害防止法に基づく３種類の区域指摘が完了いたしました。このため市

では、本年度ハザードマップの見直し作業を進めているところで、平成28年度末配付予定の市民カ

レンダーに掲載をいたしまして、全戸配付を予定しております。今後も市民の皆様の早期避難に役

立てていただければと考えております。 

 ２点目の地すべり、洪水、崖崩れ等、土砂災害の特別警戒区域の対策についてですが、市内で３

種類の区域指定が完了したことによりまして、警戒区域が207カ所、うち特別警戒区域は163カ所と

なりました。特別警戒区域は土砂災害が発生した場合に建築物に損傷が生じ、住民の生命等に危険

が生ずるおそれがあると認められる区域で、条件はございますけれども、この区域における住宅の

建設、開発等が規制されるため、件と連携して防災対策を図っております。 

 土砂災害防止法では、警戒区域を住民に周知することを目的としているため、周知の方法といた

しましてはハザードマップの配付、市報や市ホームページへ掲載するとともに、防災訓練等の機会

を捉え、市民への周知を引き続き図ってまいります。また、市民の皆さんもハザードマップをご確

認いただきまして、市との情報共有を図ることで、防災対策につながるものと考えます。 

 ３点目のため池の耐震強度は大丈夫かについてでございますが、市内168カ所のため池のうち、

廃止された８カ所を除く残りの160カ所について、昨年度までに一斉点検を実施いたしましたが、

新たに緊急修繕等を必要とする箇所はございませんでした。また耐震状況についてですが、これま

でに７カ所の耐震性調査を実施いたしまして、耐震性が不足していることが判明した四ツ京大池に

ついては、今年度から県営事業によりまして、耐震工事に着手することとし、和池を含む６カ所及

び築造年及び改修履歴等から６カ所の計12カ所の主要なため池については、安全性が確認できてお

ります。 

 これら以外の大富士池を含む147カ所のため池につきましては、人家に近いなど緊急性の高い箇

所から順次耐震性調査を進めることとしております。 

 金原ダムの耐震設計は、国の基準に定められております震度法という手法を用いて行っておりま

す。この基準は、金原ダム近隣で起きた過去の地震のデータ、ダム建設地の地盤、近傍地ダムの実
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績等を分析し、行っておりまして、耐震性はあるものと考えます。 

 ４点目の災害時における避難については、集落の実態に応じて見直す考えはあるかについてでご

ざいますが、市では地震、洪水、土砂災害の災害種別ごとに指定基準を満たしている避難場所、避

難所について市内137カ所を指定し、市民カレンダー等で周知を図っているところでございます。 

 風水害等の災害が発生するおそれがある場合は、市から避難準備情報、避難勧告、避難指示等を

段階に応じて発令し、市民等の皆様に避難していただくこととなりますが、災害種別により適さな

い避難場所、避難所もございますので、適切な情報発信し、安全な避難誘導を図ってまいります。 

 また、地域においても、災害種別ごとの避難経路、避難場所について防災訓練等の機会を通じて、

確認、情報共有を図っていただくよう啓発に努めてまいります。 

 続きまして、質問番号19 道路行政についてのご質問につきまして、市長に代わりお答えをいた

します。 

 初めに、国道上田バイパスや主要県道等幹線道路整備、河川改修の促進を関係機関と進めるとあ

るが具体的に説明を、及び笠石川のしなの鉄道横断部の改良は県に働きかけているか、についての

ご質問でございますが、国道18号上田バイパスにつきましては、地元対策組織であります上田バイ

パス建設促進委員会、及び東御市上田バイパス対策協議会が、主要地方道東御嬬恋線につきまして

は、東御嬬恋線改良促進期成同盟会が、河川改修を進めております金原川につきましては、金原川

改修促進委員会がございまして、それぞれ市と連携し、関係団体との調整を密に図りながら、国土

交通省や地元選出の国会議員、事業実施機関であります長野国道事務所、上田建設事務所等への要

望活動を行い、事業促進を図っているところでございます。 

 また、笠石川しなの鉄道横断部につきましては、市といたしましても重要な箇所と認識しており

ます。県には機会があるごとに要望をしておりますが、引き続き早期改修について要望してまいり

ます。 

 なお今年度は、県議会危機管理建設委員会の上小地域現地調査がこの７月15日に予定されており

ますので、その際にも陳情したいと考えております。 

 ２点目の上信自動車道計画で、長野県側は検討を進めているかについてでございますが、現在の

活動内容といたしましては、上信自動車同建設促進期成同盟会において毎年国や長野県、群馬県、

及び両県議会に対しまして、建設促進の要望を行っているところでございます。 

 現在のところ、国土交通省と両県で県境部の整備に関する検討を行っていると聞いております。

当市といたしましては、当計画路線の終点が東御市となっておりますことから、物流や人の交流の

活発化を促す、地域高規格道路としてのメリットが最大限に活用できますよう、関係機関に働きか

けていきたいと考えております。 

 ３点目の下吉田から中吉田を経由して東御市に至る県道バイパス計画は進められているか、につ

いてでございますが、昨今の状況といたしましては、平成26年度に上田建設事務所による、浅間サ

ンライン湯楽里館入り口交差点から上田市豊里郵便局交差点までの間の地形測量を実施しておりま
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して、現在、県でルート協議を行っているところでございます。 

 今後ルート案を関係区の皆さんにお示しし、ご了解をいただいて、より詳細な測量を実施してい

きたいとのことでございます。 

 当市といたしましては、今後、地元及び関係機関との協議の上、事業を進めてまいります。 

 ４点目の上田バイパスに係る取りつけ道路、側道計画、水路改修について検討されているかにつ

いてでございますが、国道18号上田バイパスにつきましては、平成21年４月に上田市国分地籍から

東御市本海野地籍までの区間について事業化をされました。それ以降、関係５地区で地元対策委員

会を立ち上げていただき、設計協議を行ってきているところでございます。 

 初めに、主な取りつけ道路でございますけれども、県道大屋停車場田沢線から、新設されるバイ

パスにはＴ字交差による接続、現道国道18号への接続につきましては、暫定形での供用時は中曽根

親王塚古墳北側付近において、平面での交差を予定しております。 

 また、市道との取りつけにつきましては、バイパス建設に伴う影響範囲につきまして、長野国道

事務所で対応することになっております。 

 次に、側道計画につきましては、新設されるバイパスを挟んでの南北の横断、上田、小諸両方面

への出入りについて、利便性、安全性を考慮しながら、地元対策委員会とも設計協議を進めてきて

おります。 

 また、水路改修につきましては、地元からご要望もいただいておりますけれども、１級河川を流

末とするよう排水処理を検討しております。 

 今後も地元対策委員会と連絡調整を密にしながら、設計協議等の早期完了を目指し、さらなる事

業推進を図ってまいります。 

 ５点目の県・東深井線の道路改良に係る日向が丘地籍の計画についてでございますが、今年の３

月28日、日向が丘公民館にて沿線関係者説明会を実施いたしまして、参加者の方から日向が丘地籍

の地形測量の実施についてご理解をいただいたことから、平成27年度からの繰越事業で県・東深井

線の縦横断面測量を６月末までの工期で実施しているところでございます。 

 今後測量成果をまとめ、５地区からなる道路推進協議委員会や日向が丘区道路拡幅委員会との協

議の上、沿線関係者に対しまして測量結果を反映させた概略計画案をお示しいたしまして、ご了解

をいただいた上で、詳細設計に移らせていただくとともに、引き続き用地に係る測量及び交渉のお

願いをしていきたいと考えております。 

 ６点目の曽根地籍における環状交差点の設置についてでございますが、曽根の交差点につきまし

ては７差路で、交差点を通過する際は安全確認に特に気を配る交差点であることにつきまして、市

も認識をしております。環状交差点の候補カ所はほかにもございますけれども、設置には現状の把

握等の調査をいたしまして、その調査結果をもとに環状交差点の設置が可能であるか、県及び公安

委員会等と協議していく必要があると考えます。 

○議長（櫻井寿彦君） 堀高明君。 
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○１８番（堀 高明君） 質問事項については、答弁をいただきましたけれど、続いて再質問をし

たいと思います。一問一答と申し上げてありますが、項目も多いので要約して、できるだけ再質問

でとどめたいと思いますので、答弁も要点を簡略に、わかりやすい答弁をお願いしたいと思います。 

 まず質問番号17 市政について再質問をいたします。 

 東御市振興公社の関係でございますけれど、施設特性に応じて様々な取り組みと答弁されました。

具体的に説明をお願いしたいと思います。 

 もう１点、ゆぅふるｔａｎａｋａのプール利用について、それぞれ話題も多いこの問題でござい

ましたけれど、その後の実態はどうか、この２点について、まず質問をいたします。よろしくお願

いします。 

○議長（櫻井寿彦君） 産業経済部長。 

○産業経済部長（北沢 達君） ただいま２点ご質問をいただいたわけですが、最初にそれぞれの

温泉施設の施設特性についてでございますが、市営温泉施設は４つございますので、それぞれが同

じ経営方針で行うことは、単にお客の奪い合いになるだけでなく、効果的な誘客に結びつきません

ので、それぞれの特性を持って運営する必要があります。 

 まず湯楽里館に関しましては、多目的な施設機能に加え、物産センターやレストランが一体的に

集積されていることから、エンターテインメント型の日帰り温泉としての施設特性がございます。 

 ゆぅふるｔａｎａｋａに関しましては、日帰り温泉と市民の健康づくりと介護予防の複合施設と

しての特性がございます。 

 明神館に関しましては、日帰り温泉だけでなく宿泊機能の強みを生かして、農山村環境をゆった

り楽しむスローツーリズム滞在型施設としての特性があります。 

 御牧乃湯に関しましては、温泉を楽しむだけに特化した、主に市民のコミュニティ温泉としての

特性があるものと考えております。 

 次に、ゆぅふるｔａｎａｋａの利用状況ということでございますが、利用料金改定後のゆぅふる

ｔａｎａｋａの利用につきましては、昨年の料金改定に際して、緩和措置を講ずる中で運用を図っ

ていますが、細部にわたっての検証はこれからであり、概略としましては年間、半年、月単位の合

計は料金改定前が1,100人前後で推移していたものが、改訂後は920人前後まで減少し、その後は横

ばい状態で推移している傾向であります。 

 利用料金の月ごとの売上状況につきましては、総じて料金改定前とほぼ横ばいで推移しておりま

す。 

 いずれにいたしましても料金改定してのこの６月末で丸１年が経過することから、これまでの結

果を細部にわたって検証し、緩和措置との見直しなどについて今後再検討してまいりたいと考えて

おります。 

○議長（櫻井寿彦君） 堀高明君。 

○１８番（堀 高明君） この温泉施設については、私も質問しているわけでございますが、その
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経営の厳しい内容、また特性についてもある程度理解をしております。特にゆぅふるｔａｎａｋａ

については、施設の特性上、なかなか黒字の決算ができない内容もわかるわけでございますけれど、

このプール利用について、当初４月提案した問題ですね、状況を見ながら、更に検討をこれから加

えるのかどうか、まずそれが１点。 

 それと振興公社につきましては、市が多額な財政負担をしているわけですね。そういう中で市外

からのお客も相当多いわけです。この市外からのお客についても市が負担している財政の言うなれ

ば補助をしているわけですね。そういう中で、当日券はともかくとして、特に半年券とかそういう

長期にわたる券については、市内と市外で今、差別という言葉が適当かどうかわかりませんけれど、

することができるかどうか、合わせてこの２点についてお願いをしたいと思います。 

○議長（櫻井寿彦君） 産業経済部長。 

○産業経済部長（北沢 達君） まず１点目のゆぅふるｔａｎａｋａの今後の検討についてでござ

いますが、先ほども申し上げましたとおり、この６月末で丸１年ということであります。そうした

中で、今後どんなふうな取り扱いにしていくかというのは、今現在は暫定的に条例上の月会員券に

つきましては7,500円にしている中で6,500円にしているわけでございます。その点、あとまた当初

提案させていただいたように廃止というようなことも念頭に置きながら、この１年間の経過を踏ま

えて、まず考えていきたい、その後、また更にどうするのかということについても引き続き検討し

ながら、ゆぅふるｔａｎａｋａの経営の改善ですとか、あわせて市民の健康増進、そのようなもの

につきましてもあらゆる角度から検討しながら、今後進めていきたいというふうに考えております

ので、現在の段階でどういうふうにという方針は決まっていないということで、ご理解のほどをお

願いしたいと思います。 

 次に、利用券、利用料金等の関係で、市民と市外の利用者の皆さんと差別化が図れないかという

ことでございますが、利用される市内外の皆さんにはそれぞれの施設に魅力を感じて利用していた

だき、売上につなげたいという考えで今まで特に差別化は行っておりません。これは利用者から選

ばれる施設、市民から愛される施設の在り方を議論していく中で、まずは今以上に個性的で魅力的

な施設づくりを進めていくことが必要であると考えているところでございます。しかしながら温泉

施設が開業して以来、基本的には入館料の改正は行っておりませんでしたが、近年の温泉ブームの

陰りによる入り込み客が減り、総体的には増額が期待できない状況でございます。また、必要経費

については、修繕費や燃料費等の高騰による施設管理費の増加、消費税などによる支出が増加して

いる中で、今後の入館料等を検討する際は、いただいたご意見も踏まえながら検討してまいりたい

と考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 堀高明君。 

○１８番（堀 高明君） 次に市民病院について再質問をしたいと思います。 

 病院職員は医師をはじめ技術者で、それぞれポリシーもあると思うんです。しかしその前に経営

も考えていかなければならないと思うんですが、いかがでしょうか。経営形態を変える、あるいは
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指定管理等検討した経緯はあるかどうか。この件につきましては、昨日栁澤議員が質問したと思う

んですが、よろしくお願いをしたいと思います。 

 特に病院は、お医者さん、看護師さん、それからそれぞれの技術者、事務部門があるんですが、

この意見調整、一体感はあるのかどうか。特に先ほど申し上げましたように、それぞれ形の違うプ

ロでございますから、この一体感の醸成というのはなかなか難しいと思うんですね。しかし経営に

ついては非常にそれが大事だと思うんですけれど、そういうものが事務長から見て満たされている

かどうか、お聞きしたいと思うんです。 

 それと時間がだいぶおしそうですから続けてもう１点申し上げますが、小規模病院の経営は非常

に厳しいと思うんですね。その改善策が求められているわけでございますが、あまり赤字赤字と言

うと、優秀な先生が来ないんではないかと心配するんです。そういう面ではどのように考えておら

れるか、あわせて質問したいと思います。 

○議長（櫻井寿彦君） 病院事務長。 

○病院事務長（武舎和博君） 堀議員の質問にお答えいたします。 

 ３点でありますが、最初に経営形態でございますが、ずっと直営でやってきたという経過がある

中で、地方独立行政法人、また指定管理、それから公営企業の全部適用といったいろんな選択肢が

あります。昨年の秋にいろいろな面で検討をいたしました。昨日も答弁いたしましたけれども、や

はり公立病院の立場からしますと、不採算部門についても継続的に市民のために運営を行っていく

ということもございますので、民営に近いような形での運営というのはいましばらく容赦願いたい

というふうに私は思っているところであります。 

 こういった経営形態、いわゆる看板のかけかえ的な状況によって解決できる部分、そしてこの地

域医療体制が今、大きく変わろうとしているこの状況の中で、やはり地域に根差した１次医療に限

りなく近い病院を運営するという面では、公立病院としての役割を果たすためにも現状の経営形態

を続けていく方が現時点ではいいだろうというふうには思っているところであります。 

 それから２点目にいただきましたいわゆるいろんな職種の職員がおるという中で、一体感の醸成

ということでありますが、私も昨年の４月から事務長を拝命いたしまして、やはり思ったことは、

行政職の組織とはやはり明らかに違うなというふうに感じたところであります。そうはいっても院

長を中心に、ある程度ピラミッド的な組織ができ上がっておる中で、病院の場合は行政職の課に相

当するものが部という呼び方をしておりますが、各部の所管をする部長職の者がおります。そして

その下には今度各課を所管する係長級の職員がそれぞれおるということでありますので、やはり院

長からの指示に基づいたその指揮命令がそれぞれの役割を果たす職員のところにしっかりと行き渡

るような形で、幹部会議、そしてまた月末には各職場、いわゆる係長以上が集まる職場代表者会議

等を通じて、その指示伝達をしているところであります。そういった意味では横の連携が非常に重

要ではありますけれども、何とか一体感を持つ形で100名ちょっとの職員でありますので、醸成を

図っていきつつ、患者の皆さんに優しい医療を提供できればというふうに思っております。 
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 それから３点目の医師のことでありますが、幸いにもこの４月、５月から３名加わりまして現在、

常勤医師11名という60床の小規模病院の割には常勤でご勤務いただく医師が、非常に充足している

状況ではあるというふうには思っております。ただ、確かにそういった中では小さい病院でありま

すので、研修医ですとかなかなか30代、40代前半等の若い医師の皆さんが集まってこないというよ

うなことがございます。そういう中では平均年齢が本当に50を超えているような中での病院運営で

すので、活気という面ではいまひとつということがもしかしたらあるかもしれません。ただ、ベテ

ランの医師が集まっておりますので、医療面でのスキル充実ということについては自負していると

ころでもあります。 

 そういったことの中で、経営体質が赤字だからということで医師が集まらないということについ

ては、今のところ感じておるところはありません。先ほど申しましたような要因で、なかなか若い

医師は集まってこないというところが現状であります。 

○議長（櫻井寿彦君） 堀高明君。 

○１８番（堀 高明君） もう１点病院についてお聞きをしたいと思うんですが、先ほど医師も３

人増えて充足しているとお話がありました。誠に結構なことであるわけでございますが、正直なと

ころ医師の数が多ければ多いほど人件費はかかるわけです、当然のことでございます。そういう中

で、それぞれの診療科目があるんですね。そのことがすべてではないんですが、診療科目ごとの分

析というものをされているのかどうか。先ほどベテランではあるけれど、比較的年齢の高い、自分

も年齢が高いからあまり人のことを言えないんですけれど、高いお医者さんがいると。そういう中

で、やはり本当に自分の技術を発揮されているのかどうか。いわゆるそういう面では経営分析とい

うのも必要だと思うんですね。病院の中でそういうことは非常に難しいとは思うんですが、そうい

うことはいかがか、お聞きをしたいと思います。また、それを公表しろということではございませ

んけれど、そういう結果を踏まえて、院長がその指導を含めてリーダーシップを発揮できるのかど

うか、しているのかどうか、あわせてわかったらお願いをしたいと思います。 

○議長（櫻井寿彦君） 病院事務長。 

○病院事務長（武舎和博君） ただいまのご質問２点でございますが、先ほどの11名という常勤医

師につきましては、内科が５名、外科が３名、あと整形、小児科、産婦人科がそれぞれ１名ずつと

いうとで11名であります。この数字からもおわかりのようにやはり市民病院は内科が重視の病院で

ございます。収入的にもその多くを占めているという現状であります。経営を考えた場合には、昨

日少し答弁いたしましたが、やはり中規模以上の手術を行うことによって収入増につなげられると

いうことがあるんですけれども、そういった面ではやはり小規模の手術を行う形で今、運営をして

おるということであります。 

 また、患者層につきましても、やはり後期高齢以上の皆さんがほとんど８割ぐらいを占めている

というようなこともありますので、そういった面ではやはり内科的な治療を要する患者さんが非常

に多く、収入的にも非常に多いということであります。 
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 昨日からのお話の中で、入院ということも取りざたされておりますけれども、やはり外来での患

者さんが非常に多いというところ、そして短期的な入院というような形の中では、非常に経営的に

はなかなか単価が上がってこないというところがございます。 

 それから院長のリーダーシップということでございますが、これにつきましてはやはり先ほどの

11名の医師がそれぞれ診療科目が違うということもございまして、そういった面では経営的なとこ

ろでそれぞれの医師にどこまで浸透しているのかというところは１つございます。そういった中で

は副院長を置き、そしてこの４月からは診療部長ということで医局をまとめていただく立場の先生

にもお願いをしたということもございまして、そういった中で院長が目指す病院の姿、そしてまた

経営、両面について医師の皆さんの協力を得られるような形で取り組んでまいりたいということで

ございます。 

○議長（櫻井寿彦君） 堀高明君。 

○１８番（堀 高明君） 非常に病院経営については難しいことも私も長らくここの席にいてわか

るわけですが、これからも頑張っていただければと思うんです。 

 次に、土地開発公社から移管された普通財産が相当あると認識しているわけでございます。その

後の処分状況について、説明をお願いしたい。 

 また、市へ移管した普通財産についても、有効活用もしくは処分できる土地は処分すべきと考え

るわけでございますが、何件あって、面積がどの程度あり、その取り扱いについて今後の方針、見

解について伺いたいと思います。 

 時間もだいぶ迫っておりますから、合わせて質問いたします。住宅団地は144区画あるというこ

とでございますが、その中の22区画は深井団地でございます。深井団地は整備されていないわけで

ございますが、この土地はご承知のように平成９年に完成した農水省の住環境整備事業で、国の主

導によって土地を供出してつくられた団地です。年に２回草刈りはされているわけでございますが、

景観も悪く環境もよくないわけです。今後の方策を聞きたいと思います。 

 つけ加えますけれど、この深井の団地はもう１カ所、２カ所あったわけでございますけれど、市

の特別な施策によりまして、既に宅地化され13戸の住宅があるわけでございます。おかげさまで当

東深井区の人口も増えて、子どもも増えて活性化が図られていると、この点については感謝を申し

上げたいと思うわけでございますが、あわせて隣接されるこの団地についても今後の方針について

お伺いをしたいと思います。 

○議長（櫻井寿彦君） 総務部長。 

○総務部長（掛川卓男君） 土地開発公社から移管された土地の処分の状況でございますが、住宅

団地、工業団地につきましては最初の答弁で申し上げたとおりでございますので、そのうち市に移

管された普通財産の土地の状況について申し上げたいと思います。 

 普通財産の土地につきましては、平成25年度に土地開発公社から移管されたものということでご

ざいますけれど、173筆で４万2,603平米ございます。その多くが住宅団地内ののり面ですとか、道
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路敷地の残地といったものが主なものでございまして、ほとんどの土地がその形状、あるいは立地

等の面で処分が困難な状況ということでございます。 

 また、深井住宅団地の北側の未利用土地をはじめとしまして、利用可能な土地につきましては民

間企業等への販売、あるいは公共用地の代替地などの活用の方策を引き続き検討してまいります。 

○議長（櫻井寿彦君） 堀高明君。 

○１８番（堀 高明君） 今、普通財産といいましても、私の本当に言いたいのは深井団地の方な

んですね。今、総務部長の答弁、何かこう、これからも検討しますということでございますけれど、

もちろん検討していただくわけでございますが、ひとつ積極的に検討していただきたいと、よろし

くお願いをしたいと思います。 

 次に、市有財産の老朽化の対応についてでございますが、公共施設等総合管理計画を策定すると

のことでございますけれど、多額な財政負担が伴うものであり、非常に難しいと思うんですが、い

つごろ計画を策定されるのか、お聞きをしたいと思います。 

○議長（櫻井寿彦君） 総務部長。 

○総務部長（掛川卓男君） 公共施設の総合管理計画につきましては、今年度の策定を進めている

ところでございます。 

○議長（櫻井寿彦君） 堀高明君。 

○１８番（堀 高明君） 次に医学生の奨学制度について再質問したいと思います。 

 今までの奨学金の予算措置はどうなっているのか、１つお聞きしたいと思いますし、もう１点、

奨学生と懇談したとのことでございますが、懇談会の参加された参加者、それと内容についてお聞

きをできればと思います。よろしくお願いします。 

○議長（櫻井寿彦君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（山口正彦君） 堀高明議員の再質問にお答えいたします。 

 医学生の予算の関係でございますけれども、奨学金の額は１人当たり月額20万円の12カ月分、年

間240万円でありますが、本年度につきましては現在、医学部在学中の３名分に、新規１名分を加

えた960万円を予算化しております。なお、この制度が始まりました平成21年度から８年が経過し

ておりまして、21年から27年度までの合計では、年度により４名から６名と貸し付けを行っている

医学生の数に差はございますけれども、総額では8,160万円の貸し付けがこれまで行われてきてお

ります。 

 次に、市長と奨学生との懇談の質問でございます。昨年６月から８月にかけまして、奨学生の帰

省時に個別に行ったものでございますが、市長のほか市民病院からは院長のスケジュールが合わず、

事務長が出席し、健康福祉部長、健康保健課長、保健係長が同席いたしました。 

 奨学生から学業や研修、勤務の様子などをお聞きし、市民病院はじめ周辺の地域医療の状況等も

話題としながら、専門医を目指す診療科目や当面の予定等について懇談いたしました。 

 学生４名はまだ専攻したい科目を選んでいる段階で、小児科、外科に興味を持っているとのこと
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でありました。６年生の方も今は産婦人科を目指しているが、臨床研修中に決めたいと話しており

ました。また臨床研修医１名も内科医を考えているが、研修中に専門科目を決めるとのことであり

ました。お１人既に勤務されている方は、麻酔科の認定医を取得し、更に専門医の資格取得を目指

すとのことでありました。 

 それぞれお話をお聞きしましたが、皆さんが将来は市民病院で働くことを想定していただいてお

りました。 

○議長（櫻井寿彦君） 堀高明君。 

○１８番（堀 高明君） 正直なところ、市民病院への就職については、若干不安を感じておった

わけでございますけれど、今の答弁を聞きまして期待を持ったわけでございます。この事業に対し

ての成果であると思います。今後とも接点を持ちながら、心変わりがしないように、ぜひお願いを

したいと思うわけでございます。 

 次に、人材の育成についてでございますが、私の質問では有能な職員であると同時に、基本であ

るあいさつぐらいはできなければいけない、そういう面ではどうなのか。また職員もいろんな職種

がありますから、しゃくし定規でものを考えるつもりは更にありませんけれど、勤務時間内の行動、

これ若干市民からもいろいろ指摘をされている部分もあるわけでございますが、詳しくは申し上げ

ません。そういうものをどう捉えているか、また、どのような指導をしているか。先ほど答弁の中

では、非常にそれぞれの職員教育に腐心していることは十分わかるわけでございますが、その初歩

的なことを……。特にそのことについては幹部職員が模範を示すべきだと思うんですが、そういう

面ではどうなのか。できればこの件については、感想で結構ですから市長にお願いをしたいと思い

ます。 

 それからもう１点、私、先ほど市外の居住者を質問したわけでございますけれど、私は難関を突

破して就職された職員に、市内市外について差別する気は毛頭ないわけでございますが、例えば後

ほど申し上げます災害時のときの有事の際ですね、当然職員に招集がかかるわけでございますが、

そういう面では支障がないのかどうか。また当然のことながら、市民税にも影響するわけでござい

ますけれど、今後採用するときに地元枠を設けるというような考え方があるかないか。この件につ

いて一括でお願いします。 

 時間があと26分しかございませんので、簡単に市長、お願いします。よろしくお願いします。 

○議長（櫻井寿彦君） 市長。 

○市長（花岡利夫君） 堀議員の再質問にお答えします。 

 私が８年前に就任させていただいたときに、あいさつをしよう、それから名札がぶら下がってい

て見えないということで、基本は左胸につけていただいて、相手に見えるようにつけてもらいたい

と、それから廊下は走らないで、右側を歩くようにという３点をお願いしました。８年たってどう

かと言われると、忸怩たるところもあるわけでありますけれども、研修等を通してあいさつの大切

さを今後も言い続けると同時に、自分からあいさつをし続けることを通して、少しはよくなったと
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言われる市役所でありたいというふうに考えております。 

 それから市内在住をお願いして、面接時に市外の方に関しては採用になった場合は市内に住んで

いただけるかどうかというような問いかけもさせていただいて、かなり頑張ってアパート等で住ん

で、そのうち結婚してという、市民になった市外の職員もおりますので、災害時の対応等を考える

と、また、いろんな中で地域に明るかったり、地域の人々にかわいがっていただいて大きくなって

きたという経験も大切な要素であるという認識はありますので、一定程度のそういうことに関して

の読み取りということに関しては、面接時においてはしていくべきことでもあるという認識は持っ

ておりますけれども、優秀な人材に来ていただいて、活躍いただくということが一番の採用時にお

けるスタンスでありますので、当面は枠ということに関しては、フリーハンドで採用をしていきた

いというふうに考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 堀高明君。 

○１８番（堀 高明君） 次に、東御の美と味について質問したいと思うんですが、まず美につい

てでございますが、先ごろ上田駅へ参りました。上田駅には上田広域の各市町村の代表的な景観写

真に、「このすてきな景色を見にきませんか」と書いてありましたね。それから坂城のびんぐしの

湯では、坂城町の主たる景観の写真を大広間のところへずっと飾ってあって、非常にいいなという

ふうに見ましたし、私も行ってみたいなというふうに感じた場所もございました。そういう意味で、

先ほど申し上げましたように景観を考える会の皆さんのやったのを否定するわけではございません

が、あわせてそのように市の年間を通じて見られるこのすばらしい景色、いっぱいあると思うんで

すね。そういうものを更にまとめて、特に市外からたくさん来てくださるような施設へ掲示して、

市の魅力を発信したらどうかというふうに考えるんですが、いかがでしょうか。 

 また、十の味についても、皆さんを交えて研究していきたいという答弁をいただきました。ぜひ

前向きに取り組んでいただきたいと思うんですが、それぞれの地区でいろいろな駒ヶ根のソース

ラーメンだとか、伊那のローメンだとか、あるいは新しいところでは佐久の安養寺ラーメンとか、

味噌カツどんとか、いろいろあるわけでございますが、やはり東御市にぱっと答えられるご当地グ

ルメがないわけでございます。そこでぜひ提案したいのは、東御市に来たときにお勧めできる自慢

の料理を考えていただいたらどうかというふうに考えます。 

 この２点についてお願いします。 

○議長（櫻井寿彦君） 都市整備部長。 

○都市整備部長（寺島 尊君） 堀高明議員の１年を通して市の魅力を発信できる新たな東御の十

景をという考えはということでございますけれども、東御十景につきましては東御市景観を考える

会からの提言でございまして、１年のある限定された事象、また気象条件にあらわれる美しい風景

が感性を刺激いたしまして、一層心に残るものとして、また通年を通して見ることができる景観と

合わせてご提言をいただきました。 

 あまり知られていない景色を市民の皆様に知ってもらえたり、また楽しんでいただけるものと考
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えておりまして、今後景観を考える会からご提言をいただいた東御十景をとりあえずは市民の皆様

に広めて定着を図っていくことを考えておりますけれども、これ以外に議員のおっしゃられるとお

り、美しい景観がまだまだございます。観光部門におきまして、フォトコンテストでは東御十景の

ほか、「どこでも十景」と称して、東御市内であれば景色、イベント、人、ものなどのジャンルを

問わない写真の募集もしております。この応募された写真素材を活用して、観光プロモーションに

つなげていくことも考えておりますので、よろしくお願いをいたします。 

○議長（櫻井寿彦君） 産業経済部長。 

○１８番（堀 高明君） 要約して簡単にお願いします。 

○産業経済部長（北沢 達君） ご質問の東御市のお勧めの味、自慢料理を考えてはのご提案につ

きまして、先ほどもご説明しましたとおり実践型地域雇用創造事業で、新しい料理の開発を行うこ

ととしており、今後料理の専門家、農産物の生産者、飲食店の皆さんと一体で進めたいと考えてお

ります。 

 検討に当たりましては、農家がこだわりをもって生産した農産物を生かし、しっかりとした商品

化計画や販売戦略に基づいた、一般の消費者に広く受け入れられる自慢料理を創作しなければなら

ないと考えています。 

 また、民間事業者から独自に提案がある事案も考えられますので、この場合は６次産業化の観点

からも支援してまいります。 

 創作した自慢料理は、東御市の気候、風土、伝統、景観などと相まって、市に来て味わうことで、

より一層おいしさが感じてもらえるような一品に仕上げてまいりたいと考えています。 

○議長（櫻井寿彦君） 昼食のため午後１時まで休憩いたします。 

休憩 午前１１時５８分 

――――――――――――――――――――――――――――― 

再開 午後 １時００分 

○議長（櫻井寿彦君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。一般質問を続けます。 

 堀高明君。 

○１８番（堀 高明君） 質問番号18 防災対策について、午前中に続きまして質問をいたします。 

 後段私の聞きたい部分が重要な部分がありますので、要約して質問しますので、答弁も簡便に短

くお願いをしたいと思います。 

 まず答弁の中で、耐震性の安全確認と言われましたけれど、ため池ですね、ため池の安全確認、

震度はどのくらいの震度を想定しているのか、教えていただきたいと思います。 

 また、熊本県を襲った地震は、震度４以上の地震が群発しているわけでございます。なかなか難

しいと思うんですが、そういう場合を想定したデータ等あるのかどうか、あわせてお願いをいたし

ます。 

 それから質問事項をいっぱい言ってしまいますが、よろしくお願いします。 



― 128 ― 

 特別警戒区域、あるいはハザードマップの作成など、自然災害に対する理解を深めるための苦心

は十分理解できるわけでございますが、しかし市民がハザードマップを見て理解するでしょうか。

出前講座は申し込まなければ来てもらえないわけでございます。この説明の中で職員がもう少し積

極的にかかわる方法はあるのかないのか、お尋ねをしたいと思います。特に特別警戒区域が137カ

所と聞いて私もびっくりしているわけでございますけれど、そうなると非常に危険箇所が各所にあ

ると思うんですね。そういったぜひお願いをしたいと思います。 

 それから災害種別による適さない避難場所、避難所があると答弁されました。先ほど申し上げて

いるように、ため池は集落の上部にあります。ほとんどの集落はその真下が避難場所であるわけで

ございます。例えば本海野区に至ってはかつて水害の危機にさらされた千曲川の河岸にある、ふれ

あいセンターが避難場所であり、安全と思われる国道上の住民が国道を渡ってその場所へ避難しな

ければならないわけです。訓練の場合はともかくといたしまして、災害種別による避難方法につい

て検討するとあるが、どういう考えか、あわせてお聞かせを願いたいと思います。よろしくお願い

します。 

○議長（櫻井寿彦君） 産業経済部長。 

○産業経済部長（北沢 達君） ため池の耐震についてですが、設計指針において堤体の設計に当

たっては、ため池のすべり安定検査において、地震力を考慮することが規定されており、地域に応

じた設計震度で計算することとなっています。この設計震度は、施設の供用期間内に１、２度発生

する確率を持つ大きさの地震度ということで、県にも確認しましたが、震度が幾つまで大丈夫であ

る、どのぐらいまで耐えられるかという基準にはなっておりませんので、ご理解のほどよろしくお

願いいたします。 

○議長（櫻井寿彦君） 都市整備部長。 

○都市整備部長（寺島 尊君） ハザードマップについてでございますけれども、周知の方法とい

うことでございます。周知の方法でございますけれども、各区から要請があった場合には、関係課

と各区の方へご説明をさせていただきたいと思います。 

 また、市の出前講座等についても、メニューがございますので、その中でもお話ができたらよろ

しいかと思います。 

○議長（櫻井寿彦君） 総務部長。 

○総務部長（掛川卓男君） ３点目の再質問の災害種別に応じた避難情報の提供という件でござい

ますが、風水害の災害が発生するおそれがある場合につきましては、市から避難準備情報、あるい

は避難勧告、避難指示等を状況に応じて発令して、市民の皆様に避難していただくということにな

ります。災害種別に応じて適切な情報を発信していきたいというとでございますが、避難準備情報

におきましてはお近くの安全な場所へ自主避難していただき、避難勧告発令の際はどこの避難所を

開設するかなど、早めに情報発信をいたしまして、安全な避難誘導を図ってまいりたいと考えてお

ります。 
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 また、地域におきましても、災害種別ごとの避難経路、避難場所について防災訓練等の機会を通

じて、確認、情報共有を図っていただくようにお願いしたいと、そういった啓発に努めてまいりた

いと思っております。 

○議長（櫻井寿彦君） 堀高明君。 

○１８番（堀 高明君） ごく簡単に答弁いただいたわけでございますけれど、震度の安全確認の

ための震度はどのくらいかということで、それが明快に答えられないであれですかね、安全だとい

う根拠はどこにあるのか、ちょっと疑問を感じるわけでございますが、これはなかなか公表するこ

とは難しい部分もあると思いますので、その辺は市としても十分理解しながら、対応をしていただ

きたいと思います。 

 それからハザードマップ、市民がなかなか理解できないというふうに言いましたが、確かにカレ

ンダーを見てもらえばよくわかるんですけれど、あれをみんなが細かく見て、自分の地域がどうい

うことなのか、なかなか私は理解できにくいと思うんですね。折に触れて理解がされるよう配慮を

お願いしたいと思います。 

 次に移ります。質問番号19 道路行政についてでございますけれど、上田バイパスの関係につき

ましては、先ほど申し上げましたように、これから側道の問題、あるいは排水路の問題、取りつけ

道路の問題、それぞれあると思うんですね。また、先の海野地区の説明会では、既に代替地はどう

するのかというような話まで出ました。したがって市としてもその対応を先を見越して、いろんな

場面を想定しながら検討していただきたい。これは答弁は要りません、要望です。 

 さて、次に下吉田から東御市に至る県道バイパスは、浅間サンライン湯楽里館の入り口の交差点

へ接続と答弁されました。現道は国道18号へ通ずる幹線道路で、交通量も多いですね。加えてこれ

また交通量の多い旧祢津街道が合流したら一体どうなるのか。また、この道路は傾斜地であります。

ご承知でしょうか、ちょうど新潟運輸が下に会社があるわけですが、あそこへかけては相当傾斜が

強いんですね。今でも冬期間雪など降ると、あそこでスリップして、渋滞する場合があるわけでご

ざいます。そこの場所へ道路を取りつけるとなると、更に渋滞があります。場合にはよってはパ

ニックになると思うんですね。そういう場合を想定しながら、県としてもこれからの計画でありま

すので、市としてもそういう場合を想定しながら、十分調査をお願いしておきたいというふうに考

えます。これも時間がありませんが、要望で結構です。 

 次に、県・東深井線の道路計画について質問をしたいと思います。地元への説明会、縦横断道路

の測量など、計画が着々と進められているようです。その延長距離はどのくらいあるんでしょうか。

また、この計画をなかなか正確には言えないと思うんですが、何年ぐらいかかるのか、お伺いした

いと思います。 

 あわせてその後、更に延長する計画があると思うんですが、あるが、現道の整備であれば東側か

ら押していくのが当たり前と思うんですけれど、これは国道やなんかではないんですね。したがっ

て反対側の方から、いわゆる西側からも工事をやるというような計画ができるのかどうか。私はこ
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の20年間市役所へ通ってくるとき、常にその道路を利用して、その狭い道路は熟知しているわけで

すね。そういう中で、もう少し早急に手をつけてもらいたいという場所があるわけですが、そうい

う場合のことをどう考えるか。 

 それからあわせて、県・東深井線の終点はどこの場所か、お聞きしたいと思います。 

 以上。 

○議長（櫻井寿彦君） 都市整備部長。 

○都市整備部長（寺島 尊君） 県・東深井線の道路でございますけれども、海善寺から睦区間の

延長でございますが、230メートルでございます。また、この事業の完了目途とする年度でござい

ますけれども、33年度（後刻訂正あり）ということで見込んでおります。 

 それと県・東深井線の終点はというご質問でございますけれども、東御消防署の前から終点にお

きましては東深井の笠石川までが県・東深井線ということでございます。ちなみに延長でございま

すけれども、3,325.8メートルということでございます。 

 済みませんでした。市では、日向が丘区、関係５区の推進協議委員会の決定によりまして、日向

が丘区、日向が丘地籍の道路整備事業の実施に向けた測量を行っているところでございます。７差

路から曽根区間、深井までの間でも狭あい道路がございますけれども、沿線の皆さんや関係区、及

び道路推進協議委員会のご意見をいただきながら、今後着手できるか検討してまいりたいと思いま

す。 

○議長（櫻井寿彦君） 堀高明君。 

○１８番（堀 高明君） 今、関係区と言われましたけれど、終点を聞きますと東深井の笠石川ま

でだそうです。そうなりますと相当東深井地籍もあるわけですね。その東深井区は関係区に入らな

い。したがって７差路までというような話が出ましたけれど、これがすべてだとするならば、名称

を県・曽根線等でも改称したらどうです。いかがでしょうか。今の一番利用といいますか、遠くか

ら利用していくのは、東深井でも相当利用すると思うんですね。その関係区が入らないで、関係５

区で協議して決めたいということになれば、やはり地元としてこれは異論を唱えざるを得ないとい

うふうに考えますが、いかがでしょう。 

 それと最後に、あと７分しかありませんので申し上げますが、最後に曽根地籍における環状交差

点の設置について質問したいと思います。 

 曽根地籍の７差路、通称私ども７つ角といっておりますが、昔から交差点の改良を検討してま

いったわけでございますけれども、いまだに結論が出ない、難しい危険な交差点でございます。近

年、交通量も増加して、常日ごろこの道路を利用している私も交差点に差しかかると緊張するとい

うような場面が多いわけでございます。そこで危険回避のために、環状交差点の設置を提案したい

と思います。県・東深井線の改良計画がある中で、あわせて県へ強力に働きかけてほしいと思うん

ですが、市の考えをお聞きしたいと思います。 

 なお自席配付しました環状交差点の模式図は、高志会の町田議員が苦心して作成したものであり
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ます。したがってこの資料を無駄にしないようにぜひお願いしたいと思いますが、あわせて質問を

いたします。よろしくお願いします。 

○議長（櫻井寿彦君） 都市整備部長。 

○都市整備部長（寺島 尊君） 済みません、先ほど私、県・東深井線の日向が丘地区の完成年度

を33年度目途ということで申し上げましたけれど、32年度目途ということで修正をお願いしたいと

思います。大変済みませんでした。 

 それと一番当初ですけれども、和地区の区長会の方からでございますけれども、海善寺から７差

路の間の道路整備の要望がいただきまして、これに基づきまして７差路までということで市の方で

測量から入っております。 

 また、今の狭あい道路、まだございますけれども、こちらにつきましても先ほども申し上げまし

たが、地元の関係者の皆様の状況と各区の皆さん、東深井区も含めた皆さんと協議をしながら進め

させていただきたいと思います。 

 また、環状道路、環状交差点の件でございますけれども、ご質問いただきまして上田建設事務所

の方に私の方から直接この道路についてのご要望は差し上げてございます。危険な交差点の解消と

いうことで、幹線道路が県道でございますので、県の方に協議を一旦はさせていただいております。 

○議長（櫻井寿彦君） 堀高明君。 

○１８番（堀 高明君） 先ほど和区長会と言われましたけれど、市へ要望を上げる内容を検討す

る会議には、私ども議員も参加しているわけですね。和区長会として７差路から県に至るまでのと

いうことは、私は聞いたことがないんですね。したがって５地区で対策委員会をつくったという内

容についても、当初は理解できなかったわけでございますけれど、先ほど申し上げましたように、

やはり県・東深井線という名称がある限り、最終的には７差路から東深井に至る道路は狭いわけで

す。そこも含めて検討するということも考えていただきたいと思いますし、それには当然のことな

がら東深井区もその対策委員会の方に加わらなければいけないというふうに考えますが、市の方で

も十分検討をしてお願いをしたいと思います。 

 それから環状道路でございますけど、部長の方から私も県へというのはありましたが、できれば

市長から強力にお願いしてもらいたいと思うんです。これは単なる要望でなくて、非常に難しいし、

経費もかかるんですね。そういう中では、先ほど申し上げましたように県・東深井線の改良と合わ

せて計画しているんだということを強く要望していただきたいと思うんです。 

 私の議員任期も４カ月余りを残すということになりました。この質問も恐らく最後になるかもし

れませんが、任期中に県との協議をぜひ内容を伝えてほしい。９月の定例会もあるわけでございま

すが、それまでに少なくとも県の考え方をお伝え願えればというふうに考えております。 

 最後、今回私の質問が多岐にわたって申し上げ、市長からも答弁をいただいたわけでございます

が、最後に市長の感想で結構でございますので、お話を聞いて、質問を終わりたいと思います。よ

ろしくお願いします。 
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○議長（櫻井寿彦君） 市長。 

○市長（花岡利夫君） 堀議員の高志会の代表質問をいただきました。私の市政運営全般にわたる

ことと、また道路改良事業等関連する事業に対するご要望等をいただきました。私もお聞きして、

まず５区だけでなくて、東深井区にも入っていただいて、笠石川からの改良事業に関して、検討を

再度していくことが必要かなというふうに思っております。 

 なおラウンドアバウトに関しましては、市としても幾つかの工法、交差点を持っておりまして、

県と交渉中のところもあるわけでありますけれども、傾斜地であるということと、かなり広い面積

を必要とするということ、また今回が７差路ということで、数を減らして処理していくということ

が検討課題として出てくるというふうに聞いておりますので、最大の努力をして、ぜひ堀議員の要

望にこたえるために、私も努力してまいりたいというふうに思います。ありがとうございました。 

○１８番（堀 高明君） 終わります。ありがとうございました。なお説明しなかったんですが、

これをよくご覧になってもらえばわかりますが、よろしくお願いいたします。 

○議長（櫻井寿彦君） これで各会派による代表質問はすべて終了しました。 

 ここで代表質問から、個人質問への移行に伴い、表示時間のタイマーの組みかえを行いますので、

しばらくお待ちください。 

 これから個人質問を行います。順番に発言を許可します。 

 受付番号１ 安全で安心して暮らすために、受付番号２ 公職選挙法等の改正に伴う市の対応は。

三縄雅枝さん。 

 三縄雅枝さん。 

○１４番（三縄雅枝さん） 三縄雅枝でございます。お昼過ぎの大変皆様お疲れが出る時間帯かと

いうふうに思いますけれども、ともどもに気を入れて頑張ってまいりたいと思いますので、どうぞ

よろしくお願いをいたします。 

 それでは通告に従いまして質問をさせていただきます。安全で安心して暮らすためにということ

で、２項目、また公職選挙法の改正に伴う市の対応はということで、３項目について質問をさせて

いただきます。 

 まず認知症対策についてということでございます。私はこのことについて、何度となく一般質問

をしてまいりました。高齢化が今後ますます進み、今までに類を見ない少子化、そして各自治体に

おいては財政が厳しい中で地域住民が安全で安心して、地域の中で暮らし続けるためにはというふ

うに考えたとき、高齢者問題、特に認知症対策は大きな課題であるというふうに思っております。 

 世界的な規模で認知症患者が急増し、各国が国家戦略を策定し、取り組みをしておるところでご

ざいます。日本においても、認知症施策推進総合戦略、新オレンジプランを策定したことは、この

ことの重要性をあらわすものと理解をしております。 

 市においては、担当課の熱意ある取り組みによって、多くの事業が行われているところでありま

す。この認知症対策としての事業は、当事者本人だけでなく、広範で多岐にわたるものというふう
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に思っています。市において現在までのところ、具体的に取り組みとしてどのようなものがあるか、

お聞きをいたします。 

 次に、子育て支援策として空き家の活用をということであります。この空き家対策については、

午前中の同僚議員が質問をしておりますけれども、別の角度からということで質問をさせていただ

きます。重複する部分があるかと思いますけれども、ご了承いただければと思いますので、よろし

くお願いをいたします。 

 昨今、全国の多くの自治体が老朽化した空き家の対策に悩まされております。管理が不十分な空

き家は景観の悪化だけでなく、ごみの不法投棄や不審者の侵入、放火や地震による倒壊など、地域

に及ぼす影響が大変に大きいからであります。 

 空き家が増加する理由として高齢化が挙げられます。独居の高齢者が施設などで亡くなり、自宅

がそのままになっている、その要因の１つに核家族化があるというふうに思っています。総務省の

調査によれば、全国の空き家は毎年増え続け、総住宅の13.5％に当たる820万戸、2013年調べであ

りますけれども、820万戸に上っているということであります。このような状況の中で、昨年の５

月、空き家対策特措法が施行され、法整備によって各自治体は対策に乗り出しやすくなったという

ふうに言われております。 

 私は以前より空き家を子育て支援の１つとして、多子世帯に提供してはというふうに考えており

ました。そこでまず市における空き家の現状ということで、お聞かせいただきたいと思います。そ

してそのうち空き家バンクへの登録と、賃貸、売買の割合、また空き家を活用するに当たっての課

題は何かということをお尋ねいたします。 

 次に、公職選挙法改正に伴う市の対応はということであります。 

 近年、公職選挙法が改正されております。多くは去る６月19日に施行になったものがあります。

その中で最も注目されているのが選挙権年齢の引き下げかというふうに思っています。20歳以上の

男女になって以来、70年ぶりとなる歴史的な法改正であると言われています。 

 この18歳選挙権については、昨年の９月議会において投票率の向上、啓発活動、主権者教育等々

について質問をした経過がございます。答弁していただいたことについては、努力していただいて

いるものとかたく信じております。 

 今回は公職選挙法が改正され、今までとは変わるもの、変えてよいものが幾つかあります。その

中から多くの有権者にかかわるものについて、お聞きをいたします。 

 まず１点目、18歳から参加できる選挙運動、または禁止されていること等の周知についてという

ことです。このことについては、18歳に限らず、選挙期間中、有権者ができる選挙運動、してはい

けない運動があります。最近では、新聞報道で「18歳選挙権元年」というような、選挙に関連した

記事が多く掲載をされております。市としても、選挙法が改正のこの時期に、そして７月10日、ま

た11月選挙を控えているこの時期に、選挙に関する是非について、有権者が理解できるような方法

で周知をしてはというふうに考えますが、お考えをお聞きいたします。 



― 134 ― 

 ２点目は、共通投票所の設置についてです。これは指定された投票所とは別に、投票日当日、駅

やショッピングセンターの人の多く行き来をする場所に共通投票所を設置することができるという

ものであります。有権者の利便性、投票率の向上が目的であります。市として共通投票所の設置に

ついてのお考えをお聞きいたします。 

 ３点目は、期日前投票の投票時間の設定についてです。現在、午前８時半から午後８時までの投

票時間になっておりますけれども、改正後は午前６時半から午後10時までの前後２時間の拡大が可

能になりました。このことに対する市の考えをお聞きいたしまして、最初の質問といたします。 

○議長（櫻井寿彦君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（山口正彦君） 受付番号１、三縄雅枝議員の安全で安心して暮らすためにのご質

問につきまして、市長に代わりお答えいたします。 

 最初に、認知症対策についてのご質問でございます。市においては、合併当初より脳いきいき教

室を開催し、認知症の早期発見、予防に取り組んでおります。現在は認知症予防を目的に、脳活性

化のゲームや回想法などを取り入れて行っており、個人の状況を把握するために２段階方式、これ

は仮名拾い、ＭＭＳ、生活歴の聞き取りにより、脳機能レベルを客観的に把握し、その結果に基づ

き脳活性化のためのアドバイスを行うものでございますが、この２段階方式を取り入れ、早期発見

や予防ができるよう推進しております。 

 また、ご本人やご家族への支援として、認知症サポーターの養成を平成22年から開始し、現在1,

508人となっております。27年度には地域包括支援センターに認知症地域支援推進員を１名配置し、

ご家族からの相談や支援に対応するための体制を強化しており、この５月にはご家族からの声で家

族会が発足いたしました。今年度は認知症初期集中支援チームを設置するために、医師や専門職の

研修会への参加を予定しており、相談支援体制のさらなる強化を図ってまいります。 

 認知症対策については、早期発見、早期予防が大切となることから、毎週行っている脳いきいき

相談の周知や、認知症高齢者への対応スキル向上のために医療、介護の従事者等の研修会も計画し

ており、住み慣れた地域で安心して暮らしていける社会の実現を目指して努力してまいります。 

 次、２点目の子育て支援策として空き家の活用をのご質問でございます。最初に空き家の現状で

ございますが、世代交代や居住者の移転などで空き家が増えております。このため平成27年度に空

き家実態調査を実施したところ、市内全体の空き家は446件でありました。この調査は地元区と連

携しながら、外観の状態や近隣の聞き取りにより、１年以上出入りしていない住宅等を対象とした

ものであります。 

 次に、空き家バンクへの登録のうち、売買、貸借の割合でございますが、制度が始まりました23

年度から27年度の５年間において、契約成立となりました件数は45件で、このうち賃貸が17件で3

8％、売買が28件で62％の割合となっております。 

 次に、活用するに当たっての課題でございますが、27年度における利用希望登録数が63件である

のに対し、空き家登録数が19件と登録物件の不足が課題として挙げられます。空き家バンク登録数
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を増やすためにも、今後空き家所有者等へのアンケート調査を実施する予定であります。実態を把

握する中で、子育て支援策として活用できるのか、検討してまいりたいと考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 選挙管理委員長。 

○選挙管理委員長（栁沢廣幸君） 皆さん、こんにちは。私は本年５月、東御市選挙管理委員会の

委員長に就任しました祢津東町の栁沢廣幸でございます。今後ともどうぞよろしくお願いいたしま

す。 

 それでは受付番号２番、三縄雅枝議員からの公職選挙法等の改正に伴う市の対応の質問につきま

して、お答えいたします。 

 まず１点目の18歳から参加できる選挙運動、または禁止されていることの周知についてでござい

ますが、「市報とうみ」６月号におきまして、18歳選挙権がスタートする特集記事を掲載したとこ

ろでございます。その中で、選挙運動に関しましても、基本的な部分、例えば選挙運動は立候補者

が立候補の届け出をした時点から、選挙期日の前日までの間しかできないこと、同じ高校３年生で

も18歳未満の人は選挙運動ができないこと、それから18歳以上の未成年が選挙違反をしてしまった

場合の処罰の関係、それから若者に身近なインターネットを利用した選挙運動の注意点などについ

て、周知をしたところでございます。 

 市の選挙管理委員会としましては、引き続き選挙運動はもちろん、新有権者がスムーズに投票で

きますよう、また選挙を通じて主体的に政治参加ができるよう、啓発に努めてまいりたいと考えて

いるところでございます。 

 次に、２点目の共通投票所の設置についてでございます。公職選挙法の改正によりまして、選挙

の当日に市内のいずれかの投票区に属する有権者であれば、誰でも投票できる共通の投票所の設置

ができるようになりました。しかし二重投票を防ぐため、それから共通投票所とその他の全投票所

とのオンライン回線で接続するなどの対策が求められており、これには多額の費用を要することや、

回線の断線など、不測の事態の対応なども考慮しまして、導入を見送ったところでございます。 

 ３点目の期日前投票の投票時間の設定についてでございますが、こちらも公職選挙法の改正によ

りまして、期日前投票の投票時間について開始時刻の２時間以内の繰り上げ、終了時刻の２時間以

内の繰り下げが可能となり、最大で午前６時30分から午後10時までの開設が可能となったところで

ございます。 

 ４月の法改正から間もないため、明日公示される参議院議員通常選挙における期日前投票所につ

いては、これまでどおりの投票時間で開設いたしますが、今後期日前投票所で投票する有権者の動

向や期日前投票所の施設管理上の問題等を踏まえた上で、弾力的な時間設定をするかどうか判断し

てまいりたいと考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 三縄雅枝さん。 

○１４番（三縄雅枝さん） それぞれに答弁をいただきました。これからは一問一答でお願いをし

たいと思います。 
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 まず認知症対策についてであります。様々な取り組みについて答弁をいただきました。早期発見、

予防に対する取り組み、認知症高齢者への対応のための従事者研修等々、大事なことの取り組みを

行っていただいていることについては、大変ありがたいというふうに思っているところであります。 

 そういうことと同じように、もっと大事なこと、同じように大事なこととして、このことを多く

の市民に啓発する、そのことが大事だというふうに思っております。前回の質問のときもそのよう

なことを申し上げたかというふうに思っております。 

 その啓発活動については答弁の中で、サポーター養成講座の開催がありました。これは一般の大

人というふうな皆さんに対する啓発活動というふうに理解をいたします。裾野を広げる、多くの人

に知っていただく、そういう意味において、子育て世代の皆さん、あわせてその子どもたち、私と

しては中学生ぐらいかなというふうなことを想定しておりますけれども、そういう皆さんに何らか

の機会を捉えて、講演会等においての啓発活動をしてはいかがかなというふうに考えております。 

 また、機会を増やすということで、各地区へ出向いて、例えば総会等での啓発活動をしてはどう

かというふうに考えます。地区の多くの皆さんが集まる場所、地域福祉の目的は誰もが安心して暮

らすことのできる社会、地域をつくることということでありますので、この啓発活動によっていろ

んな方々の状態を理解することで、お互いに支え合い、助け合う意識の醸成になるのではないかと

いうふうに思っています。幅広い啓発活動をと考えますが、どのように考えるか、お聞かせをいた

だきたいと思います。 

○議長（櫻井寿彦君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（山口正彦君） 三縄雅枝議員の再質問にお答えいたします。 

 認知症サポーター養成につきましては、認知症を正しく理解し、認知症の人や家族を見守り、安

心して暮らせるまちづくりを目指すものでございますが、裾野を広げるべく今年度は金融機関や交

番等で拡大をできるように働きかけております。 

 また、認知症についての啓発活動につきましては、小学校区単位の地域づくり協議会などの機会

を捉えて、積極的に啓発を行ってまいりたいと考えております。 

 また、議員のおっしゃるとおり、子育て世代や子どもたちにも理解してもらうことが大事である

と認識しておりますので、今後どのような形ですることができるか、検討してまいります。 

○議長（櫻井寿彦君） 三縄雅枝さん。 

○１４番（三縄雅枝さん） ぜひその啓発活動については多くの皆さんが周知できる、認知症につ

いて周知する、知ることができるというようなことができるように、ご尽力、ご努力いただきたい

ということをお願いしておきます。 

 この認知症について、最近言われていることでありますし、オレンジプランの中にも盛り込まれ

ておりますけれども、「認知症カフェ」という言葉で言われておりますけれども、いわゆる居場所

ということであります。患者や家族が安心して暮らせる環境をどう構築するかということも大きな

課題だというふうに思っています。高齢者の孤立が増えると気づきが遅れて認知症が進み、外に出
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なくなると運動機能が低下し、介護を受ける状態が増加する可能性があります。孤立を防ぐ、その

ために地域での居場所をつくる、いわゆるカフェと言われるものであります。この居場所へ行くと

いうことは、運動機能の低下を防ぐことにもなりますし、また、そこで人と話をすることで元気が

出る、何らかの刺激を受けることができる、このことが認知症になることをおくらせる、誰もが認

知症になると言われていますので、少しでもおくらせたいというふうに思っております。 

 それと同時に、その場所でお手伝いをしてくださる方、そこへ来る高齢者、軽度の認知症なのか、

その場所でのお手伝いをしていただく皆さんも当然必要なわけで、いわゆるボランティア活動的な

ことをしていただける高齢者の方、その方の生きがいにもつながりますし、それもまた認知症予防

になるというふうに思っています。ひいては健康寿命を延ばすことにもなり、地域のコミュニティ

の場にもなり、一石何鳥にもなるのかな、その居場所をつくることが一石何鳥にもなるのかなとい

うふうに考えています。 

 認知症カフェについては、委員会の行政視察においても何カ所か視察をさせていただきました。

そこに集った皆さんと一緒に歌ったり踊ったり楽しんでもきました。また昨今、近隣でも認知症カ

フェを設置するところもあり、過日のテレビで小林脳外科での設置の様子が放送されましたので、

お話を聞いてもまいりました。また５月13日の「信毎」の記事に、「市民病院にもの忘れ外来」と

いう割と大きな記事が出ておりまして、その中でセンター長のコメントとして、柳沢センター長の

コメントとして、認知症の本人だけでなく、家族の負担を緩和する支援も充実させる必要があると

いうふうに言っておりました。この言葉はまさに認知症カフェの設置を示唆するものと私は受けと

めました。認知症カフェ、いわゆる地域の居場所づくりの設置について、どのように考えるか、お

聞かせをいただきたいと思います。 

○議長（櫻井寿彦君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（山口正彦君） 現在、市では認知症の方を抱える家族への支援として、認知症を

抱える家族の皆さんを対象として、家族会を５月より開催しており、様々な情報交換が行われる場

の提供を行っております。この活動が認知症カフェとして当事者や多くの関係者の集える場として

発展していくことを期待しております。 

 なお認知症の方々だけではなく、いわゆるカフェ、広く地域の市民の皆さんが集える居場所づく

りについても必要と考えております。これから地域の皆様や事業所等の皆様との話し合いを重ね、

地域の実情に合わせた実現に向けて努力してまいります。 

○議長（櫻井寿彦君） 三縄雅枝さん。 

○１４番（三縄雅枝さん） いわゆるカフェ、居場所ということについて、前向きな答弁をいただ

いたというふうに思います。 

 認知症カフェは、決められた形はありません。地域の実情に合わせ、設置、開催されるものです。

認知症の当事者、家族、介護者と誰でも集える場所です。そして話ができ、相談ができる、そんな

場所であります。将来的にはこの高齢化の中で、歩いて出かけられるということを視野に、区ごと
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にと考えておりますが、このことについてどのように考えるか、お聞かせをいただきたいと思いま

す。 

○議長（櫻井寿彦君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（山口正彦君） 地域の住民の皆さんが歩いていかれる、集う場所が各区に設置さ

れることが理想でございます。そうしたことが実現できるよう、段階的にではありますが、今後取

り組んでいきたいと考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 三縄雅枝さん。 

○１４番（三縄雅枝さん） ぜひ実現できるよう、段階的なお取り組みをお願いしたいと思います。 

 こういう話をしますと本当に簡単に話ができてしまうんですけれども、このことは本当に一朝一

夕にできるものではないということは十分に承知はしております。でも、このことはとても大事な

これからの地域づくりに大事なことだというふうに思っておりますので、ぜひ努力をお願いしたい

というふうに思います。 

 改めてカフェというものを設置するという考え方ではなくて、先ほどの答弁にもありましたけれ

ども、いろんな各地区で、区でサロンとか、いきいき教室とか何とか教室とかってやられているわ

けですよね。だからその機能を少し拡大して、認知症の方のためのそういう居場所というふうに、

区で集まってきたところを多機能にしてやっていけば、それほど難しくないのかなというふうに

思っています。改めて認知症カフェだ居場所だということになると、本当に手間がかかって大変な

ことですので、今あるそういうものを活用するという中で、ぜひ区の中に居場所をつくっていただ

けたらなというふうに思っております。ぜひ本当に大変なことだということを承知しておりますの

で、努力をしていただきたいなというふうに思いますので、よろしくお願いをいたします。 

 これは答弁は求めませんけれども、市長施政方針の中に、災害時要援護者のための支え合い台帳

マップの作成を推進するというふうにあります。東日本大震災において要援護者の情報を把握し、

誰が誰を助けるかを事前に決めていた自治体と、そうでないところとでは大きな差が出た、当然か

と思いますけれども、大きな差が出たというふうに言われています。地域で情報を共有し、誰が誰

を助けるかということとあわせて、誰が誰を見守るか、要援護者、認知症ということを立て分ける

のではなくて、高齢化の中で高齢者対策として取り組むべきことではないかなというふうに思いま

す。地域のマンパワー、地域のあらゆる思いを集めて、地域が機能を取り戻す、このことが安心・

安全の地域づくりというふうに感じております。まさにこのことが地域包括ケアシステムの構築に

資するというふうにも考えております。 

 市においては、地域包括ケアシステムの構築に向け、尽力をいただいている中で、少しずつ形づ

くられてきているということは、お話の中で感じることができます。これからの社会にあって、地

域住民が安全で安心して暮らすためには、地域包括ケアシステムの構築が最重要であるというふう

に感じております。この地域包括ケアシステムは、担当課だけではできるものではなく、庁内横断

的な連携の中で早期に構築していただけることを切に願って、この件に関しての質問はおわりたい
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と思います。 

 次に、空き家を子育て支援にということでお願いをいたします。現状ということで答弁をいただ

きました。もう少し詳しくお聞きをしたいというふうに思います。 

 実態調査をした結果、空き家の件数が446件との答弁がありました。多いなというふうに感じた

んですけれども、この446件の内訳、登録いただければ利用できるものとか、倒壊寸前だとか、い

ろんな区分に分けられるのかなというふうに思いますので、細かくはお聞きをしませんけれども、

利用できるもの、利用できないもの、何か３種類ぐらいのそういう、その内訳、それをお聞かせい

ただけたらなというふうに思っています。特に446件のうちの本当に倒壊寸前のそんなものが幾つ

ぐらいあるのかなというふうにも思っています。 

 最初の答弁で利用登録数が27年度においては63件なのに対し、空き家の登録が、バンクへの登録

が19件というとでした。現在の時点で利用規模登録数はどれくらいあるのか、その内訳はどうなっ

ているのかということもお聞きをしたいと思います。 

 空き家がある割には登録が少ないという現状がわかりますけれども、空き家のままにしてある現

状として、先ほど答弁の中で市長もおっしゃられましたが、固定資産税が何倍、６倍とかというふ

うになるやにということも聞いております。何か相当な、数倍になるということを聞いたことがあ

ります。この空き家活用に対しての市の周知ということも少ないのかなというふうに思いますけれ

ども、登録数が少ないということに対して、市としては何が原因かなというふうに考えるのか、そ

の３点についてお聞きをしたいと思います。 

○議長（櫻井寿彦君） 都市整備部長。 

○都市整備部長（寺島 尊君） 三縄議員の再質問でございますが、空き家実態調査をした結果の

利用できるもの、利用できないものの件数ということでございますけれども、現地での外観目視に

よる調査では、老朽化等により空き家として利用できないと思われる件数につきましては、446件

中96件となっております。割合としては約２割というものでございます。 

 また、利用登録者の数でございますけれども、平成27年度末現在におきます利用登録者の数につ

きましては104件になってございます。 

 ３点目の空き家登録数が少ない原因についてということでございますけれども、空き家登録の際

に家財道具の整理が生ずること等の労力的な負担が、登録数の増えない要因の１つとして考えられ

ます。今後、８月を目途に実施を予定しております空き家所有者等への意向に関するアンケート調

査の中で、空き家登録を希望しない理由について伺ってまいりたいと考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 三縄雅枝さん。 

○１４番（三縄雅枝さん） 現状は現状として受け入れなければなりませんけれども、８月に調査

をするということでありますので、やはり１回の調査でいろんなことがわかる、そんな調査をして、

本当に空き家を活用するんだという思いでの調査をぜひしていただきたいなということは申し上げ

ておきます。 
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 今回の質問は、この空き家を子育て支援策として多子世帯へ提供できないかということでありま

す。多子世帯への子育て支援策については、昨日の代表質問の中でも、財政支援については様々議

論がされておりました。そういう中で市長は、ばらまけばいいということではないというふうに

おっしゃいました。私も同感でありまして、財政的支援だけではなく、心身ともに健全な子どもを

育てるという観点において、子育て世代に何が必要かということは考えていかなければいけないこ

とだというふうに思っております。 

 そういう意味において、子育て世代にとって住環境は大変に大事なことだというふうに思ってい

ます。市営住宅の老朽化に伴い、建替えを行っているところではありますけれども、バンクに登録

された空き家を借り上げるなり、購入するなりして、市営住宅として提供することはできないかと

いうふうに考えています。 

 他の自治体において、空き家ということではありませんけれども、民間住宅を借り上げ、市営住

宅として提供しているところはあります。この空き家を子育て世代に、多子世帯にということにお

いて、市の考えをお聞きいたしたいと思います。 

○議長（櫻井寿彦君） 都市整備部長。 

○都市整備部長（寺島 尊君） 空き家を子育て支援策として多子世帯へ提供してはというご質問

にお答えいたします。 

 多子世帯の皆様には入居要件はございますけれども、現在においても市営住宅に入居いただいて

いるところでございます。 

 議員のご質問の空き家バンクに登録された空き家を市営住宅として提供するに当たりましては、

子育て中の多子世帯の空き家に対するニーズ等が明確でないこともございまして、先行取得による

市営住宅としての提供は難しいものと考えますけれども、アンケート調査による実態を把握する中

で、子育て支援策として検討してまいりたいと思います。 

 なお相談があった場合には、子育て部門と連携いたしまして、情報共有する中で、空き家バンク

のホームページを紹介し、相談をさせていただく対応をとってまいりたいと考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 三縄雅枝さん。 

○１４番（三縄雅枝さん） 前向きのような、受け身のような答弁をいただきました。ニーズがあ

れば対応するという答弁でありました。行政は市民サービスをする機関であります。サービスとい

うことを引いてみますと、サービスとは相手のために気を配って尽くすことというふうにありまし

た。この少子化の中で、２人、３人と子育てをしている世帯の方が、ゆとりを持って子育てをと考

えたら、どういうことができるのかなということを考えること、それがサービスにつながるという

ふうに思いますけれども、いかがでしょうか。 

 空き家を多子世帯にという、その気がもしあっていただけるのならば、そういう制度ありますよ

ということを何らかの形で広報していただければ、相談もあるんではないかというふうに思ってい

ます。今の現状ではないかなというふうに思いますので、そういうこともできるんだよということ
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をぜひ何らかの形で明らかにしていただければというふうに思っています。 

 行政サービスにあっては、それぞれの立場を持っての先取りサービスということを申し上げてお

きます。 

 この件について最後になりますけれども、市長に答弁をいただけたらというふうに思います。 

 答弁にもありましたが、空き家の登録者のうち46％、約半数が県外ということでした。人口増を

考え、移住者を増やそうという市にとって、空き家の活用が鍵になるというふうに考えます。 

 ある大学教授が言っておりましたけれども、「若者中心として都市部の生活に閉塞感を感じる人

が増えている。働き方が多様化し、都市部でなくとも仕事はできる。都会で失われた豊かな自然や

近所づきあい、伝統、歴史を求めている。地元住民も移住者を歓迎し、受け入れ態勢を強めている。

人口減少が叫ばれて久しいが、人口とは無味乾燥な数字ではなく、人生の数のはずだ。出生率を上

げようと思ったら、家族で幸せに暮らせる環境をつくらなければならない。そしてそれを実現する

可能性は規模の経済によって非効率だと切り捨てられてきた田舎にこそあるのではないか」という

ふうに言っておりました。 

 私はこれを読んだとき、まさに東御市だというふうに思いました。また、先の質問の市長の答弁

の中に、「自然の環境に抱かれて育つことが大切ということを皆で共有していただきたい」との旨

の発言もありました。 

 美しいふるさと、ほどよい田舎、また住みたいランキング日本一が東御市です。今こそチャンス

だと思います。移住者を誘う目玉の１つに、豊かな自然環境の中で子育てを、子育て世代に戸建て

の市営住宅を提供しますというふうに施策に加え、東御市のアピールの仕方で、多くの移住者を誘

うことは可能だというふうに考えております。 

 かかわる職員の皆様の力量にかかっているというふうにも思っています。今後の中で、子育て支

援策として空き家の活用をということについて、市長はどのようにお考えか、お聞かせをいただき

たいと思います。 

○議長（櫻井寿彦君） 市長。 

○市長（花岡利夫君） 三縄議員のご質問にお答えします。 

 お答えとしては残念ながら私有物で、私のものであります物件を、市が借り上げて、それを活用

するということはシステムとして非常に困難を伴うというふうに考えておりますので、現時点では

非常に難しかろうというふうに思います。 

 多子世帯の方が生活する空間、住居を必要としている例がありますれば、今のところほかの施策

を紹介したり、また本人が借り上げるに当たって、何らかの支援ができるかどうかということを検

討することが、現在の行政システムとしてはかなっているんではないかなというふうに感じていま

す。 

 いずれにしても東御市の住みよさを上げていく、そして市民の満足度を高めると同時に、そのこ

とをより多くの市民と共有させていただいて、多くの子どもたちに帰っておいでというふうに市民
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が言っていただくということが、まず大切であるというふうに人口動向が教えているというふうに

認識いたしております。 

 もちろんＩターン、Ｊターンをいかに受け入れていくかということに関しても、大切なことであ

りますけれども、まず世界に羽ばたいた子どもたちがふるさとを忘れないで、そしていつかふるさ

とに帰ってきたいと思えるような育ちに寄り添うことが大切かなというふうに思っていますので、

具体的な事例がありましたら、また検討させていただくとして、現時点ではなかなかそのサービス

を議論する段階には難しいということで、返事にならないかもしれませんけれども、現時点では非

常に難しいというふうに考えます。 

○議長（櫻井寿彦君） 三縄雅枝さん。 

○１４番（三縄雅枝さん） 私も現時点では難しいことだというふうに思っておりますけれども、

先ほど申し上げたこと、多子世帯の子育て世代に対して何かできないかというふうに考えたとき、

こんなことはどうなのかなというふうに思いました。 

 やはり難しいからできないということではなくて、どうしたらできるかなという視点で、してあ

げたいというふうに思ったらどうしたらできるか、難しいんだけれども、どうしたらできるかなと

いうことをぜひ考えていただきたい。それが市長がいつもおっしゃるブレークスルーではないかな

というふうに思っています。 

 本当に多子世帯の、人口増を考えたときに多子世帯の皆さんが喜んで幸せを感じながら生活がで

きる環境、ぜひつくっていただきたいなというふうに思います。ということを申し上げまして、こ

のことについては終わります。 

 次に、公職選挙法に伴う市の対応についてということであります。それぞれに答弁をいただきま

した。 

 １点目の有権者が選挙運動としてできること、できないことということであります。このことに

ついて一番懸念されるのが、ネットを利用しての選挙運動であります。インターネットを利用した

選挙運動が導入されて３年になります。昨今の社会状況から見て、これからの選挙はネット選挙と

言われるように、インターネットを使っての選挙活動が盛んになることは明らかであります。特に

今回、選挙年齢が引き下げられ、18歳ということになりました。20代、30代、40代、50代ぐらいま

ではネット世代ではないのかなというふうに思っています。 

 このことについて情報を得る中で、電子メールはだめでＬＩＮＥはオーケーということらしいで

す。私などは何で、どこが違うのみたいに思いますけれども、知らないで違反をしてしまう、この

ようなことは避けなければならないことだというふうに思っています。未成年者でも選挙違反をし

たら処罰をされます。 

 答弁の中で、６月の市報というふうにありました。市報でお知らせをいたしましたという答弁で

した。私も見ました。特にインターネット等を利用することについては、少し不十分な気がします。

総務省のホームページや新聞報道などで図解をしたものがあります。文章よりもわかりやすい気が
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いたしました。目前に参議院選もあります。その後に市議選もあります。その後に衆議院選も年内

にあるのではというふうなことがささやかれてもおります。多くの選挙がある中で、機会を捉えて

改めて周知をしていただきたいというふうに思いますけれども、このことについてお考えをお聞き

いたします。 

 次に、共通投票所については見送るということでした。その要因の１つに、多額の費用というこ

とがありました。費用対効果、当然考慮されるべきことでありますけれとも、費用対効果というこ

とですべてを割り切れるものではないというふうにも思っています。 

 費用については、国からの補助もあるやに聞いております。共通投票所の件については今後の中

において、市民の側に立って、設置の方向で検討をしていただきたいというふうに思いますが、い

かがでしょうか。 

 共通投票所とともに検討いただきたいことがあります。期日前移動投票所であります。聞き慣れ

ないと思いますけれども、いわゆる移動図書館的なものです。ワゴン車を改造して活用し、そこを

投票所にします。事前に各地域、お知らせをしておいて、何月何日のこの時間に行きますよといっ

てお知らせをしておいて、そこで１、２時間停留をして、そこで投票をしてもらうということです。

これはちょっと３、４人の女性で集まった、おばちゃんたちが集まったときに、投票所が減ってし

まったね、遠くなってしまうね、足がないよねという中で、移動してきてもらえたらいいよねとい

うお話をいただきました。 

 ちょっと調べたところによりますと、１カ所ぐらいあったんですね。ぜひこの移動期日前投票所

について、市のお考えをお聞きしたいと思います。 

 時間帯でありますけれども、この時間帯については６時半から10時、前後２時間ということにつ

いては、個人的には今のままでいいんではないかなというふうに思っております。何点かについて

答弁をお願いいたします。 

○議長（櫻井寿彦君） 選挙管理委員長。 

○選挙管理委員長（栁沢廣幸君） ただいまの三縄議員からの質問でございます。 

 １番目の再質問でございますが、市報で周知したが、機会を捉えて改めて周知してはどうかとい

うご質問でございます。 

 市報６月号では、18歳選挙権のスタートする参議院議員選挙の前にということで、特集記事を掲

載しましたが、紙面の限りのある中で基本的な部分のみをお伝えしたという状況でございます。 

 18歳選挙権がスタートしまして、新有権者の皆様に選挙に対する理解を深めていただいたり、投

票に対する不安を取り除いたりするためには、啓発活動もまだまだ検討の余地があると考えており

ます。 

 三縄議員のおっしゃるとおり、選挙や投票に関し、わかりやすく詳しく、そしてより多くの有権

者の皆様にお伝えするため、市報に限らず、手段手法等を更に検討し、工夫した啓発活動に努めて

まいりたいと思います。 
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 続いて、２番目の質問でございますが、共通投票所について、市民の側に立って検討したらどう

かという質問でございますが、現在、期日前投票所５カ所につきましては、二重投票を防止するた

めオンライン回線で接続して、事務を行っているところです。共通投票所を設置するには、投票日

当日に、これと同様の環境を整備する必要があります。投票所受付で使用するパソコンをはじめ受

付用の周辺機器の購入、デジタル回線の接続料等の経費が必要となります。現在、市内には選挙当

日の投票所が27カ所ありますが、１日限りの共通投票所の設置に当たり、その他27カ所すべての投

票所にも同様の設置等を設ける必要がありますので、導入に当たりましては、慎重にならざるを得

ないという状況でございます。 

 しかし共通投票所につきましては、有権者の利便性を考慮しまして、駅や大型スーパーなど、有

権者が多く集まる施設に設置することを想定しまして創設された制度であります。国の補助制度は

共通投票所経費について、選挙執行経費の中で９分の５が措置されると示されているところですが、

経費面はもちろん、有権者が多く集まる施設の選定等、導入に当たりまして課題について引き続き

研究を進めてまいりたいと思います。 

 ３番目のご質問でございますが、期日前移動投票所に対しての市の考え方ということでございま

す。 

 私も今回の参議院議員選挙に当たり、島根県の浜田市で初めて導入されるということを新聞等で

拝見しました。浜田市では、投票所の統廃合に当たり、ワゴン車が移動投票所として山間部の投票

所廃止対象地域などを回るということで、有権者は車外で投票用紙を受け取り、１人ずつ乗車して

投票を行うということでございます。市選管といたしまして、今のところ導入の検討はしてありま

せんが、この件を含めまして、他市町村で選挙や投票に対して様々な工夫をされている状況を把握、

研究する中で、投票率や有権者の利便性の向上等に向けて取り組みをつなげてまいりたいと思って

おります。よろしくお願いします。 

○議長（櫻井寿彦君） 三縄雅枝さん。 

○１４番（三縄雅枝さん） それぞれに答弁をいただきました。それぞれに前向きな答弁をいただ

いたというふうに思います。 

 先ほど来、申し上げてまいりましたけれども、これからも選挙が幾つか控えております。選管と

してやるべきことはしっかりとやっていただき、多くの有権者の声が政治に届くようご努力をお願

いし、質問を終わります。 

○議長（櫻井寿彦君） 受付番号３ 集客増と地域の活性化に向けた観光施策の取り組みについて、

受付番号４ 特別支援教育の推進について。佐藤千枝さん。 

 佐藤千枝さん。 

○２番（佐藤千枝さん） 皆様、こんにちは。東翔の会、佐藤千枝でございます。 

 ５月から花いっぱい運動により、市内のあちらこちらのお花畑に苗が植えられています。また、

毎回この庁舎の正面玄関を通ってきますけれども、５月からいろんな種類のお花のプランターが庁
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舎に来られる市民の皆様に、いらっしゃいませ、こんにちは、おはようございますと言うかのよう

に、心和むコンシェルジュの役割を果たしてくれています。お聞きすればこのプランターは、お花

の大好きな事業者さんからのご厚意だということだそうですけれども、大変ありがたいなというふ

うに感じています。今回もさわやかに質問をしてまいりたいと思います。 

 今回は、集客増と地域の活性化に向けた観光施策の取り組みについて、特別支援教育の充実につ

いての２項目についてです。 

 集客増と地域の活性化に向けた観光施策の取り組みについてお聞きをいたします。 

 日本全体が人口減少、少子高齢化時代を迎え、今後東京のみならず地方の持続的な成長や発展に

向けて、観光の果たす役割や重要性はこれまでにないほど高まっているというふうに言われていま

す。そして最近では、インバウンド、訪日外国人という言葉が新聞記事やテレビ番組などでよく取

り扱われるようになったと感じています。 

 日本政府の観光局によりますと、2015年の訪日外国客数は過去最高の1,973万7,000人に達し、19

70年以来、45年ぶりに訪日外国客数が出国日本人数を上回ったそうです。その主な要因として、ク

ルーズ船の寄港増加、航空路線の拡大、特別付加運賃の値下がりによる航空運賃の低下、これまで

の継続的な訪日旅行プロモーションによる訪日旅行需要の拡大が挙げられています。 

 また、訪日外国人の旅行者１人当たりの旅行支出額、この中には宿泊代、買い物代、飲食代を含

む、いわゆる消費金額ですが、日本人の国内旅行者の約３倍にもなると言われており、日本人の人

口減少傾向にある中で、もはや訪日外国人旅行者の存在は経済活性化の側面からも無視できない重

要な存在というふうに言われています。 

 インバウンドによる消費行為は、時に爆買と称されるほど活発であり、多くのメディアで取り上

げられています。そして世界が注目する４年後の2020年、東京オリンピック・パラリンピック競技

大会に向けて、更に国内外から多くの旅行者を迎え入れて、東京だけではなくて地方の多様な魅力

にも触れてもらうことが観光地東御としての関心や理解を深めるだけでなく、国際的なおもてなし

とともに、日本各地との共存共栄にもつながるものだというふうに考えます。 

 長野県に訪れた旅行者数は、平成26年で8,400万人、外国人旅行者は46万5,000人、25年対比では

28.9％増加ということで、平成11年の調査以来、過去最多というふうな報告もありました。 

 東御市はどうでしょうか。商工観光課の調査では、平成26年度は合計で131万人でした。27年度

の調査では、湯の丸高原が54万1,800人、海野宿が24万6,000人、芸術むら公園が７万2,500人、そ

して道の駅雷電くるみの里では49万3,000人、合計で135万3,500人です。26年からは約４万3,500人

の増加ということをお聞きしました。外国人の旅行者数は未調査ということです。 

 言うまでもなく東御市は自然環境、農産物、歴史、文化、芸術など、豊かな地方資源に恵まれて

います。東御市を訪れる観光者にとっても、じっくりと腰を落ちつけて、観光を楽しめる多彩な魅

力にあふれています。こうした魅力を効果的に生かしながら、国内外に向けて十分アピールできれ

ば、東御市に長期滞在する旅行者やリピーターの獲得にもつながるというふうに考えます。 
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 先日、開催された伊勢志摩サミットでは、先進７カ国の首脳の皆様の食事に出された長野県産の

ワインなどのお酒類やプレゼントされた工芸品がインターネットで公表された途端に、注文や問い

合わせが殺到し、うれしい悲鳴を上げているそうです。とりわけ当市のワイナリーが提供したこと

が公表され、やはり注文やお酒の販売店からの問い合わせも相次いだことなど、国内外からの旅行

者の誘致につながるというふうに期待をするところです。 

 情報を発信し、海外からの旅行者をも誘致し、お客様の満足度を高めることが、住んでいる私た

ちの地域の活性化や発展にもつながるものというふうに考え、市のお考えをお聞きします。 

 まず最初に、リニューアル後のアートヴィレッジ明神館の利用者の状況と評価についてお聞きし

ます。 

 次に、今後インバウンド需要の取り込みも含め、誘致のための効果的にプロモーションをどのよ

うに考えているのか、お聞きします。 

 次に、宿泊施設の少ない中、観光客が増えた場合の受け入れとしての民泊に取り組むことも必要

と考えますが、どのようにお考えでしょうか。 

 次に、特別支援教育の推進についてお聞きします。 

 平成19年に改正学校教育法が施行されました。それまでは特殊教育という名のもとに、障がい特

性から教育を受ける場所を養護学校でと固定してきましたが、特別支援教育と名称も変わり、その

子の状態に応じて通常の学校や学級でもその子の教育的ニーズに合わせた支援をするということに

制度化されました。今年４月に施行された障害者差別解消法は、障がいのあるなしにかかわらず、

お互いにその人らしさを認め合いながら、ともに生きる社会を目指しています。その背景には、20

14年に141番目の締結国として日本が障害者人権条約を締結したことにあります。そのことにより

福祉、教育、医療、住居、サービス、企業、情報コミュニケーション、政治参加等、あらゆる場面

において配慮が求めることになりました。 

 教育に関しては、公立学校では子ども一人ひとりの状況に応じ、無理のない範囲で支援を行う合

理的配慮が法律上義務化になり、支援の必要な子どもたちを取り巻く学校環境が大きく変えられる

のではないか、そのほか多くの子どもたちにとっても変化をもたらすのではないかという期待が寄

せられています。 

 保育の分野においても、保育の理念や考え方、更には具体的な保育の実践や普及等について、新

たな視点で保育の在り方を検討するときが来たのではないかというふうに思います。 

 今回の法律施行により、共生社会の実現に向けて、みんな違ってみんないいという考え方のイン

クルーシブ教育、インクルーシブ保育のシステムを日本の教育や保育の中にしっかり位置づけるこ

とが最重要課題であるというふうに考えます。 

 このような状況の中において、東御市ではどのような取り組みが始まっているのでしょうか。ま

た、どのように進められているのかを次の項目についてお聞きをします。 

 最初に、３年前の一般質問で私の方からの質問ですが、地域校における副次的学籍の導入ついて
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提案をさせていただき、早速東御市教育委員会は養護学校などに通う市内の子どもたちを地元の小

学校などに通う同年齢の子どもたちとともに学ぶ環境を疎遠させないための副次的学籍を、その年

の４月から進めると発表され、これまで実践されてきました。３年前から始まった東信地区初の副

次的学籍の現状と成果についてお聞きをします。 

 次に、乳幼児期から行う発達障害のある子どもたちへの支援体制と周囲への理解啓発に関する取

り組みについて、現状をお聞きいたします。 

 次に、発達障害等、育てにくさのある子どもを持つ親支援についての状況をお聞きいたします。 

 そして最後に、特別支援教育における学習教材の情報提供について、お聞きします。 

 以上、４点についてお聞きをします。最初の質問といたします。よろしくお願いをいたします。 

○議長（櫻井寿彦君） ここで15分間休憩いたします。 

休憩 午後 ２時２８分 

――――――――――――――――――――――――――――― 

再開 午後 ２時４３分 

○議長（櫻井寿彦君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。一般質問を続けます。 

 産業経済部長。 

○産業経済部長（北沢 達君） 受付番号３、佐藤千枝議員の集客増と地域の活性化に向けた観光

施策の取り組みについてのご質問につきまして、市長に代わりお答えいたします。 

 初めに、リニューアル後のアートヴィレッジ明神館の利用者の状況と評価でありますが、本年４

月29日から営業を開始しましたアートヴィレッジ明神館の５月における利用者総数は6,332人で、

対前年同月比2.3％の減少となり、内訳を見ますと日帰り入浴利用者は当日券利用が4,017人で、対

前年比23.3％の増加、会員券利用が2,315人で対前年比28.2％の減少、宿泊利用者数は326人で、対

前年比8.9％の減少となっております。一方、利用料金収入に関しましては、494万6,000円、対前

年比32.8％の増という状況でありました。 

 これらの結果から、明神館ホームページの開設がリニューアルオープンまでに整わず、効果的な

宣伝ができなかったという反省点はございますが、新規に利用された方が増加していることや、料

金改定が収益性の向上につながってきている状況がございます。 

 なおリニューアル効果につきましては、いましばらく状況を見ていく必要があるものと考えてい

るところであります。 

 次に、インバウンド需要の取り込みも含め、誘客のための効果的なプロモーションをどのように

考えるかでありますが、観光資源の認知度を高め、本市の魅力を内外に発信していく効果的な観光

プロモーションに関しましては、ＩＣＴの高度化に対応した情報発信ツールの構築が極めて重要な

取り組みであると考えています。 

 とりわけスマートフォンの急速な普及に伴い、このスマートフォン利用者の75％がスマホから観

光情報を収集している実態があることから、観光情報の発信に当たってはスマートフォン画面に最
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適化したウェブサイトの構築が必須条件になりつつあります。 

 また、インバウンド需要を取り込んでいく上には、外国人旅行者が快適に観光地を楽しめるよう

外国語表記の観光案内サインや無線ＬＡＮを利用したインターネットへの接続を無料で提供する

サービスである、いわゆるＷｉ－Ｆｉ環境の整備に取り組んでいくことが必要となっています。こ

のため市観光協会では、本年度ホームページのリニューアルに取り組み、スマホ用サイトを設けた

ほか、現在は観光情報の英訳作業を進めているところでございます。 

 一方、主要観光地におけるＷｉ－Ｆｉ環境の整備に関しましても、本定例会において補正予算案

を提案させていただいたところであります。 

 次に、観光客の受け入れとして民泊への取り組みをどう考えるかでありますが、宿泊施設の少な

い本市では、多様化する宿泊ニーズに対応するための手段として、民泊サービスの活用は有効な方

法であると考えています。先の規制改革会議における第４次答申では、民泊サービスについては実

態が先行し、必要な旅館業の許可を得ていない事例が多く見られるとの指摘があり、政府として早

急なルールを策定し、推進していくことが必要であるとの答申がなされています。このため今後の

法整備の方向性を注視しながら、新たな制度の枠組みにのっとって民泊への取り組みについて研究

してまいりたいと考えています。 

○議長（櫻井寿彦君） 教育長。 

○教育長（牛山廣司君） 受付番号４、佐藤千枝議員の特別支援教育の推進について、お答えいた

します。 

 第１点目の３年前から始まった東信地区初の副次的学籍の現況と成果についてでありますが、こ

の副次的学籍は、特別支援学校に籍を置く児童・生徒に対して、居住地の通学区の学校にも学籍を

置くというもので、開始初年度の平成26年度は小学校で７名、中学校で５名、計12名、平成27年度

は小学校で10名、中学校で３名、計13名、平成28年度も同様に小学校10名、中学校３名、合計13名

となっています。 

 副次的学籍のある学校での音楽会、または運動会などの行事へ参加する中で、受け入れる側の児

童・生徒は参加してくれることを楽しみにしたり、同じクラスの仲間という意識が芽生えてきてい

ます。養護学校の教職員からも副次的学籍があることで、交流等の際に学校側から好意的に対応し

てもらっているとの声をお聞きしています。 

 次に、２点目の発達障害のある子どもたちへの支援体制と周囲の理解啓発に関する取り組みにつ

いてでありますが、まず児童・生徒への支援体制等は教育委員会に臨床心理士１名を配置し、特別

支援教育支援員や介助員を各学校へ配置し、それぞれの児童・生徒に合った方法で授業や学校生活

に参加できるよう、寄り添いながら支援を行っているところであります。 

 また平成27年度からは、市として東部中学校にも通級指導教室を設置し、市費で専任の講師を１

名配置し、学習に困難のある生徒への対応を始めたところであります。 

 周囲への理解の啓発でございますが、子どもたちにおいては支援学級と原級とが交流する中で、
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子ども同士のかかわりを深め、互いを知り、互いを尊重する教育を行っているところであります。 

 保護者等に対しては来入児保護者会やＰＴＡ総会などの機会に特別支援教育や障がいを包括的に

受け入れる教育、いわゆるインクルーシブ教育について説明をして、すべての人が差別されず共生

していける社会形成の理念を啓発しています。 

 次に、３点目の発達障害等育てにくさのある子どもを持つ親支援についてであります。親への支

援としては、ペアレントトレーニングや通級指導教室を通して、子どもの特性の理解や子どもとの

接し方を学習していただいています。また乳幼児期から継続した支援が必要であることから、子育

て支援課、福祉課、健康保健課と連携した発達障害支援システムに基づいて、保育園の年中児を対

象とする５歳児発達相談会から、その後をフォローし、個別の事案に対応しているところでありま

す。 

 最後に４点目の特別支援教育における学習教材の情報提供についてでありますが、特別支援教育

に役立つ教材として、デイジー教材が挙げられます。デイジー教材とは、学習の中で読み方が課題

であると思われる児童・生徒に対して有効であるとされるもので、タブレットやパソコンで再生し

て、文字への網かけ、ハイライトですね、や強調した音声化を通し、文章を読みやすくするための

補助教材であります。通級指導教室では、実際にデイジー教科書を使っての学習を行い、その効果

も確認できております。 

 学習教材の情報提供でありますが、デイジー教材を含め担当する先生が、その児童・生徒に合っ

たものを選択し、提供しているので、情報提供は個別に行っているところであります。 

○議長（櫻井寿彦君） 佐藤千枝さん。 

○２番（佐藤千枝さん） それぞれに答弁をいただきました。これからは一問一答で質問を続けさ

せていただきます。 

 ４月にリニューアルオープンしました明神館についての状況をお聞きいたしました。まだ４月か

らふた月ということですので、たっていませんので、もう少し状況を、結果をもう少し先になると

思いますけれども、恐らくたくさんの方に利用されていただけるんではないかなというふうに期待

をしたいというふうに思います。 

 先日、来客がありまして、早速明神館を使わせていただきました。客室から見える棚田の風景、

田植えの済んだ田んぼに映る月、稜線のくっきりした浅間山連峰の雄大さ、芸術むら公園や梅野絵

画記念館ラウンジからのロケーションなど、大変感動をしていただきました。その方は、各地の日

本庭園や美術館を歩いておられる方ですけれども、芸術むら公園をご覧になって、「ここはとても

すばらしい公園です」と、むしろ言っていいのかわかりませんけれど、「有名な足立美術館の庭園

よりもすてきなすばらしいところです。大事にしてください」、そうふうふうに言われました。ぜ

ひ市長にもそのときに行っていただきたいなというふうに思ったんですけれども、そういうふうに

観光者の皆様の感想をお聞きして、地元に住んでいる以上に、東御市って本当に過ごしてみていい

ところなんだということをたくさん気づかせていただいています。 
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 そういういいなというふうに思って、料理長じきじきのお品書きもいただきました。手書きです

ね、これ。手書きのお品書き、当日のお食事ですけれども、ハラさんという料理長のいただきまし

て、としても感激していました。 

 そして実はその後なんです。リニューアルオープンした明神館の関係で、これは市民の中からの

ちょっとお声を聞いているんですけれども、お風呂場の浴槽内のタイルがはがれた状態のままであ

るということが声としてあるということです。明神館へも直接そのことについては問い合わせをし

ていらっしゃるということなんですけれども、今回の補正予算の中に芸術むら公園の管理運営費、

施工等の修繕工事費として289万円が計上されております。説明では明神館の浴槽内タイルの張り

かえということですけれども、半年間の修理期間中の中にチェックはできなかったのでしょうかと

いうこと、どういうことなのかなということ、また、この修理によって休業になるということだと

思いますので、その辺も含めて説明をしていただければというふうに思いますが、よろしくお願い

いたします。 

○議長（櫻井寿彦君） 産業経済部長。 

○産業経済部長（北沢 達君） ご質問の浴槽のタイルのはがれについては、当初設計段階の調査

では浴槽自体は非常にしっかりしていたため、特に問題がないという判断で、改修の対象とはいた

しましませんでした。その後、工事が完了し、リニューアルオープンの前の清掃後、本格的に浴槽

内にお湯を張ったところ、タイルの一部がはがれるという事態となりました。また、その後におい

ても幾つかがはがれるということが続いている状況であります。 

 原因につきましては、はっきりしたことはわかりませんが、今回の改修に伴い休館中の７カ月間

はお湯を張っていなかったことにより、浴槽自体が乾燥、または凍結し、タイルの接着力が弱まっ

たのではないかと推測しているところでございます。改めまして改修工事の難しさを痛感しました。 

 今後は十分な調査と休館等の施設の管理についても留意しながら、施工するようにしてまいりた

いと考えております。 

 なお現在の対応策につきましては、タイルのはがれた箇所が発見された際は、利用者に周知する

とともに、必要に応じ夜間等に応急処置を施しているところでございます。 

 また、できるだけ早期に改修する必要があることから、今６月定例会において、議員からもお話

のありましたように、施設等修繕工事として補正予算をお願いしているところであります。 

 なお額につきましては、予算に計上されている289万5,000円のうち240万円がその改修費に充て

ものでございます。 

 なお工事期間は１週間ほど必要でありますので、閑散期である９月のシルバーウイーク後にいっ

たん休館し、施工してまいりたいと考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 佐藤千枝さん。 

○２番（佐藤千枝さん） 説明をいただきました。そういうこともあるんですね。ちょっと驚いて

いるんですけれども、ただ、私もあそこのお風呂が好きで、たまには行くんですけれども、ちょっ
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と男性の方はわからないんですけれども、やはりタイルがはがれたところの陥没を平らにするため

の補修はしてありましたね。一緒にやっぱり入っている中で常連の方も、そのことについては言っ

ておりましたけれども、そういう対応をしてくださるということですけれども、本当にせっかく新

たなコンセプトで始まった温泉施設ということですので、お風呂も当然ですので、気持ちよく過ご

していただくための対応を今後十分やっていただきたいと思います。 

 お風呂はほかにもあるわけですので、もしそういう工事になる場合の教訓として、そういうこと

がないように気をつけていただきたいなというふうに思います。よろしくお願いします。 

 次に行きます。このたび「別冊ＫＵＲＡ信州東御」の発刊で、今までにない効果的な情報発信に

取り組まれていますが、この「別冊ＫＵＲＡ」出版以来、この間の購読者数はどのくらいになった

んでしょうか、また反響はどうでしょうか、お聞きいたします。 

○議長（櫻井寿彦君） 産業経済部長。 

○産業経済部長（北沢 達君） 「別冊ＫＵＲＡ」の東御市版の購読者数につきましては、販売元

の株式会社まちなみカントリープレス社に問い合わせたところ、把握はできないということでござ

います。しかし出荷部数は発行部数３万部に対して発刊から３カ月間で２万9,100部であり、現在

の在庫数は900冊であるという報告を受けております。中でも、ほかの「別冊版ＫＵＲＡ」と比較

して、東京方面のお客様からの問い合わせや注文、また東信地域からは追加注文が多くあったとい

うことでありました。あくまでも出荷状況でありますから、一概に効果を判断するということは難

しいわけですが、書店からも追加注文が寄せられているなどの状況を踏まえますと、お客様の反響

は大きく、多くの方が購入されたものと推測されるところでございます。 

○議長（櫻井寿彦君） 佐藤千枝さん。 

○２番（佐藤千枝さん） 出庫数は今、お聞きしましたけれども、コンビニにも行くたびにちょっ

とあるのかな、どうなのかなと、こう、興味を示しながら見ておりますけれども、多くの方たちに

手にとっていただきたいなというふうに思います。 

 この「信州東御」の冊子は、東御市の観光協会に加入している事業者を限定して掲載されている

というふうにお聞きしています。未加入者の新規農業者を含む事業者で、頑張ってやっていらっ

しゃる方への対応として、協会へのお誘い、あるいは何らかの紹介をしていただきたいというふう

に思いました。４月24日には、市民団体の主催で第１回の「東御ｄｅあいたいマルシェ」が東御市

役所の市民交流広場を会場に、盛会に開催されていました。二十数団体が出展をして、食、手工芸

品、農産物やその加工品等出展され、出展者と消費者である市民とのつながりがとてもいい感じで

盛会に開催されていました。こんなにもエネルギッシュな方々が会を盛り上げ、そして自ら楽しん

でいたことはまさに東御の元気の源になるというふうに感じています。 

 最近では、健康増進系のウォーキングマップとか、福祉系のバリアフリーマップ等もつくられて

おります。ぜひグルメ、あるいは事業者を紹介するようなマップづくりなどに取り組むことについ

ては、どんなふうにお考えなのか、お聞きをいたします。 
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○議長（櫻井寿彦君） 産業経済部長。 

○産業経済部長（北沢 達君） まず１点目の観光協会未加入者への加入促進ということでござい

ますが、東御市観光協会では現在、ＤＭＯへの移行に向け、地域資源を活用した商品サービスの提

供者と旅行会社、旅行者をつなぐワンストップ窓口機能を確立するため、地域の多様な主体が結集

したプラットホーム型の組織づくりの取り組みを進めております。この取り組みを進めるに当たっ

て、幅広い分野の関係者の参画が必要でありますので、これまでも機を捉え勧誘を行ってまいりま

したが、引き続きＤＭＯに参加する有益性などを説明し、会員の拡大に努めてまいりたいと考えて

います。 

 次に、グルメや事業者紹介マップづくりということでございますが、食や食文化は観光行動の大

きな要素であり、その動機、目的にもなっている実態があります。そのため東御の食、物産を内外

に広くＰＲしていくことは重要であり、このたび観光協会では東御市グルメマップ、「東御グルメ

帳」の作成に取り組んでいるところでございます。 

○議長（櫻井寿彦君） 佐藤千枝さん。 

○２番（佐藤千枝さん） ありがとうございます。グルメマップに取り組んでいるということです

ので、でき次第大勢の皆様にご紹介をいただき、宣伝もしていただきたいというふうに思います。

 東御市への新しい流れを創造するための観光施策として、東京で走る、はとバスのように、バス

観光会社と提携をし、東御市のビュースポットやワイン、グルメ、あるいはブドウ、リンゴ、クル

ミ、モモ、ブルーベリー等の果樹収穫体験等、芸術むら公園を核とした観光ツアーを取り組んでは

いかがでしょうか。 

 また、インバウンド施策として、外国人旅行者数は中国や韓国、台湾などに加えて東南アジア地

域からも増加していると聞いています。特に最近では新潟空港や富山空港、小松空港などに一旦到

着をし、そこからバスに乗りかえて各地を観光しながら東京に向かうバスツアーがあるというふう

にもお聞きしました。東御市は高速のインターもあるわけですので、住みよさランキング長野県１

位の大きな旗を振りかざして、東御市への観光も積極的に宣伝をしていただきたいというふうに考

えますが、いかがお考えでしょうか、お聞きいたします。 

○議長（櫻井寿彦君） 産業経済部長。 

○産業経済部長（北沢 達君） ２つのご質問をいただいたわけですが、まず観光ツアーに取り組

んではどうかというご質問でございますが、この取り組みに関しましては先ごろ厚生労働省から採

択を受けた実践型地域雇用創造事業の取り組みを進める中で、ツアー造成をしていくことを計画し

ております。 

 具体的には、ワインを機軸とした地域ツーリズムを旅行商品として開発し、観光と食に焦点を当

てた体験・滞在・交流型のまずはモニターツアーを企画し、この結果を踏まえ本市の優れた地域資

源を観光素材として織りまぜ、地域内をめぐるツアーの商品化につなげてまいりたいと考えており

ます。 
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 次に、インバウンド誘客に関しましては、2020年の東京オリンピック・パラリンピックが訪日観

光需要を一層拡大させていく可能性を有していることから、本市においても誘客の推進を図るとと

もに、来訪された際の受け入れ態勢整備もあわせて行う必要がございます。そのため先ほど答弁申

し上げましたＷｉ－Ｆｉ環境の整備やホームページなどの外国語案内など、情報発信ツールを活用

したＰＲを進めてまいります。あわせて現在、観光庁が東京オリンピック・パラリンピックに向け、

各地方の観光名所をパッケージとして訪日客に売り込んでいく、広域観光周遊ルート形成計画へ参

加してまいりたいと考えているところでございます。この広域観光周遊ルートには、関東の外郭を

めぐる東京回廊、仮称でございますが、があり、その構成市町村として本市の事業計画案を観光庁

へ申請し、先ごろ６月14日に認定されたところでございます。 

○議長（櫻井寿彦君） 佐藤千枝さん。 

○２番（佐藤千枝さん） 今、答弁いただきました。長野県はこの４月から産業労働部に、ものづ

くり振興課日本酒ワイン振興室を新設されています。東御市内には、もう本気でワインづくりに精

を出しているワイナリーが増えてきています。ワインを中心とした新しい文化の創造とともに、新

しい人の流れに期待をしたいというふうに思います。 

 ただいま答弁をいただきました広域観光周遊ルール形成による海外プロモーションですが、いろ

いろな情報発信ツールを上手に活用をして、外国人旅行者の誘致を図るために、海外への発信を積

極的に取り組んでいただきたいというふうに期待をしたいというふうに思います。 

 バスツアーの件ですけれども、トラベル情報によりますと先ほどのはとバスのプランが幾つかあ

るんですね。今は信州上田、「真田丸」の大河ドラマ館と上田城を日帰りでできるツアー、幸村人

気も高いそうです。これはツアーではありませんけれども、身近では私の住んでいる大石の雷電生

家を訪ねて、中型のバスがとまっているということもしばしばありますし、赤岩にあります幕末に

活躍した日本刀の名工、源清麿の生家、鍛冶場を訪れる旅行者もあります。我がまちの魅力をこち

らから売り込むことも積極的に行っていただいて、シニア世代、もちろん女性限定、それから若者

や家族向けのメニューも考えていただきながら、いろいろなツアーのプランを立てていただければ

ありがたいなというふうに思いますので、こちらは要望とさせていただきます。 

 それから旅行者が東御市に滞在する際の食事や宿泊、買い物等にかかわる観光消費は、関連する

産業分野の視野が広く、大きな経済波及効果を生み出すと言われております。観光振興を経済の活

性化につなげていくためには、より多くの旅行者を誘致することが重要だというふうに思います。

遠い昔ですけれど、以前、同年のアメリカの女性をホームステイをした経験がありますけれども、

来訪する旅行者はそれぞれ持つ多様な言語や習慣などに対応しつつ、旅行者が市内の観光を楽しめ

る滞在環境をしっかりと整備するべきだというふうに思います。受け入れの環境整備として、外国

語が話させる地域観光ボランティアの育成や通訳業務や、外国人向けのツアーガイドの経験などを

持つ方も含めて、東御市在住の外国人の方々を外国人アドバイザーとして位置づけ、外国人の視点

や感性、イメージを探る、あるいは研究の足がかりとすることなどについて、提案をさせていただ
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きますが、どのようにお考えでしょうか、お聞きをいたします。 

○議長（櫻井寿彦君） 産業経済部長。 

○産業経済部長（北沢 達君） 外国語が話せる地域観光ボランティアの育成ということでござい

ますが、観光庁が取りまとめた外国人旅行者に対するアンケート調査結果2011年によりますと、訪

日外国人が大都市圏以外の地方観光において不満を持っていることの上位３つは、無料公衆無線Ｌ

ＡＮ、いわゆるＷｉ－Ｆｉの環境、両替クレジットカード利用、３つ目としてコミュニケーション

という結果が明らかになっています。したがいましてコミュニケーションに関しても誘客促進の大

切なキーワードであると認識しているところでございます。 

 外国人に付き添い、外国語を用いて旅行に関する案内をする制度としては、通訳案内士の仕組み

がございますが、この有資格者は全国で１万9,000人ほどしかいないのが現状でございます。増え

続ける需要をカバーできる状況にないということでございます。このため本市におけるインバウン

ド観光推進のための具体的な施策、事業を立案していく中で、議員からご提案のありました外国語

が話せる中学生、高校生、大人の地域観光ボランティアの育成や外国人アドバイザーなどにつきま

しても、十分に検討してまいりたいと考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 佐藤千枝さん。 

○２番（佐藤千枝さん） 観光ボランティアについて、中学生や高校生からの育成にも取り組み、

これまで以上に幅広い世代による活動につなげ、外国人旅行者をきめ細かく支えていただけるよう

な視点を持って取り組んでいただきたいというふうに考えます。 

 それで先ほど民泊について答弁いただきましたけれども、全国的に空き家活用策としての民泊、

ゲストハウス、あるいは観光客の休息所等が整備されつつあります。民泊とは文字どおり民家に泊

まるということです。普段は普通の住居として使っている部屋を旅行者のために一時的に貸し出し、

宿泊料をいただくということです。外国ではバケーションレンタルという名前で既に普及されてい

るようです。市内での宿泊施設が不足している中での対策として、またインバウンドの受け入れに

関しても空き家のようにマイナスと思えるものを地域の資産として光を当てていく発想も今後は重

要だというふうに考えます。観光推進の上でも東御市にふさわしい民泊の在り方について、十分に

研究を進めていただくようにお願いをして、この質問を終わります。 

 次に、特別支援教育についての質問をいたします。 

 東御市では、副次的な学籍を副学籍と呼称しています。この副学籍について少し説明をさせてい

ただきます。副学籍とは、養護学校または特別支援学校に籍を置きながら、居住地にある地元の学

校にも籍を置き、入学式をはじめ授業や行事交流を通じて障がいのあるなしにかかわらず、ともに

学ぶ機会の拡大を図るということであり、共生社会を実現するために極めて重要であるというふう

に考えられています。 

 県下では、平成18年度開始の駒ヶ根市を皮切りに、須坂市、岡谷市、伊那市、飯田市、東御市は

平成25年からですけれども、そこにそれを含めて合計６市７町５村で現在、副次的学籍が進められ
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ています。東信地区においては、軽井沢が26年度から始まっておりますので、東御市と軽井沢で実

施をされているわけです。 

 なぜ副学籍がメリットなのかということなんですが、それは単に養護学校の子どもが地域の学校

に来る、来ているというだけではなく、養護学校の子どもであっても、その学校の、その地域の学

校に副次的な学籍があるということにより、学校に来たときはその子の教育を計画的な指導、支援

のもとでしっかり行い、評価も行うことで初めて成果が得られる、そういう目的の副学籍です。地

域の小・中学校で学ぶ同世代の仲間と触れ合う機会を持つことは、共生社会に向けた地域づくりや

基盤づくりにつながるものと考えます。小・中学校や養護学校に配置された特別支援コーディネー

ターの役割も重要になってきます。 

 長野県の特別支援教育連携協議会の会議録を見せていただきました。昨年から副次的学籍を議題

にこれまで数回会議が開催されています。副次的な学籍を進めていくためには、自治体によって行

う行わないという不公平があってはいけないというふうに思います。県教育委員会として副次的学

籍をすべての市町村で行えるようにすべきではないでしょうか。牛山教育長からも県教委に声を届

けていただきたいというふうに思います。答弁は求めません。よろしくお願いいたします。 

 次に、発達障害のある子どもたちへの支援体制と周囲への理解啓発に関する取り組みです。子育

てをめぐる状況が厳しさを増す昨今ですけれど、健やかな自己肯定感を持った子どもを育てるため

には、育てにくさのある子どもを持つ親や家族に対する心のケアを含めた支援、保護者の意識を変

化させ、家庭環境を良好な形に導き、地域の子ども支援にもつながる、いわば保護者の子育てに対

する自己、自信回復に向けた教育ともいえますペアレントトレーニングの取り組みが、全国各地で

進められています。東御市におけるこのペアレントトレーニングの取り組み状況と、今後の見通し

についてをお聞きいたします。 

○議長（櫻井寿彦君） 教育長。 

○教育長（牛山廣司君） ご質問の東御市におけるペアレントトレーニングの取り組み状況と、今

後の見通しでありますが、最初に現状であります。教育委員会に配置している臨床心理士が実施す

るものとして、３つの機会を設けて実施しております。１つは、幼児の親を対象とした昼間の部、

これは６月から12月ぐらいを考えていますが、月１回実施してまいりたいと。場所は子育て支援セ

ンターで実施したいというふうに考えております。 

 ２つ目に、和小学校のくるみ教室ですね、ＬＤ等の通級指導教室の先生で実施したいと。５月か

ら12月を予定し、月１回ということで実施してまいりたいと考えております。 

 ３つ目は、子育て支援センターですが、12月から２月、先に申し上げた後半といっていいでしょ

うか、月２回ということで、小学校の親を対象として実施している、きたということであります。

今後もそんなふうにしていきたい。 

 これからのペアレントトレーニングでありますけれども、子どもへの対処の仕方ですね、これを

親に身につけていただくと、知っていただくためのトレーニングでありますので、１コース６回か
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ら８回を目安に実施しております。じっくりと時間をかけて確実に子どもへの対処の仕方を身につ

けていただきたいということで、参加者には毎回出席をお願いしているところであります。 

 今のところ臨床心理士１名で実施と、人的に限界がございますので、関係する部署において指導

者を養成し、ペアレントトレーニングの実施体制の充実を図ってまいりたいというふうに考えてお

ります。 

○議長（櫻井寿彦君） 佐藤千枝さん。 

○２番（佐藤千枝さん） ペアレントトレーニング、ペアトレの今、説明をいただきました。これ

はアメリカで生まれた発達障がい児を持つ親のための子育てのためのトレーニングということなん

ですけれども、親の適切な接し方は障がいによる症状の改善、あるいは子どもが感じている困難の

軽減につながるというふうに言われています。また、発達障害を持つ子どもの親は、深刻な悩みや

不安を抱える場合が多いですけれども、ペアレントトレーニングは悩みや不安の解消にもつながる

というふうに言われています。子どもの成長のためにもなりますが、親が子育てをつらいと感じな

くなったり、子育てに少しでも余裕ができたり、親にとってのメリットもとても大きいというふう

に思います。 

 このペアトレを私、ちょっと２回ほど参加させていただきましたけれども、子育て中の保護者、

あるいは孫育ての祖父母にとっても、有効なトレーニングであるかなというふうに再認識しました。

これはどの子育てにとっても有効であるというふうに思っております。 

 それで続いて乳幼児からの継続的な支援として、子育て支援、福祉課、健康保健課と連携して対

応しているということですけれども、合理的な配慮を保育の中で行うための保育士の質的な向上や

環境の整備、あるいは子どもたちのニーズへの対応等、きめ細やかな支援が求められております。

その点、どのように取り組まれているのでしょうか。また子育てに悩む保護者に対して有効とされ

ているこのペアトレを乳幼児期から進めてはどうかというふうに考えますが、いかがでしょうか、

お聞きをいたします。 

○議長（櫻井寿彦君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（山口正彦君） 佐藤千枝議員の再質問にお答えいたします。 

 ２点ご質問をいただきましたが、最初に公立保育園における合理的配慮に係る取り組みについて

のご質問でございます。市立保育園では、２人の発達支援担当保育士を配置し、保護者からの児童

の発達に係る相談に当たっております。更に各保育園の加配保育士を中心とした発達支援部会を組

織し、定期的な学習会を実施し、子どもにとってわかりやすい園生活が過ごせるための保育の実践

について、保育士の研修や保育専門相談員による園への訪問指導事業等を活用し、保育の質の向上

に努めております。 

 また、医療につながっているお子さんについては、受診に同行し、医師からの助言をもとに日常

の保育に生かし、個別支援会議等で保護者と共有する等の対応をしております。 

 次に、ペアレントトレーニングについてでございますが、保護者の相談等の様子を見ると、２歳
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前後のだだこねやきょうだいが生まれたことによる退行現象、赤ちゃん返りでございますが、こう

したことに伴う子育ての悩みが多く聞かれます。子供成長過程をネガティブに受けとめ、うまく対

応できないことを悩まれている保護者がおられます。子育て支援センターでは、ペアトレ要素を盛

り込んだ小グループの学習会等の開催について検討していきたいと考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 佐藤千枝さん。 

○２番（佐藤千枝さん） コミュニケーションのとりにくい、あるいは他の子と少し違う、発達障

害かもしれない、そんな育てにくさを感じていても、乳幼児期には明確な判断がつきにくいもので

す。これまで東御市では子育て支援係が中心となって、完璧な親なんていないという、保護者向け

のＮｏｂｏｄｙ’ｓ Ｐｅｒｆｅｃｔプログラムを取り入れて行ってきていただいております。保

護者の今抱えている悩みに寄り添いながら、育てている保護者の自己肯定感を高め、ポジティブに

子育てが楽しめるよう、ペアトレも盛り込んだ学習を進めていただきたいというふうに期待してお

ります。 

 近い将来、ペアトレを通じて、育てにくさを感じている保護者が同じような状況にある親の信頼

のおける相談相手となり得る心のサポート役となるペアレントメンターというのも一翼を担う、そ

ういう東御市になってほしいなというふうに思っておりますので、今後またその件に関しても研究

をして、多くのメンターをつくっていただければありがたいなというふうに思っています。 

 次に、和小学校には個別指導、あるいは集団指導によるＬＤ等通級指導教室、くるみ教室が26年

４月から始まり、また他校からの通級によるグループＳＳＴ、ソーシャル・スキル・トレーニング

も行われているとお聞きしています。具体的にはそれぞれどのような支援なんでしょう。また学習

内容について、また修了としての目安についてもお考えをお聞きいたします。 

○議長（櫻井寿彦君） 教育長。 

○教育長（牛山廣司君） 和小学校の得るＬＤ等通級指導教室、くるみ教室についてお答えします。 

 くるみ教室の対象となるのは、通常学級の授業におおむね参加できるが、その子の学び方、認知

特性ですね、学び方や行動面での困難さ、行動特性により一部特別な教育的支援を必要とする児童

です。学び方の困難さとは、学習障害と呼ばれる状態像であり、読み書きの習得に著しい困難を抱

えていたり、計算する、推論するということに困難さを抱える児童もいます。行動面での困難さと

は、落ちつきがない、黙っていられない、衝動的に友達に乱暴なことをしてしまう、友達とうまく

付き合えない、友達の気持ちが理解できない、自分が困っているときに困っていることを表現でき

ない等々多岐にわたります。 

 学び方の困難さに対しては、教科学習の前段階として、その困難さがどこから生じているのかを

明らかにし、形を捉える力が弱いために文字の形を覚えられないのであれば、形を捉える力の底上

げを行いつつ、その子の持つ得意な力を使って文字を覚えられるように支援します。文字の読み方

が困難な子に対して、デイジー教材を使用し、読むことが困難であっても内容理解を促すというや

り方も行っています。 
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 その子の学び方を子ども自身、親、担任がよく理解し、家庭や通常学級の中でも対応してもらえ

るようにすることも、くるみ教室が提供している支援であります。 

 行動面での困難さに対しては、個別及び小集団でソーシャル・スキル・トレーニング、以下ＳＳ

Ｔと表現しますが、ソーシャル・スキル・トレーニングを行うこともあります。ＳＳＴは認知行動

療法の１つで、社会生活技能訓練と呼ばれ、その子の困難さの状態から、どのような行動を身につ

けることができれば集団生活の中でトラブルが減るのか、起こりにくくなるのかというような観点

で、ターゲットとなる行動を決めて、その行動を学習させます。友達とのものの貸し借りができず、

欲しいものがあると誰かが使っていても無言で黙って奪ってしまうような場合には、まず「貸し

て」と言う練習から始めます。授業中に自分の苦手な課題が出されるとパニックになったり、固

まってしまうような場合には、黙って固まっているかわりに、あらかじめ子どもと相談をして、ヘ

ルプカードを準備しておきます。そのカードを机の上に置くことで、先生に自分の意思を伝えられ

るようにするというようなやり方もあります。 

 集団ＳＳＴでは、同じような課題を持つ児童が数名集まり、ゲームなどを通してコミュニケー

ションスキルやルールを学習します。その子の日常生活において抱える困難な状況について、具体

的に想定して練習したり、対処方法を相談することでコミュニケーション技術の向上を図ります。 

 修了しての目安としては、通級を開始する前の状態が解消されること、代替の方法を獲得し、通

常学級のみの学びが成立することを目指します。 

○議長（櫻井寿彦君） 佐藤千枝さん。 

○２番（佐藤千枝さん） 詳細なご説明をありがとうございました。児童・生徒の状況を把握し、

一人ひとりに合った個別支援計画に基づく学習を進め、不得意なところ、得意とするところを見極

めながら、自己肯定感や達成感を育てることを狙いとしての取り組みを今後も継続して、その子に

とっての成果を積み上げていただきたいというふうに思います。 

 時間がなくなってきてしまいましたけれども、制度が改正されまして、東御市においてもインク

ルーシブ教育、いわゆる包括、包摂という教育をしていこうと、ありのままを認め、その存在を認

めながらともに共生していこうということなんですけれども、具体的にどのように進めていくのか

をお聞きしたいというふうに思います。 

 済みません、最後に続けて市長にお聞きしたいんですけれど、今、金澤翔子展をやっておりまし

て、昨日の段階で1,000人を超したというお話で、かなり多くの方が来てくださっています。県も

今日傍聴に来ていますけれど、手話言語法が今年３月に施行され、そういう中で法律がだんだんい

ろいろ変わってきていますし、政府の示している一億総活躍創生国民会議の委員である菊池桃子さ

んも、一億活躍国民会議でしたっけ、はとてもわかりづらいので、ソーシャル・インクルージョン

という言葉で表現したらどうかという、社会的な包摂という、包括ということなんですけれども、

そういうふうに変わっていく中において、市としてどのようなふうな考えでこれから行っていこう

というふうにお考えなのかということを教育長と市長と続けてお聞きしたいと思います。 
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○議長（櫻井寿彦君） 教育長。 

○教育長（牛山廣司君） インクルーシブ教育へ向けた取り組みについてであります。障がいの有

無にかかわらず、誰もが地域の学校で学べる教育環境を整えるために、行政としてはこれまでも基

礎的環境整備を行ってきていますが、これからも随時行っていく方針です。 

 例を挙げますと、エレベーターの設置やトイレの手すり、支援員の配置などですが、そのほかに

ついても過度な負担にならない限り、合理的配慮の範囲の中で、範ちゅうの中で、必要な整備を

行ってまいります。 

 また、学校現場では、掲示物への配慮をすること、授業の見通しをはっきりさせること、肯定的

な評価に努めること、わかりやすい話し方をすること等、授業のユニバーサルデザイン化が目指せ

るよう、特別支援教育の視点に立った授業の在り方についての講演会や研修などを行ってまいりた

いと思います。 

○議長（櫻井寿彦君） 市長。 

○市長（花岡利夫君） 私としては、認知症予備群として存在しているわけであります。そうした

ときに、やっぱりそういうインクルーズな教育を受けた、そういう障がいを持っている子どもたち

と小さいときから接して大人になった方に、介護されたいか、それともそういう障がいを持つこと

の大変さだとか、障がいを持っている人たちが努力している姿に触れることを通して人としての尊

厳を獲得しないで、自分のことを一生懸命やってきて大人になった人に介護されたいかという命題

があるという中で、これからすべての人たちがそういう優しさを持った人たちによって介護される、

そういう社会を実現するために、小さいときからそういうことを経験していくことによって、より

高質な社会が実現されていくというふうに認識しておりまして、社会全体がそういうすべてを認め

あえ得る高質な社会に向かって歩んでいかなければいけないというふうに考えています。 

 金澤翔子展もその一助になればと、お母様、骨折されて、それをおして来られましたけれども、

残念ながら帰らざるを得ない手術をされまして、再び東御市に来るとおっしゃっていますので、み

んなで話が聞ければというふうに思っています。 

○２番（佐藤千枝さん） 終わりました。ありがとうございました。 

○議長（櫻井寿彦君） 受付番号５ 選挙投票率向上対策について、受付番号６ ６次産業化の取

組みについて。横山好範君。 

 横山好範君。 

○３番（横山好範君） 東翔の会の横山好範でございます。今日の最後というようなことで、大変

お疲れだと思います。しばらくお付き合いをいただきたいと思います。 

 それでは通告に従いまして、質問をしてまいります。 

 まず選挙投票率向上対策についてということでございます。 

 選挙関係については、前回の定例会から何人かの方が一般質問しておりますが、若干視点を変え

てお願いをしたいと思います。７月10日、参議院選が明日告示となります。そういったこともあり
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まして、質問してまいります。 

 近年、各種選挙における投票率が次第に低下をしてきている現象があるわけであります。先ほど

もお話が出ていましたけれど、「市報とうみ」の６月号に、東御市における直近の選挙の状況等が

掲載をされておりました。市長選は全体で59.95％の投票率で、60％を切っているという状態であ

ります。また若者20代の投票率は32.04％で、全体より28ポイントほど低いという、こういう状況

でございます。 

 そして長野県の投票率はどうかと見ますと、27年４月に実施された統一地方選挙について、これ

は市町村長選挙と議員選挙とあるんですが、市町村長の選挙では63.16％、議員選挙では56.85％と、

こういう状況でありました。これは全国的にも同様の傾向でありまして、一昨年の26年12月の衆院

選は52.66％と過去最低を記録したと、こういうことでございます。年代別にも20代の投票率は32.

58％と最も低く、20ポイント以上平均よりも低いという、こういう状況であったようでございます。

政治に対して関心のなさというのがあらわれているんでしょうか、ちょっと懸念をされるところで

ございます。 

 国においては、こうした状況を受けて、選挙権を18歳以上引き下げと同時に、投票率向上対策を

盛り込んだ公職選挙法が６月19日、先日施行されました。以下、５点についてお聞きをいたします。 

 東御市の投票率の推移はどうなっているでしょうか。 

 ２つ目は、投票率低下の原因をどのように捉えているでしょうか。 

 ３つ目、投票の啓発はどのように行われてきていますか。 

 ４点目ですが、選挙権年齢が18歳以上に引き下げられるが、どのような対策を考えているのか。 

 ５つ目、義務教育における主権者教育はどのように行われているでしょうか。 

 次の項目でございます。６次産業化の取り組みについてであります。 

 平成22年12月、いわゆる６次産業化法が制定、公布をされました。23年３月に施行されました。

６次産業化を目指す事業体が、農産物の生産、加工または販売を一体的に行う事業活動の計画、総

合化事業計画というらしいんですが、これを作成し、農水大臣の認可を受けることによりまして、

制度資金等制度的な支援を受けながら、計画に沿った事業を実施することにより、利益の増加と地

域活力の活性化を目指したものでございます。 

 東御市においても、何件かの事業体が認定を受け、事業に取り組んでいます。また市では農産物

の生産から加工、販売に取り組み、６次産業化の取り組みについて施策の立案、企画、調整等を行

い、市全体のブランド力を高めることを目的に、今年度新たに６次産業化推進室を設置いたしまし

た。４点についてお聞きをいたします。 

 １つですが、市内で６次産業化に取り組んでいる事業体の実態はどうなっているでしょうか。 

 ２点目ですが、市町村、１次、２次、３次産業各分野の関係者が協力して進める体制づくりが必

要と考えるが、どうでしょうか。 

 ３つ目、具体的な６次産業化に向けた取り組み方針はどうなっているでしょうか。 
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 ４つ目、推進の成果目標というのをどう考えているでしょうか。 

 以上、１回目の質問といたします。よろしくお願いします。 

○議長（櫻井寿彦君） 選挙管理委員長。 

○選挙管理委員長（栁沢廣幸君） 受付番号５番、①から④まで、横山好範議員からの選挙投票率

向上対策についての質問につきまして、お答えいたします。 

 まず１点目の東御市の投票率の推移についてでございます。町村合併後に行った平成16年の市長

選挙、市議会議員選挙において、それぞれ約77％でありました。その投票率はご指摘のとおりその

後低下傾向にあります。投票率の推移として、各選挙の直近の投票率を申し上げますと、平成24年

11月の市議会議員選挙が68.00％、平成25年７月の参議院議員通常選挙が59.08％、平成26年８月の

長野県知事選挙が44.47％、同年12月の衆議院議員総選挙が59.18％、それから本年４月の市長選挙

は59.95％となっております。それぞれの前回選挙と比較しますと、4.9％から9.7％投票率が低下

している状況でございます。 

 次に、２点目の投票率低下の原因についてでございますが、公益財団法人明るい選挙推進協会が

行いました平成26年12月の衆議院議員総選挙に係る意識調査によりますと、投票を棄権した人の理

由として、選挙にあまり関心がなかったからということ、それから仕事があったから、それから適

当な候補者も政党もなかったからというものが上位となっております。有権者の選挙や政治に対す

る消極的な姿勢が投票率の低下の原因になっていると推測されますが、東御市におきましても同様

ではないかと考えているところでございます。 

 続いて、３点目の投票の啓発はどうのように行われてきたかについてでございますが、市報、

ホームページ、エフエムとうみ等の媒体を用いた啓発に加え、選挙期間中に行う候補者による市内

の巡回や各区、各施設へ啓発ポスターの掲示等を依頼し、投票所に足を運んでいただくよう呼びか

けてまいりました。また各種団体の代表者で構成する東御市明るい選挙推進協議会によります市内

スーパーの駐車場において啓発チラシ等の配付を行い、直接有権者に投票を呼びかけてきたところ

でございます。また来る７月１日にも、この協議会による啓発チラシの予定をしております。午後

３時から予定をしております。 

 次に、４点目の選挙権年齢引き下げに伴う対策についてでございます。明日公示の参議院議員通

常選挙から選挙権年齢が18歳以上に引き下げられますが、「市報とうみ」６月号において、選挙権

年齢引き下げに伴う特集記事を掲載したほか、新有権者一人ひとりに対し、選挙管理委員会からは

がきでメッセージを送付し、投票による政治参加を呼びかけたところでございます。 

 このような若い世代の投票率を向上させる取り組みは、その生涯を通じた投票率の向上に寄与す

るものと考えますので、この新有権者に対するメッセージのほかにも、工夫した取り組みを検討し

てまいりたいと考えております。よろしくお願いします。 

○議長（櫻井寿彦君） 教育次長。 

○教育次長（清水敏道君） 選挙の投票率向上対策の５点目、義務教育における主権者教育はどの
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ように行われているかのご質問につきまして、教育長に代わりお答えをいたします。 

 昨年６月に改正された公職選挙法によりまして、この７月に実施される参議院議員通常選挙から

いよいよ18歳選挙権が適用されることから、長野県下でも実際に新有権者が生まれる高校現場にお

きまして、主権者教育が取り急ぎ実施されているところでございます。新聞等によりますと、各高

校におきまして、指導方法については試行錯誤をしながらも、有権者になることの意義や投票行動

の重要性が教えられ、実際に当の高校生の関心も相当に高くなっているとのことでございまして、

選挙の投票行動を通して社会に参画する大人に育ってくれることを期待いたしたいと思っておりま

す。 

 さて、小・中学校においての主権者教育につきましては、学習指導要領に従いまして、小学校で

は６年生の社会で、また中学校では３年生の社会科公民の授業におきまして、民主主義や地方自治、

議会制度、また選挙などにつきまして学習をいたしているところでございます。 

 文部科学省では、主権者教育を子どもたちが社会の中で自立し、他者と連携、共同しながら社会

を生き抜く力や社会の一員として地域の課題を主体的に担うことができる力を身につけさせること

としております。この地域の課題解決に向き合う力をつけるためには、身近な地域に関心を持つた

めの教育が不可欠でございまして、小学校での総合学習や中学校でのキャリア教育の一環として行

われる職業体験などがよい機会となっていると思います。 

 また、地域で行われている行事、公民館活動や育成会活動に主体的にかかわることで、地域や社

会につながっていることを実感し、そして継続していくことが必要でございます。このような地域

への関心を育てる活動や学習が、ひいては国や社会を形成する一員としての主権者意識を育む基本

であると考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 産業経済部長。 

○産業経済部長（北沢 達君） 受付番号６、横山好範議員の６次産業化の取り組みについてのご

質問につきまして、市長に代わりお答えいたします。 

 初めに、市内での６次産業化に取り組んでいる事業体の実態はどうかについてですが、６次産業

化法で設けられている認定制度に沿って、総合化事業計画を作成し、農林水産大臣に申請、認定を

受けた、いわゆる総合化事業計画認定事業者は、平成28年５月31日現在、県内では92事業者、うち

東信地区においては17事業者が、そのうち当市においては自社生乳を用いた乳製品の加工・直売、

あるいはブドウを原材料とした新商品の開発、ワイン等の醸造・販売と言った分野において、５事

業者が認定を受けている状況であります。 

 そのほか認定を受けていないものの、味の里とうみや北御牧村味の研究会といった団体をはじめ

多くの農家が、生産するだけでなく加工・直売といった広い意味での６次産業化に取り組んでいる

ものと理解しております。 

 次に、市町村、１次、２次、３次産業各分野の関係者が協力して進める体制づくりが必要と考え

るが、どうかにつきましては、６次産業化等の取り組みを推進していくためには、農業者と地域の
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様々な事業者等が結びつきを強め、ネットワークを形成することにより、事業者間のマッチングを

促進し、消費者のニーズに即した新たな商品の開発、販路の開拓などの取り組みを行うことが必要

であります。 

 市としましても、その取り組みを地域の活性化等につなげていくためには、地域の創意工夫によ

り地域が持つ魅力を最大限に生かしながら進めていくことが重要だと考えております。 

 次に、具体的な取り組み方針はどうかにつきましてですが、６次産業化の推進は農業、農村分野

だけでなく、地域全体を活性化することに目的があることから、地域の資源、人・もの・金をいか

に農業と有機的、総合的に融合していくかが重要と考えております。 

 具体的には、今後取り組みを進める際に地域で生産される農産物の加工、販売、更には観光、医

療、福祉分野と食料、農業分野との連携等が考えられますが、どの分野に力を入れていくかにつき

ましては、事業主体の意思を尊重する中で、地域の特徴が十分発揮され、かつ利益が地域に還元さ

れ、循環されるようなシステムを念頭に取り組んでまいります。 

 最後に、推進の成果目標はどうかについてですが、まち・ひと・しごと創生総合戦略に位置づけ

られているとおり、ワイン、クルミといった特産物のブランド化に向けての支援とともに、販路の

拡大、観光との連携強化等を推進することにより、最終的には東御市という産地そのものが商品の

付加価値につながるよう取り組んでまいりたいと考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 横山好範君。 

○３番（横山好範君） それではこれから一問一答で再質問をしてまいります。 

 まず選挙投票率向上対策についてなんですが、投票率が大変下がってきているという事実があり

ますが、これ、こういうことについては集票力の強い、いわゆる組織票など一部を除き、多くの意

見が政治に反映されないという、こういう結果になるということであります。そういうことはひい

ては偏った政治が行われていくということにもつながり、政治不信とか、選挙をやってもしょうが

ないなという選挙不信とかになり、投票率がまた下がるという負の連鎖となることも心配をされる

わけであります。 

 東御市においても、年々投票率が下がっているというような数字が発表されましたが、また今、

問題になっているといいますか、話題になっているのは若者の政治への無関心さが先ほどもちょっ

と申し上げましたが、言われているところであります。 

 東御市の全体でなくて20代、30代の人たちの投票率というのは、どうなってきているでしょうか。 

○議長（櫻井寿彦君） 選挙管理委員長。 

○選挙管理委員長（栁沢廣幸君） ただいま横山議員からのご質問でございますが、20代、30代の

若年層の投票率に関する再質問でございました。 

 若年層の投票率が低いことにつきましては、全国的にも問題となっておりますが、東御市も同様

の状況でございます。過去３回の選挙における投票率を年代別に見ましても、20歳代につきまして

は全体投票率の５割から６割、30歳代の投票率は全体の７割から８割程度にとどまっている状況で
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ございます。特に20歳代の投票率につきましては、最も高い60歳代、70歳代の半分以下という状況

でございます。 

○議長（櫻井寿彦君） 横山好範君。 

○３番（横山好範君） 先ほど投票率が低下をしている原因について、明るい選挙推進協会が棄権

者を対象にしたアンケート調査の結果の説明がありました。面倒だからとか、選挙にあまり関心が

なかったとか、仕事があったから行けなかったとか、適当な候補者も政党もなかったからという３

点が上位の理由ということでございました。これは何か20代、30代の若い皆さんについても同様の

数字が出てきているようであります。 

 そのほかは自分１人が投票しなくても、どうせ同じではないかとか、あるいは選挙によって政治

はよくならないとか、政党の政策や候補者の人物などの違いがわからなかったといったことも理由

に挙げている、そういうようなものも書いてありました。 

 １人でも多くの人に投票に参加してもらうためには、こうした原因を取り除いていくということ

が必要であります。このことは１人選管だけの啓発ではだめだと思います。市をはじめ我々議員も

含め、市民総体で協力、努力していかなければ前進はしないんではないかと、こんなふうに思って

おります。 

 そこで啓発活動についてですが、事業者の皆さんですね、市内の事業者の皆さんに協力をいただ

き、事業所内での啓発も力を入れていただいて、有権者の皆さんが投票に行くのが義務だと、行か

なければいけないんだと、こういうふうに感じるような、そして投票に行かない人は何か後ろめた

さが残るような、そんな意識改革を進めていく必要があるんではないかと思いますが、いかがで

しょうか。 

○議長（櫻井寿彦君） 選挙管理委員長。 

○選挙管理委員長（栁沢廣幸君） ただいまの２番目のご質問でございますが、事業者の協力のも

と、工夫した啓発活動ができないかということでございますが、市内事業所の皆様に対する啓発活

動につきましては、今のところ行っていない状況でございます。投票は政治参加するための１つの

権利であり、有権者が主体的に投票していただくための啓発活動を行うことが、将来につながって

いくものと考えております。投票率の低下を防ぐには、これまでと違った取り組みを検討する必要

もございます。いただきましたご提案につきまして、事業所の働きかけは検討の余地があると考え

ておりますので、今後の投票率向上の取り組みを進めるに当たりまして、参考とさせていただきた

いと思います。よろしくお願いします。 

○議長（櫻井寿彦君） ここで10分間、休憩します。 

休憩 午後 ４時０６分 

――――――――――――――――――――――――――――― 

再開 午後 ４時１６分 

○議長（櫻井寿彦君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。一般質問を続けます。 
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 横山好範君。 

○３番（横山好範君） 次の選挙から18歳以上に選挙権年齢が引き下げられたということでありま

すけれども、世界ではこういった潮流はもう90％以上、ほとんどが18歳以上だというふうな感じの

ようでございます。中でもオーストラリアは16歳以上と最も低い年齢となっているわけであります。 

 選挙権を得て初めて行われる選挙に行くか行かないかで、選挙は行くのが当たり前と考えるか、

行かなくともよいものと認識するか、大きな分かれ目だと言われています。早いうちからの働きか

けが大切であります。 

 長野県では、昨年６月24日に県教育委員会と県選挙管理委員会との協力連携に関する協定が締結

をされています。選挙権年齢が18歳以上に引き下げられたことに鑑み、主権者教育に関して相互に

協力、連携することとしています。これによってどんな連携が図られてきているのでしょうか。 

 また先日の新聞には、高校生の新有権者のアンケートがありました。70％以上の人は投票の意思

があるというふうに答えているようです。大変ほっとした気持ちがあります。この気持ちを高校生

の有権者に持ち続けていただく、更に70％、80％、90％に向上する取り組みが大切になるかと思い

ます。先ほどの答弁で新有権者に対して工夫した取り組みを検討するという答弁がありましたが、

その内容についてどんなものか、お知らせをいただきたいと思います。 

○議長（櫻井寿彦君） 選挙管理委員長。 

○選挙管理委員長（栁沢廣幸君） ただいまの横山議員からの再質問でございますが、まず県教委

と県選管の協定に関する質問についてでございます。 

 昨年６月、長野県教育委員会と長野県選挙管理委員会との間で締結されました協定につきまして

は、主権者教育に関して相互に協力、連携して取り組むためのものでございます。 

 主な取り組みとしましては、学校教育における模擬投票や高校における選挙出前授業等が挙げら

れております。 

 こうした具体的な取り組みを通じて、特に高校生の政治意識の向上と主体的な政治参加の促進に

つながっていくものと期待しております。 

 市選管としましても、地元の高校等で選挙出前授業等が開催される場合には、県選管と協力して

まいりたいと考えております。 

 また、新有権者に対する工夫した取り組みに関してでありますが、最初に答弁しました新有権者

に対するメッセージは、政治に次世代の若い力が必要であり、ぜひ投票をお願いしたい旨を呼びか

けるものでございました。 

 今後は、メッセージとあわせまして、投票時間や投票場所、期日前投票や不在者投票の方法など、

実際の投票の仕組みなどについてもお知らせしまして、新有権者の皆さんが安心して投票をいただ

けるような啓発も考えてまいりたいと思います。よろしくお願いします。 

○議長（櫻井寿彦君） 横山好範君。 

○３番（横山好範君） ぜひ力を入れた取り組みをしていただきながら、投票率向上をしていただ
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くようによろしくお願いをいたしたいと思います。 

 主権者教育についてご質問をします。 

 選挙年齢の引き下げが行われる中で、義務教育の段階から主権者教育を進めることは必要なこと

であると思います。 

 選挙権年齢になった、18歳になるからと、あるいは近くなってきたからというようなことで、集

中講義のような積み込みの教育では、場合によってはかえって混乱をする可能性もあります。義務

教育から選挙制度や政治の勉強もすることも重要なことであります。 

 また、地域における活動を通して、社会の様子を体験することも大切であります。しかし主権者

教育で最も重要なことは、ものごとや現象を自分で判断し、自分の考えをまとめ、決定する力をつ

けていくことだというふうに思います。振りかえれば、勉強をして体験する上で、物事の正しさを

判断できる力、そして自分の考えをまとめる力、意見の対立を解決する力を養っていくことが大切

であると考えます。この点について、学校現場では主権者教育ということではないかもしれません

が、どのような考えで教育が行われているか、お尋ねをいたします。 

 また、諸外国においては、初等教育の段階から、年齢に応じた取り組みがいろいろなされている

ようでございますが、内容的には特に申し上げませんが、市においてもこういった先進事例を参考

として、主権者教育を進めることが大事である、大切ではないかと思いますが、お考えをお聞きし

たいと思います。 

○議長（櫻井寿彦君） 教育長。 

○教育長（牛山廣司君） 主権者教育が大切であることは、ご指摘のとおりであります。また、

小・中学校において、主権者教育の基礎につながる部分を重視していくべきとのご趣旨のご指摘も

そのとおりであります。 

 そのために小・中学校の学校現場では、教科の授業では思考力、判断力、表現力等を育成する観

点から、言語活動の充実を大切にしており、基礎的、基本的な知識及び技能の活用を図る学習活動

を重視しています。これは自分の考えを整理してまとめ、他の人の意見を絡めて、関係づけて議論

したり、調整したりする力を養うことにつながります。 

 また、教科以外の学習、これも大事ですが、よりよい人間関係の構築を図ることを大事にしてお

ります。友達等のトラブルがあっても、それをどう解決するかというところを大切に考える学級集

団、学級経営に力を入れているところであります。 

 また、市内全小・中学校で信州型コミュニティスクールを導入して、地域の力をおかりして、活

動していきたいということ、子どもたちに地域の一員としての自覚を高めていくことも考えていま

す。 

 それから諸外国のことでありますけれども、スウェーデン等諸外国の先進事例を参考にして取り

組むということは、単独ではしにくいことかなということを思います。それは国においての教育制

度や、もっと基本的な国民の価値観が違うからであります。 
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 ですが、一部これまでも取り入れてきているというふうに感ずるところがあります。それは特色

ある教育活動ということで、学校づくりを進めているという。 

 それから先のお答えにも出てきましたが、総合的な学習の時間、総合学習と言っておりますけれ

ども、これは自ら課題を見つけ、解決していく力を身につけるというような狙いで定められた時間

でございます。こういうようなことは、できる範囲の中で取り入れてきているかなということを思

います。 

 現在の小・中学校で取り組んでいることを、更に充実させていくことが、今の議員おっしゃる判

断力をつける等の力につながっていくのではないかということを考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 横山好範君。 

○３番（横山好範君） なかなか義務教育期間内のそういった特に主権者教育といいますか、大人

の教育のような感じになるんですが、難しい表現になるかと思います。今、ご答弁があったような

形、そもそもが人間形成につながるような教育をしっかりしていただいているというようなことで、

了解をいたしました。 

 最後に、ちょっと質問にはならないんですが、こういう選挙の、今回質問の勉強をしながら、こ

れ選挙に参加するには自分の支持者をしっかり決めて、名前を覚えて投票に行くわけなんですが、

今の投票、場合によったら丸をつけるような投票の仕方も場合によってはあるんですが、やっぱり

氏名を記載するという投票の仕方というのが本来のやり方ではないかなと、こういうふうなことを

ちょっと感じましたので、最後に大変恐縮ですが申しました。 

 それでは６次産業化の取り組みについて、再質問をしてまいります。 

 ６次産業化の事業体の数なんですが、国では６次産業化総合調査というのが行われていまして、

平成25年度分が１月に確報が公表されましたが、それによると長野県内には990の事業体があると

いうことであります。１事業体当たり3,468万円の売上となっているというような統計がありまし

た。 

 市町村別には公表されていませんので、ちょっとわからなかったんですが、市の状況についてお

わかりでしたら、教えていただきたいと思います。 

○議長（櫻井寿彦君） 産業経済部長。 

○産業経済部長（北沢 達君） 市内の６次産業化の事業認定者の売上状況ということでございま

すが、市では把握しておりませんが、今後明らかになる「2015農業センサス」の結果などを参考に

分析できればと考えております。 

 また、本年度東御市の６次産業化推進計画を策定する予定であり、この作業段階で現状分析等を

行う中で、事業認定者の売上について、できる限り把握し、計画に盛り込んでまいりたいと考えて

おります。 

○議長（櫻井寿彦君） 横山好範君。 

○３番（横山好範君） ６次産業化につきましては、ずっと以前から農家の女性グループが各種の
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加工に取り組み、農村の活性化を図ってきた多くの例があるわけであります。地域の農産物を加工

し、付加価値をつけて販売する、ウメやブドウ等の果物、野菜などのジュースや漬け物など、多く

取り組まれていました。そうした多くの取り組みを踏まえて、今の６次産業化政策というのが位置

づけられてきていると思うわけであります。 

 農業と加工、流通が一体となった取り組みがなければ、もちろん成功はしません。国では市にお

いて６次産業化、法律の名前もそうらしいんですが、６次産業化地産地消推進協議会というものを

設置をし、５カ年程度の取り組み方針、戦略というふうにいっているらしいんですが、それを定め

た場合に地域活動に対する支援や戦略に基づいて取り組まれる事業者への支援の増強、上乗せです

が、それが28年度予算化をされてきています。 

 重点事業として位置づけ、６次産業化推進室を設置しているわけでありますので、６次産業化戦

略の中で明確な方向づけを示し、取り組んでいく必要があると考えますが、いかがお考えでしょう

か。 

○議長（櫻井寿彦君） 産業経済部長。 

○産業経済部長（北沢 達君） ６次産業化への取り組み方針ということでございますが、今年関

係機関等の代表者による協議会を設立し、アドバイザーからの意見を取り入れながら、東御市６次

産業化推進計画を策定する予定でございます。 

 この計画を策定することにより、議員からもお話がありましたとおり今後６次産業化に取り組む

方に対する支援メニューの拡充、及び交付金メニューの一部においては交付率の加算などのメリッ

トが生まれ、取り組みが促進されることが期待できます。 

 ６次産業化推進計画の具体的な内容につきましては、現状と課題の洗い出しから、それを踏まえ

た６次産業化等への取り組み方針、成果目標の設定、重点的に活用すべき農産物、また、それらを

活用した商品開発への取り組みや販路開拓等の方向性、更には人材育成や荒廃地対策等といった多

面的な検討を行うことが必要とされていることから、この計画が今後の６次産業化の方向性を示す

ものにしたいと考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 横山好範君。 

○３番（横山好範君） 今年度から新たに取り組まれます厚労省の委託事業、実践型地域雇用創造

事業では、新規の雇用を120名ですか、創出し、ワインを軸として地域産物を利用した食開発を

図って、観光客と結びつけていくとしているわけですが、農産物加工の６次産業化の計画が非常に

大きな部分を占めてくるのではないかと、こういうふうに思うわけでありますが、もちろん密接な

連携が必要であると思いますが、どう連携をしていくお考えでしょうか、お伺いをします。 

○議長（櫻井寿彦君） 産業経済部長。 

○産業経済部長（北沢 達君） 実践型地域雇用創造事業との連携についてでございますが、本事

業の事務局は事業推進員３名と実践支援員４名の計７名で、このうち実践支援員の２名が農林分野

として６次産業化を目指し、地域食材を活用した新たな料理の開発等に取り組んでいく予定でござ
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います。 

 事業の推進に当たりましては、本事業は６次産業化への取り組みにおける重点関連事業であるこ

とから、実現に向けては他の実践支援員や関係団体等の既存組織とも結びつけ、一体的に推進する

必要がございます。 

 また、東御市雇用創造協議会は、関係団体の代表者に、市の関連部署も加えておりますので、計

画段階から一緒に一体的につくり上げていくという協働の立場に立って、一歩踏み込んだ形で連携

を図りながら取り組んでまいりたいと考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 横山好範君。 

○３番（横山好範君） 大変６次産業化を成功させるということは、厳しい部分もありますし、な

かなか現場では大変なところがあるかと思いますが、６次産業化の成功のための基本的な課題とい

いますか、ことについて６次産業という名づけの親は今村奈良臣先生ですが、５項目を指摘をして

いるわけであります。１つは消費者に喜ばれ、愛されるものを供給していくんだと。それから販路

を確保し、所得と雇用の場を増やし、農村の活力を取り戻すことであると。２つ目には、安全・安

心、健康、新鮮、個性などをキーワードに、消費者に信頼される品物を提供することであると。３

つ目には、企業性を追求し、可能な限り生産を高め、コスト低減を図り、収益の確保を図ること。

４つ目には、農村環境の維持・保全、創造、緑資源とか水資源を大切にして、新グリーンツーリズ

ムの道を開いていくことであると。５つ目には、農産物や加工食料品販売を通じて、先人の培った

知恵の蓄積、村の命を都市に吹き込むという都市農村交流の新しい姿をつくり上げていくことであ

ると。これが６次産業化を成功するための基本的な課題として挙げているわけであります。 

 こうした基本的なところをしっかりとみんなで共有をしながら、取り組みを進めていくための方

針を具体化してほしいと思います。基本計画をつくっていくということでありますが、そういった

考え方の中で、いかがお考えになりますでしょうか、お願いをいたします。 

○議長（櫻井寿彦君） 産業経済部長。 

○産業経済部長（北沢 達君） ６次産業化の具体化への取り組み方針ということでございますが、

６次産業化を成功させるためには、明確な戦略を持って地域内での連携にしっかり取り組み、大手

企業が手がけない、手がけることができないような需要創出を目指すことが大切であり、また共通

していえることは、６次産業への取り組みを個別、分散的に行うのではなく、地域の面的振興と捉

え、地域と一緒に推進していく仕組みづくりが大変重要であると考えております。 

 今後６次産業化への取り組みを進めるための方針、６次産業化推進計画を策定する中で、いただ

いたご意見を踏まえながら、作業を進めてまいりたいと考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 横山好範君。 

○３番（横山好範君） それで推進計画の中で、推進の成果目標というのを定めるようになってい

るわけでありますが、これはあくまでも理念的なものでなくて、今後整備される市の戦略策定時に

は参加事業体の数とか、どういったものをどういうふうに取り組んでいく方向をつけるのか、売上
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など具体的な成果目標を定めて、関係者で共通の認識を持ちながら、推進をしていくことが必要だ

と思いますが、その辺についてはいかがお考えですか。 

○議長（櫻井寿彦君） 産業経済部長。 

○産業経済部長（北沢 達君） ６次産業化推進計画の中の成果目標についてでございますが、６

次産業はビジネスと捉え、取り組むことが必要であり、その上で成果目標、売上額等を可視化、見

える化することは大変重要なことであります。今後策定予定の６次産業化推進計画が交付金をもら

うためだけの推進計画にならないよう、関係者等を交え、現状分析を十分行った上で、計画を立案

してまいりますが、国で示されている今後５年後程度を見据えた中で、成果目標とその達成に向け

ての具体的な取り組み方針、手段といったものを明確にしてまいりたいと考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 横山好範君。 

○３番（横山好範君） ぜひ関係者でよく協議をしながら、そういった方向性をしっかりつけて

いっていただきたいと思います。 

 最後市長にお聞きをしたいと思います。６次産業化推進室は４月に設置をされ、具体的な活動、

準備の段階にまだあるかと思うんですが、非常に多忙な時期を迎えているかと思います。東御市の

ブランド農産物の振興をはじめ、地域農業の活性化に向けて、主体的になっていく業務は非常に多

岐にわたってくるんではないかと考えられます。まず最初に必要なのは市内の６次産業化の取り組

みの実態を把握したり、あるいは課題を整理するといった、そういった初歩的なことがまず必要で

ありますし、そして基本計画の策定をしていく、そういうものを持って、基本計画の策定をしてい

く必要があります。 

 また、先ほどの話の実践型地域雇用創出事業の推進にも、推進室は非常に重要な役割を担うもの

であります。 

 こうした業務を進めるためには、体制の充実を図る必要があると思います。６次産業化推進につ

いての市長の思いをあわせてお考えをお聞きしたいと思います。 

○議長（櫻井寿彦君） 市長。 

○市長（花岡利夫君） 横山議員の６次化産業室の設置と、そして今、それがしっかりと仕事をし

ていくことの大切さの私の思いを述べよというふうにご質問をいただきました。６次化産業という

言葉が、議員おっしゃったように今村奈良臣先生が初めて日本で使われたと。今回、横山議員に６

次化に関する５項目をご指摘いただいて、おさらいをさせていただいたこと、大変よかったなとい

うふうに感じています。 

 当時先生は６次化産業ということに関して、１足す２足す３ということで、６次化産業を提唱さ

れ、そしてたしか２年後だったと思いますけれども、大きく反省されて、１掛ける２掛ける３によ

る６次化産業というふうに訂正されたわけであります。つまり１が０、ない場合、２足す３で５次

産業が成立するかといった場合に、それは５ではなくて０になるんだと、地域にとって１次産業が

ベースにあること、それら２次産業、３次産業を掛けることを通して、６次化になっていく、それ
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が地域をしっかりと活性化し、発展させていく、そういう重要な課題であるというふうに言われた

わけであります。あくまでも農業をベースにして、この地域をしっかりと守っていく。祖先から受

け継いだ農地を未来につないでいくための基本的な施策としての６次化産業という位置づけをしっ

かりと位置づけ切られなければいけない。更には今、言われましたようにコストパフォーマンスが

しっかりとできていく。つまり１次産業の持っている極めて生産性の悪さを２次産業の持っている

利益率のよさで補うと同時に、何よりも１次産業のコストをしっかりと下げ、生産性を上げて、そ

こからも収益が上がるような体制をつくっていくという極めて６次化産業が持っている課題を解決

することは、地域課題を解決するところにつながってくるというふうに考えております。 

 現在、設置したばかりで、しかも周りの課長、係長がサポートする形で生まれたばかりでありま

すけれども、これをしっかりと推進室を成長させていくことが、何よりもこの地域にとって大切な

ことであるというふうに思っています。 

 何度か繰り返させていただきましたけれども、18歳の崖ということで、この崖は私どもは18に

なった子どもたちが世界に羽ばたいていく、都会を目指していく、それ自身を否定するものではな

く、喜びを持って送り出したいと思いますけれども、帰ってこれる地域であるための準備をこの６

次化産業を通して、また実践型雇用創成事業を通して、実現していくという背水の陣で、この事業

に取り組んでいく必要があるというふうに認識いたしております。必ずやこの事業を成功させて、

この地域の魅力をより高め、より発信し、しっかりとした宣伝の手法を身につけ、多くの皆様方に

来ていただき、帰ってきていただき、移住していただける、そういう地域になる、そういうために

こそ６次化推進室を設置したというふうに認識しておりますので、ご指導、ご協力を賜りますよう

にお願いしまして、答弁にかえさせていただきます。 

○議長（櫻井寿彦君） 横山好範君。 

○３番（横山好範君） 終わります。 

○議長（櫻井寿彦君） 本日の一般質問はここまでとし、通告に基づく残りの一般質問は明日22日

の午前９時から行います。 

 以上で本日の日程はすべて終了しました。 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎散会の宣告 

○議長（櫻井寿彦君） 本日はこれをもって、散会します。 

 ご苦労さまでした。 

（午後 ４時４８分） 
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――――――――――――――――――――――――――――― 

◎開会の宣告 

○議長（櫻井寿彦君） おはようございます。 

 これから本日の会議を開きます。 

（午前 ９時００分） 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎議事日程の報告 

○議長（櫻井寿彦君） 本日の議事日程は、お手元に配付のとおりです。 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第 １ 一般質問 

○議長（櫻井寿彦君） 日程第１、昨日に引き続き、一般質問を行います。順番に発言を許可しま

す。 

 受付番号７ 公共施設等総合管理計画について、受付番号８ 防災について、受付番号９ 憲法

について、受付番号10 人権平和都市宣言について。窪田俊介君。 

 窪田俊介君。 

○１番（窪田俊介君） おはようございます。日本共産党の窪田俊介です。 

 一般質問３日目を迎えましたが、個人的には日程の最初に質問に立つというのは初めてでござい

まして、若干緊張しておりますが、お付き合い願いたいと思います。 

 冒頭に今日取り上げるテーマには、熊本地震に関連して防災についての質問を行います。いまだ

余震が続き、昨日の未明にも被災地には記録的な大雨が降り、自宅敷地内で溺死したり、土砂崩れ

に巻き込まれるなどの被害が出ております。改めて九州熊本地震で亡くなられた方々のご冥福をお

祈りし、被災されたすべての皆様にお見舞いを申し上げます。 

 それでは通告に従い、質問に入ってまいります。 

 最初に、公共施設等総合管理計画についてであります。 

 今、全国でこの総合管理計画づくりが取り組まれています。その目的は簡単にいってしまえば高

度成長期につくった公共施設、いわゆる箱ものや道路等とかのインフラ、これの更新時期がこれか

らピークを迎えようとしている、そういう中でもともと財政的にも課題だらけだったんですが、更

に少子高齢化、人口減少が進んでいる。限られた財源の中で更新問題、この全体像をつかまなくて

はいけないという、そういうわけです。政府のかけ声でこの総合管理計画づくりは進められている

わけです。既に同僚議員の質問で、財政や学校改修のテーマで取り上げられており、重なる部分も

ございますが、私は計画づくりの取り組みに事項を置いて質問をいたします。 

 まず、この総合管理計画の計画づくりのスケジュールはどのようになるのか、お聞きします。 

 ２つ目に、総合管理計画の位置づけについて、ほかの長寿命化計画等との関連はどのようになる

のか、お聞きします。 
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 ３つ目に、住民との共有をどのように図るのか、質問いたします。 

 次に、防災についてです。 

 今なお強い揺れに見舞われ、洪水や土砂災害の危険もある中で、災害対応、避難生活、生活再建

に多くの方が奮闘されている最中に、こうした問いを立てることにためらいはありましたが、最初

に熊本地震の教訓は何かお聞きいたします。私自身、連続して強い揺れがまちを襲う様子に衝撃を

受け、この防災のテーマを質問に取り上げました。最初に、熊本地震の教訓というか、所感といっ

たものを質問させていただきたいと思います。 

 次に、市内の公共施設、住宅の耐震化の現状はどうか、お聞きします。 

 続いて、避難所等の情報や避難方法の住民周知はどのようになっているか、また福祉避難所等の

情報共有はできているか、お聞きします。 

 次に、今回の熊本地震の様子を私自身の身に置きかえたときに、災害が起こったら避難行動やそ

の後の安否確認などの行動は思いつくんですが、その後はどうしたらいいものかとイメージできな

かったという感じがあります。防災訓練では、訓練が終われば自宅に戻って、またもとの生活に戻

ればよいのですが、もちろん災害では自助、共助でまず命を守る行動が重要になります。しかしそ

の後、自宅での生活に戻れないとき、避難所での生活が必要になったときどうしたものかという疑

問がわきました。なかなか防災訓練で炊き出し訓練まではするんですが、避難所運営のような経験

はありません。すべて自己責任になっても困りますし、行政としても手が足りない状況で、そうし

た状況の中では地域で助け合ってほしいと考えるはずです。 

 ４つ目の質問になりますが、発災直後の住民の安全確保に関しての情報共有、それ以外に生活、

なりわいの再建に関する情報共有が必要ではないか。若干もやっとした内容ですが、質問させてい

ただきます。 

 次に参ります。次のテーマは憲法についてです。 

 今日はちょうど参議院選挙の公示日であります。直前の19日夜、つまりこの間の日曜日の夜です

が、インターネットの動画サイトでネット党首討論が行われました。その際、安倍首相は討論の冒

頭で、この選挙においても我々は憲法改正を目指していくことを選挙公約にちゃんと書いていると

強調したそうであります。今度の参議院選挙は、憲法改正問題が争点になっています。それ以前か

らも安倍首相自身が自民党の憲法改正案を国民にお示ししたいとしてきました。しかしその自民党

改正案は九条を全面的に改廃し、国防軍や緊急事態情報を盛り込んでいます。現行憲法の国民主権、

基本的人権の尊重、平和主義とはほど遠い内容となっています。どのようにお考えか、市長にお聞

きします。 

 次のテーマは人権平和都市宣言についてです。 

 市長の所信表明において、人権平和都市宣言に向けた礎を築き上げる行動を進めるとされました。

その考えと行動は何か、市長にお聞きします。 

 以上で最初の一括質問といたします。 
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○議長（櫻井寿彦君） 総務部長。 

○総務部長（掛川卓男君） おはようございます。 

 受付番号７、窪田俊介議員の公共施設等総合管理計画についてのご質問につきまして、市長に代

わりお答えをいたします。 

 公共施設等総合管理計画とは、厳しい財政状況や人口減少等の状況を踏まえ、公共施設等の全体

の状況を把握し、長期的な視点を持って更新、統廃合、長寿命化などを計画的に行うことにより、

財政負担の軽減、平準化や公共施設等の最適な配置を実現することを目的としております。 

 国からの要請を踏まえ、市といたしましても必要性を認識し、現在、平成28年度中の計画の策定

に向け取り組んでいるものでございます。 

 そこで１点目の計画づくりのスケジュールはどのようになるかについてでございますが、今年度

においては現在、ワーキンググループを中心に施設ごとに施設状況調査表、施設カルテの作成に着

手しております。公共施設等の老朽化の現状や利用状況、稼働率、耐震対応を含めた施設等の維持

管理、修繕、更新等に係る中長期的な経費見込みと、その経費への充当可能財源の見込み等を把握

するための作業を行っている段階でございます。 

 現状分析と将来推計ができた時点で、ホームページ及び市報により公表するとともに、無作為抽

出による市民アンケートも実施いたします。また平成29年１月末には、施設類型ごとの維持管理、

更新等に関する基本的な方針及び計画の素案をお示しし、パブリックコメントを実施した上で、３

月末には計画策定及び公表を行う予定でございます。 

 次に、２点目の総合管理計画の位置づけについて、他の長寿命化計画等との関連はどのようにな

るのかのご質問についてですが、公共施設等総合管理計画は地方公共団体がインフラの維持管理、

更新等を着実に推進するために中長期的な取り組みの方向性を明らかにする行動計画であり、その

計画をもとにした施設ごとの長寿命化計画等は個別計画として位置づけられます。よって、本計画

策定に際して個別計画との整合を図ることはもとより、国の各省庁による補助事業等の採択基準に

おいてもそれぞれの計画策定が要件となる方針が示されております。 

 ３点目の住民との共有をどのように図るのかのご質問についてですが、公共施設等総合管理計画

の策定に至る過程では、より多くの皆さんのご意見をお聞きすることを旨として策定を進めたいと

考えております。 

 続きまして、受付番号８ 防災についてのご質問につきまして、市長に代わりお答えをいたしま

す。 

 初めに、１点目の熊本地震の教訓は何かについてですが、最も大きい震度階級の震度７を観測す

る地震が連続して起きたことは、まさに想定を超えた地震であったと感じております。また、車中

泊をするなど、指定避難所以外に自主避難された方々への情報伝達が難しかったことや、罹災証明

の手続きに一部混乱があったことなども教訓として伝えられております。 

 長野県が平成27年３月に公表した第３次長野県地震被害想定調査報告においては、糸魚川－静岡
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構造線断層帯地震が起こった際に、東御市では震度６弱の揺れによる被害を受けるといったことが

最大規模として想定されております。想定を超えた災害も起こり得ることを教訓として、市民の皆

さんに自助、共助を基本とした防災意識のさらなる向上が図れるよう、情報提供、啓発を図ってま

いりたいと考えております。 

 次に、２点目の市内の公共施設、住宅の耐震化の現状についてお答えいたします。まず前段の市

内の公共施設の耐震化の現状についてでございますが、本庁舎や保育園、小学校等を含む主な公共

施設88棟のうち、耐震化が必要な施設は34棟ありますが、16施設は既に耐震補強工事や建替えによ

り対応が完了しております。耐震化が未実施であります体育館１棟と市営住宅17棟についてですが、

そのうち日向が丘団地など15棟は建替えや解体等により対応中でございます。また市営住宅２棟と

北御牧体育館１棟につきましては、今後の施設の利用見込み等について検証中であります。 

 次に、住宅の耐震化の現状ですが、平成27年におきます市内の住宅総数は１万2,270戸でありま

す。このうち新耐震基準で建築された昭和56年以降の住宅と、耐震改修により耐震性を有するもの

などを合わせた住宅数は8,263戸となっておりまして、市内における住宅の耐震化率は現状で67.

3％と推計しております。 

 次に、３点目の避難所等の情報や避難方法の住民周知はどのようになっているかについてですが、

市では地震、洪水、土砂災害の災害種別ごとに指摘基準を満たしている避難場所、避難所について

市内137カ所を指定し、市民カレンダー等で周知を図っているところでございます。 

 風水害等の災害が発生するおそれがある場合は、市から避難準備情報、避難勧告、避難指示等を

状況に応じて発令し、市民等の皆様に避難していただくこととなりますが、災害種別に応じて適切

な避難情報をメール配信＠とうみ、エリアメール、市の防災ラジオ、とうみケーブルテレビ等で発

信をいたします。また避難準備情報では、お近くの安全な避難場所へ自主避難していただき、避難

勧告発令の際はどこの避難所を開設するかなど、早めに情報を発信し、安全な避難誘導を図ってま

いります。 

 また、福祉避難所等の情報共有はできているかのご質問でございますが、福祉避難所につきまし

ては東御市地域防災計画で一般の避難所では生活が困難な障がい者等の要配慮者のため、介護福祉

施設、障がい者支援施設等を指定することになっており、市では市内６法人、１株式会社と災害時

における要援護者の緊急受け入れに関する協定を締結しており、20施設が対象となっております。

災害時には市からの要請により、施設内に福祉避難所を開設し、最大で119名の受け入れが可能と

なっております。 

 なお福祉避難所の開設の情報につきましては、東御市地域防災計画において避難支援者等関係者

となる東御消防署長、市の消防団長、上田警察署長、市の民生委員、市社会福祉協議会長、区長の

皆さんと情報の共有を図るということになっております。 

 続きまして、４点目の発災直後の住民の安全確保に関しての情報共有以外に、生活、なりわいの

再建に関する情報共有が必要ではないかについてでございますが、大規模災害が発生した際は、避
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難生活が長期化することが考えられるため、被災された方々の生活再建に向け、住まいの確保やな

りわいや就労の回復、コミュニティの維持回復、心身のケア等生活全般にわたってきめ細やかな支

援を講じる必要がございます。災害公営住宅の建設による住まいの確保、被災者生活再建支援法の

適用による生活再建の支援、職業紹介等による就労の回復などが考えられますが、相談窓口の設置

等、被災情報を一元管理するほか、市が行う支援対策についての情報をケーブルテレビ、エフエム

とうみをはじめとする報道機関や市の広報等を通じて発信し、被災された方々が速やかに支援を受

けられるように努めてまいります。 

○議長（櫻井寿彦君） 市長。 

○市長（花岡利夫君） おはようございます。窪田俊介議員の受付番号９番、10番のご質問にお答

えします。 

 憲法についての質問につきまして、憲法改正にかかわる認識についてということでございますが、

憲法改正の議論につきましては、社会の変化に応じて改正すべきとの意見や現行の規定を擁護すべ

きとする意見、憲法は変えてもよいが、九条は守るべきというような意見など、様々であります。 

 また、自民党が示している憲法改正素案において、国防軍や緊急事態に対する規定が盛り込まれ

ていることも承知をしているところでございます。素案でありますので、今後どのように自民党内

の議論を経て成案として自民党案が出てくるか、注視してまいりたいと考えております。 

 私自身、昨年６月議会の一般質問で答弁しましたとおり、社会の変化の中で必要な憲法の改正に

ついてはしっかりと議論することが肝要という考えに変わりはありませんが、いずれにいたしまし

ても憲法改正案の発意権を有する国政の場において、議論が尽くされることが必要であると認識い

たしております。 

 続きまして、人権平和都市宣言についてのご質問にお答えいたします。 

 合併以前の東部町でなされた核兵器廃絶と平和を願うまち宣言は、その趣旨を新市において継続

し、必要に応じて新たに宣言していくとの方針で、個別具体的な施策を進めてきております。しか

しながらこの間、世界各地では今なお武力紛争が絶えず、テロの脅威は世界各地に拡散しており、

アジア地域では核兵器開発すらも顕在化している状況にあります。あわせて地球温暖化のさらなる

進展や東日本大震災などの自然災害の脅威も増しております。 

 そうした中、オバマアメリカ大統領の広島訪問は、歴史の転換点となり得る出来事であり、核兵

器廃絶に向けた一筋の光とも感じているところでございます。 

 反戦、反核はもちろん、自然との共生の大切さや安全・安心で暮らしやすい郷土づくりを進める

ことなど、足元の平和を具体的な行動を通して市民の皆様とつくり出していく大切さが高まってい

ると痛感しております。 

 つまり、一人ひとりの人権が尊重され、互いを認め合える社会を築くこと、誰しもがその人とし

て自由に、しかも輝いて社会生活を過ごすことこそが平和の具現化であると考えます。 

 安全・安心・平和とは、核兵器廃絶や戦争のない、自然豊かな郷土愛に支えられた地域社会の確
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立なくしてはありません。しかも経済活動のグローバル化や情報通信機器の急速な発達により、全

世界の人たちとのきずななくしては一地域の平和も成り立ちません。そうした地道な活動を通じて、

新たな東御市人権平和都市宣言につなげてまいりたいと考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 窪田俊介君。 

○１番（窪田俊介君） それでは、ここからは一問一答になりますが、一定程度まとめられるとこ

ろはまとめて質問いたします。 

 最初に、公共施設等総合管理計画について、計画づくりのスケジュールについて質問しまして、

具体的な作業内容と１月末には素案、年度末には完成して発表という答弁でありました。 

 再質問ですが、先に答弁の中に出てきた用語で、「施設類型」というのがありましたが、それは

何か説明をお願いしたいと思います。 

 そして答弁の中では、現状分析と将来推計ができた時点で市民アンケートを実施したいとのこと

でした。まだこれから考えることだとは思いますが、どんな内容でアンケートを行うのか、現在わ

かるところでお聞きしたいと思います。 

○議長（櫻井寿彦君） 総務部長。 

○総務部長（掛川卓男君） 再質問２点いただきましたが、初めに施設類型とは何かという内容で

ございます。施設類型につきましては、公共施設等大まかな目的、種類ごとに大別したものでござ

いまして、例えば庁舎等については行政施設、分館を除く公民館、コミュニティセンターなどにつ

きましては市民文化施設、体育館、温泉等につきましてはスポーツ・レクリエーション施設、保育

園につきましては子育て支援施設、小・中学校などにつきましは学校教育施設などと分類するもの

でございます。 

 次に、アンケートの内容ということでございますが、アンケートについては内容につきましては

現状分析や将来推計を行った結果によって、多少異なる場合もございますけれど、現時点で想定し

ている項目といたしましては、施設類型ごとの利用の有無を含む利用頻度について、また利用する

方の年齢層を確認する項目を設ける予定でございます。そのほかに社会状況の変化や限られた財源

の中で公共施設等の在り方を見直していくことをどのように考えますかといったもの、また長寿命

化や施設の総量縮減への考え方、将来優先的に維持すべきと考えられる施設等について、ご意見を

伺いたいというふうに考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 窪田俊介君。 

○１番（窪田俊介君） アンケートの内容は、施設の維持に関する優先度といったものだというこ

とでした。 

 次に、総合管理計画の位置づけについての再質問をしたいとも思います。最初の答弁では、総合

管理計画の位置づけについて、中長期的な取り組みの方向性を示す行動計画であり、その下に施設

ごとの長寿命化計画が個別計画として位置づけられるということでした。全国でこの計画づくりが

取り組まれていることは先に紹介しましたが、既に総合管理計画や公共施設白書をつくり、具体的
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行動にかかっている自治体もあります。議会でも委員会や会派で先行する自治体に視察研修を行っ

ておるところです。 

 これらの先行している自治体では、総合管理計画に基づいて今後の財政状況等から、公共施設の

床面積の削減などに数値目標を示して、総量規制の方向を打ち出すなどしています。ですが実際に

はこうした数値目標のとおりに施設の再編、統廃合は進んでいないというのが実態のようでありま

す。東御市ではこの点どう考えるのか、また、ほかの自治体での事例があれば紹介をしていただき

たいと思います。 

○議長（櫻井寿彦君） 総務部長。 

○総務部長（掛川卓男君） 再質問にお答えいたします。 

 先進自治体において、公共施設の総量規制計画が困難である事例を踏まえて、こういった規制に

よる施設の統廃合が進んでいないことを東御市としてどう考えるか、また他の自治体の事例を紹介

してほしいというような内容かと思いますが、お答えをいたします。 

 東御市におきましても、今後の財政状況等から公共施設の床面積の総量規制等の数値目標を示す

必要が生じる可能性が考えられます。先進自治体において、施設の総量縮減は計画どおりに進んで

いない例が少なくないとお聞きしております。公共施設マネジメントの先進自治体である、さいた

ま市、秦野市、流山市におきましても、施設の廃止、統廃合、複合化は困難であり、総量縮減はな

かなか進まない状況の中で、トータルコストの縮減という観点は保持しつつ、民間にできることは

民間へ任せる、包括的な施設管理業務委託を行うなどの維持管理経費の縮減や歳入確保に取り組ん

でいると聞いております。できることから着手し、徐々に機能集約や時代のニーズに応じた用途変

更を図っていくことが自治体経営、まちづくりの観点からも有効であると考えております。 

 現時点では明確なことは申し上げられませんが、現状分析、将来推計ができた後は、その状況を

しっかり見極め、先進事例も参考にし、まずは維持管理経費の縮減や長寿命化による財政負担の軽

減、平準化などを検討してまいりたいと考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 窪田俊介君。 

○１番（窪田俊介君） 東御市においてはまだ現状分析に取り組んでいる段階とのことで、計画に

数値目標を示す必要があるかもしれないとの答弁でありました。 

 続いて、住民との共有についての再質問に移ります。公共施設等総合管理計画は、既に答弁の

あったとおり公共施設の老朽化の現状、利用状況、維持管理、更新に係る中長期的な経費の見込み

など、今後の市政に係る重要な基礎情報がまとめられるわけであります。先ほど計画づくりのスケ

ジュールの中で、市民アンケートをする予定も答弁にありましたが、私はこの計画策定後において

もその全体像や各施設で策定する個別計画について、住民との共通認識が必要だと、重要だと考え

ております。 

 公共施設は市民全体の資産であり、どういった公共施設管理をしていくかは住民の理解が必要と

なります。現実には大きな課題となることが先ほどの事例の紹介でも予想されるわけです。先進自
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治体の秦野市では、基本的な考え方を市民に繰り返し示して、長い時間をかけながら取り組んだよ

うであります。この点について、東御市はどのように考えているか、お聞きしたいと思います。 

○議長（櫻井寿彦君） 総務部長。 

○総務部長（掛川卓男君） 公共施設等の総合管理計画の策定後におきましても、個別計画の策定

に際して住民との共通認識と理解が必要ということについてどう考えるかというご質問でございま

すが、議員がおっしゃるとおり市民の皆様との共通認識や理解は重要であると考えております。個

別計画策定の際には、客観的かつ具体的な数値をお示ししながら、施設利用者である市民と行政が

施設に関する情報と問題意識を共有し、課題解決に向けともに取り組んでいきたいと考えておりま

す。 

○議長（櫻井寿彦君） 窪田俊介君。 

○１番（窪田俊介君） 計画策定後も市民と行政が問題意識を共有して、課題解決に向けてともに

取り組んでいきたいという答弁でありました。非常に重要なことだと思います。 

 総合管理計画についての質問は、これで終わりにしますが、随分あっさりとはしていますけれど

も、非常に重要な問題だと私も認識しております。別の視点でこの課題について懸念されることも

あります。今、政府が進めている地方財政制度改革の中には、歳出効率化の項目として、公共施設

に係るものもあり、ともすれば問答無用に公共施設の統廃合を進めるてこになりかねない内容も含

まれています。東御市では、先ほどの答弁のように、住民と行政が問題意識を共有し、課題解決に

ともに取り組む、そのことを強く求めます。それはこの課題、本当に先々の東御市の将来の形、

しっかりした地域づくりのためにも重要なことだと私は考えます。その点を強調して、次のテーマ

に移りたいと思います。 

 続いて防災についての再質問であります。 

 今、気づいたんですけれども、先ほどの公共施設の更新問題と防災は、ある意味関係のあるテー

マだなと思っております。最初の項目では熊本地震の教訓について、震度７を観測する地震が連続

して起きて、想定を超えた地震であったことや車中泊をするなど、指定避難所以外に自主避難され

た方々への情報伝達が難しかったことなどが挙げられました。実際に地震の記録を振り返りますと、

４月14日夜９時台に熊本県熊本地方を震央とする地震が発生し、益城町で震度７を観測しました。

その28時間後の４月16日、夜中の１時台には同じく熊本県熊本地方を震央とする地震が発生し、熊

本県西原村と同じく益城町で震度７を観測しました。後から来た地震の方が95年に発生した兵庫県

南部地震、いわゆる阪神・淡路大震災と同規模の地震だったということであります。今までの経験

だと、14日に発生した地震が本震で、その後に発生するものは余震であり、地震の規模で上回ると

は恐らく誰もが思わなかったと思います。実際にそのことが人的被害、避難も建物ではなく、車の

中に避難する人が増える原因となりました。繰り返す強い揺れに対して建物の耐震の考え方や避難

の在り方も今後、変えなければならないのかなと個人的には感想を持ちました。そう考えると避難

所やその後の行動について、疑問がわいてくるわけです。続いてそうした点について再質問をして



― 183 ― 

まいりたいと思います。 

 ２つ目の耐震化の現状についての再質問から行います。先ほどの答弁では、個別住宅について耐

震化率は推計で67.3％とのことでした。そこで住宅の耐震化の取り組み、今、どのように進めてい

るのか、質問いたします。 

○議長（櫻井寿彦君） 都市整備部長。 

○都市整備部長（寺島 尊君） 窪田議員の住宅の耐震化の取り組みについてのご質問でございま

すけれども、市では平成18年度から木造住宅の耐震診断及び耐震補強工事費に対する補助を行って

おります。耐震につきましては平成56年（後刻、訂正あり）以前に建てられた木造住宅で、耐震診

断については所有者の負担なしで実施しております。診断評価に基づき、耐震補強案を作成し、こ

こで概算工事費についても算出されます。また、この耐震診断に基づき実施される耐震補強工事費

に対して、２分の１限度額60万円でございますけれども、補助をしております。 

 市民の皆さんには、広報で周知するとともに、「木造住宅の耐震診断を無料で実施できます」と

記載したＰＲチラシを固定資産税の納税通知書に同封いたしまして、市民への周知を図って、木造

住宅の耐震化の促進を図っております。 

○議長（櫻井寿彦君） 窪田俊介君。 

○１番（窪田俊介君） 今、答弁で耐震の対象が平成56年、28年先をおっしゃっていたんですが、

昭和56年だと思います。 

 耐震化について、推計で67.3％、この数字がほかと比べて見ていないので、何ともいえないんで

すが、やはり個々の家庭の事情とか、災害に対する意識が全体として薄れてきているのかなと、

やっぱり課題を感じるような数字ではあります。 

 次に進んでしまいますが、今まで取り上げてきたのは主に地震災害のことであります。当然その

ほかの風水害、豪雨災害、雪害なども、この東御市の地域防災計画では対策が立てられています。

同僚議員も昨日詳しく取り上げておりましたが、土砂災害警戒区域も市内にあります。 

 そこで確認しておきたいと思います。福祉避難所について、警戒区域などに立地している施設は

あるのか、お伺いいたします。 

○議長（櫻井寿彦君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（山口正彦君） おはようございます。窪田俊介議員の再質問にお答えいたします。 

 福祉避難所の警戒区域の中に立地している施設はあるのかというご質問でございますが、災害時

に福祉避難所として開設の対象となる20施設のうち、地域防災経過にあります土砂災害のおそれの

ある区域に立地している施設は５施設ございます。 

○議長（櫻井寿彦君） 窪田俊介君。 

○１番（窪田俊介君） 警戒区域などに立地している施設が５施設あるとの答弁でありました。も

ちろん東御市の防災計画では、そうしたことへの対応も組み込まれているんですが、そうなるとや

はり先日堀議員が指摘したとおり、災害時の避難には災害の種類や集落の実態に合った行動がとれ
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るよう、周知や住民同士の取り組みが重要になってくるんではないかと私も考えるものです。 

 余談ではありますけれども、福祉避難所についても今回の熊本地震で課題が浮き彫りになりまし

た。被災した熊本市では、福祉避難所としているスペースは十分あったそうです。ところがマンパ

ワーが足りず、当初まともに機能しない状態になったそうであります。福祉現場の恒常的な人手不

足に加えて、非常時においては更にマンパワーが不足する、それが顕著にあらわれたそうです。こ

うしたことも我々今後頭に入れていく必要があるのかなと考えるものです。 

 次に、生活、なりわいの再建に関する情報共有の点で再質問してまいります。６月７日付の「信

濃毎日新聞」で、県内17市町村が災害時の仮設住宅建設候補地を未決定と報道されておりました。

東御市は候補地が決定されているようではありますが、具体的にどこなのか、お聞きしたいと思い

ます。 

 また、昨今災害廃棄物の仮置き場なども重要視されており、災害廃棄物の仮置き場は既に事前に

候補地があるのかどうかもお聞きしたいと思います。 

○議長（櫻井寿彦君） 都市整備部長。 

○都市整備部長（寺島 尊君） 窪田議員の仮設住宅の候補地ということでございますけれども、

県が平成27年３月に公表いたしました第３次長野県地震被害想定調査報告におきまして、想定被害

の内容に変更が生じておりますので、応急仮設住宅建設候補地につきましても、現在、内容の見直

しを行っているところでございます。 

 候補地といたしましては、市民プール南側にあります東御中央公園第１駐車場、芝生駐車場であ

ります東御市中央公園第３駐車場、八重原の白樺池南にあります稚蚕飼育所跡地を候補地としてお

ります。 

○議長（櫻井寿彦君） 市民生活部長。 

○市民生活部長（土屋一夫君） ご質問にございました災害の廃棄物の仮置き場についてお答えを

申し上げます。 

 国におきましては、平成26年３月に都道府県及び市町村における災害廃棄物処理計画の作成に資

することを目的に、災害廃棄物対策指針が策定され、平成28年３月には県において同指針を踏まえ、

県地域防災計画との整合性を図りながら、災害廃棄物処理計画が作成されたところでございます。 

 市におきましても、国の指針や県の計画を踏まえ、近隣市町村や広域連合と協議、連携を図る中

で、市の災害廃棄物処理計画の作成について検討を行う必要があると考えております。 

 国の指針におきましては、実効性のある処理計画の策定を求めており、その重要な要素の１つと

してお話の仮置き場の候補地の検討が挙げられておりまして、災害廃棄物処理計画の作成の段階で、

他の課題も含め、総合的な見地から検討する中で行う必要があろうというふうに考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 窪田俊介君。 

○１番（窪田俊介君） 仮設住宅、災害廃棄物の仮置き場においても、両方とも見直し中というこ

とでありました。 
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 最初の一括質問でも述べましたが、やはり地域の防災力というか、そうした助け合って難を乗り

切る力の必要性を今回熊本地震を見ていて痛感しております。 

 そこでお聞きしますが、地域の自主防災組織への助成制度が幾つか東御市にもあります。例えば

地域防災組織育成助成事業の活用状況などはどうなのか、お聞きしたいと思います。 

○議長（櫻井寿彦君） 総務部長。 

○総務部長（掛川卓男君） 再質問にお答えいたします。 

 自主防災組織の防災活動に必要な設備の助成につきましては、自治総合センターの事業でありま

す地域防災組織育成助成事業がございます。この事業におきましては、各区等のＡＥＤや無線機、

ヘルメットなどの購入にお使いいただけます。例年ほかの自治会関連の補助金制度と一緒に各区長

さんにご案内をさせていただき、お問い合わせもいただいておりますが、活用は現在のところされ

てはおりません。 

 なお同様の事業といたしまして、社会福祉協議会が実施しております赤い羽根共同募金を活用し

た安心・安全なまちづくり活動支援配分においても、防災物品の整備助成がございまして、例年数

区においてＡＥＤや発電機、テントの購入にご利用いただいておるとお聞きしております。 

○議長（櫻井寿彦君） 窪田俊介君。 

○１番（窪田俊介君） 自主防災組織の活動の補助、結構あるんですが、なかなか当事者というか、

住民自身が課題、これからどうしたらいいんだろうというのが見つけにくいのかなというのも、今

の制度があってもなかなか使われていないのかなと少し考えております。 

 防災に対する質問最後になりますけれども、熊本地震と、この引き続く地震活動を見ますと、長

く強い余震が続き、車中避難をせざるを得ない状況になり、このことは当初は行政の実態把握にも

時間を要してしまいました。これはその後の生活再建に向けた取り組みにも影響したと考えます。

仮設住宅への入居が始まったのは、熊本県の甲佐町で発生から52日だったそうです。これは阪神・

淡路地震での最初の入居が16日後、発災から16日後、東日本大震災の岩手県では29日後だったのに

比べてかなり遅れていることがわかります。 

 懸念されるのは、生活再建への歩みが遅れる、そのことはあり得るんですが、その期間に住民が

この土地で再建することをあきらめてしまわないかということであります。災害に関して、紀伊半

島ですか、2011年の3.11の半年後に豪雨災害が襲いました。あそこは土砂崩れが非常に多く発生し

て、十津川村ですか、十津川町だったか、ちょっと記憶がうろ覚えですけれども、本当にまちじゅ

うが山崩れ、しかも深層崩壊という形ですべて埋まってしまうような大災害になりました。実はあ

の十津川というのは100年前にもそうした災害に遭っていて、そのときには村の再建をあきらめて、

ちょうど明治政府だったんですか、北海道への開拓、移民をしたそうです。新十津川町というのが

今、米どころで有名ですけれども、そこが実は村を捨ててそちらで再建したという、その土地を捨

てるといった歴史もありました。ですが今現在、今回も被災した紀伊半島の十津川、そこはその土

地に残って再建した、皆さんがまちをまた、今回また被災をしたんですけれども、頑張って再建し
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ているということであります。 

 実際にこの東御市で想定されている災害、特に地震災害などではここでもあり得ることだと私は

考えます。東御市の地震被害想定は、主に糸－静構造線断層帯の地震で震度６弱の揺れであります。

ですがこの糸－静構造線断層帯での地震は、歴史的には近いところでは安政東海地震、その約30時

間後に行ったのが安政南海地震であります。連動した発生で、日本、関東一帯に被害をもたらした

歴史があります。安政東海地震のおよそ70年後の関東大震災まで、関東一帯は活発な地震活動を続

けていました。繰り返しの強い揺れというのは実際に歴史的にもあったということです。 

 昭和４年に出版された「長野県震災史」、昨日図書館でちょっと見たんですけれども、関東大震

災では滋野村で１つ、住居ではないけれども建物が壊れたという記録があるぐらいの被害です。実

際に震度６とかそのぐらいだったようですけれども。ですが軽井沢方面に行くほど土蔵が壊れてい

たり、被害が大きくなっていったそうです。つまり東御市が地震災害に遭うときは、周辺地域もか

なりダメージを受け、援助の手も少ないということはあり得るのではないでしょうか。 

 実際、南海トラフ、今、災害対策がとられていますけれども、ここで想定されているのは、実際

に被害状況、東日本大震災のときに助ける側と助けられる側の比率が12対１だったのに対して、南

海トラフでは５対２になると考えられています。また、こうした繰り返し起こる地震、その間に豪

雨災害も緩んだ地盤のもとで起こるとも限らないということが想像できるわけです。もちろん私、

専門家ではないので、あくまでも想像の範囲で、あまり暗い話をするなと言われたんですけれども、

参考している歴史も数百年という地球の歴史上からするとほんのわずかな時間のことです。ただ、

今、私、想像で話はしましたけれども、実際はこの間でき上がった東御市の国土強靱化計画で既に

想定されている内容でもあります。 

 いずれにしても災害に対して、地域の力をつけていくことを怠ってはならないというのが今回の

私が強く思ったことであります。その意味で、災害があってもこの土地で生活を再建し、住み続け

ていけるよう事前に生活再建のロードマップ、住民と共有というか、共有という言い方が正確かど

うかはわからないんですけれども、そうした取り組みが必要ではないかと私は思います。こういっ

た取り組みを検討すべきではないか、改めてお聞きしたいと思います。 

○議長（櫻井寿彦君） 総務部長。 

○総務部長（掛川卓男君） 再質問にお答えをいたします。生活再建のロードマップ、取り組みを

住民と共有しておくといった取り組みを検討すべきではないかというご質問でございます。 

 被災された方々が安心して、東御市で生活再建をしていただくためには、罹災証明の取得から仮

設住宅への入居といった手続きがスムーズに行われることが重要であり、また、そういった生活再

建に必要な情報を速やかにお知らせすることが、避難生活における不安を少しでも和らげるために

必要なことであると考えております。 

 被災された方々が、この土地での生活再建をあきらめてしまわないよう、災害時にはどのような

支援がいつ受けられて、生活再建のめどがいつ立つのかといった情報を適切な時期にきちんと情報
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発信していくほか、きめ細やかな支援が受けられる相談窓口の設置に努めてまいりたいと考えてお

ります。 

○議長（櫻井寿彦君） 窪田俊介君。 

○１番（窪田俊介君） やっぱりいろいろ住民自身が災害についてイメージが持てる、そういった

ことを土台にすれば、やっぱりやるべきことというのも住民同士でも見えてくるのではないかとい

うのが私の考えです。 

 先日、うちの区長さんも９月というか、防災の日に「何か勉強になるようなＤＶＤとかないの」

と言われて、消防署に聞いたりもしました。そうした取り組み一つ一つ、いろいろ知恵を出しなが

らやっていくことが、やっぱり地域の防災力というか、強い地域づくりになっていくのかなという

ことで、この防災の質問を終わりにいたします。 

 次に、憲法についての市長の答弁をいただきました。様々な議論が必要だということでありまし

た。冒頭述べたとおり、私の考えでは安倍首相、自民党の憲法改正案を国民にお示ししたいとして

きました。直前まではアベノミクス選挙だと繰り返し、もちろんアベノミクスの是非は争点の１つ

でありますけれども、そこだけに争点を絞ってはならないという気がしております。2013年の参議

院選挙でも、アベノミクス一本に絞って議席を増やしたんですが、その後やったのは秘密保護法、

集団的自衛権行使容認の閣議決定の強行でした。14年の選挙でも、アベノミクスで戦い、その後

やったのは安保法制の強行でした。そうした事実を見てくると、やはり憲法議論、そもそも今の暴

走する安倍政治、憲法の立憲主義そのものに逆行する、そうした姿勢をやはり問わなければならな

いのではないかと私は思っております。 

 次に、人権平和宣言についてですが、新市において、新しい、合併して合併前のそれぞれの町村

で核兵器廃絶の取り組み、そうしたものが行われてきて、東御市になってもその行動は継承してき

たということでした。その中で、オバマ大統領の広島訪問、そうしたものを見る中で、やはり一人

ひとりの人権が守られて、そして地域社会なくして平和はないという、そうしたことをおっしゃっ

ておりました。私も同感であります。平和への取り組み、非核、核兵器をなくそう、そうしたもの

を北御牧時代、東部町時代、住民の皆さんが力を合わせてあそこの平和の像をつくったり、そうし

た歴史があり、やはりそれを大切にして、人権が守られる平和な世界をつくるために、地域から発

信していくことを私も歓迎しまして、私の質問といたします。 

 以上です。 

○議長（櫻井寿彦君） 受付番号11 小学校改修計画について、受付番号12 小学生の放課後の居

場所について、受付番号13 不登校対策について。山崎康一君。 

 山崎康一君。 

○６番（山崎康一君） 議席番号６番、さわやかな風の会、山崎康一です。今、私が返事をしたと

き、皆笑いましたので、普通に、あまり元気を出しすぎますと、マイクも割れると思いますので、

普通にいけばいいかと思っています。 



― 188 ― 

 通告に従い、質問をします。本日、一般質問最終日、同僚議員と質問が重複する場合もあるかと

思いますが、よろしくお願いいたします。 

 今議員の任期も残すところわずか半年を切りました。４年余りの議員生活の中で私にはたまたま

小中高と子どもがいたこともあり、現場での声も多く、学校教育中心に一般質問をしてきました。

一番下の子も今年から中学生となり、小学校に足を運ぶ機会も減ってしまいましたが、納得するま

で根気強く、今回も小学校を中心に質問をしたいと思います。 

 まずは小学校改修計画についてです。 

 この小学校改修計画については、トイレの改修を中心に２回取り上げさせていただきました。昨

年９月の議会では、田中小のトイレと普通教室の天井の老朽化の質問をし、教室の天井については

教育委員会の方ですぐ調査をし、春休み中に塗装工事に入り、対応をしていただきました。保健室

のシャワー室についても同様です。 

 ４月に小学校に行く機会がありましたので、玄関を入ると保健室の先生が駆け寄ってきて、設置

されたシャワー室を見せていただきました。教室の天井は数人の先生方と一緒に見てきましたが、

先生方は子どもたちの表情がとても明るくなったと喜んでいました。私もきれいになった天井を見

上げると、子どもたちの笑顔が目に浮かんできました。先生方との会話の中で、「あとはトイレだ

ね」と言っていました。 

 今回、４月に市長選挙があり、公約の中にも小学校改修計画がありました。そして市長も３期目

の当選をし、今議会の補正予算書には、市内小学校施設整備計画策定の予算もありました。言葉が

いよいよ文面になり、取り組みがスタートすることになります。 

 そこで２点お聞きします。所信表明の中にある市内５小学校の改修や長寿命化を含めた老朽化対

策とあるが、具体的にどう進めていくのか。 

 ２点目、トイレの改修と具体的に言っているが、別枠で考えていいのか。 

 続きまして、小学校の放課後の居場所についてです。この問題は、年間１回のペースで質問をさ

せていただいています。 

 家には誰もいない、１人で留守番をするのは心細い、また１人で留守番させるのは危険だといっ

た声が多くある中で、私は４年間、議員にさせていただいたときより最重要課題として取り組んで

きました。昨年より児童クラブの高学年の受け入れが可能になり、児童クラブを利用する皆さんの

ニーズにはこたえることができ、一定数の放課後の居場所は確保できました。児童館の方は、ス

ペースの問題もあり、難しいと思いながら取り組んできました。 

 教育委員会とのやりとりの中でも、平行線のまま進んできましたが、昨年第１回定例会の教育次

長の答弁では、和については当時から高学年を受け入れている。北御牧についても全員預かってい

る。田中、滋野、祢津については容量の問題さえ解決できれば、高学年の受け入れもやぶさかでな

い。１年生から６年生が混在すると、指導員の指導力、あるいは人員体制にも問題があるので、そ

ういった問題がクリアできれば受け入れる方向で検討していきたいという前向きな答弁でした。 
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 そこで２点、お聞きします。小学生、児童館、児童クラブの利用状況は。 

 ２点目、高学年の児童クラブの利用が可能になり、ある程度のニーズにこたえることができたと

思うが、今後高学年の放課後の居場所を確保するための取り組みをするのかについて、お聞きしま

す。 

 続いて、不登校対策についてです。 

 私は昨年より田中地区の育成協議会会長という立場で、いじめ・不登校対策委員を務めさせてい

ただいております。今議会の一般質問もそうですが、私は学校教育を中心に、いじめ問題、イン

ターネット問題、部活動、放課後の居場所など、様々な問題に取り組んできました。その中で、今

回初めて不登校対策について質問をしたいと思います。 

 学校に行かなくなる理由については、一般的に勉強についていかれなくなる、友達関係がうまく

いかない、いじめに遭う等が考えられますが、委員会でのやりとりやＰＴＡ役員を通じて聞こえて

くる声は、もっと奥が深く、子どもも一人ひとりの考え方や受けとめ方が違い、簡単に解決できる

問題でないように思います。 

 仮に小学校に通う子どもが学校に行くことができなくなり始め、休む回数も増え、そのまま中学

校に上がったとき、中１ギャップにもなってしまい、不登校になってしまうと思います。中学校で

不登校になってしまうと勉強にも差し支え、高校進学が困難になってしまうと思います。今の学歴

社会の中で、中学を卒業する15歳という年齢は、これから歩む人生を８割を決めてしまうといって

も過言ではないと思います。未来ある子どもたちのために、１人も残さず不登校をなくさなければ

ならないと思います。 

 そこで２点、お聞きします。市内小・中学校の不登校の現状は。 

 ２点目、不登校は何が原因で、それに対してどのような取り組みをしているのか。 

 以上、３項目６点についてお聞きします。 

○議長（櫻井寿彦君） 教育次長。 

○教育次長（清水敏道君） おはようございます。 

 受付番号11、山崎康一議員の小学校改修計画のご質問につきまして、市長、教育長に代わり、お

答えをいたします。 

 市内５つの小学校につきましては、建築後三十数年から40年を経過しておりまして、老朽化して

きているところでございますけれども、各小学校とも構造体の耐震補強工事、また非構造部材の耐

震補強工事を完了していること、また児童・生徒数の動向予測を踏まえまして、昨年11月の総合教

育会議におきまして、中期的には現小・中学校の通学区及び学校配置はおおむね現状どおりとする

ことを前提として、施設の維持及び長寿命化を図ることを決定いたしました。 

 施設の長寿命化を図るために必要な改修工事やリフォームを行いながら、将来における５小学校

の建替えペースを緩やかにして、費用負担の平準化を図ってまいりたいと考えております。 

 長寿命化に当たりましては、よりよい教育環境を確保するため、トイレの改修を最優先と捉え、
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更にはバリアフリー化、給食施設の拡充、学校ＩＣＴ教育環境の整備など、学校施設の機能維持と

今後の機能拡充を考慮して、長期間有効に使用できるよう必要な整備内容を盛り込むこととなりま

す。 

 また、改修にも多額な費用を要することから、その財政準備もしながら、維持管理費やメンテナ

ンスサイクルの見通しを整理して、効率的、効果的な施設改修を行うことで、トータルコストの縮

減にも努めたいと考えております。 

 なお計画の策定に際しては、学校関係者や地域の要望、意見も十分にお聞きをし、整備計画に生

かしてまいりたいと考えております。 

 続きまして、受付番号12 小学生の放課後の居場所のご質問につきまして、教育長に代わり、お

答えをいたします。 

 １点目の小学生の児童館、児童クラブの利用状況でございます。まず児童館でございますが、５

つの児童館の合計で、昨年度の１日当たり平均利用児童数は295人でありました。本年度は４月と

５月の２カ月において、平均321人の児童が利用しており、利用人数が増加しております。 

 次に、児童クラブでございますが、昨年度は４つのクラブ合計で１日当たり平均108人の利用で

ございましたが、本年度は同じく133人の利用となっておりまして、こちらも増加しているところ

でございます。 

 ２点目の高学年の児童クラブの利用が可能になり、ある程度のニーズにこたえることができたと

思うが、今後高学年の放課後の居場所を確保するための取り組みをするのかについてでございます

が、田中と和の児童クラブにつきましては、新たな場所を設けて高学年の受け入れを行っていると

ころでございまして、その他の児童クラブにつきましては教室にスペースの余裕があることから、

低学年と一緒の受け入れとなっております。今年度の高学年児童の利用状況でございますが、１日

平均で申し上げますと、田中10人、滋野４人、祢津６人、和５人と、希望する児童全員の受け入れ

ができている状況でございます。 

 児童館と児童クラブは、放課後の居場所としての中核的施設でございまして、現状では充足して

いると判断はしておりますけれども、今後も希望者の増加が予測されることから、地域での活動の

場づくりといったものも期待をしつつ、対応してまいりたいと考えております。 

 一方で、各小学校施設の長寿命化のための改修を鋭意進めてまいりますので、あわせまして老朽

化が著しい和児童館の建替えにつきましても、具体的に検討する時期になってきていると考えてお

ります。 

○議長（櫻井寿彦君） 教育長。 

○教育長（牛山廣司君） 受付番号13 不登校対策について、お答えします。 

 １点目の市内小・中学校の不登校の現状についてであります。これまでの不登校児童・生徒数の

在籍比率は、中学校では県下ワーストでありました平成22年度の4.97％をピークに、その後は4.0

3％、3.19％、2.07％、平成26年度は2.57％（後刻訂正あり）と減少して、平成25年度以降は長野
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県平均を下回り、平成27年度は２中学校で合計23名、2.62％という状況でありました。 

 小学校におきましては、以前から県平均と同水準で推移しているところであり、平成27年度は５

小学校合計で６人、0.37％でありました。 

 ２点目の不登校の原因と、それに対する取り組みについてお答えいたします。原因としては、

様々な点が考えられるところであります。まず環境要因としては、友達関係をめぐる問題、学業不

振、教師との関係をめぐる問題や家庭環境などであり、また本人自身の要因としては、不安などの

情緒的混乱や無気力、病気などであります。 

 対応についてでありますが、中学校における不登校在籍率の改善については、学校応援団編成に

よる個別対応のほか、心の教室相談員や支援員の配置、臨床心理士を含め、教職員が連携を図り、

またスクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーによる相談活動と、きめ細かな対応をし

てきた結果と考えております。 

 小学校においても、中学校と同様に対応しているところでありまして、今後においても早い段階

でのきめ細かな対応により、不登校児童・生徒が増えないよう留意してまいりたいと考えておりま

す。 

 更に今年度から新たな取り組みとして、心の教室相談員が地区公民館を活用し、学校に行きがた

い児童・生徒のニーズに応じた支援を始めたところであります。 

 また、未然防止が重要であることから、Ｑ－Ｕ調査、学校満足度調査をもとに、よりよい学級運

営に努めるとともに、学級での様々な活動を通して、各自が自己肯定感を高めたり、集団として取

り組むことのすばらしさを実感させながら、個人と集団を結びつけるような働きかけを行っており

ます。 

 今後も早期発見、早期対応により、配慮を要する児童・生徒への個別対応と未然防止に向けた人

間関係力を築く学級集団づくりによって、不登校児童・生徒の対策を進めてまいります。 

○議長（櫻井寿彦君） 山崎康一君。 

○６番（山崎康一君） 再質問をします。ここからは一問一答で質問します。項目ごとまとめてい

きますが、よろしくお願いします。 

 小学校の改修計画についてです。私自身も大規模な改修については、少し反対な面もあります。

中学校がまだまだきれいに保たれていて、保育園は建替えができ、唯一長い年月を子どもたちが過

ごす小学校が古いというのは、本当にかわいそうに思います。しかし市内５つの小学校を大規模に

改修となれば時間も相当かかりますし、財政的にも相当な負担がかかると思います。また、今回の

熊本地震で、大きな被害をテレビ等で見ましたが、特に宇土市役所の上層部がつぶれた映像を見た

とき、東御市の市役所をはじめ学校、体育館と耐震化に対し、より早く取り組み、万が一に備え、

市民の避難できる場所がしっかりとできていることの大切さを改めて思い知ることができました。 

 今、現段階で学校施設は快適さに関しては少し足りないと感じますが、安心さは確保できている

ので、不自由な部分をスピーディに直していくことが一番だと思います。 
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 ここからはトイレの問題に入りますが、このトイレの問題についてはにおいの問題と洋式化の問

題、２点の質問をしてきましたが、においの問題に関しては、十分理解をしていただいていると思

いますので、洋式化の面で少しお話をさせていただきたいと思います。 

 ここにいる皆さんの自宅に置きかえて考えてみてください。洋式でないお宅はどのくらいありま

すでしょうか。今や和式のトイレというお宅はほとんどないと思います。築年数がたっている家で

も、トイレだけは洋式にかえるというお宅も多いように思います。それどころか、ウォシュレット

というのも当たり前になっており、外に出かけたときでさえ、ウォシュレットのついたトイレを探

すのが現状です。市役所も中央公民館も快適になりましたし、大人だけ使い心地のいい場所に入れ

て、生まれたときから洋式で育った子どもたちが、使ったことのない和式トイレを使うというのは、

ちょっと不憫に思います。においの問題とは別に、洋式化には当然すべきだと思います。 

 それから１つつけ加えさせていただきますが、このことはもちろん教育委員会も把握されている

と思いますが、田中小学校のトイレは男女の入り口が一緒で、先生方もそのことに関して、とても

懸念されていました。今の時代ですから、いろんな面で子どもたちの成長も早いですし、高学年と

もなれば男女が同じトイレに入るというのは本当に苦痛だと思います。トイレのことは別枠で何と

か早急に対応していただきたいと思います。今の答弁で、トイレは最優先事項とのことでしたが、

具体的にいつごろからできるのか、はっきりとした時期を教えていただきたいと思いますが、どう

でしょうか。 

○議長（櫻井寿彦君） 教育次長。 

○教育次長（清水敏道君） トイレの改修時期を明示せよとの質問でございますけれども、その前

に議員の方で大規模改修反対というような発言がございましたけれども、私どもは長寿命化で考え

ておりますのは、全面改築については先送りをすると、そのための長寿命化計画を立てるわけでご

ざいまして、長寿命化をするためには大規模改修が必要である、その第１弾としてトイレの改修を

予定しているという位置づけでございます。 

 とりわけ田中小学校、滋野小学校につきましては、２、３年前から申し上げておりますように、

まずすべき改修、大規模改修工事であると認識をしておりまして、ただ、それぞれ今の概算で１億

円近くはかかるであろうということでございまして、工法につきましては自来、実は別棟で建てな

ければ現状の改良はできないという認識でおりましたが、今年になりまして建築専門家に現地を見

ていただきましたところ、現在のトイレ施設の位置で改修ができそうだという見込みが立ちました

ので、その旨で設計の準備をしているところでございます。 

 改修の時期につきましては、予算配分ですとか、あるいは国の補助の採択という壁がありますの

で、確実にとは申せませんけれども、平成29年度、田中小学校、滋野小学校とも改修する予定で今、

準備を進めているところでございます。 

○議長（櫻井寿彦君） 山崎康一君。 

○６番（山崎康一君） 理解しました。 
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 私はこの４年間の中で、小学校のトイレ問題、次に触れる児童館の問題は最重要課題として任期

中に解決できるように取り組んできました。４月に市長選挙があり、そのときには子どもたちに係

る問題としては、市民プールの話もありました。市民プールは流水プールを直し、スライダーはや

める方向との話があります。スライダーを直してほしいとの意見もありますが、私個人的にはプー

ルに来る子どもたち全員が使う流水プールは直していただけるので、スライダーを直す費用がある

なら、小学校のトイレに回していただきたいと思います。 

 東御市民のほとんどの大人がいる家でも、外出先でも、洋式トイレに入ります。小学校は古くて、

くさいトイレを使っているという現状を私たちは理不尽に思います。何とか最低限トイレだけは早

急にきれいにしていただきたいと思います。 

 最後に、市長にトイレを含めた小学校改修計画の考えをお聞かせいただければと思います。 

○議長（櫻井寿彦君） 市長。 

○市長（花岡利夫君） 山崎議員のご質問にお答えします。 

 スライダーを改修するのに約8,000万円ぐらいかかるというふうに言われています。補助事業が

入ってくるかどうかわからないという状態の中で、確かに小学校のトイレの方が優先順位が高いと

いうふうに市でも認識いたしておるところでありますけれども、やはり長寿命化という考え方の中

で、国の理解を得たり、それから複合化という考え方の中で、どこまで市民のご理解を得ながら、

規模縮小、もしくは共用という説明をしきって、国の協力が得られるかということがプールの課題

になっているということでありますので、まず利用者が減っている現状に鑑みて、市がそのための

努力をし、市民がそれを各論まで納得していただけることが、国の支援を得ていく重要な要素かな

というふうに思っています。 

 いろんな議論がトイレに関してもありました。議員のおっしゃることは私もそのとおりであると

いうふうに思っています。ただ、災害時に水洗トイレが使えない状態の中で、子どもたちがサバイ

バルという形の中で、野山で穴を掘って、用を足せる能力を身につけていくというようなことも、

また公衆便所がすべて洋式にかわっていない現状の中で、そういう習慣を身につけさせる必要もあ

るという議論もかつてはあったわけでありますけれども、それも今となっては時代の流れの中で洋

式化という形を歩んでいくという形になってきているというふうに考えております。 

 いずれにいたしましても財政的に厳しい状況の中で、今、５つの小学校を大規模改修でしのいで、

更にその先の人口減少が落ちつく時代を見越した計画的な建替えをも眺望しつつ、それまでのつな

ぎをしっかりとやっていくということが優先課題としてあるというふうに考えております。 

 財政的措置もコンセンサスを得ながら、基金に関して、そのための基金造成等も考えながら、総

論賛成各論反対にならないように、しっかりと説明責任を果たしてご理解をいただくと。それから

教育機関としてだけでなくて、地域にとって小学校というのはふるさとの中心的施設であるという

ふうに認識いたしておりますので、地域の皆様方と小学校のありようを考えていくということも、

地域づくりにつながる重要な要素であるというふうに思っておりますので、一日も早くということ



― 194 ― 

と同時に、より多くの地域住民の皆様方が小学校のことをおもんぱかっていただける、そういう体

制づくりをつくりたいというふうに考えておりますので、よろしくご理解、ご協力をお願いいたし

ます。 

○議長（櫻井寿彦君） ここで15分間休憩します。 

休憩 午前１０時２３分 

――――――――――――――――――――――――――――― 

再開 午前１０時４３分 

○議長（櫻井寿彦君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。一般質問を続けます。 

 山崎康一君。 

○６番（山崎康一君） 小学校の居場所についての再質問をします。 

 足りているというとの答弁でしたが、また最初の質問の繰り返しになる部分もありますが、当然

児童クラブは法改正により６年生まで受け入れることが可能になったため、ニーズにこたえられる

ようになったのはわかります。ただ、児童クラブ100人に対して、児童館は300人以上の利用があり

ます。３倍ものニーズがあるということです。放課後の居場所をまだ相当必要としている高学年の

子どもがいると思います。 

 東御市児童館運営委員会の資料の中には、児童館と児童クラブの違いが記されています。児童館

は児童に健全な遊びを与えて、健康の増進や情操を豊かにすることを目的とする児童厚生施設、児

童クラブは児童の健全育成を図る事業です。内容は保護者が労働等により家にいないとき、放課後、

または学校の休日に生活の場を与える、いわゆる学童保育をすることです。 

 私なりに解釈すると、児童館は親が迎えにくるのを待っている場所、児童クラブは親が迎えにく

るまで預かってもらう場所のように感じます。児童館と児童クラブでは、全く別物だと思います。 

 昨年の次長の答弁も前向きだったと思いますが、また２年前の答弁でも全小学校の児童を対象に

する方針となったこととも重なり、放課後児童の在り方、居場所については検討しなければならな

いと言っています。児童館運営委員会の資料に目を通した限り、高学年の受け入れを検討したこと

は載っていませんでしたし、児童館運営委員会の会議でも、そういった話は全くありませんでした。

どこかで検討されましたか。また、本当に高学年の受け入れが無理なようなら、ほかの措置を示す

必要があるかと思いますが、どうでしょうか。 

○議長（櫻井寿彦君） 教育次長。 

○教育次長（清水敏道君） 小学校高学年の居場所につきましては、ここ２、３年特に何人かの議

員がご質問いただいているところでございまして、教育委員会といたしますと本来的には、子ども

たちは学び、育つものでございますので、どこかで預かるということが一番いいことだという認識

はしておりません。特に小学校高学年になりますと、１人では過ごせない、家に帰れない、家庭は

もちろんあろうかと思いますけれども、すべての児童を家庭とは別の場所で預かることが最善の策

だというふうには考えておりません。それぞれ子どもが自立していくための過程でございまして、
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早く育つ子もいれば、育ちが遅い子もいます。それぞれ大人に向かって自立するための経過期間と

いう認識でおりまして、そのような中で、市とすれば児童館、児童クラブという２つの施設を用意

しております。それぞれ違いにつきましては、議員今、ご説明のとおりでございます。更には地域

で運営する放課後子供教室、更には既にそれぞれご努力をいただいております地域の育成会、公民

館、スポーツサークル、クラブ、あるいは塾といった放課後の過ごし方はそれぞれの家庭によって

様々であります。それをもちろん否定するわけではなくて、様々な過ごし方の中の場所として児童

館、クラブは位置づけられるのであろうかなと。検討は十分いたしております、これからも必要で

あろうと思います。時たま児童館運営委員をお務めいただいて、その中で説明がなかったというこ

とでございますけれども、教育委員会とすれば常に放課後の居場所、その在り方、施設の今後につ

きましては、議論を常にしているところでございます。 

○議長（櫻井寿彦君） 山崎康一君。 

○６番（山崎康一君） 私はこの４年間、児童館、放課後の居場所について取り組んできましたが、

そろそろ自分の中でも結論というか、そういう考え方をあれしなければいけないなとは思っていま

す。 

 私は、この４年間、児童館を利用したい保護者の意見を聞き、質問をしてきました。今回、児童

館運営委員会の委員になり、児童館側の取り組みや先生方の思いなども少しだけ勉強することがで

きました。あの狭い施設の中で、大人数の子どもたちの面倒を見て、なおかつ１人に目を配り、い

ろいろな行事も企画されています。もしあの場所に高学年の児童を受け入れてしまえば、今以上に

大変で、何より安全面の不安が大きくなると思います。そういったことを考えると、今の現状では、

高学年の受け入れというのは不可能な気もします。 

 だからといって、地域と協力してということも不可能に近いと思います。しかし依然放課後の居

場所を必要としている子どもたちは多くいます。このことについては、これ以上は無理なんだと説

明することも行政の役割だと思います。私個人的には、小学校のＰＴＡ総会等で、児童館の取り組

みや現状等を児童館の先生から、保護者の皆さんに伝えてもらうことができたら、少しでも理解し

てもらえるのではないかと思います。 

 その上で、以前教育次長がおっしゃった１人で家に帰り、留守番をしながら勉強する子どもたち

を育てていくことが、教育委員会の役割ではないかと思いますが、どうでしょうか。 

○議長（櫻井寿彦君） 教育次長。 

○教育次長（清水敏道君） 特に児童館につきましては、場所、スペース、あるいは指導員の制約

があるということがございまして、なかなか子どもの人数が多かったり、あるいは高学年混在の場

合に、実は事故等も相当ございますので、理想的な環境ではなくなりつつあるということも現状認

識しておりまして、先ほど申し上げました和児童館の移設、改築に当たりましては、そのようなこ

とも考えながら、これからの在り方の第一歩にしてまいりたいというふうに考えております。 

 それから繰り返しになりますけれども、子どもたちはあくまでも家庭を基本に育つもの、また、
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学び、あるいは社会性は学校において学ぶもの、そして子どもたちが自由に遊び、また学びながら

自主的に自立して育つということも大変重要なことでございまして、私どもとすれば小学校低学年、

高学年、中学、そうして高校へと、それぞれの過程において子どもたちの過ごし方というものを時

代の移ろいもございますけれども、しっかりと把握をしながら対応してまいりたいと考えておりま

す。 

○議長（櫻井寿彦君） 山崎康一君。 

○６番（山崎康一君） 続いて、不登校についての再質問をします。 

 私も昨年より、いじめ、不登校対策委員をしていますので、いじめ、不登校の原因、対策等も少

しは理解しています。 

 昨年第３回いじめ・不登校対策委員会の資料の中に、「長野県県民新聞」の記事が載っていまし

た。少し紹介させていただきますが、「平成22年度本県中学校の不登校比率は2.8％、長欠者比率

は4.0％、不登校比率は前年に比べ減少したが、長欠者比率は増加、全国８位の高さにあった。全

国的に危機感がつのる中、東中の不登校率は５％、長欠者は6.2％と危機的状況にあった全県平均1.

5倍以上の高い比率であった。このような状況を受け、東部中は地域の応援を得ながら、不登校対

策に取り組み、結果、26年度の不登校率は2.8％、長欠者は3.6％と26年度全県平均の不登校率2.

6％、長欠者比率4.2％を大きく下回る現状にまで減少した」と書いてありました。その取り組みの

内容も細かく記事になっていました。 

 数字にもあらわれ、取り組みがうまくいっていることがわかります。また、第１回不登校委員会

の中で、東部中学校の教頭先生だったと思いますが、本年度も長欠者を中心に、力を入れてやって

いきたいとの話もありました。 

 そこで１つお聞きします。保健室登校、また保健室の役割について、教育委員会の考え方をお聞

きします。 

○議長（櫻井寿彦君） 教育長。 

○教育長（牛山廣司君） 再質問にお答えする前に、先の私の答弁で、平成26年度の中学校の在籍

比率2.57％と申し上げましたけれども、正しくは2.52％で、平成26年度は2.52％、訂正して申し上

げます。 

 保健室の役割についてお答えします。保健室は、学校保健安全法に基づいて運営、経営されるも

のというふうに認識しておりますけれども、児童・生徒の心身の健康保持・増進、安全の確保、こ

れが大きな業務というふうになります。 

 学校の中では、更にそれに基づいて細かく保健室の業務の内容、あるいは実施することを決めだ

しております。大事なことは、日々の健康観察であり、その状態を心、体の状態を把握するという

業務であります。 

 そういう中で、健康と疾病等含めまして、心の状況についても把握するのは相談に乗っていく等、

大事な役目というふうに考えています。 
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 保健室登校につきましては、児童・生徒を見ますと多様な問題や課題を抱えてくるわけでありま

すので、そのことを否定することは全くいたしません。保健室を選んで相談にくるわけであります

ので、養護教諭中心に相談に乗って、先に申し上げた心の問題を把握し、自ら解決できれば一番い

いわけですけれども、そういう方向に導くこととしております。保健室登校についても、これは登

校扱いということは考えているところであります。 

○議長（櫻井寿彦君） 山崎康一君。 

○６番（山崎康一君） 今、保健室登校に関しての教育長のお考えをお聞きしました。 

 私は第１回のいじめ・不登校対策委員会のときに、保健室登校については、どうお考えですかと

教頭先生にお聞きしたところ、保健室は１時間しかいられないようになっているとのお答えでした。

新聞記事に、保健室の先生は生徒にとって何の利害もなく、何でもできる、相談できる存在と書い

てありましたが、いい意味では子どもの支えになっていると思います。保健室に集まる子どもは、

不登校に当てはまらないということだと思いますが、私からすると不登校のように思えるんですね。

保健室を見ると毎日生徒がたくさんいることが異様に思います。 

 また、私は子どもたちのつながりも多く、ＬＩＮＥでやりとりする子どもも何人かいますが、毎

日のように頭が痛いと言って、早退する子もいます。そういった子どもは教室から保健室に行き、

帰る、また、この学校側も不登校にさせないため、１時間でもいいから学校に来るように促す、そ

ういったことは数字に出てきませんが、不登校と私は同じだと思うんですけれども、これに対して

はどう思いますか、お答えください。 

○議長（櫻井寿彦君） 教育長。 

○教育長（牛山廣司君） 保健室登校は不登校かどうかということでありますけれども、結論的に

は学校に来ているわけですので、そういう考え方は持たないということであります。よく学校に来

たねという中で、その悩んでいる様相を十分指導する者、養護教諭、あるいは学級担任にそのこと

を伝えて、連携をとっていくわけでありますけれども、心を読み解いて、やはり自分の今の力で解

決し、自分の学校における在り方につなげていければいいかなというふうに思っております。 

 多様な課題を持ってくる生徒であります。抱えている生徒でありますので、じっくり時間をとっ

て、やはり心を読み取っていく必要があるかなと、重ねるようでありますけれども、そこが大事な

ところと思います。 

 その上で、不登校というふうに保健室に来る生徒を見ていくのは、やはり様々な理由があるので、

必ずしも不登校に移行するとは限らないわけでありまして、その理由を読み解いて、やはり本当に

健康上の問題であれば、医師、医療へとつなげてまいりますし、心の問題であれば、心の教室相談

員につなげていく、あるいは学級内の問題で、少し悩んでいるということになりますれば、きちっ

と担任を踏まえて、それはケース会議なり支援会議といいますけれども、そういうところで共通理

解をして、対応していくということになるかなと思います。そんな対応の仕方が大事であって、一

概に不登校に移行する等という考えは持たないことが肝要かなということを思っております。 
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○議長（櫻井寿彦君） 山崎康一君。 

○６番（山崎康一君） わかりました。保健室に行き始めたころから、何らかの対策をとっていた

だければと思います。ゆっくりと、時間をかけてとありましたけれども、３年てものすごく短いん

ですね、やっぱり。 

 最後に、我が家の体験を少しだけお話をさせていただきます。私には今年中学校を卒業した娘が

います。私の娘は高校受験はしませんでした。通信学校に通いながらバイトをしています。娘は明

るい性格で、少し正義感の強い、どこにでもいるような普通の女の子です。 

 ３年前に中学校に入ると、運動部に所属し、しばらくは普通に中学校生活を送っていました。し

かし夏ごろ、友達との折り合いが悪くなり、部活動を休みがちになりました。２年生でクラスがえ

があり、学校も休みがちになりましたので、私は何とか学校に行かせようと厳しく言い聞かせ、学

校に行かせていました。 

 ２年生のころは、担任の先生も娘が学校を休むと家に足を運んでくれ、それにこたえる意味でも

親としては最大限の努力をしましたが、学校に無理やり行かせるとその日の夜、娘は自分を傷つけ

る。親として学校に行かせる手段はなくなってしまいました。 

 ３年生になり、進路を決める時期になり、私は高校には何とか行ってくれるだろうとかすかな望

みを持っていましたが、そのときは全く学校に行かなくなり、結果、高校受験をすることはありま

せんでした。また、担任の先生も一度も足を運ぶことはありませんでした。 

 中学校で不登校になってしまったら、社会に出たとき引きこもりになってしまう可能性も相当な

確率であると思います。また、社会からも見放されてしまうような気がします。 

 不登校対策は、数字をゼロにすることではなく、取りこぼしをせず、子どもたち一人ひとりに

合ったやり方で不登校をなくしていただきたいと思います。 

 私は学校が好きでしたので、娘がなぜ学校を嫌がったのか、正直今も理解できません。親として

本当に情けなく感じます。しかし時代の変化とともに、子どもたちの環境も変わり、子どもたちの

性質も変わりました。不登校という問題は、本当に難しいと思います。よりよい取り組みができる

ことを願い、私の質問を終わりにします。 

○議長（櫻井寿彦君） 受付番号14 東御市におけるＷｉ－Ｆｉの整備状況について、受付番号15

 東御市への視察の受け入れ状況について。蓮見喜昭君。 

 蓮見喜昭君。 

○５番（蓮見喜昭君） 議席番号５番、太陽と風の会、蓮見喜昭です。本日も元気に一般質問を

行ってまいります。 

 今回は２つの項目について質問いたします。１つ目が市内におけるＷｉ－Ｆｉの整備状況につい

て、そしてもう一つが東御市の視察の受け入れ状況についての２点です。 

 まず最初に、Ｗｉ－Ｆｉの整備状況についてですが、インターネットを使うのが当たり前の普通

の時代になってきて、Ｗｉ－Ｆｉというものもネットを使う方にとっては必要不可欠になってきた
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と思います。 

 Ｗｉ－Ｆｉとは改めて何かと申し上げますと、簡単に説明しますとパソコンですとか、スマート

フォンなどのネットワークの接続に対応した機材を無線、いわゆるワイヤレスでＬＡＮシステムに

接続する技術のことであります。ですのでいわゆる無線ＬＡＮとＷｉ－Ｆｉとは同じものと考えて

よろしいかと思います。 

 諸外国と比較して、我が国はＷｉ－Ｆｉの整備というものが大変遅れているようでして、日本に

いると実感がないといいますか、これが当たり前だと感じるわけでありますけれども、海外に行く

と至るところで誰でも使える無料のＷｉ－Ｆｉがありまして、海外から来た訪問客にとっては非常

に便利なわけであります。 

 私も海外に行ったときに、まず現地に到着して、飛行機をおりて一番最初にやることが、パス

ポートを出すとか、入国審査とかをする前に、まず飛行機をおりてスマートフォンを出して、Ｗｉ

－Ｆｉを探すということをやります。現在はほとんどの空港では公共のＷｉ－Ｆｉがありますので、

それを利用させていただいて、メールチェックをしたりですとか、人と連絡をとったりするわけで

す。 

 最近では飛行機に搭乗上にも使えるＷｉ－Ｆｉというものも出てきまして、飛行機に乗りながら

インターネットをやって、外部の方と連絡をとったりする、そういったことが可能な時代になりま

て、日々の技術の進歩というものに目を見張ったりするわけであります。 

 今の時代はスマートフォン１台だけでキャッシュとか、現金を持たずに電車に乗ったりですとか、

飛行機に乗ったりですとか、支払いを済ませたりということもできてしまいます。 

 やはり海外からの日本への訪問客にとっては、行き先を探したりですとか、観光地の情報を集め

たりですとか、あと電車の乗り方を調べたりとか、そういった訪問に関連する小さなこともスマー

トフォンで調べることが多いものですから、Ｗｉ－Ｆｉにアクセスできるとできないということは、

すごく大きな違いになるわけです。 

 昨日の同僚議員の一般質問の中でもありましたけれども、海外から日本を訪問される方々が、日

本に来たときに困ったことのベストスリーというのが、１つがクレジットカードが使える場所が少

ない、もしくは両替ができないといった支払いやお金に関すること、そしてもう一つが言葉が通じ

ないというか、コミュニケーションに関すること、そしてもう一つが昨日の一般質問でもありまし

たが、我が国のこのＷｉ－Ｆｉの整備が不十分なものですから、なかなかインターネットにアクセ

スできる環境が少ないといったことだそうです。 

 確かに日本国内における公共Ｗｉ－Ｆｉというものが少ないということは、海外に実際に行って

比べてみれば確かにそのとおりだなというふうに思うんですが、そして仮にあっても、アクセスが

あったとしてもログインの手続きが難しかったりですとか、快適な公共無線ＬＡＮへのアクセスが

ないということが切実な問題ともいえる感じでして、海外からの訪問客が増加する中で、やっぱり

国内のスムーズにインターネットにつなげることができるといった環境整備は大きな課題になって
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きているというふうに感じます。 

 地域で誰でもアクセスできる公共Ｗｉ－Ｆｉというものを整備することによって、地域の交流人

口を増やし、いわゆるインバウンドと言われている訪日外国人や観光客を呼び込んで、地域全体の

活性化に結びつけることができるというメリットもありますし、更には観光振興といった面だけで

はなくて、Ｗｉ－Ｆｉは災害に強いというメリットもありますので、実際に地域で災害が発生した

ときに、避難場所等に整備することで、その後の活動をよりスムーズにできるという点も考慮すべ

きだと思います。 

 更には今後の展開として、近い将来に市庁舎内で無線ＬＡＮを飛ばしたりとか、あと日々の業務

も市役所内の業務もＷｉ－Ｆｉを活用したりすることもできるのではないかというふうに思ってお

ります。そういったことで今までとは全く違う、新しいまちづくりというものができるのではない

かというふうに考えております。 

 そこで東御市の現在の状況をお聞きします。現在の東御市におけるＷｉ－Ｆｉの整備状況はどの

ようになっていますか。そして東御市内にＷｉ－Ｆｉを整備するに当たっての課題、問題等は何が

あるんでしょうか。 

 続きまして、東御市への視察受け入れに関しての質問です。 

 この視察受け入れということに関して、以前にもこの一般質問で数年前に私は質問をしたことが

あります。その当時もそれなりに東御市への視察はあったと思いますが、それから数年たって、現

在の状況を改めて質問したいと思います。 

 全国的に行政、そして民間を問わず、多くの視察が行われていると思います。そして多くの方々

もこの長野県に視察にいらっしゃるわけです。我が東御市も年間を通じてたくさんの視察研修を受

け入れていると思います。 

 そこで現在の市における視察受け入れの状況についてお聞きをします。東御市には毎年どのくら

いの方々が行政視察にいらっしゃっているのでしょうか。 

 そして東御市では、どのような事業に対しての視察希望が多いのでしょうか。 

 更には市が把握している中で、市内の民間関係の視察状況はどのようになっているでしょうか。 

 以上が私の最初の質問です。 

○議長（櫻井寿彦君） 総務部長。 

○総務部長（掛川卓男君） 受付番号14、蓮見喜昭議員の東御市におけるＷｉ－Ｆｉの整備状況に

ついてのご質問につきまして、市長に代わりお答えをいたします。 

 まずＷｉ－Ｆｉとは無線ＬＡＮを利用したインターネットへの接続を無料で提供するサービスで

あるという定義で答弁をいたしますので、よろしくお願いいたします。 

 １点目のご質問の現在の東御市内におけるＷｉ－Ｆｉの整備状況はどうなっているかであります

が、現在、市の公共施設においてＷｉ－Ｆｉの環境は海野宿にございます「うんのわ」と、湯の丸

自然学習センターに整備されております。また民間事業者においては、コンビニエンスストアなど
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のサービス業の店舗等において、アクセスできるポイントがあることを認識しております。 

 Ｗｉ－Ｆｉの活用は、観光面での活用のほか、災害時の通信手段として有効であると考えており、

公共施設、観光施設等への整備を進めるため、今議会でＷｉ－Ｆｉネットワーク整備事業として補

正予算を上程しているところでございます。 

 設置場所につきましては、指定緊急避難場所である市役所の南側駐車場に、観光・防災Ｗｉ－Ｆ

ｉステーションを整備するほか、湯の丸高原、海野宿、田中駅、道の駅雷電くるみの里、芸術むら

公園内などの市内の主要観光地及び観光案内所等にアクセスポイントを整備することといたしまし

て、市内11カ所への整備を予定しております。 

 ２点目のＷｉ－Ｆｉを整備するに当たっての課題、問題点等は何があるかについてでございます

が、２つあると考えております。１つは整備費及び維持管理費に多額の費用を要することでござい

ます。今回、補正で提案いたします整備費用は約3,400万円でございます。これについては国の補

助金によりまして、整備計画を立てることができました。しかしながら維持管理費については、補

助制度がないため、今後の費用への対応が課題となります。 

 ２つ目は、利用者の安全確保が課題であると考えます。Ｗｉ－Ｆｉは利便性が高い一方で、セ

キュリティの強度が低いと、通信内容が盗み取られたり、盗み見られたり、なりすまし被害に遭う

危険性が懸念されます。そのため市は設置者として犯罪利用を抑止しながらも、利便性が高められ

るよう設備の運用に配慮をする必要があると考えております。 

 続きまして、受付番号15 東御市への視察の受け入れ状況についてのご質問につきまして、市長

に代わりお答えをいたします。 

 １点目の東御市には毎年どのくらいの方々が行政視察に来るのかについてですが、平成27年度東

御市に視察に訪れた方は、自治体関係者、議会議員、住民団体など、県外から28団体280人、県内

では18団体から168人、延べでは46団体448人となっております。内訳は行政関係で21団体172人、

議会関係18団体203人、教育機関で３団体21人、それら以外の民間団体等の皆さんは４団体52人と

なっております。 

 次に２点目のどのような事業に対して視察希望が多いのかについてですが、保育園の現地視察、

ワイン、クルミ振興事業、上下水道事業における業務委託内容に関するものなどが視察希望の多

かった主な事業となっております。 

 ３点目の民間への視察状況はどうかについてでございますが、平成27年度の実績を聞き取りによ

り調査ができた範囲ではございますが、視察に訪れた団体数と人数は、身体教育医学研究所におい

て５団体76人、みまき福祉会において10団体150人、道の駅雷電くるみの里が６団体160人とお聞き

しているところでございます。 

○議長（櫻井寿彦君） 蓮見喜昭君。 

○５番（蓮見喜昭君） 時計が動いていない。 

 それでは再質問させていただきます。まず東御市におけるＷｉ－Ｆｉの整備状況についてですが、
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本議会でも補正予算が3,400万円ですか、上がっておりまして、国からの補助金を使ってというお

話なものですから、東御市内に11カ所ですか、整備するというのは本当に大きな前進だというふう

に思います。 

 同じように、東御市に限らず、ここ数年全国の自治体のＷｉ－Ｆｉの整備状況というものが少し

ずつ進んでいるようでして、総務省の資料もいろいろ調べてみたんですけれども、大きく分けて設

置の仕方というのが３つあるようでして、１つ目が自治体独自整備方式、自治体が独自でやる方法

ですね。例えば青森県の弘前市なんかは、公園ですとか、観光施設に23カ所ほどの無線ＬＡＮのス

テーションをつくって、観光客が終日無料で使うことができるといった方法です。 

 ２つ目が、官民連携方式というのがありまして、これは自治体と商工会議所ですとか、あとは地

元の公社ですとか、ＮＰＯ法人等が協議会をつくって、無線ＬＡＮを設置する方法。 

 そして３つ目が、民間のサービスを利用する方式というのがありまして、これは栃木県の日光市

なんかが使っているそうなんですけれども、民間のサービスをそのまま活用して、期間限定で無料

で使えるようにするといった、そういった３つの方法があるそうです。 

 というわけで全国のＷｉ－Ｆｉにアクセスができるステーションというものが増えてきているよ

うですけれども、それと同時にスマートフォン等からＷｉ－Ｆｉにログインする手続きの簡素化と

いうものも要求されてくると思うんですね。つまりせっかく公共Ｗｉ－Ｆｉにアクセスできる環境

があっても、ログインするのが難しい、または時間がかかってしまう等で、せっかくの機会を逃し

てしまったら、まさにもったいないなというふうに思うわけです。 

 私も海外とかで経験したことがあるんですけれども、ログインするのに名前ですとかメールアド

レス、そういった個人情報をいろいろ打ち込んだりして、数分かかってやっとログインできる、そ

ういったものも多いんですね。なりすましですとか、そういった不正防止、そして運営されている

方もどういった方々が利用しているのかという、そういったマーケティングの側面、いろいろログ

インに時間がかかる理由はあるとは思うんですが、それはそれで対策をしていただいて、ネットの

セキュリティというものと、利便性というものが同時に追求できないかなというふうに思うわけで

す。 

 というわけで、Ｗｉ－Ｆｉを設置、Ｗｉ－Ｆｉのステーションを設置するときに、アクセスする

ときの簡素化、つまりセキュリティに支障のない範囲で、できる限り簡単にアクセスできるように

しないと、せっかくの意味をなさない部分もあるかもしれないものですから、そのことについてど

のようにお考えか、お聞きします。 

○議長（櫻井寿彦君） 総務部長。 

○総務部長（掛川卓男君） Ｗｉ－Ｆｉの整備をする際に簡便性といいますか、利用手続きの利便

性をどのように考えるかというご質問かと思いますが、利用手続きに関しましても、できるだけ簡

単なものといたしまして、利便性を高めていくということが必要かと考えております。しかしなが

らセキュリティの問題もありまして、一定の手続き、例えば利用する端末、スマホ等の端末から識
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別番号をサーバーに保存するというような利用方法を検討していきたいと考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 蓮見喜昭君。 

○５番（蓮見喜昭君） やはり最終的にはセキュリティの問題に行き着くと思うんですが、やはり

インターネットを使っている限りはセキュリティというものは、もう現代社会では回避できない問

題と思いますので、そこはしっかり研究をしていただきたいというふうに思います。 

 ログインの際の簡素化というものにプラスして、あとは実際にどのエリアで公共のＷｉ－Ｆｉに

アクセスできるかということ自体も、周知しなくてはならないかというふうに思います。先ほどの

答弁では東御市内に11カ所Ｗｉ－Ｆｉのアクセスステーションをつくるというお話だったんですけ

れども、東御市以外のほかの場所でも民間事業者によってアクセスできるＷｉ－Ｆｉの環境整備も

進んでいますけれども、その場所というのが意外と知らない方が多いような気がいたします。セ

キュリティの問題もありますけれども、Ｗｉ－Ｆｉのやっぱり使い勝手というのがアクセスポイン

トの多さと、利便性によるものだと思うんですね。海外なんかではやはりよく見かけるんですけれ

ども、Ｗｉ－Ｆｉが接続できるところにはフリーＷｉ－Ｆｉといったステッカーといいますか、看

板といいますか、そういった表示があって、一般のユーザーにここでＷｉ－Ｆｉが使えますよとい

うのを伝える努力をされているところが多いなというふうに感じます。 

 それを含めて、民間も含めて、多くのステーションが出てきていると思いますけれども、やはり

行政側としてもせっかくステーションを設置するわけですから、よりこういった場所で無料のＷｉ

－Ｆｉが使えますよと、そういった働きかけというものが必要だというふうに感じます。というわ

けで、実際にやっぱりユーザーにＷｉ－Ｆｉを使用してもらわなくては全く意味がありませんので、

Ｗｉ－Ｆｉにアクセスできる、そういった表示等も含めて、そのポイントの周知活動というものも

力を入れていただきたいと思うんですが、どのようにお考えか、お聞きをします。 

○議長（櫻井寿彦君） 総務部長。 

○総務部長（掛川卓男君） 市が設置する場合のアクセスポイント等の周知といったことについて

のご質問でございますが、今回、市でこれから設置を計画しておりますＷｉ－Ｆｉステーション、

あるいはアクセスポイントにつきましては、広報等で周知するとともに、Ｗｉ－Ｆｉの接続スポッ

トにはポスター、あるいはステッカーを表示するなど、利用拡大を図ることによりまして、観光客、

あるいは市民の利便性向上、更には災害時の情報伝達手段の１つとしても整備を進めていきたいと

いうふうに考えております。 

 なお民間の事業所の部分につきましては、市では対応する予定はございません。 

○議長（櫻井寿彦君） 蓮見喜昭君。 

○５番（蓮見喜昭君） ぜひ利便性の向上に努めていただければと思います。 

 今の答弁でもありましたけれども、やっぱり観光とかそういった方に目が向きがちではあります

けれども、もうＷｉ－Ｆｉということに関しては、今日も同僚議員からも防災に関する質問があり

ましたが、やっぱり災害時の情報確保、そういった面でも非常にメリットがあるように感じており
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ます。もちろんＷｉ－Ｆｉが整備されて、訪問人数の増加ということも期待はできると思うんです

けれども、災害に強いという点を認識すべきだという思いで、また質問させていただきますが、こ

れは訪問者のメリットというよりも、現在この地に住んでいる市民の方々が災害時に活用できると

いうふうに考えています。東日本大震災ですとか、先日の熊本での大きな地震のようなときに、Ｗ

ｉ－Ｆｉにアクセスをして、インターネットによる情報収集ですとか、メール等で連絡を取り合う

ことができるといった環境、そういった非常にやはりメリットがあると思うんですね。もちろん東

御市にはエフエムとうみといった防災でも使えるラジオ局もありますし、ラジオを通じてリアルタ

イムで情報を聞くことができるということもありますが、Ｗｉ－Ｆｉが避難場所等に整備されてく

れば、スマートフォンを通じて画像や映像や文字を通じて災害時の情報を得るという、そういった

ことも可能になるわけです。 

 そういった意味で、災害に対してもＷｉ－Ｆｉ利用に関して、防災にも強いという認識の中で、

市役所の中、避難エリアに指定されている市役所にＷｉ－Ｆｉのステーションができるというお話

でしたが、将来的に市役所以外の公共の建物とか、避難場所にＷｉ－Ｆｉステーションの設置とい

うものを将来検討してみたらどうかということでお聞きをします。 

○議長（櫻井寿彦君） 総務部長。 

○総務部長（掛川卓男君） Ｗｉ－Ｆｉについて、更に拡大していったらどうかというご質問かと

思いますが、今回整備するＷｉ－Ｆｉについて、実際に整備しますので、その利用状況、また今後

のさらなるニーズ、あるいは財政状況、費用対効果を今後総合的に判断しながら、今後の整備につ

いて研究、検討してまいりたいと考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 蓮見喜昭君。 

○５番（蓮見喜昭君） これからの情報化社会において、Ｗｉ－Ｆｉの整備というのは必要不可欠

になってくると感じております。私が思うに、この東御市役所の内部でも、将来的に本当に無線Ｌ

ＡＮで行うような、業務を無線ＬＡＮで行うようなことがあるかもしれませんし、市内の小学校や

中学校でもＷｉ－Ｆｉが将来的に整備されるようなことがあって、今とは違う教育のやり方という

ものになってくるかもしれません。そういったことも踏まえて、様々な情報収集ですとか、先進地

の視察等も行っていただいて、よく研究していただいて、快適な無線ＬＡＮ、Ｗｉ－Ｆｉの環境整

備というものを目指していただきたいと思います。 

 続きまして、東御市への視察状況に関する質問です。現在の東御市への視察の状況についてはわ

かりました。これからより多くの方々がもっとこの東御市を訪問していただいて、東御市で取り組

んでいることにより関心を強めてくれたら、非常にうれしいわけでありますけれども、そこで

ちょっと気になったのが、全国にある多くの自治体、視察受け入れをされている自治体は、視察受

け入れのときの条件として、市内での、その自治体内部での、自治体の中での食事とか宿泊を義務、

もしくはお願いしている場合が多いのですが、東御市ではどうなっているかということについて、

お聞きをします。 
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 我々議員も様々な機会を通じて視察に行くということが年に何回かあるわけですけれども、視察

する前にいろいろ調べてみると、大体の自治体が市内での宿泊とか食事をお願いしますというふう

に書いてあるわけですね。自治体によって本当にそれが条件としているところも多くて、もちろん

少しでも視察に行ったついでに、その自治体にお金を落としてもらって、地域の活性化に貢献をし

てもらいたいというふうに、そういった思いがあるというのはどこも一緒だと思うんですけれども、

私はこれは本当に自治体による視察受け入れも何かビジネス化してきているなというふうに感じた

次第です。 

 ビジネス化して、視察受け入れをすることによって、地域に対して経済効果ですとか、知名度

アップ、そういった効果は当然期待できますし、もう自治体自体がそれをチャンスと捉えて、集客

活動をされているんではないかなというふうに感じる次第です。 

 私の経験から申し上げますと、東御市議会にも年数回、ほかの議会から視察がありまして、私が

以前議会広報の副委員長をやっていたときに、視察受け入れを数回経験したことがあるんですけれ

ども、そのときに県内の某自治体だったんですが、視察自体は無事終わりました。終わってエレ

ベーターの中で下までおりて玄関先でお見送りをしたんですが、ちょうど午前中だったので、お昼

はどちらで召し上がるんですかということをお聞きしたんですね。そうすると東御市でなくて上田

市に行って食べるというお話だったので、すごく残念に感じたんですね。せこい話といえばそれま

でなんですが、せっかくですから、やはり東御市で食べていただきたかったなという思いは非常に

あります。 

 こういう話をすると、半ば強制的に市内での食事や宿泊を条件にするのはいかがなものかという

意見も当然あるとは思うんですが、ぜひ東御市に来ていただけるわけですから、市内でのお食事を

お願いしますということは、そういうことをお願いすること自体は多くの自治体も実際にそういう

ことをされていますので、全くおかしくないというふうに感じるわけです。 

 というわけで我が東御市の場合は、そのあたりはどのようになっているか。東御市内に行政視察

にいらっしゃる方々に、実際に宿泊とか食事というものをお願いしているのでしょうか。そしても

しお願をしていない場合は、これからホームページ等を通じて、そういった１行をつけ加えてみて

はどうか。そこのあたりについてお聞きします。 

○議長（櫻井寿彦君） 総務部長。 

○総務部長（掛川卓男君） 東御市の視察の受け入れの際の条件につけたらどうかというご質問で

ございますけれど、東御市の視察を受け入れるに当たりまして、現在は市内での宿泊などを義務づ

け、またはお願いはしてはおりません。他の自治体の受け入れ条件などを拝見いたしますと、議員

おっしゃるとおりに当該自治体以内での食事、または宿泊、お土産の購入などを要件としている自

治体もございます。視察受け入れの決定をするに当たっての条件、または要件とすることは、東御

市としては難しいものと考えておりますが、東御市でも視察を受け入れるに当たっては、市内での

そういった経済活動をお願いしていくことは可能であると考えますので、今後お願いしていくとい



― 206 ― 

う方向での検討をしていきたいというふうに考えております。 

 また、視察の受け入れをホームページ等でＰＲしたらどうかというご提案でございますけれど、

行政視察に多くの方が当市を訪れてくださるということは、他からも注目されている、あるいは先

進的な市であることのＰＲはシティプロモーションにもつながることでありますので、過去の視察

受け入れ実績、それから視察のメニュー等も含めまして、ホームページを通じた情報発信について、

これも検討していきたいというふうに考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 蓮見喜昭君。 

○５番（蓮見喜昭君） そうですね、ぜひ、やはりせっかく東御市に来ていただくものですから、

東御市での滞在時間というものを少しでも長くしていただいて、東御市の食べ物もおいしものがた

くさんありますので、そういったものも食べてもらって、東御市、せっかく視察に来ていただいた

ということで、もっとこの地を知ってもらって、好きになってもらうような努力というものも必要

だというふうに感じております。 

 今、ホームページの中でシティプロモーションの一環として視察をこれからＰＲするということ

が、お話もありましたけれども、ほかの自治体、我々も視察先を探すのって結構苦労といいますか、

いろいろ調べるんですけれど、やっぱり自治体によってすごくＰＲが上手なところと、何も書いて

ないところがあったりとかして、電話をかけて聞かないと詳しいことがわからなかったりとか、探

すのにいろいろ時間を要するわけなんですね。やっぱりホームページとかを見ていて、あ、これは

いいなと思うのが、視察の受け入れ実績のリストみたいなのがあるとすごく助かるわけなんです。

例えば平成何年に何々議会がどういう項目できたみたいな、そういうリストみたいなのがあったり

すると非常にわかりやすいのですね。 

 例えば、私もいろいろ今回調べたんですが、お隣の上田市も同じようなページでアピールをされ

ていまして、上田市のホームページ、上田市議会のホームページですね、正確には。「行政視察の

ご案内」という欄が上田市議会のホームページにありまして、そこのトップには「上田市に視察に

お越しください」というのがあります。先ほどの質問ではないんですけれども、一番下のところに

は必ずちゃんと、「ぜひ上田市での宿泊施設、お食事どころをご利用ください」と、そういったこ

ともしっかりと書いてあるわけです。更には行政視察の申込書と、記入例とかもリンクが張って

あって、すごく親切だなと思ったんですが、それによってファクスでもメールでも視察の依頼をす

ることができると。事務局側に対してもすごく管理がしやすいのかなというふうに感じました。 

 これは議員相手の視察関連の情報なんですけれども、行政視察に関しても、行政側にとっても同

じだと思うんですね。そのページの一番下には先ほど申し上げたように過去の行政視察の受け入れ

実績がＰＤＦで張ってありまして、ちょっとプリントアウトして持ってきたんですが、平成22年か

ら27年まで一覧で示してあったと。これを見て、どこの自治体がいつ、どういった項目を視察に来

たということが一目瞭然なんです。そして我々のように視察をする先を探している者にとっては、

こういった表示を本当にしていただくとわかりやすいですし、情報をとても探しやすいというふう
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に思っています。 

 これはお隣の上田市の例なんですけれども、いろんな自治体が様々な工夫をされて、ぜひ我がま

ちに来てくださいと、視察に来てくださいと、そういったアピール合戦、集客競争といいますか、

そういったことをやっています。 

 先ほどからシティプロモーションというお話も総務部長の方からありましたけれども、そういっ

た細かいこともぜひ工夫をしていただけないかなということで、そのあたりについて改めてどのよ

うにお考えか、お聞きをします。 

○議長（櫻井寿彦君） 総務部長。 

○総務部長（掛川卓男君） 視察の受け入れを市の宣伝といいますか、シティプロモーションに使

えないかというご質問でございますけれど、議員の提案のとおり今後ホームページで過去の視察の

受け入れの実績ですとか、あるいは視察メニュー、東御市ではこういった視察を受け入れますよと

いったような内容も含めまして、情報発信に努めていきたいというふうに考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 蓮見喜昭君。 

○５番（蓮見喜昭君） そういったホームページでの情報発信は、視察受け入れに関してはそんな

に費用がかかるものとも思いませんし、やろうと思えばすぐできると思いますので、ぜひ進めてい

ただきたいなと思います。 

 最後にちょっと市長にこの視察の件についてお伺いをしたいんですけれども、先ほどから申し上

げているように行政の視察受け入れというものは、半ばビジネス化してきているというふうに私は

感じてはいるんですけれども、やはり全国からより多くの方々に東御市に来てもらって、東御市を

知ってもらって、それを地域活性化に何とか結びつけることができないかということで、市長もい

ろんな日本各地、いろんな場所に行かれることがあると思いますが、そういったチャンスにもぜひ

東御市に行政視察に来ていただきたいということを様々な機会で、もっともっとアピールしていた

だけたらというふうに思います。こういった活動も東御市をやっぱり全国の自治体に知ってもらう

といったことにつながる大切な機会だと思いますので、最後に市長にそのあたりも含めて、東御市

の行政視察の受け入れに対するお考えというものをお聞きします。 

○議長（櫻井寿彦君） 市長。 

○市長（花岡利夫君） 蓮見議員の再質問に私の方からお答えしたいと思います。 

 ほどよく暮らしやすい地域ということが、この地域のほどよく田舎であって、そしてここに生活

しておられる方々の性格が非常にある意味では明るくて、ある意味では優しい、そういう地域を特

徴として、一歩一歩進んできた地域だというふうに思っています。 

 私が就任８年前にしたときに、何とか特区を１つでも獲得して、この地域の売り、この地域を世

に売り出していくための手段として、特区というものに関して職員を挙げて考えていこうじゃない

かという話をさせていただきました。折よく蓮見議員はじめ皆さんから、ちょうどどぶろく特区が

果実酒まで拡大されていくという、そういう時期を得まして、ちょうど私の思いと軌を一にするこ



― 208 ― 

とができ、それが１つの契機の１つとして、ここまで来ることができましたけれども、そのプロセ

スを見てきても、アピールすることの不得意さというか、今、シティプロモーションでありますと

か、観光でありますとか、またインバウンドということに関して、少しずつ慣れてきたんですけれ

ども、ある意味では大変慣れていない、また、こんな時代が本当に来たんだという感触を持って、

Ｗｉ－Ｆｉにしろ、そして視察の受け入れにしろ、戸惑いながらも何とか時代についていこうとし

てきたというプロセスであったかなというふうに思っています。 

 でも、もう、そんなことは言っておれません。シティプロモーションこそ、そして東御の名前を

世に売っていくことこそ、私の、そして市役所の、そして市民のみんなの仕事になってきていると

いうふうに認識していますし、また、来ていただいた方に泊まっていただける場所であるとか、食

事をしていただける場所だとかが、少しずつではありますけれども、充実してきまして、買って

帰っていただけるワインもチーズも菓子も、少しずつできておりますので、ぜひ私も先頭に立って

シティプロモーション、そして視察の受け入れを頑張ると同時に、ぜひ地元での消費をお願いして

まいりたいというふうに考えております。 

 大変すばらしいご提案をいただいたことに感謝申し上げまして、答弁にかえさせていただきます。 

○議長（櫻井寿彦君） 蓮見喜昭君。 

○５番（蓮見喜昭君） 非常に力強いご答弁をいただきましてありがとうございます。職員の皆様

も市長も、そして議員も市民の皆さんも、やっぱりこの東御市をもっともっと売り出したいと、プ

ロモートしていきたいという思いは１つだと思いますので、これからの東御市、期待をしたいと

思っております。どうもありがとうございました。 

○議長（櫻井寿彦君） 受付番号16 災害の対応について、受付番号17 子どもを豊かに育てられ

る東御市に、受付番号18 人権平和都市宣言の取り組みと女性の活躍について。阿部貴代枝さん。 

 阿部貴代枝さん。 

○８番（阿部貴代枝さん） ６月議会の一般質問の最後になりました。８番、太陽と風の会の阿部

貴代枝でございます。 

 市長の招集のごあいさつに、物事を成功に導く３つの目のお話がございました。それを念頭に置

き、東御市から巣立っていく子どもたちに「世界一住みやすいふるさとに帰っておいで」と言える

市になるようと結ばれました。私はここで心がきゅんとなりました。外へ出ていても必ずふるさと

に戻るのだと心に命じられる、そんな伸び伸びとした少年時代が過ごせるまちづくりをしていかな

ければと思いました。 

 ６月12日から15日まで、しげの里づくりの会、青少年育成部会が中心になり、32名の児童と一緒

に通学合宿を行いました。開会式では、市長に心に残るごあいさつをいただきました。児童の皆さ

んには、集団生活で家庭では感じていただけないことをたくさん味わっていただけたことと思いま

す。 

 ３日目の夜の反省会の中で、目の前にいた５年生の児童の感激的な言葉は、「家ではいつもスマ
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ホやゲームをやり、テレビを見ているけれど、それがない生活もあるんだね」と気づいてくれまし

た。私はそれ前に準備とかいろいろでとても忙しかったんですけれど、この言葉、このことに気づ

いてくれたことで、もう、それまでの疲れが飛んでいってしまったように感じました。 

 ４回目の通学合宿でしたが、地域のボランティアの皆さんは250名以上にも上りました。非常に

多くの皆様にご協力、ご支援いただいて初めて成し遂げられた大きな事業でございました。この場

をおかりして、本当に皆様に感謝申し上げます。ありがとうございました。 

 それでは初めに、災害の対応についてお聞きいたします。 

 熊本県、大分県の大きな地震災害が、多くの皆様の生活を覆しております。心からお悔やみとお

見舞いを申し上げます。新聞やテレビでは、「想定外に被災地混乱」と報道されていました。大地

震が連続した例は過去にもある、そんなに安易に想定外というべきではなく、過去の教訓を生かし

切れていないと力説する専門家もおりました。熊本県での地域防災計画では、耐震性、耐火性の確

保に努めて、平時から体制を整備する、また仮設住宅も用地を事前に確保するようにとしながら、

各地でその候補地を選ぶところから作業が始まったと報じられました。また、熊本県の企業誘致の

ホームページでは、大規模地震と無縁の土地柄と安全性をＰＲしていたそうです。 

 幸い、東御市は地震災害が少ないところですが、しかし過去の土砂災害などを考えれば、東御市

でも大災害があり得ないとは言い切れません。想定、あるいは想定外に起きるかもしれない災害に

対しての備えはいかがでしょうか。次の３点について、お聞きいたします。 

 ①過去の災害の教訓ということで、江戸時代に起きた戌の満水などを教訓にした災害対策をどの

ように考えていますか。 

 ②毎年９月に市内全域で総合防災訓練が行われていますが、その状況はいかがですか。特に力を

入れて実践的訓練をしている区がありましたら、その内容をお聞かせください。 

 ③高齢者や障がいのある皆様の避難対策はどのように考え、実施しようとされるのでしょうかの、

この質問ですが、熊本では障がいがあり、大きな声を出すので避難所には入れずに、崩れかけた今

にも倒れそうな家で過ごしているという、そんな悲しい話が伝わりました。また認知症が見え始め

た高齢の方が、大きな環境の変化で認知症が大変ひどくなったり、今まで傾向が見えなかった認知

症の方が認知症になったりして、それを抱える家族の大変さが伝わりました。障がいのある方や認

知症が出ている高齢者など、支援が必要な皆様の避難対策はどのように考え、実施しているので

しょうか。 

 次に、子どもを豊かに育てられる東御市についてです。 

 長野県の昨年の国勢調査の県内の人口は210万を割り、前回の調査より約５万人減ったとしてお

ります。人口減少がはっきりわかる今の時代に、子どもの数の増加は欠かせないものです。先日発

表された厚生労働省の人口動態統計によると、合計特殊出生率が2015年は前年微増の1.46となり、

県内の合計出生率は1.58です。豊かな自然の中の子育てに東御市はとても最適であると考えますが、

経済的に成り立たなければやっぱり子どもは増えてきません。 
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 本年から第３子の保育料が所得制限がありますが無料となりました。皆さんは今の保育園児や児

童・生徒にかかる必要なお金の家族の負担額がどのくらいであると思いますか。毎回議会の質問で

も、日々の報道でも、頻繁に取り上げられる貧困が大きな社会問題となる中、長野県においては長

野子ども子育て応援計画の中で、施策の方向性を示し、来年度には貧困対策に特化した計画もつく

りたいということが示されていました。 

 東御市内で生きていく子どもには、伸び伸びと素直に生活できる豊かな環境を提供し、多くのこ

とを学び、心豊かな大人に成長されることを願いながら、次の３点を質問します。 

 ①東御市の合計特殊出生率はどのようですか。その率に対して今、行われている政策と合わせて

どのようにお考えでしょうか。 

 ②２人以上児童のいる家庭への支援はどのようなことがされ、これから行う支援をどのように考

えていますか。 

 ③東御市では貧困対策に係る具体的な詳細計画を作成する予定がありますか。 

 次の④ですが、2020年の東京五輪・パラリンピックに合宿誘致や交流に関係のある市町村は９割

を超えると報道がされました。佐久市では、読み方が同じ「ＳＡＫＵ市」と友好提携を結んでいる

縁で、エストニアのホストタウンになっています。2020年の大会までは子ども同士の交流を行い、

本番中はエストニアの選手の競技を中継したり、競技会場に出向いて応援するなど、エストニアの

選手を市を挙げて応援すると言っています。上田市でもホストタウンに名乗りを上げたとかです。

長野県内でも高い関心がある市町村が多いのです。 

 登録自治体では、合宿誘致などの際に政府から50％の交付税負担とか、施設の改修に当たっても

地方債で後押しをしてくださるとのことです。諸外国を知り、世界に目を向け、国際感覚を養い、

子どもの心を豊かにできる期待が持てる、いい機会として東御市ではホストタウンに取り組む予定

はありますか。いろいろ設備的に課題はありますが、合宿誘致や交流の計画はございますか。お聞

きいたします。 

 次に、人権平和都市宣言の取り組みと女性の活躍について、お聞きいたします。 

 女性団体連絡協議会の行政懇談会に、毎年平和都市宣言の制定についての要望の提案がありまし

た。市民の盛り上がりがもっとなければというご回答でした。しかし今年の女団連の総会の市長の

ごあいさつに、「市民とともに人権平和都市宣言に向けた行動を」とありました。何とすばらしい

ことではありませんか。所信表明の市長のごあいさつに、人権平和都市宣言に向けた行動をと女性

の活躍についてのお話がございました。そこで２つお聞きいたします。 

 ①今回の補正にあります人権平和都市宣言を考える懇話会は、どのような体制で、いつごろを目

安に進めていかれるのですか。 

 ②昨年制定がされた女性活躍推進法に基づく、女性の個性と能力が十分発揮できる社会の実現に

ために、市としての責務を全うしていくということは、具体的にどのようなことでしょうか。 

 初めの質問は以上でございます。 
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○議長（櫻井寿彦君） 昼食のため午後１時まで休憩いたします。 

休憩 午前１１時５５分 

――――――――――――――――――――――――――――― 

再開 午後 １時００分 

○議長（櫻井寿彦君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。一般質問を続けます。 

 総務部長。 

○総務部長（掛川卓男君） 受付番号16、阿部貴代枝議員の災害の対応についてのご質問につきま

して、市長に代わりお答えをいたします。 

 １点目の江戸時代に起きた戌の満水などを教訓にした災害対策をどのように考えているかについ

てですが、過去の災害を教訓とした治山治水事業によるインフラ整備や、気象観測技術の進歩等に

より、現在は当時のような被害までは起きにくいものと考えておりますが、大雨、集中豪雨による

洪水、土砂災害を想定し、各区における防災訓練等の機会を通じて、日ごろから災害に対する備え

をしておくことは重要ですので、市民の皆さんへの周知に努めているところでございます。 

 局地的な集中豪雨や土砂災害対策については、市内５地区と湯の丸に雨量計を設置し、リアルタ

イムでホームページにより確認できる市防災気象情報を昨年７月から運用開始しております。10分

間雨量、１時間雨量、累積雨量、そして６時間先までの降雨予測、土壌雨量指数などの気象情報を

確認できるため、土砂災害の危険が予測される際は、避難準備情報、避難勧告、避難指示等を状況

に応じて発令し、市民の皆様に避難していただくこととなりますが、人命を第一に市として早めの

対応に努めてまいりたいと考えております。 

 ２点目の総合防災訓練の状況についてですが、防災訓練における災害の想定として、大雨による

河川氾濫の危険性と合わせて、地震による被害が発生したとの複合災害を想定して行っております。

昨年は66区、4,228名の皆さんにご参加いただきました。 

 参加者は東日本大震災後の平成24年度をピークに、年々減少傾向にあるため、防災意識の低下を

懸念しているところでございますが、各区の実情に応じ、実践型訓練などを取り入れていただいて

いるほか、区内に居住する看護師による応急手当の訓練、まきを使用した炊き出し訓練、毛布、

シートを活用した簡易担架作成訓練、公民館以外を想定したテント設置訓練、災害用ＤＶＤを活用

した防災研修など、工夫を凝らした取り組みをいただいている区がございます。 

 いつ起きるかわからない災害を最小限に食い止めるため、自助、共助を基本とした地域防災体制

の確立や防災意識の向上を目的に実施しておりますので、１人でも多くの方に参加していただける

よう各区の工夫した訓練等も周知、情報提供などをいたしながら啓発を図ってまいりたいと考えて

おります。 

 ３点目の高齢者や障がい者の避難対策についてのご質問でございます。東御市地域防災計画の中

で、自ら避難することが困難であり、避難の確保を図るために特に支援を要する方を避難行動要支

援者と位置づけており、高齢者では要介護認定３から５の方、身体障害・精神障害者保健福祉手帳
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１、２級を所持している方、療育手帳Ａを所持している方などが対象でございます。 

 当市において、避難行動要支援者の名簿策定は平成27年２月に完了しており、毎年更新しており

ます。避難行動要支援者の避難に当たっては、各区で作成いただいている災害時支え合い台帳に要

支援者の登録をお願いしているところです。この災害時支え合い台帳は、平成28年３月末現在で20

区で作成をいただいております。30年度末までに市内全区で作成していただくよう推進を図ってま

いります。 

 大規模な自然災害が各地で発生しており、高齢者や障がい者が災害に巻き込まれるという事例が

多数発生していることから、市民の皆様と連携しながら、さらなる支援協力体制を確立、防災教育、

訓練などの充実の強化に努めてまいります。 

○議長（櫻井寿彦君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（山口正彦君） 受付番号17、阿部貴代枝議員の子どもを豊かに育てられる東御市

のご質問のうち、１点目から３点目のご質問につきまして、市長に代わりお答えいたします。 

 １点目の市の合計特殊出生率はどのくらいか、それに対して行われている政策をどのように考え

るかのご質問でございます。市の合計特殊出生率につきましては、平成21年1.61であったものが、

23年には1.50まで減少し、その後若干増減しながら27年には1.68となっております。27年の長野県

平均は1.58と当市より0.1ポイント低く、全国平均は当市より0.22ポイント低い1.46という状況で

ございます。 

 これらの状況を踏まえ、市の政策としましては、まち・ひと・しごと創生総合戦略において、基

本目標３に、「若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる」を掲げたところでございます。

晩婚化を改善するため、結婚に向けて出会いの場の創出事業と結婚相談事業等を充実させ、出産、

子育て、ワークライフバランスを実現するために、適切な情報発信を行います。更に地域の子育て

力の向上を促し、地域全体で子育てに携わる事業を推進いたします。 

 ２点目の２人以上児童のいる家庭への支援のご質問でございます。昨年度までの保育園の多子世

帯に対する支援対策としましては、同一世帯で２人以上同時入園の場合に、２人目の保育料を半額

に、３人目以降の保育料を全額免除しております。また、市独自の支援策としまして、同時入園で

ない場合であっても、18歳未満の子どもが３人以上いる世帯の場合には、第３子以降の保育料を半

額としております。今年度からは、子ども・子育て支援法施行令の改正により、年収360万円未満

相当の世帯の場合、子どもの同時入園要件が撤廃され、第２子は半額、第３子以降は無料となりま

した。市では保育料を算定する電算システムの改修が整い次第、改正後の保育料を適用してまいり

ます。 

 なお市の独自支援策として実施している軽減につきましては、来年度からは所得制限を設けるこ

となく、第３子以降の保育料を無料とし、家庭への支援を拡充したいと考えております。 

 ３点目の貧困対策に係る計画のご質問でございます。子どもの貧困対策につきましては、県にお

いて長野県子どもの貧困対策推進計画が作成されており、県と共同する中で子どもの貧困対策に取
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り組んでまいりたいと考えております。また、市では現在、平成29年度からの第３次地域福祉計画

の策定を進めており、その中に子どもの貧困対策を含めて考えていく次第であります。 

○議長（櫻井寿彦君） 教育次長。 

○教育次長（清水敏道君） 受付番号17、阿部貴代枝議員の子どもを豊かに育てられる東御市にの

うち、４点目の子どもが世界に目を向ける国際感覚を養う機会としての東京オリンピック・パラリ

ンピックの合宿誘致や交流の計画についてのご質問につきまして、教育長に代わりお答えをいたし

ます。 

 東御市では、国際友好協会が主体となりまして、中学生はオーストラリア、また高校生は友好都

市でございますアメリカのマドラス市へホームステイに派遣をいたしまして、国際化時代の中で豊

かな国際感覚を養い、自主的に自身の可能性に挑戦する意欲的な人づくりを目指しております。 

 また、小・中学校におきましては、ネーティブスピーカーであります外国人外国語指導助手、Ａ

ＬＴを４名配置するなど、英語を中心に子どもたちの言語や異文化の感覚醸成に努めているところ

でございます。 

 なお先週17日から本日まで、マドラス市の高校生４名、市の職員１名がホームステイに、ちょう

ど来日、来市しておりまして、本日小・中学生との交流も行われているところでございます。 

 東京オリンピック・パラリンピックの合宿誘致や交流につきましては、現在、ホストタウンなど

 の具体的な計画はございませんが、またとない友好、国際交流のチャンスでもございますので、

機会があれば検討してまいりたいと考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 市民生活部長。 

○市民生活部長（土屋一夫君） 受付番号18、阿部貴代枝議員の人権平和都市宣言の取り組みと女

性の活躍についてのご質問につきまして、市長に代わりお答えいたします。 

 最初の質問の人権平和都市宣言を考える懇話会は、どのような体制で進めていくのかですが、市

民の幅広い意見を文案づくりに反映させるため、関係する団体等の市民の皆様にお願いをして、懇

話会を組織し、市が考えております宣言の骨格をお伝えして、あわせて今、考えられる具体的な活

動等についてもご意見をいただきながら、宣言案をまとめてまいりたいというふうに考えておりま

す。 

 また、２番目の女性活躍推進法に基づく女性の個性と能力が十分発揮できる社会実現のため、市

としての責任を全うしていくことの具体的なことは何かですが、第１に担当窓口における相談業務

の充実です。職業についている、またはつこうとしている女性からの相談に応じ、関係機関の紹介、

情報の提供、助言等の必要な措置を講ずるよう努めてまいります。 

 第２に、優良認定企業の優遇措置です。市の役務や物件の調達に関し、女性の職業生活の推進に

関する取り組みの実施状況が優良な事業主として、国の認定を受けた企業等への受注機会の増大な

どの施策を実施するよう努めてまいります。 

 第３に、市民の関心と理解を深め、協力を得るとともに必要な啓発活動を行ってまいります。 
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 第４に、本年度中を目途に、市町村推進計画を策定してまいります。市内における女性の職業生

活における活躍の推進に関する施策についての市町村計画の策定、公表に努めてまいります。具体

的には、本年度市の男女共同参画基本計画の見直しの年となっておりますので、作成いたします後

期計画の中に章立て等して、女性活躍推進法の基本方針を勘案した市町村計画を位置づけし、策定

してまいります。 

 済みません、それと宣言に係る時期のご質問がございました。本議会でご承認をいただいて、予

算が成立後、できるだけ早めに速やかに懇話会を開催してまいりたいというふうに思っております。 

○議長（櫻井寿彦君） 阿部貴代枝さん。 

○８番（阿部貴代枝さん） いろいろご答弁いただきました。ここからは一問一答、関連質問一括

で質問いたします。 

 初めに、災害の対応についてですが、熊本は明治22年に大規模直下型地震があり、天災は忘れた

ころに来る言葉のようでした。さきに東部中学校の放送委員が制作した「郷土の歴史に学ぶ お地

蔵さんが語るもの」というビデオを見ました。そのビデオの中で生徒さんは、「寛保２年の戌の満

水の災害をよく知らなかった。郷土の歴史を学び、防災を考えなければいけない」ということを話

しておられ、その後、最後に「忘れられようとしている悲しい歴史があったことをよくわかった」

と話しておりました。 

 近ごろ市町村においては、災害の跡を保存し、後世に教訓として残そうとする動きが広がってき

ております。市内各地にも災害についてのいろいろな語り伝えがあり、特に寛保２年に起きた戌の

満水にあっては、金井区内をはじめ田中区、祢津地籍などに関係した石塔や八間石があります。中

央公園の配水タンクの東側の墓地に、戌の満水を免れて残っている寛保元年の銘のあるちっちゃな

お地蔵さんや墓石があります。放置されている状態のものもあります。このいにしえからの貴重な

災害の遺跡を一連の市の史跡として保存管理し、災害から学び、災害に備える市民の意識づくりの

場として整備をしたらいかがでしょうか。 

 また、今回の災害で、災害時の仮設住宅の建設候補地を決めておく必要性を今回強く学びました。

仮設住宅は災害の場所によりまるで想定できないこともありますが、県内ではこの前の報道では県

内の選定箇所数は市町村により１カ所から41カ所と報じられておりました。数多くの場所を選んで

おけば万が一の場合を考え、機敏に対応できます。 

 先の答弁で、東御市では137カ所を指定しているということで、えっ、さすが東御市だと思いま

した。違いました。済みません、さっきそんな答弁だと思ったので、あれです、仮設住宅の場所、

済みません、違ったようです。そうするとちょっと質問もまた違っちゃうんですけれども、137カ

所とさっき聞いてしまったので、えっ、すごいな、東御市はと思ったので、違う、済みません、ど

うも。 

 ただ、ハザードマップを配付いただいておりますが、大方の市民の皆さんはその存在を意識して

いない現状があります。避難所も第１次避難所ではたしか区の公民館、それから学校とか、そうい
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うふうにうつっているんですが、そういうことの意識もなかなか市民の皆さんは認識していないと

思われます。毎年行われている９月の市内一斉の避難訓練を義務的に行うのではなく、先ほどご回

答いただきましたが、より実効性のある訓練にしていくことがとても大事だと考えます。今回の熊

本地震の場合、熊本県益城町の自主防災組織の会長さんの言葉ですけれども、そこでは自主防災の

組織があって、救急法や消火訓練、炊き出しなどの講習会や訓練を年４回も５回も重ねてきた。だ

けれど今まで差し迫った感覚がなかったので、今回の災害のことになって頭が回らなかったと悔し

そうなコメントがしてありました。また、その会長さんは、更に大規模災害に動じず、即応するた

めの踏み込んだ訓練と若い人の参加が必要だということを話されていました。 

 ここ東御市も、意外と災害が少ないという気持ちから脱して、長野県や上田広域などの連携も含

め、市民一人ひとりの自助や区民同士の共助も改めて見直しをする必要を感じます。特に要支援者

の避難は、災害や住宅状況等により様々ではありますが、支え合い台帳を作成しているということ

にとどまることなく、スムーズに誘導できるために具体的に消防や隣組単位まで、名簿や状況を伝

え、実際に可能な限りの訓練を実施する、そんな防災の日の取り組みが行われることが大切なので

はないかと考えます。 

 福祉避難所も先ほどのご答弁の中に６法人、１株式会社といろんな提携をされて、20カ所だかあ

るというお話をお聞きしましたが、その支え合い台帳にある避難を必要とされる人々や、そのご家

族はそのことをどこまで知っているかということですね。そういう施設があるということまで、な

かなかそこまで知っている皆さんは少ないんではないか、また支援をしなくちゃいけない、そうい

う皆さんの周知はどのようにされているのでしょうか。 

 災害が起きて、ああするこうするのではなく、災害がない今だからできる備えがあると考えます。

少しでも減災につながるための市側の采配としてはいかがでしょうか。 

○議長（櫻井寿彦君） 総務部長。 

○総務部長（掛川卓男君） 再質問、何点かいただきましたが、順次お答えしたいと思います。 

 初めに、貴重な災害の遺跡を市の史跡として保存管理し、災害に備える市民の意識づくりの場と

して整備したらいかがかというご質問でございます。寛保２年、1742年に起きました戌の満水に関

する痕跡や石碑については、市内各地に残っておりまして、被災者の霊を弔う意味を込めた金井の

火祭りについては、東御市の無形民俗文化財に指定されており、毎年７月下旬に金井区の住民によ

り開催されております。また東町の八間石も戌の満水の象徴として、既に東御市天然記念物に指定

しているところでございます。 

 これらの残されたものを活用いたしまして、時宜を捉えて市民に広報、市報などでお知らせする

ことで、防災意識の高揚に役立てていきたいと考えております。 

 続きまして、災害時の仮設住宅の建設候補地は、東御市では何カ所、どこに選定しているかとい

うご質問でございますが、県が平成27年３月に公表いたしました第３次長野県地震被害想定調査報

告におきまして、想定被害の内容に変更が生じてきておりますので、応急仮設住宅建設候補地につ
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きましても、現在、内容の見直しを行っているところであります。 

 市の候補地といたしましては、３カ所ございまして、市民プール南にあります東御中央公園第１

駐車場、芝生駐車場である東御中央公園の第３駐車場、八重原の白樺池南にあります稚蚕飼育所跡

地を候補地と今、考えております。 

 続きまして、総合防災訓練の中で、更に県や広域などとの連携を含めて自助、共助の見直しの必

要を感じるという中で、減災につなげるために市側の采配での防災訓練につなげたらどうかという

ご質問でございます。防災対策、災害対応には、自助、共助、公助の３つの力の連携が必要でござ

います。特に共助において、隣近所が助け合い、地域の安全を守るという地域の自主防災組織の役

割が重要となってきております。 

 市の防災訓練は、平成16年から平成22年まで、市内全域と一部モデル地区を決めて救助訓練等を

実施してきました。１カ所に集合して見学が中心の防災訓練よりも市内全域で各区の実情に即した

参加型訓練を継続的に行うことが重要であるとの観点から見直しを行い、現在の実施方法となって

おります。 

 また、消防団が組織されていない区等に対しまして、上田広域消防本部の東御消防署から職員を

派遣していただいて、各種の訓練を行っているところですが、今後も防災関係機関との連携を図り

ながら、実効性のある訓練を実施し、市民の皆様の防災意識の高揚に努めてまいります。 

○議長（櫻井寿彦君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（山口正彦君） 阿部貴代枝議員の再質問にお答えいたします。 

 福祉避難所について、災害時支え合い台帳に要援護者として登録されている皆さんや家族、ある

いは支援者への周知に関するご質問でございます。福祉避難所は、東御市防災計画で一般の避難所

では生活が困難な障がい者等の要配慮者のため、介護福祉施設、障がい者支援施設等を指定するこ

とになっておりまして、災害時における要援護者の緊急受け入れに関する協定を締結している対象

20施設の中から、災害時には市からの要請により施設内に開設することとなっております。したが

いまして開設した時点で避難支援者等関係者の皆様をはじめ、要支援者として登録されている皆さ

ん、ご家族にも開設情報をお知らせしていくことになります。 

○議長（櫻井寿彦君） 阿部貴代枝さん。 

○８番（阿部貴代枝さん） お答えいただきました。本当にただ台帳があるということだけでなく、

みんなが常にそれを意識して、何かことがあったら行動に移せるということは、やっぱり日ごろの

そういう何ていうんですか、訓練が大事かと思います。東日本の大災害のときに、岩手県の大船渡

市のやっぱり自治組織で一生懸命やっていたところの、そこの会長さんは、本番を想定した日常活

動が非常に大事だと。支援が必要なひとり暮らしの高齢者や障がいのある方の家を地図にして、近

所で共有し、練習をいつも積んでいたので、大震災の当時はその組織のメンバーがすぐに対象者の

家に駆けつけられたので、次々と避難させられた。普段からの訓練や住民の意思疎通ができていた

ことが大きかったと言って振り返っていました。また、地域ぐるみで備えていれば避難所生活でも
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トラブルが少ないというお話もしておりました。ぜひ本気で災害のことを考えていこうではありま

せんか。 

 それから今回の熊本地震で、いつ大きな震災に襲われるかわからないということを日本中で共有

したのではないかと思います。ここで改めて強固な自主防災の整備と、防災体制を真剣に点検する

ときと考えます。想定外の災害にも対応できるように、市の職員の皆様が検討、管理するばかりで

なく、東御市のことをよくわかっていただいている、そういう地震の専門家だとか、山崩れの、土

砂崩れの専門家とか、そんなような皆さんにも参加していただき、更に緻密な強固な防災体制を検

討する必要があるかと考えますが、どのような体制で今までは検討されてきたのでしょうか、お聞

かせください。 

○議長（櫻井寿彦君） 総務部長。 

○総務部長（掛川卓男君） 今までの防災体制の検討をどのようにしてきたかというご質問でござ

いますが、東御市地域防災計画において、災害対策基本法の規定によりまして、県、市の関係部局

の職員や警察、消防団、指定公共機関の職員、社会福祉協議会や日赤奉仕団の学識経験者、自主防

災関係者など30人の方による防災会議をつくりまして、こちらの委員として委嘱をいたしまして、

東御市の地域防災計画の作成をしております。また、この会議によって実施の推進を図っていただ

いているところであります。 

 例年、この東御市の地域防災計画の見直しを行っているところでありますが、熊本地震を受け、

想定外の災害も考慮しながら県の計画とも整合を図りつつ、さらなる体制の強化を図ってまいりた

いと考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 阿部貴代枝さん。 

○８番（阿部貴代枝さん） 防災会議、三十何名の皆さん、いらっしゃるということなんですが、

福祉的なものとか、こういうものの専門性はあるかもしれないけれど、地震のことだとか、そうい

うような、そういう意味の専門性の皆さんを入れて、もうちょっと考えていくということが大事な

のではないかなと思って、今、お聞きしたら、何かそういう意味の専門の方はあまりいらっしゃら

ないんですかね。でも県の方の何か、そういうので指示されているのでいらっしゃるかなと思いま

すが、いずれにせよ、やはりここでまたふんどしを締め直すというわけではありませんけれども、

しっかりと防災体制をよく検討していくことが必要なのではないかという思いで質問をいたしまし

た。 

 ちょっと時間が押し迫ってしまったので、次に２人以上児童がいる家庭への支援と貧困対策につ

いてですが、４月に私、乙女平で８カ月のお子さんの乳母車を押している若いお母さんと話をしま

した。その方は夫が自営業で、夫婦の国民年金３万2,520円も毎月とても大変ですとおっしゃって

いました。私は子どもも２人、３人ではないのとか言ったんですけれど、とても保育料とか学校の

教育費などを考えると、子どもは欲しいけれども、もう２人目以上はもう考えられませんという、

そんなお話を聞きました。 
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 この話を聞いて私、改めて家庭で支出する学費がどのくらいかかるか、近所の人に聞いてみまし

た。この間、先輩議員も子育ての学費はもう本当にかかるというお話をされておりましたが、私の

近所のご家族はこの４月に高校１年生と中学１年生と小学校５年生になった子ども３人がいます。

高校生はいろいろなことがありまして、県立に入れればよかったんですけれど、県立でなく私立高

校に入学しました。３月から４月にかかった支払いは、入学金や制服代、定期代、そのほか少しい

ろいろあったようですが、約50万円、毎月の授業料は助成金を引いても月約３万円、ほかに教科書

や辞書、タブレット代、部活の道具などは別に必要だとか。高校は義務教育ではありませんが、現

在は義務教育のようなものです。 

 中学生は女子中学生で、制服ほか４月にそろえた上履き靴、運動具など、また最初は１着だった

んですが、１着では汗をかいてだめだということで、洗いがえを追加して８万1,280円、それから

通学バッグ、国語の辞書、英語の辞書も買って１万2,912円、別府の人なので、自転車通学で自転

車の後の修理などを考えて自転車の専門店で購入して５万円、給食費は年10回払いですが、月6,38

0円、学級費は年９回払いで旅行の積み立ても含めて月１万円、４月の支払いはいろいろ、給食費、

学級費等含めて16万572円だったそうです。 

 また、５年生の小学生は、いろいろなものは必要なかったので、今のところは給食費月5,900円、

学級費は修学旅行などの積み立てなどを含め月3,000円、あえてこの聞かせていただいたこの金額

を見ると、本当に現代の子どもにはお金がかかります。中学生の女子には、そのお母さんが言って

いましたが、高校は必ず県立だからねと、今から強く念を押しているそうです。 

 ある学者が、日本の貧困の問題は豊かさの中の貧困が問題とされ、貧困率が16％と言われる中で、

84対16では16の人々の声は簡単には上がりません。この16の人々は毎日の生活が必死です。全体の

豊かさの中ではなかなか実態が見えにくく、この16％の人々の経済的痛みは理解されていないと話

しておりました。確かにこのことはあると思います。 

 東御市では、都会ほどではないので、貧困問題はあまりと感じている皆さんも多いかもしれませ

んが、具体的に先ほどあえて言わせていただきました学費を考えていただくと、なかなかひとり親

家庭では非常に厳しい出費です。この月曜日に久しぶりに母子家庭の友人に会いました。ちょうど

子どもさんが中学１年に入学したという話がありまして、お金がかかって大変だったと言っており

ました。「だけれど、阿部さん、頑張るしかないんだよ、いろいろ工夫しているけれど、それも限

界だけどね」と話しておりました。 

 また夫婦であっても、派遣社員やパートの家庭などでは、日々の生活の中に、生活に追われてい

る中でとても大変です。 

 今年から在園していない場合でも、保育料の第３子の無料化が行われるようになりました。国の

制度の就学援助費を東御市としては援助費の収入の部分で、対象者を拡大しているとの話です。そ

の中で多子世帯への支援という考え方は、どの程度考慮されているのでしょうか。また、給食費で

すが、この間の所信表明で市長が述べられた自校給食を大切にした学校給食を進める上で、施設整
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備や人件費に係る費用は市で、材料費である給食費については自己負担でというお話がありました。

この給食費を子育て支援の保育料と同じように、２人目は半額、３人目以降は無料とするような、

そんな多子世帯への経済的支援対策としてはいかがでしょうか。何か考えがあったらお聞かせくだ

さい。 

○議長（櫻井寿彦君） 教育次長。 

○教育次長（清水敏道君） 義務教育における就学援助につきましては、財政的な支援策として国

の基準に２割増しといいますか、1.2倍して私どもは対応させていただいている、また、その算定

に当たりましては世帯の子どもの数もカウントされておりますので、その中では配慮されていると

認識をしております。 

 保育料はその世帯の所得に応じまして、多くの階層に分かれて、園児数によりまして減免等、個

別に算出をされているわけでございますが、学校給食費につきましては、ご案内のように施設費、

人件費は公費で、また原材料費はご負担いただくという一律のルールによりまして、定額でちょう

だいをしているものでございます。 

 また、徴収につきましては、市の会計ではなく、ＰＴＡでお集めをいただいておりますので、給

食費の金額に差を設ける、減免するということはなかなか実務上も困難であろうというふうに思っ

ております。 

 給食費につきましては、ほかの議員の皆さんからも何回かご質問いただきまして、東御市の給食

費高いのではないかというような指摘がありますが、私もつぶさに分析したところ誤解があるよう

ですので、ここで申し上げておきたいと思います。 

 給食費の単価につきましては、例えば隣の上田市と比べますと小学校低学年では４円、１食当た

りですね、高学年では５円、東御市の方が高いのですが、中学生になりますと東部中学校では３円

安く、また北御牧中学校では13円安い。合計しますとある意味とんとんでございまして、小・中学

校９年間、給食費は実は数十万円に及ぶわけですけれども、その総額で比べましても東部中学校で

3,600円多い。北御牧中学校は逆に2,900円安いという、非常に数十万円に比較しますと、わずかな

差でございます。 

 東御市の学校給食は自校給食を堅持する中で、温かく顔の見える心のこもった給食を提供してお

りますし、食育という観点、また一昨年になりますが、東部中学校の給食は長野県下の学校給食コ

ンクールで最優秀賞をいただくなど、非常に質の高い給食を提供しているところでございまして、

この点に関しましては、このわずかな差を踏まえましても、栄養士並びに学校の調理員の日々の努

力をむしろたたえるべきであろうというふうに考えております。 

 総額としまして、学校徴収金の中で給食費が県下では高い位置にあるということでございますが、

これはとりもなおさず学校における給食の提供日数が多い。これは高いということではなくて、児

童・生徒、また保護者にとっては学校でいただく給食の数が、日数が多いということですので、こ

れはむしろマイナスではなくて、うれしいことなのではないかなというふうに感じているところで



― 220 ― 

ございます。 

 多子世帯への経済支援を給食費の減免という形でしたらどうかというご提案でございますが、以

上のような理由から、私どもはそれは適切ではないと判断しております。 

○議長（櫻井寿彦君） 市長。 

○市長（花岡利夫君） 多子世帯に対する支援と、あとシングルによる子育ての状態、議員ご指摘

のとおり県で現在、調べておりまして、貧困率が８％という数字でありますので、国全体と比べる

と長野県全体では半分ぐらいというような数字が今、把握されていまして、国も県もこのシングル

による子育てに対する支援策ということに関して、考えていこうという方向で出てきておるところ

であります。 

 ただ、今、必要経費を一般論ではなくて、具体的に述べられたわけでありますけれども、やっぱ

り貧困対策というのは、画一的なものでなくて、収入に対してどういうふうに対応していくかとい

うことがベースにあるべきであって、しかも児童手当という形で、もちろんこれは子ども手当を経

て、再び議論されて児童手当になっているわけでありますけれども、そのような形で対応していく

ということでありますので、子どもたちが給食を気兼ねなく、しっかりと平等に食べていくという

環境は守りつつ、ほかの形でセーフティネットを張った方が、子どもたちにとって気兼ねがない状

態があるのではなかろうかと。つまり一律で安くするということは市の財政上からも極めて厳しい

状況の中で考えられないけれども、貧困対策として考えるとした場合は、ほかの方法と、その給食

費の減免ということに関しては、多方面から検討して結論を導き出していかないと、それも難しい

というふうに考えておるところであります。 

 したがいまして収入という問題を抜きに、一律でやるとしたら、国、県が基本的に担うべきで

あって、市の単独事業としては現時点では財政上も非常に厳しいというふうに言わざるを得ないと

いう状態であります。 

○議長（櫻井寿彦君） 阿部貴代枝さん。 

○８番（阿部貴代枝さん） 市の財政とか、本当に無料なんていうと、すごい莫大なお金が私もこ

の間、何となく単純に計算してみたら、それは非常に無理だということはわかっています。学校の

給食なども私、市に就職、一番最初したとき、東部中学校の給食士でした。そのときは1,200から1,

300人食ぐらいをつくっておりました。割かし何ていうの、既製で冷凍食品なんかを揚げたりとか、

そういうことが多かったんですけれど、今はそうではなくて本当に自校給食をやっていただいてい

るために、一つ一つ手づくりでやっていただいていると、もう、普段、それでなくとも子どもたち

はコンビニのお弁当とか、あれの生活が多い中で、本当に学校給食は私はとてもありがたいものだ

と思っています。でも、あえて子どものお金がすごくかかるということを今回、ここでちょっと言

わせてもらいました。こんな細かいことまでと思ったけれど、本当にその近所のうちでは、そんな

にぜいたくしているわけではありません。２台ある車なんかそんなに、中古車で買って、１台の軽

自動車なんてもうじき10万キロになるような、そういう自動車しか買えないようなつましい生活を
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しているけれども、やっぱりすごく大変だと、２人いてですよ、大変だという、そういう現状が世

の中にはあるということを今回あえて数字でちょっと言わせてもらいました。しつこいようですが、

あれです。 

 本当に市長が回答で、３人ぐらいという希望がかなう子育てを考えていくとおっしゃっていまし

た。今も違う形でそういうふうにやっていかなくちゃいけないということを、みんなでそういうこ

とを共有して、いい方向でぜひ子育てしやすい、いつも市長がお話しされる子育てしやすいまちと

いうことをみんなで考えていかなければいけないと思いました。 

 ただ、今の子どもへのいろいろな投資は、東御市の未来への投資だということもあるので、まる

きりこういうのはだめだ、お金がないからだめだということではなくて、また考えていっていただ

ければありがたいと思います。 

 次に、オリンピック誘致の関係ですが、また何か機会があれば考えてくださるということ、ぜひ

お願いしたいと思います。私、規模は全然ちっちゃいですけれど、以前のスペシャルオリンピック

スの長野大会のときに、香港のアスリートと監督をホームステイしました。とてもそのときにいろ

んなことがありまして、それは忘れられない、いい思い出になりました。孫たちもそれ、とても何

か今でも話が出るほどなんです。本当にぜひどこかでそういうことが、東京オリンピック・パラリ

ンピックがはるか遠いことのようなことではなくて、現実に肌で感じられるような、そんな何かが

できればいいなと思って要望しておきます。 

 それから平和都市宣言の関係なんですが、私たちサンフレンドの会では、毎年８月の初めの早朝

に現在、中央公民館前にあります平和の像の周辺の草取りを行って、白石みさよ先生がつくってい

ただいた平和の像の歌を歌いながら、その平和の像の建立についての話をし、それから平和につい

ての話し合いを毎年行っております。合併前に、それぞれの町村でありました都市宣言が、また実

現されようとしていますが、本当に市長がおっしゃっていました足元の平和と一人ひとりの人権が

認められる、そんな大勢の皆さんのご意見やお心、思いをくみ取っていただき、本当に一人ひとり

大事にされる、そんな平和宣言がされることを心から望んでおります。 

 それからまた女性の活躍に関してですが、先ほどのお答えで仕事の相談の充実とか、優良企業へ

の働きかけとか、いろいろの話がありました。私はちょっとここであえて市役所のことをちょっと

考えてみました。市役所の中で、女性が活躍できる働きやすい職場というのは、男性にとっても必

ず活躍でき、働きやすい職場であると考えます。いつの時点までに女性管理職を何％という目標な

どが目立ちますけれども、私はそれ以前に女性も男性も働きやすい職場づくりをすることが大事だ

と思っています。働きにくい職場では、管理職になりたいという、そんな気持ちが男性も女性もわ

いてこないのではないでしょうか。職員の皆様が生き生き働き続けられる、そんな職場づくりのた

めに、例えば女性活躍推進チームなどという、そんなようなものを設置して、どこに仕事の中に課

題があるか、いろんな点検をしたり、お互いに提案をしたりしながら推進すると、より効果的に女

性も男性も活躍でき、働きやすい職場が見えてくるんではないかと思いますが、その辺最後にいか
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がでしょうか、お聞かせください。 

○議長（櫻井寿彦君） 市民生活部長。 

○市民生活部長（土屋一夫君） それでは私の方から手短にお答え申し上げて、また市長の方から

もあろうかと思います。 

 まず宣言の関係でございます。市といたしましては、人権平和都市宣言に向けた活動の１つとい

たしまして、終戦の日であります８月15日に、平和の像の前におきまして、市職員を中心に、また

成人者の代表にも出席をお願いし、戦没者慰霊及び平和祈念の式を行う予定でございます。一例で

はございますけれども、平和を具体的な行動を通して市民の皆様とともにつくり上げていきたいと

いうふうにも考えておるところでございます。 

 また、女性の活躍についてでございますけれども、女性活躍推進法は女性の職業生活における活

躍を推進するということを主な目的としておりますけれども、基本的には男女共同参画社会基本法

の基本理念にのっとり制定されたものでございます。議員のおっしゃるとおり、女性も男性も働き

やすい職場づくりという観点からも、指標としての各数値目標を定めての取り組みが必要だという

ふうに考えてございます。 

 また、推進組織についてでありますけれども、現在、庁内組織であります男女共同参画行政推進

委員会等を活用する中で、男女双方の働き方に関する意識の改善や仕事と家庭の両立に対して理解

のある職場づくりなど、今まで以上に一層取り組んでまいりたいというふうに考えております。

よって、今、ご指摘のありました女性活躍推進チーム等の新たな組織は今のところ設置をすること

は考えてございません。 

 以上でございます。 

○議長（櫻井寿彦君） 阿部貴代枝さん。 

○８番（阿部貴代枝さん） 女性の活躍のことを市の職員のことだと思いましたが、市内全体の女

性も男性も輝いて、この東御市でいろいろご活躍されることを希望します。また、市の職員の皆様

が、心豊かにご活躍され、働いてくださることは、市民にとっても有益なことであり、市民が住ん

でいてよかったな、そんな幸せなまちづくりにつながっていくことだと思います。いろいろお答え

いただきました。 

 以上で終わります。 

○議長（櫻井寿彦君） 以上で通告に基づく一般質問はすべて終了しました。 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎散会の宣告 

○議長（櫻井寿彦君） 本日はこれをもって、散会します。 

 ご苦労さまでした。 

（午後 １時５２分） 
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――――――――――――――――――――――――――――― 

◎開会の宣告 

○議長（櫻井寿彦君） おはようございます。 

 これから本日の会議を開きます。 

（午前 ９時００分） 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎議事日程の報告 

○議長（櫻井寿彦君） 本日の議事日程は、お手元に配付のとおりです。 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第 １ 議案第５０号 平成２８年度東御市一般会計補正予算（第２号） 

（質疑、討論、採決） 

○議長（櫻井寿彦君） 日程第１ 議案第50号 平成28年度東御市一般会計補正予算（第２号）を

議題とします。 

 これから質疑を行います。 

 平林千秋君。 

○９番（平林千秋君） それでは何点かお願いします。まず29ページ、一般質問の中でも質疑にあ

りましたが、実践型地域雇用創造事業に関連してです。これは新しいタイプで地域の仕事おこし、

地域おこしにつながる形で注目しているんですが、何点かお尋ねします。 

 この事業の貸付金2,500万円、貸付というふうになっています。この貸付金の原資はどのような

ものを充てるんでしょうか。21ページの歳入の欄では、同額が回収金というふうになっております。

この相互関係はどういうふうになりますか。そしてこの事業は３カ年計画というふうになっており

ます。毎年この運転資金ということの歳出を予定しているということなんでしょうか。これが１点

目です。 

 それから２点目は、この事業を説明したこのチャートがありますね。このフローのチャート図で

は、厚生労働省から委託料として3,900万円を予定しているというふうに書いてあります。これは

単年度でそうなのか、３カ年計画ですが、単年度でそうなのかということと、それからこの会計処

理はどういうふうになるかということです。一般会計を経由してやるのか、また別な形でこの雇用

創造協議会というところに支出されるのか、その辺の関係はどうなっているかということを質問し

ます。それが１点目です。 

 それから２点目は、35ページになりますが、東御市文書館整備事業に関連してです。この事業で

収蔵を予定している文書群は、それぞれの類型でどのくらいになるんでしょうか。それでこの計画

の中では閲覧室も設けて、市民の皆さんが利用できるようにするという施設が計画されていますが、

それぞれの文書群については、整理をされて、インデックスがつけられて、市民が閲覧しやすいよ

うな形に既に整理されているものなのか、これからそういう作業をしなければならないものか、そ
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の辺はどうなっているか、お聞きします。 

 それからごめんなさい、戻りますが33ページ、市内小学校施設整備計画策定事業に関連してです

が、一般質問で質疑がありました。内容はいいんですけれど、この整備計画では長寿命化計画を立

てるというものでございます。それでこういう方向を出した、総合教育会議、昨年11月総合会議の

整備方針の内容という文書がございます。これではこの長寿命化計画により、将来の建替えのペー

スを長期化することで財政負担の平準化を図るということで、建替えペースを長期化ということを

狙いとしております。そこで今回の長寿命化計画の策定で、大体現在の市の小学校、どのくらい先

に、建替えを検討したい場合、どのくらいもたせるかということを基本に考えておられるかという

ことをお聞きします。 

 それから最後に、37ページの市民プールの実施計画の委託料に関連してですが、これは各プール

ごとにどういう形の形態にするのか、現況維持というのが前提なんですが、どういう補修工事が必

要だということで設計に当たるか、どういう対応になるかということをお伺いします。 

 以上、１回目の質問です。 

○議長（櫻井寿彦君） 産業経済部長。 

○産業経済部長（北沢 達君） 29ページの実践型地域雇用創造事業につきましてのご質問でござ

いますが、まず１点目のこの貸付金についてでございますが、本事業は厚生労働省が東御市雇用創

造協議会へ委託契約を締結し、事業を進めることになりますので、経費はすべて国が負担すること

になりますが、委託料の支払いは業務完了後の年度末となります。しかし協議会を運営するに当

たっては、事業着手の段階から、事務用品から始まって人件費等の支払いが待ったなしで始まりま

すが、協議会には資金はございませんので、国からの委託料が支払われるまでの間の運転資金を国

と協議会の契約の締結を条件に、市が協議会へここに支出として掲載させていただきます本年度は

2,500万円を貸し付けるものであります。あくまでも貸付金でございますので、年度末に国から委

託料が支払われた際は速やかに市へ同額を返還していただくことになります。したがいまして原資

につきましては、一般財源で対応するということになります。 

 また、今後の基本的には３年間という計画でございますが、今後あと残りの２年間につきまして

は、その都度その年の委託額等を考慮しながら、予算計上を同じような形で進めていくような形に

なる予定でございます。 

 次に、会計処理の関係でございますが、会計処理につきましては先ほども申し上げましたとおり、

国と協議会との契約でございますので、協議会がその業務内容に沿ってそれぞれ協議会の中で事務

処理を進めていくということになります。したがいまして市を経由して委託料が協議会に支払われ

るというものではなくして、直接協議会へ支払われるというような制度になっております。 

 以上でございます。 

○議長（櫻井寿彦君） 教育次長。 

○教育次長（清水敏道君） 35ページ、文書館につきましてお答えをいたします。文書館のうち、
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書籍をおさめる旧議場のスペースでございますが、書類の種類といたしますと行政文書と古文書が

ございます。古文書につきましては私どもの所管でございまして、現在、所有しておりますのが寄

贈、寄託含めましてボリュームでいいますと段ボール10箱程度（後刻訂正あり）でございます。そ

の文書、古文書の目次、リストはほぼできておりますので、それを再整理しておさめるという内容

であります。 

 それから学校施設、小学校施設の長寿命化計画につきましては、教育課長から申し上げます。 

 ４点目、37ページ、市民プールの今回改修設計を計上しておりますが、その内容でございます。

まず管理棟でありますが、耐震強度もないということで、中の機械室を含めまして平屋につくり直

すと。位置につきましても多少ずらす可能性はございます。加えまして、グラウンド利用者のトイ

レがありませんので、グラウンド側の外便所もこの際、あわせて増設といいますか、機能を加えた

いと考えております。 

 それから流水プール、これは昨年から休止をしておりますが、水漏れが起きているということで、

表層だけでなくて本体にもどうも漏水箇所がありそうだということですので、表面の部分を一旦そ

ぎ取ってみないとどの程度傷んでいるかわかりませんので、修繕で済めばできるだけお金をかけな

いで修繕でまいりたいと。最悪の場合、本体のステンレス部分まで直すとなると更にかかるかもし

れませんが、これはちょっとやってみないとわからない部分もありますので、やや流動的でござい

ます。 

 ウォータースライダーにつきましては、基準を満たしていない、あるいは本体につきましても老

朽化しているということで、解体撤去であります。 

 循環ろ過設備は、それぞれの機能を維持するための更新、それからその他の工事といたしまして

はプールサイド、タイル等傷んでいるところ、あるいは日よけの施設等も傷んでいる部分について

は直すといった５つの内容を考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 教育課長。 

○教育課長（小林哲三君） 平林議員の小学校の長寿命化の計画の中で、現在ある建物をどのくら

い延命化していくかというご質問でございます。 

 専門家の意見を聞きながら、そのところを決めていくところでありますけれども、少なくとも20

年から30年の延命を図っていきたいと計画をしているところであります。 

○議長（櫻井寿彦君） 総務部長。 

○総務部長（掛川卓男君） 文書館の収蔵の量についてですが、行政文書についてはこちらの所管

になりますが、行政文書の関係につきましては、どの範囲の行政文書までこちらの文書館に保存す

べきかということも含めまして、先進事例も参考にして、今後検討してまいりたいという段階でご

ざいます。よろしくお願いします。 

○議長（櫻井寿彦君） 平林千秋君。 

○９番（平林千秋君） 再質問を何点か。 
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 実践型地域雇用に関連してですが、資金のことはわかりました。それでこの事業では雇用を120

人増やすということで、非常に注目しているんですが、この説明文章によりますと、新規就労（創

業）者数120人（新規卒業を除き常勤と非常勤等を含む）というような説明になっていて、ちょっ

と実体がなかなかつかみにくい。もうちょっとこの事業効果としてどの程度のことが望めるのか。

新規就労という場合は、新たな就労ということなんですけれども、既存の事業体が新しい事業を起

こしたときに、それも新規就労というふうにカウントするのかどうなのか、その辺ちょっとこの事

業効果についてご説明いただきたいと思います。それが１点です。 

 それから文書館の整備に関連してですが、既存の文書、そういう今、ご報告があったとおりです。

今後、施設の規模を考えた場合、この古文書というか、収蔵する文書等を今後積極的に収集して、

東御市の財産として残していく、そういう施設に充てるというような構想がおありでしょうか。 

 それからアケボノゾウに関連しては、今、収蔵しているものの保管場所としてこちらに持ってく

るという趣旨の説明がありましたけれども、注目されるアケボノゾウですから、展示機能というの

をどういうふうにやるかというのが課題だと思うんです。旧北御牧庁舎の一定のスペースに常設な

いしは今、希望者があったら見せるよという格好になっているんですけれども、利用状況によるん

ですけれども、展示機能というのを拡充して設けるということはどういうふうにお考えでしょうか。 

 それから最後に、市民プールに関連してですが、今、ご報告があったように具体的な対応はスラ

イダーを廃止するという、総合教育会議の検討に基づく具体だというふうになっております。一般

質問でも提起しましたけれども、体育施設在り方検討委員会の結論、流水プール、スライダープー

ルを規模を縮小しても存続するということと、総合教育会議で決めたご決定とは少しかい離があり

ます。これはきちんと説明する必要があるんだということをご指摘したんですが、利用者は一般市

民にとどまらず、子どもたちなんですね。子どもたち、非常に期待していた、再開することを期待

していた、それに対して市としてはこういう結論に至ったんだよということを少なくとも子どもた

ちにわかるようにご説明するということが当然必要になると思います。私はパブリックコメントを

とるなり、もう一過程を置いたらどうかという提起をしたんですが、説明責任をどう果たしていく

かということについて、どうお考えですか。これは市長に伺います。 

○議長（櫻井寿彦君） 産業経済部長。 

○産業経済部長（北沢 達君） まず今回の実践型雇用で雇用者の数というのですか、内容につき

ましてですが、今回の事業で各種のセミナー等を行っていくわけですが、その中でセミナーなどに

参加していただきます参加企業による雇い入れ数や人材育成メニューのセミナー等の参加者、面談

会の参加者で市内において就業、創業した方のほか、実践員として雇用した方も計上されるという

ことで、その中には常勤の場合もあるでしょうし、非常勤もあるでしょうしという中で、それも雇

用人数としてカウントしていいという国の目標数値の設定になっておりますので、そんな形で計上

させていただいて、３年間で120人の雇用を図ってまいりたいということであります。 

 今回のこの事業によりまして、いずれにいたしましても地域求職者等による人材等の育成を図り
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ながら、再就職、創業支援というようなことに努めまして、最終的には雇用拡大につながるものと

いうふうに考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 教育次長。 

○教育次長（清水敏道君） 再質問、まず古文書について、先ほど私、10箱程度と言いましたけれ

ど、記憶違いでございまして50箱程度あるようでございます。大変失礼をいたしました。 

 それから旧町村時代に町誌、村誌を編纂しておりますが、そういったものの資料が100箱以上あ

るようでございますけれども、あるものを全部収納するということではなくて、この際にきちんと

整理して、中身を精査して必要、また保存の必要なものだけ取捨選択する必要はあろうかというふ

うに思っております。 

 それから古文書を積極的に収集するのかということですが、非常に難しい問題でございまして、

古文書というのはただとっておけばいいというものではありませんで、内容を解読して、理解する

必要があります。また、特に古文書、個人のお持ちのものにつきましては、宗教人別ですとか、相

当プライベートな部分、あるいはお金の貸し借りですとか、身分等にかかわるものもありますので、

私どもの正直手に負えない部分もありますので、何でもいただくというわけにはいかないというふ

うに思っております。歴史的に、あるいは文化財的に価値の高いものをよりすぐってということに

なろうかと思いますけれども、基本的には今のところ大きな方針はまだ立てておりませんので、今

後の課題であろうというふうに思います。 

 それから２点目のアケボノゾウでございますが、一般質問でも申し上げましたようにアケボノゾ

ウ、県の指定になれば更にきちんと整理して皆さんに見ていただく、あるいは学習の用に供すると

いう必要が出てまいります。現在でも各小学校すべてアケボノゾウの見学はしていただいておりま

すけれども、今回は北御牧庁舎の３階をどう利用するかということで方向が出たということであり

ますが、それ以外、周辺も含めましてアケボノゾウの展示についてはこれからきちんと考えていか

なければいけないというふうに思います。現状の保存、河川敷になっておりますけれど、その保存

ですとか、あるいは今あるものだけでいいのかということも含めて、今後検討しなければいけない

というふうに思っております。 

○議長（櫻井寿彦君） 市長。 

○市長（花岡利夫君） 東御市として市民プールに関しまして、維持するかどうかというご意見も

あるわけでありまして、広域的に佐久にも上田にも類似の施設がありますので、広域的に市単独で

維持するということが困難なものに関しては、そういうふうに考えていく、そういう考え方を住民

が持っていただかないと、これからの人口減少化社会を地域が生き抜いていくというのは非常に困

難になってくるという状況がありますので、そのような意見を踏まえる中で、規模を縮小してでも

市民プールに関しては残していくという結論をいただきましたので、今回の選挙で公約に掲げて残

させていただきたいというお願いを市民にさせていただいて、そして許可を得たというふうに認識

いたしております。 
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 そしてそういう中で、これからいくらかかるかということを検討していくという予算でございま

すので、まずこれをお認めいただきたいということであります。先ほど申しましたように流水プー

ルに関しては、はいでみないと現実にどれぐらいかかるか、正確にはわからないという状況がござ

いますし、50メートルプールに関しては廃止してもいいんではないかという在り方懇（体育施設あ

り方検討会）の考え方もありましたけれども、基本的には水泳でまちおこしをやっているという状

態の中で、また、大会が開けるとしたら、どこかに大会が開ける50メートルプールがあった方がい

いというような考え方もありまして、残していく方向で今、検討をしているところであります。 

 長寿命化計画によって、国の補助金が考えられるわけでありますけれども、最近の状況にありま

すと３割に満たない、50の補助金が条文上はあるわけでありますけれども、現実的には予算の配分

上３割に満たないという状況では、大変な状況にあるということでありますので、そういう中で規

模縮小、もしくは複合的に活用するという事業における補助事業を採択を目指していくとしたら、

規模縮小と、そして複合的な活用ということを国に説明せざるを得ないという状態でありますので、

それが国と交渉してみないとどういう方向で改修の予算が立ってくるかわからないという現状であ

りますので、これに関しては負託を受けた者として、議会に提案させていただいて、そして議会で

ご審議いただくという方向で動いていくということでございますけれども、説明責任に関してはそ

ういうことも踏まえて、進捗状況で方向性が一定程度見通した時点で、市民に説明をしていくとい

うことが、これまでのやり方でありますし、希望をすべてかなえれば財政的に非常に、国の補助が

非常に見込めないという状態が見通せますので、そこまでは在り方懇（体育施設あり方検討会）で

規制されたというふうには考えておりませんので、流水プールを何とか残すという方向で検討させ

ていただきたいということでありますので、よろしくお願いします。 

○議長（櫻井寿彦君） 平林千秋君。 

○９番（平林千秋君） 私が申し上げたいのは、プールに関連してですけれども、市はいろいろ検

討してそういう結論に至ったということは今、市長の説明を聞きました。同時に方向性が見えてか

ら市民にご報告するという形になっていますが、市長選挙の争点になったり、市民が求めたのは、

流水プール、それからスライダープール含めて存続してほしいというご意見だと思います。市長も

選挙の中で触れられましたけれど、市民の使い勝手が、喜んでもらう施設として存続したいという

趣旨のお話でありまして、スライダーをなくしますからよろしくねということは多分おっしゃって

いられなかったと思うんですよ。ですからいろいろ検討した結果、在り方検討委員会で文面上見る

限り、両方とも残しますと、規模を縮小してでもという条件がついていますけれど、そういうご結

論でありました。総合教育会議はもっと細分化して、スライダープールについては廃止しますとい

う結論を出したので、明らかに検討委員会と結論と反するわけですよね。ですからそういう方向を

出しましたと、これに関して。だとすればその時点でやっぱり大きな方向の違いがありますので、

市民の皆さんにお知らせして、ご意見を伺う等の機会をつくって、その中で市も財政上こういうこ

とだと、全体計画はこういうふうに考えるんだということを示して、最終的にご決定なさるという
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のが私は行政の筋だと思うんです。そういうプロセスをぜひとるべきだと。結論は市民の皆さんが

市の説明に対してご納得するかどうかということは、それはやっての上のことですから、少なくと

もそういうプロセスをとるべきだというふうに思いますので、改めてご見解を伺います。 

○議長（櫻井寿彦君） 市長。 

○市長（花岡利夫君） 在り方懇（体育施設あり方検討会）は教育委員会のもとで設置されて、教

育委員会とあわせて市長部局も関連するということで財政的に、また市の方針としてどうするかと

いうことでありますので、私も白紙委任したということもありますので、報告書をいただいたとこ

ろでありますけれども、あくまで在り方懇（体育施設あり方検討会）というのは教育委員会の設置

であります。 

 そして教育委員会としての１つの一定の方向が出されて、そして私、市長部局も検討させていた

だいて、何度かの意見交換をやって、教育会議でこういう状態に今のところなっていますというこ

とを確認したにすぎません。総合教育会議で決定する場所でもありませんし、基本的にはお互いの

合意を得たというプロセスでありますので、議員がそこに立ち会われたということでありますので、

そこで決まったというふうに思われたということは、議員のお考えでありますけれども、私どもと

してはそこで決定していくという性質のものではございませんので、今後この方向で専門家の意見

を詰めていくし、県や国と調整を図っていって、一定程度の見通しが立てたときに、こういう方向

でいきたいというお話を市民にしていくということで、やめた方がいいんではないかというお話に

なれば、それはそれでまた別の方法を考えていかなければいけないということでありますので、で

きるだけ早くということで、動かすためにはこういうことが必要だというふうに考えております。 

○議長（櫻井寿彦君） 三縄雅枝さん。 

○１４番（三縄雅枝さん） １点だけお尋ねをいたします。今の37ページのプールの件であります

けれども、現状と今後の対応ということで、今、説明をいただきました。この補正予算書を見たと

きに、設計委託料2,300万円、多額だなというふうに感じたんですね。私はもう、こういうことに

関して素人ですので、2,300万円が妥当だよという、あ、そうなんだという説明をいただければと

いうふうに思います。 

○議長（櫻井寿彦君） 教育次長。 

○教育次長（清水敏道君） 今回、設計の補正予算をお願いいたしているわけでございますけれど

も、先ほども申し上げましたように内訳といたしまして、建築物があり、機械設備があり、また

プール本体ということで、５つの内訳の合計額でございます。 

 それから実際には2,300万円全部かからないかもしれませんが、流水プールにつきまして先ほど

申し上げましたように非常に流動的な部分があるということで、一旦補正をしてまた足らないから

追加というわけにいきませんし、それから本件につきましては国の補助を得て実施したいというこ

ともありますので、タイミングの問題もございますので、今回は2,300万円という積算をさせてい

ただいて、ご提案申し上げているわけでございます。 
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○議長（櫻井寿彦君） 三縄雅枝さん。 

○１４番（三縄雅枝さん） それぞれ５つの項目で、それぞれ設計をする、それに対して１つのこ

の項目に対していくらです、２項目めに対していくらです、それを積み上げていったら2,300万円

にはならないけれども、そのくらいにはなるんではないかということですよね。そうすると一つ一

つが約400万、500万円、単純に計算してなりますよね。だけれどもプールという、私は今、そうい

うお話を聞いたら別々にやるんだというふうに思いましたけれども、いわゆるあそこのプール全体

の設計というふうに理解をしたときに、この2,300万円、一般の庶民の経済、財政感覚からいった

らすごい大きいなというふうに、家が一軒建ってしまうじゃないというふうに思ったんですね。で

もそういうふうに１項目、１項目何百万ずつ出して、設計することが妥当なのか、それとも全体の

プールとして１つのプールという、市民プールという設計をすると、それほどにもならないんでは

ないかなというふうに思うんですけれども、担当としてはそれが妥当だということでこういう数字

が出てきたというふうに思うんですけれども、ちょっと高いなというふうに感じたのは事実なので

すけれども。 

○議長（櫻井寿彦君） 教育次長。 

○教育次長（清水敏道君） 管理棟は面積を少し減らしてもいいかとは思っていますけれども、外

便所もつけたりということで、内容的には機能を増やす部分もあります。それから各施設、数百万

程度というと高いのではないかということでございますけれど、事業費の総額からいたしますと６、

７％の割合でございますので、ちょっと金額までは今、申し上げられませんけれども、１億や２億

の事業費ではない、相当額かかるということで、更にスライダーまでやると更にまた伸びるという

ことで、一部については我慢いただきたいという内容を持って、今回の設計額を積算してございま

す。 

○議長（櫻井寿彦君） 三縄雅枝さん。 

○１４番（三縄雅枝さん） 市的財産のことなので、いくらという金額が私たちには想像もできま

せんけれども、そういう感想を持ちましたということを申し上げておきます。 

○議長（櫻井寿彦君） よろしいですか。 

 これで質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

（「なし」と言う人あり） 

○議長（櫻井寿彦君） 討論なしと認めます。 

 これから議案第50号を採決します。 

 お諮りします。本案を原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と言う人あり） 

○議長（櫻井寿彦君） 異議なしと認めます。 

 議案第50号は原案のとおり可決されました。 
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 お知らせします。これからの議案につきましては、委員会に付託される議案であります。自己の

所属委員会の担当部門にかかわる議案の質疑については、原則として委員会でお願いすることが例

となっておりますので、申し添えます。 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第 ２ 議案第５１号 東御市工場立地法準則条例 

（質疑、委員会付託） 

○議長（櫻井寿彦君） 日程第２ 議案第51号 東御市工場立地法準則条例を議題とします。 

 これから質疑を行います。 

 平林千秋君。 

○９番（平林千秋君） 本条例は、工場立地法第４条にかかわって、市が独自に準則を決めるとい

う中身ですが、そもそも工場立地法の緑地規制というのは、どういうものなんですか、どういう目

的なのかということをお知らせ願いたいと思います。 

 今回、この数値に見ますように大幅な面積率の緩和ということになっておりますが、基準の最低

基準を選んだことになりますよね。これはどういう考え方でそういう決定をしたのか、そしてこれ

に伴うメリット、それから環境上の規定でありますから、伴うデメリット、それはどんなふうに考

えてこういう提案に至ったかお聞かせ願いたいと思います。 

○議長（櫻井寿彦君） 産業経済部長。 

○産業経済部長（北沢 達君） まず工場立地法の目的でございますが、工場立地が環境の保全を

図りつつ適正に行われるようにするため、工場立地に関する調査、実施をするとともに、工場立地

に関する準則を公表し、これに基づく勧告、命令等を行うことにより、国民経済の健全な発展と国

民の福祉の向上に寄与するものとされております。したがいまして初めに述べましたように、環境

保全というのが大きな目的となっております。 

 今回の改正の面積率等の考え方でございますが、いずれにいたしましても先ほど申し上げました

ように、法の趣旨により、工場の立地は環境の保全を図りつつ適正に行われる必要がございます。

また、市の総合計画の施策にもありますように、豊かな自然の継承と共生の実現を目指していくこ

とから、この点を考慮しながら進めていく必要があるというふうに考えておりまして、区域につき

ましては限定して定めさせていただいているところでございます。 

 面積率につきましては、法により国が定める基準の範囲内におさめる必要がまずございます。ま

た、今回の制定の目的が市内の商工業の発展にございますので、近隣市の状況を踏まえ、できる限

り緩和し、工場用地の有効活用や設備投資を積極的に促すため、国が定める基準の範囲の最小値を

採用したところでございます。 

 デメリットということでございますが、いずれにいたしましても緑化率等を緩和しますので、そ

の敷地内におきましては緑化率、緑化面積が小さくなるということでございますが、今回区域を限

定して対象と、緩和する対象となる面積は用途区域外の工業団地等も、済みません、今回対象とな
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る面積につきましては、特に定める用途区域外の工場団地も含めますと約224ヘクタールの見込み

でございます。これは市全体の面積１万1,230ヘクタールに対して約２％ということでございます

ので、環境等に及ぼす影響については限定的というふうに考えているところでございます。 

○議長（櫻井寿彦君） 平林千秋君。 

○９番（平林千秋君） ついでに３つほどまた追加でお聞きします。 

 工場立地法については、幾たびかの改正がありまして、1997年に全国一律でなくて地方自治体の

実情に合わせて地域準則を決めていいという改正がありました。それでもう、かなりたったんです

ね、地方で決めてもいいとなってから。今日、今の時点でこの改定を提案したのにはそれなりの動

機があると思います。商工会から陳情もあったという事情もあるかもしれませんが、今回改定に踏

み切ったのはどういう事情があったのかということが１点です。 

 それから今回の改定で区域区分というのを、今まで全域で一律の基準だったんですが、３つに分

けました。準工業地、工業地域及び工業専用地、それから用途地域外で工業振興を図るために市長

が認める地域と、３つに区分をいたしております。この条例の適用は敷地面積9,000平米以上、ま

たは建築面積3,000平米以上の工場が対象というふうになっております。それで現況で結構ですの

で、地域的にその３つの地域、市内ではどういう地域が該当するのかということをお聞きします。 

 それから３番目に、今度の条例改定で既存の工場に適用されるようになるんでしょうか。つまり

新規立地だけでなくて既存の立地、既に立地しているところで工場の増改築等が当然あり得るんで

すが、その際にも新基準が適用されるという解釈でよろしいでしょうか。 

 以上３点です。 

○議長（櫻井寿彦君） 産業経済部長。 

○産業経済部長（北沢 達君） まず１点目の、なぜこのタイミングでの制定かということでござ

いますが、今回の改正に当たりましては、地方分権改革の第２次一括法の中で工業立地法も昭和24

年に地域の実情により緑地面積等を独自に定めるようになったが、市では従来から環境保全を重点

事業として進めてまいりましたことから、独自の基準については見合わせてきたところでございま

す。 

 しかし昨年度より取り組みが始まりました人口減少に歯止めをかけるために、地方創生事業等に

よる企業の事業規模を拡大し、雇用確保をするための取り組みを行っているところでございます。

この取り組みに伴いまして、既存敷地内では増築しようとした場合、今回の緑地面積等が支障にな

り拡大できないことが予想されます。 

 また、近隣の市町村では、上田市が平成27年の施行でございます。小諸市が今年度、28年度から

の施行ということで、緩和されての基準を定めているところでございます。本市も企業誘致を推進

するに当たりましては、他市町村との競争に遅れをとらなくする必要もございますので、また議員

からもお話がありましたように、市の商工会からもご陳情をいただいているということでありまし

たので、このような社会情勢等を踏まえる中で、市の商工業の発展のためには独自の基準を早期に
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定める必要があるということを判断させていただきまして、今回提案させていただいたものでござ

います。 

 ２点目の今回の緩和対象となる区域でございますが、まず都市計画の準工業の地域が50ヘクター

ル、工業地域につきましては97ヘクタール、工業専用地域については39ヘクタール、そのほか特に

定める地域として、羽毛山工業団地、上川原工業団地等の用途区域外の工場団地が38.7ヘクタール

ほどございます。合計としては224ヘクタールほどの対象面積になるのかなというふうに考えてい

るところでございます。 

 ３点目の既存の工場に適用になるのかということでございますが、公布の日から既存の工場につ

いても今回の緩和の緑化率等の基準が適用になるということであります。 

 １点、説明が抜けたところがございます。今回の市内で敷地面積が9,000平米以上、または建築

面積3,000平米以上の工場はということでございますが、現在、正確ではございませんが、おおむ

ね調べた中では大体20社ほどが該当するのかなというふうに考えております。 

 以上です。 

○議長（櫻井寿彦君） ほかにございませんか。 

（「なし」と言う人あり） 

○議長（櫻井寿彦君） これで質疑を終わります。 

 お諮りします。本案は産業建設委員会に付託したいと思います。これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と言う人あり） 

○議長（櫻井寿彦君） 異議なしと認めます。 

 議案第52号は産業建設委員会に付託することに決定しました。 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第 ３ 議案第５２号 東御市特別職の職員の退職手当に関する条例の一部を改

正する条例 

（質疑、委員会付託） 

○議長（櫻井寿彦君） 日程第３ 議案第52号 東御市特別職の職員の退職手当に関する条例の一

部を改正する条例を議題といたします。 

 これから質疑を行います。 

 横山好範君。 

○３番（横山好範君） この条例の出された背景について、ご説明をいただきたいと思います。 

○議長（櫻井寿彦君） 市長。 

○市長（花岡利夫君） これまで私は市長選挙の公約として退職金に触れてまいりました。１期目

に関しましては、当時宮城の知事が退職金を辞退されているというような状況もありまして、私も

退職金をなしで働かせていただくということで、２期目のときはいろんなご批判も実は市長さん方

から個人的にはいただきまして、そういうこともありまして、それでも理事者と相談をさせていた
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だいて、５割減という形で整合性をとる形で市長選の公約にさせていただきました。 

 今回は基本的に公約という形ではなくて、襟を正すという形でしっかりと、どこかで隗より始め

よということで、税の使い道ということに関して、襟を正す意味を含めて２割減という形で条例を

提出させていただいて、お認めいただきながら、丁寧な市政運営をやっていくことのお約束にして

いきたいというふうに考えて提案させていただいたところでございます。 

○議長（櫻井寿彦君） ほかにございませんか。 

（「なし」と言う人あり） 

○議長（櫻井寿彦君） これで質疑を終わります。 

 お諮りします。本案は総務文教委員会に付託したいと思います。これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と言う人あり） 

○議長（櫻井寿彦君） 異議なしと認めます。 

 議案第52号は総務文教委員会に付託することに決定しました。 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第 ４ 議案第５３号 東御市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例 

（質疑、委員会付託） 

○議長（櫻井寿彦君） 日程第４ 議案第53号 東御市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例を議題とします。 

 これから質疑を行います。 

 窪田俊介君。 

○１番（窪田俊介君） 家庭的保育事業等の設備の政省令の改定による条文の改正なんですが、こ

れ具体的に４階以上の保育所の避難用の排煙設備のところが若干書き方が変わったんですが、実際

に何か排煙設備に要するに避難用の付室に関する何か条件が変わったのかどうか。 

 あとこの対象になるのは大体事業所内保育とかの、要するに駅前保育みたいなことをやっている

生命保険会社とか、そういったものの対象になる条文なんですが、多分東御市にはそういうところ

はないと思いますけれども、一応確認で対象になるようなところがあるかどうか聞いておきます。 

○議長（櫻井寿彦君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（山口正彦君） ただいまの窪田議員の質問につきましては、子育て支援課長から

お答えいたします。 

○議長（櫻井寿彦君） 子育て支援課長。 

○子育て支援課長（坂口光枝さん） 窪田議員の質問にお答えいたします。 

 今回、こちらは建築基準法施行令が改正になりまして、それに伴うものです。構造的には、以前

は４階以上の建物については、階段室とはまた別に付室という、排煙施設をつくらなければいけな

かったんですけれど、今回の改正で階段室、または付室両方に火災時に生ずる煙が、外に排煙設備
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を設けることで大丈夫ということで、付室をわざわざ設けなくてもよいということになりました。 

 東御市におきましては、こちらは小規模保育事業Ａ型を行う、おもいやり乙女平が経営していま

すおひさまこども園が認可外として事業を行っておりますけれど、こちらは１階部分を保育施設と

して使用中ですので、該当とすればこの施設だけです。あとは事業所内保育事業については、東御

市については該当はございません。 

○議長（櫻井寿彦君） ほかにはございませんか。 

（「なし」と言う人あり） 

○議長（櫻井寿彦君） これで質疑を終わります。 

 お諮りします。本案は社会福祉委員会に付託したいと思います。これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と言う人あり） 

○議長（櫻井寿彦君） 異議なしと認めます。 

 議案第53号は社会福祉委員会に付託することに決定しました。 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第 ５ 議案第５５号 財産の処分について 

（上程、説明、質疑、委員会付託） 

○議長（櫻井寿彦君） 日程第５ 議案第55号 財産の処分についてを議題とします。本案に対す

る提案理由の説明を求めます。 

 産業経済部長。 

○産業経済部長（北沢 達君） ただいま上程となりました議案第55号につきまして、提案説明申

し上げます。 

 本日配付の議案書の１ページをお願いいたします。 

 初めに、本議案は上川原工業団地内で現在、ＩＰＤロジスティクス株式会社が市から賃借してい

る土地を取得したいという申し出があったことに伴い、売却するものでございます。 

 なお去る６月16日に、土地売買の仮契約の調印を行っております。 

 それでは説明に入らせていただきます。 

 議案第55号 財産の処分についてでございます。 

 工業用地として土地を処分するため、東御市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分

に関する条例第３条の規定により、議決をお願いするものであります。 

 売却の相手方は、長野県東御市加沢88番地12、ＩＰＤロジスティクス株式会社代表取締役、岩下

貴。 

 売却する土地の表示及び価格につきましては、東御市加沢字大長田122番15、宅地5,270.44平米。

価格は5,797万4,840円でございます。 

 次ページは売却する土地の位置図でございます。ご確認ください。 

 以上、議案第55号につきまして提案説明申し上げましたが、ご審議の上、ご決定賜りますようよ
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ろしくお願いいたします。 

○議長（櫻井寿彦君） これから議案第55号について質疑を行います。なお本議案につきましては、

委員会に付託される議案であります。自己所属委員会の担当部門に係る議案の質疑については、原

則として委員会でお願いすることが例となっておりますので、申し添えます。 

 よろしいですか。 

（「なし」と言う人あり） 

○議長（櫻井寿彦君） 異議なしと認めます。 

 お諮りします。本案は産業建設委員会に付託したいと思います。これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と言う人あり） 

○議長（櫻井寿彦君） 異議なしと認めます。 

 議案第55号は産業建設委員会に付託することに決定しました。 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第 ６ 議案第５４号 平成２８年度東御市一般会計補正予算（第３号） 

（上程、説明、質疑、委員会付託） 

○議長（櫻井寿彦君） 日程第６ 議案第54号 平成28年度東御市一般会計補正予算（第３号）を

議題とします。本案に対する提案理由の説明を求めます。 

 総務部長。 

○総務部長（掛川卓男君） おはようございます。 

 ただいま上程となりました議案第54号 平成28年度東御市一般会計補正予算（第３号）につきま

して、提案説明を申し上げます。 

 お手元の平成28年度東御市一般会計補正予算書の１ページをお願いいたします。 

 初めに、今回の補正予算の主たる財源となります交付金の内容について若干説明を申し上げたい

と思います。国庫補助金でございます地方創生加速化交付金でございますが、地方版の総合戦略に

基づく各自治体の取り組みについて、先駆性を高め、レベルアップの加速化を図るため自治体の自

主的、主体的な取り組みを支援する交付金でございます。 

 この事業に採択が見込まれる事業を国と協議の上定め、本補正予算に提案するものでございます

ので、よろしくお願いいたします。 

 それでは説明に入らせていただきます。 

 議案第54号 平成28年度東御市一般会計補正予算（第３号）。 

 平成28年度東御市の一般会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによるものでございます。 

 第１条、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３億9,945万8,000円を追加し、歳入歳出予算の

総額を152億4,413万5,000円とするもので、第２項補正後の歳入歳出予算の金額は、第１表歳入歳

出予算補正によるものでございます。 

 ２ページをお願いいたします。第１表歳入歳出予算補正につきましては、ご覧のとおりでござい
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ます。 

 ちょっと失礼します。 

 ３ページから５ページにつきましては、省略をさせていただきます。 

 ８ページをお願いいたします。歳出から説明申し上げます。 

 款２総務費項１総務管理費目６企画費2,552万円の増額につきましては、湯の丸高原高地トレー

ニング施設誘致関連業務に関する節予算の組みかえ及び減額補正、これにつきましては施設整備推

進委員会負担金への予算の組みかえ等でございます。またスポーツツーリズム調査、企画等の費用

の補正につきましては、湯の丸高原の施設整備に係る企画費等の費用に関する委託料等についての

補正でございまして、これにつきましては先ほど申し上げました地方創生加速化交付金の対象とな

るものでございます。 

 続きまして、款５農林水産業費項１農業日目３農業振興費1,380万円の増額につきましては、（1

2）の産業クラスター推進事業費でございまして、市の農産物のブランド化を図るための調査及び

広告宣伝等に要する費用の補正でございます。これにつきましても地方創生加速化交付金の対象と

なるものでございます。 

 款６商工費項１商工費目２商工振興費748万1,000円の増額につきましては、10ページをお願いい

たします。（３）商工業振興助成事業費でございまして、東御市商工業振興条例に基づく助成に要

する補助金の増額補正でございます。（４）観光費2,300万円の増額につきましては、（２）の湯

の丸高原観光対策事業費でございまして、湯の丸自然学習センター周辺及び登山道等の整備に要す

る工事請負費の補正でございます。これにつきましても加速化交付金の対象になるものでございま

す。 

 続きまして、款10公債費項１公債費目１元金３億3,190万6,000円、につきましては、増額のうち

（１）の市債償還元金（経常分）2,259万円の減額につきましては、地方債の繰上償還に伴う元金

の経常分の減額補正でございます。（２）市債償還元金（臨時分）３億5,449万6,000円の増額につ

きましては、地方債繰上償還金の補正でございます。目２利子224万9,000円の減額は、地方債繰上

償還に伴う利子、経常分の減額補正でございます。 

 以上が歳出でございます。 

 ６ページに戻っていただきたいと思います。歳入について申し上げます。 

 款14国庫支出金項２国庫補助金目５総務費国庫補助金6,292万円の増額につきましては、地方創

生加速化交付金の増でございます。なお、この交付金につきましては、交付金事業の申請に当たり

まして国との事前協議が調い、事業計画書の提出を行った段階でございます。交付決定はまだされ

ておりませんが、事業実施について交付決定後速やかに着手し、実施するためにこのタイミングで

補正予算をお願いするものでございます。 

 款16財産収入項２財産売払収入目１不動産売払収入5,797万4,000円の増額は、上川原工業団地に

係る土地売払収入金でございます。 
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 款18繰入金項１基金繰入金２億7,856万4,000円の増額は、地方債繰上償還に係る減債基金繰入金

でございます。 

 以上が歳入でございます。 

 以上、議案第54号 平成28年度東御市一般会計補正予算（第３号）につきまして、提案説明を申

し上げました。よろしくご審議の上、ご決定賜りますようお願い申し上げます。 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第 ７ 陳情の上程 

○議長（櫻井寿彦君） 日程第７ 陳情の上程をいたします。 

 陳情第49号 人にやさしい地域づくりの会、谷口博から提出されました、次期介護保険制度改正

における福祉用具、住宅改修の見直しに関する陳情書は、社会福祉委員会に付託します。 

 陳情第50号 信州言友会東御支部共同代表、井口昌一及び同共同代表、久保康彦から提出されま

した、ことば・きこえの通級指導教室設置の陳情書は、総務文教委員会に付託します。 

 なお陳情第48号 東御市商工会、清水初太郎ほかから提出されました、工場用地の緑地面積等に

ついて緩和を求める要望書に関しては、本定例会に上程された議案第51号 東御市工場立地法準則

条例と趣旨が重複するため、議席配付のみといたします。 

 以上で本日の日程はすべて終了しました。 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎散会の宣告 

○議長（櫻井寿彦君） これで散会します。 

 ご苦労さまでした。 

（午前１０時０６分） 
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――――――――――――――――――――――――――――― 

◎開会の宣告 

○議長（櫻井寿彦君） 皆さん、こんにちは。 

 これから本日の会議を開きます。 

（午後 １時３０分） 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎議事日程の報告 

○議長（櫻井寿彦君） 本日の議事日程は、お手元に配付のとおりです。 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第 １ 選挙第 ２号 上田市東御市真田共有財産組合議会議員の選挙 

○議長（櫻井寿彦君） 日程第１ 選挙第２号 上田市東御市真田共有財産組合議会議員の選挙を

行います。 

 お諮りします。選挙の方法につきましては、地方自治法第118条第２項の規定により、指名推選

により行いたいと思います。これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と言う人あり） 

○議長（櫻井寿彦君） 異議なしと認めます。 

 選挙の方法は指名推選で行うことに決定しました。 

 お諮りします。指名の方法については、議長が指名することにしたいと思います。これにご異議

ありませんか。 

（「異議なし」と言う人あり） 

○議長（櫻井寿彦君） 異議なしと認めます。 

 議長が指名することに決定しました。 

 ただいまから指名します。 

 上田市東御市真田共有財産組合議会議員に、町田千秋君、堀高明君を指名します。 

 お諮りします。ただいま議長が指名しました諸君を当選人に定めることにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と言う人あり） 

○議長（櫻井寿彦君） 異議なしと認めます。 

 ただいま議長が指名しました諸君が、上田市東御市真田共有財産組合議会議員に当選されました。 

 ただいま当選されました諸君が議場におられますので、会議規則第32条第２項の規定により、当

選の告知をいたします。 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第 ２ 議案第５１号 東御市工場立地法準則条例 

◎日程第 ３ 議案第５５号 財産の処分について 

（委員長報告、質疑、討論、採決） 
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○議長（櫻井寿彦君） 日程第２ 議案第51号 東御市工場立地法準則条例、日程第３ 議案第55

号 財産の処分について、以上２議案を一括議題とします。本２議案に対する審査報告を求めます。 

 産業建設委員長。 

○産業建設委員長（井出進一君） 産業建設委員会審査報告をいたします。 

 本委員会は、６月23日に付託された議案について、24日に審査した結果、次のとおり決定したの

で、会議規則第103条の規定により報告をいたします。 

 議案第51号 東御市工場立地法準則条例、原案を可決すべきものと決定。 

 審査経過、特に申し上げることはございません。 

 議案第55号 財産の処分について、原案を可決すべきものと決定。 

 審査経過を申し上げます。 

 今後、新たな企業を誘致し、雇用を確保していくためには新たな工業団地の造成を検討する時期

になっているのではないかとの意見がありました。 

 以上、報告終わります。 

○議長（櫻井寿彦君） これから委員長に対する質疑を行います。 

（「なし」と言う人あり） 

○議長（櫻井寿彦君） 質疑なしと認めます。 

 産業建設委員長、着席願います。 

 これから議題51号の討論を行います。 

（「なし」と言う人あり） 

○議長（櫻井寿彦君） 討論なしと認めます。 

 これから議案第51号を採決いたします。本案に対する委員長の報告は可決すべきものとの決定で

あります。 

 お諮りします。本案は委員長の報告のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と言う人あり） 

○議長（櫻井寿彦君） 異議なしと認めます。 

 議案第51号は委員長の報告のとおり可決されました。 

 次に、議案第55号の討論を行います。 

（「なし」と言う人あり） 

○議長（櫻井寿彦君） 討論なしと認めます。 

 これから議案第55号を採決いたします。本案に対する委員長の報告は可決すべきものとの決定で

あります。 

 お諮りします。本案は委員長の報告のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と言う人あり） 

○議長（櫻井寿彦君） 異議なしと認めます。 
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 議案第55号は委員長の報告のとおり可決されました。 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第 ４ 議案第５２号 東御市特別職の職員の退職手当に関する条例の一部を改

正する条例 

（委員長報告、質疑、討論、採決） 

○議長（櫻井寿彦君） 日程第４ 議案第52号 東御市特別職の職員の退職手当に関する条例の一

部を改正する条例を議題とします。本案に対する審査報告を求めます。 

 総務文教委員長。 

○総務文教委員長（長越修一君） 総務文教委員会審査報告を申し上げます。 

 本委員会は、６月23日に付託された議案について、24日に審査した結果、次のとおり決定したの

で、会議規則第103条の規定によりご報告申し上げます。 

 議案第52号 東御市特別職の職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例、原案を可決す

べきものと決定。 

 審査経過、特に申し上げることはございません。 

 以上、報告を終わります。 

○議長（櫻井寿彦君） これから委員長に対する質疑を行います。 

（「なし」と言う人あり） 

○議長（櫻井寿彦君） 質疑なしと認めます。 

 総務文教委員長、着席願います。 

 これから議案第52号の討論を行います。 

（「なし」と言う人あり） 

○議長（櫻井寿彦君） 討論なしと認めます。 

 これから議案第52号を採決いたします。本案に対する委員長の報告は可決すべきものとの決定で

あります。 

 お諮りします。本案は委員長の報告のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と言う人あり） 

○議長（櫻井寿彦君） 異議なしと認めます。 

 議案第52号は委員長の報告のとおり可決されました。 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第 ５ 議案第５３号 東御市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例 

（委員長報告、質疑、討論、採決） 

○議長（櫻井寿彦君） 日程第５ 議案第53号 東御市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例を議題とします。本案に対する審査報告を求めます。 
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 社会福祉委員長。 

○社会福祉委員長（阿部貴代枝さん） 社会福祉委員会審査報告を申し上げます。 

 本委員会は、６月23日に付託された議案について、24日に審査した結果、次のとおり決定したの

で、会議規則第103条の規定により報告いたします。 

 議案第53号 東御市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正す

る条例、原案を可決すべきものと決定。 

 審査経過、子どもの安全を第一に考えるべきであり、質を落として保育所を確保するということ

は時代に逆行する。安全面が担保できるか、市として検証を行い判断すべきという意見がありまし

た。 

 採決の結果、賛成多数で原案を可決すべきものと決定しました。 

 以上、報告終わります。 

○議長（櫻井寿彦君） これから委員長に対する質疑を行います。 

（「なし」と言う人あり） 

○議長（櫻井寿彦君） 質疑なしと認めます。 

 社会福祉委員長、着席願います。 

 これから議案第53号の討論を行います。 

 平林千秋君、委員長の報告に反対ですか、賛成ですか。 

○９番（平林千秋君） 反対です。 

○議長（櫻井寿彦君） 横山好範君、委員長の報告に反対ですか、賛成ですか。 

○３番（横山好範君） 賛成です。 

○議長（櫻井寿彦君） ほかにございませんか。 

 まず委員長の報告に反対者の発言を許します。登壇の上、討論願います。 

 平林千秋君。 

○９番（平林千秋君） 日本共産党の平林でございます。ただいま議題となりました家庭的保育事

業等の設備及び運営に関する条例の一部を改正する条例案を可決すべきとする社会福祉委員長の報

告に反対する討論を行います。 

 本改正案は、小規模保育事業及び事業所内保育事業に利用する建物のうち、保育室等を４階以上

に設ける建物の避難設備に関する基準を緩和するものであります。現行基準では、避難用設備につ

いて、屋内と避難用階段室とはバルコニー、または外気に接する窓、もしくは排煙設備のある付室

を通じて連絡することとされています。本改正案は、ここで言う付室について、窓及び排煙施設が

なくてもよいとするものであります。自力では脱出し得ない乳幼児を預かる保育施設の安全基準は

万全なものであることが求められます。 

 厚生労働省も災害避難の観点から、保育室は原則として１階に設けることが望ましい。やむを得

ず２階以上に保育室を設ける場合は、防災上必要な措置をとることが望ましいとしてきました。こ
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の観点から従来、４階以上の保育室の設置は煙に巻かれず、救難に当たる消防隊などが外から確認

できる屋外避難階段のみを許可条件としてきました。これが高層階に保育室を設ける歯止めとも

なってきたものです。 

 ところが２年前の子ども・子育て支援新制度の論議の中で、財界人などでつくる規制改革会議な

どが、保育分野をマーケットとして株式会社等の企業進出を容易にし、高層ビルや雑居ビルにも事

業所内保育所を容易につくれるようにするため、これまでの基準を阻害要因として攻撃し、緩和を

求めてきました。 

 こうした圧力の中で、これまでと同等の安全性と代替手段を前提として基準を緩和するとして、

屋内の特別避難階段でも可能とする現行基準になったものです。しかしその際にも、当該建物の中

において乳幼児や避難誘導のための保育士等が安全に避難し、外部から救助を待つことができる広

さのスペースの確保、このために避難階段前の付室や区画された部屋、保育室とは別の外気に接す

る安全なスペースの確保が必要だとして、現行規定のように付室には窓ないし排煙施設を具備する

ことを要件としてきたものであります。 

 今回の提案は、これまでと同等の安全性を確保するとしている付室における外気に接する窓や排

煙設備をなくしてしまおうということです。これでいざというとき、子どもたちの安全は確保でき

るのか、根本的な検討が必要であります。なぜわずか２年で問題になってきた基準を緩和するのか、

その説明も必要となります。 

 今回の改定提案は、国の政令が変わったからと読みかえ規定の提案のようであります。しかしこ

の実施については、いわゆる参酌基準であり、自動的に右へ倣えというものでもありません。小規

模保育事業等の許認可権は市町村の権限であり、国の基準を参考にしながらも自治体として決める

ことができる分野であります。既に東御市では、この小規模保育等の設備、運営に関する基準につ

いて、保育士の配置では小規模保育Ａ型、Ｂ型、Ｃ型及び事業所内保育施設のいずれでも保育の質

を確保するためとして、すべて資格を持った保育士が当たるという国の緩和基準と異なる基準を採

用しております。 

 今回の避難設備の基準についても、子どもの安全確保を第一に、十分に検討して決めるべきもの

だと考えます。 

 また、今回の改定案は、保育所待機児童解消のために必要だとの議論もありますので、これにも

若干触れておきます。全国の待機児童数は２万3,000人余に上り、５年ぶりに増加しております。

確かに状態は深刻です。入所を申し込んだが、前年より13万人も増えたのに、保育所増設、設備の

速度と規模が親の希望に追いつかないという実態が浮き彫りになっています。今、求められている

のは、公立、認可保育園の計画的、安定的な増設整備、保育士不足解消へ向かって国の責任による

抜本的な処遇改善を行うことであります。安上がりに済む基準緩和ではないと思います。また事業

所内保育所の推進になるとの議論もあります。しかし少なくとも現行基準で行えばよく、子どもの

安全を後景に押しやれば犠牲は子どもたちにしわ寄せされるということをよく考えるべきだと私は
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思います。 

 東御市は、小規模保育施設等の許認可権を持ちます。地域の子どもたちが安全に、健やかに育つ

環境を整える、このことを第一に考え、その権限内で自主的に十分検討して対応すべきだと思いま

す。 

 以上指摘して、本条例改定に反対する討論といたします。 

○議長（櫻井寿彦君） 次に委員長の報告に賛成者の発言を許します。 

 横山好範君。 

○３番（横山好範君） ただいまの委員長の報告に賛成の立場で討論をいたします。 

 家庭的保育事業等の設備、運営につきましては、児童福祉法において市町村は条例で基準を定め

なければならないとされています。また、条例を定めるに当たっては、家庭的保育事業等の設備及

び運営に関する基準、これは厚生労働省令でありますが、これに従って、あるいは参酌するものと

されております。児童の身体的、精神的、社会的に必要な保育の水準を確保することを目的として

いると、こういうことであります。 

 省令の一部改正が28年６月１日に施行されたことに伴い、市条例の改正が提案されたものであり

ます。今回の改正される内容は、保育室が４階以上に設けられている場合に、屋内の避難用階段へ

通じる付室の構造を変更し、排煙設備の設置規定を除く等のものでありますが、屋内の避難用階段

及び付室の構造は、耐火性を十分に考慮した構造となっており、付室の出入り口も耐火構造とされ

ていることから、安全性は保たれていると考えられます。 

 また、このほかにも周辺市町村における改正の動きにも考慮する必要があります。 

 以上のことから、この条例改正は委員長の報告のとおり可決することに賛成をします。 

 以上です。 

○議長（櫻井寿彦君） これで討論を終わります。 

 これから議案第53号を採決します。本案は挙手により採決します。本案に対する委員長の報告は

可決すべきものとの決定であります。 

 お諮りします。本案は委員長の報告のとおり決定することに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（櫻井寿彦君） 挙手多数であります。 

 議案第53号は委員長の報告のとおり可決されました。 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第 ６ 議案第５４号 平成２８年度東御市一般会計補正予算（第３号） 

（質疑、討論、採決） 

○議長（櫻井寿彦君） 日程第６ 議案第54号 平成28年度東御市一般会計補正予算（第３号）を

議題とします。 

 これから質疑を行います。 
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 平林千秋君。 

○９番（平林千秋君） それでは何点かお伺いいたします。 

 ９ページ、これは湯の丸高原施設整備促進事業に関連したもので何点かあります。１つは、湯の

丸高地トレーニング施設関連業務委託料150万円の減額でありますが、これは当初予算から見て150

万円、皆減というふうになっております。それでその下の施設整備推進委員会負担金、これに組み

かえるという中身ですが、その経緯をお知らせ願いたいと思います。 

 それと湯の丸関連でまとめてお伺いします。スポーツツーリズム調査等委託料ですが、この調査

によってどういう回答というのですか、どういう実態、答申を得ようとしている、それを想定して

いるかという具体的中身をお知らせ願いたいと思います。 

 それから同じく同じ欄の散策路等調査測量委託料ですが、これはまた板平というふうに聞いてお

りますが、この調査の着手によって今後の開発、どんなことを展望しているための調査なのかとい

うことをお伺いします。 

 それと湯の丸に関連してですが、11ページの湯の丸高原観光対策事業費の登山道環境整備工事事

業、これは池の平の遊歩道の整備だと思いますけれども、具体的にどんな規模で、どの箇所をやろ

うとしているのか、それをお伺いします。 

 それから追加でもう１点、９ページに戻りますが、農林水産業費の（12）クラスター推進事業の

うち、土壌成分等分析業務委託料、この事業目的、どんな成果を期待しているか、それをお知らせ

願いたいと思います。 

 以上です。 

○議長（櫻井寿彦君） 総務部長。 

○総務部長（掛川卓男君） 湯の丸高原施設整備推進事業費の内容等につきまして、企画財政課長

からお答えをいたします。 

○議長（櫻井寿彦君） 企画財政課長。 

○企画財政課長（岩下正浩君） それでは平林議員のまず湯の丸高原高地トレーニング施設誘致関

連業務委託料150万円皆減しまして、負担金等で再補正をさせていただいた中身について説明をさ

せていただきます。 

 まず６月10日、高地トレーニング拠点・プール施設整備推進委員会が開かれました。第１回の会

議が開かれました。これ以前の会議からこの会議に移行していくということにつきましては、これ

までも会議の中で説明をさせていただいてまいったところでありまして、今回６月10日の会議で日

本水泳連盟が中心となった推進委員会というものが立ち上がりまして、日本水泳連盟から２名、長

野県水連、長野県水泳連盟障害者水泳協会、そして長野県、そして有識者が２名、それと東御市長

ということで、８名の委員が水連から委嘱を受けまして、そして検討の段階に入ったというもので

あります。 

 当初予算の中では150万円を委託料として上げてありまして、それは以前の誘致推進委員会とい
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う中の使用を見込んでおりましたので、委託料ということで見込んでおりましたけれども、今後は

推進委員会ということで進めていくということになりましたので、今回150万円は皆減をさせてい

ただきます。 

 今後の中身につきましては、19の負担金にあります施設整備推進委員会負担金60万円、これを東

御市も水連が進める中身に協力をしていくということで東御市が半分、水連が半分、それぞれ持ち

合いまして、この推進委員会を運営していくということになっています。 

 それと９の旅費、普通旅費30万円を見込んでおりますけれども、これは委員、また職員が水連と

打ち合わせ等、また会議に出席する旅費ということで東御市分の出張旅費ということで見込んでい

るところでありまして、水連と東御市、協力をし合いながら今後、誘致、建設推進活動を進めてい

くということでございます。 

 続きまして、スポーツツーリズム調査企画等委託ということで1,362万円を今回上げさせていた

だきました。それとあわせて散策路等調査測量等委託料ということで1,250万円、この２つの事業

につきましては、歳入で見込んでございますけれども、国庫支出金で地方創生加速化交付金という

ことで、総額では6,292万円を見積もってあるところですけれども、そのうちのこの２つの事業と

いうことになってきます。地方創生ということで国の事業、国の交付金100％ということで見積

もっているところでありまして、この事業の目指すものといいますのは、湯の丸高原の観光地整備

をそれぞれのところで施設をぽつんぽつんと点で整備をしていくということでなくて、面的に観光

地を経営していくという、一般的にいいますとＤＭＯというような言い方をしますけれども、観光

地を経営するという観点から湯の丸高原全体を整備していく、そのような考え方の中で取り組んで

いくものであります。 

 今回、スポーツツーリズムの調査につきましては、高地トレーニング環境を生かしたスポーツ

ツーリズム、エコツーリズム、ヘルスツーリズム、健康増進のためのツーリズムですね、エコ・ヘ

ルスツーリズムというのは。そういうものを今後湯の丸高原に観光客を呼び込むための旅行商品、

体験プログラム、そういうものを企画、開発、設計をしていただくということで考えているもので

あります。 

 また、湯の丸高原山岳観光も誘客が盛んなわけでありまして、そのための山岳観光用のショップ、

山登り用品とか、そういうものですね、そういうショップ、アンテナショップを湯の丸に誘致する、

そういうことがどうやったら可能なのか、また今後どういうふうに進めていくのか、そのところを

誘致するために調査委託をしていきたいという考え方であります。それがスポーツツーリズム調査

企画等委託料であります。 

 続きまして、散策路等調査でありますけれども、湯の丸の第６リフトの南側に位置します一般的

にまな板平という、少し平らになったところがございますけれども、そこのところに散策路、あわ

せてジョギングができるトレイルランロードを整備したいということで、湯の丸高原施設整備基本

構想の中で位置づけてある場所でありまして、今後このまな板平にランニングロード、散策路を整
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備するに当たりまして、どういうような道をどういう、傾斜とかいろいろありますので、どういう

ふうにやったらいいのか、その辺を調査、測量を委託していきたいというふうに考えています。 

 ただ、今後どのようにその事業化を図っていくのか、これについてはまだ未定の段階であります。 

 以上です。 

○議長（櫻井寿彦君） 産業経済部長。 

○産業経済部長（北沢 達君） まず９ページの農林水産業費の土壌成分等分析業務委託料につき

ましては、後ほど農林課長の方からご説明いたします。 

 私の方からは、11ページの湯の丸高原観光対策事業費のうちの登山道環境整備工事費の関係につ

きましてご説明させていただきます。 

 まず今回この工事におきましては、池の平駐車場から池の平までおりていく道路が約440メート

ルほど特殊舗装になっております。そこの部分が経年劣化等によりまして、修復が必要になったと

いうことで、部分的に改修をするものでありまして、おおむね延長440メートルのうち半分ぐらい、

220メートルほどを舗装のやりかえをしたいというふうに考えております。 

 あとこの登山道等整備工事費の中には、登山道の既設の案内看板等の取りかえ設置として、52基

ほどの看板の取りかえをあわせて行いたいということで予算を計上させていただいているところで

ございます。 

 以上です。 

○議長（櫻井寿彦君） 農林課長。 

○農林課長（金井 泉君） ９ページの産業クラスター推進事業の委託料のうち、土壌成分分析業

務委託料500万円につきまして、その事業内容と事業の目指すところということに関してお答えい

たします。 

 これにつきましては市の特産物でありますクルミ、それから八重原米、ワイン用ブドウ等につき

まして、科学的根拠に基づく機能性食品的な側面を明確にすること、また土壌分析等によりまして、

今後予定しております地理的表示保護制度への登録などに向けた基礎データの収集等を行っていき

たいということで実施するものであります。 

 具体的な事業内容としましては、作物のつくられております土壌、それから先ほど申し上げた農

産物の成分の分析の委託業務と、土壌分析の結果、市内そこらじゅうの畑を行う予定、300カ所ほ

ど行う予定にしておりますけれども、それを地図上に落としまして、データを整理して、今後の資

料としていくということを目的としております。 

 以上でございます。 

○議長（櫻井寿彦君） 平林千秋君。 

○９番（平林千秋君） １点だけ追加してお聞きします。高地トレーニングプールに関連しての委

託ですが、150万円皆減して、今回新しく設置した推進委員会の負担金ということで、そのほかに

関連旅費ですね。それと予算歳出項目は高地トレーニングプールの構想推進というこの項目しかあ
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りませんで、水連が中心になった推進委員会に業務委託する、そのほかに東御市として引き続き今

年度の事業で、何か事業として、推進事業として行う予定はないということ、そういう理解、予算

上はそういう理解でありますが、そういうことになりますか。その関係はどうなんでしょう。 

○議長（櫻井寿彦君） 企画財政課長。 

○企画財政課長（岩下正浩君） 高地トレーニング用プール関連に関してはないということでござ

います。 

○議長（櫻井寿彦君） ほかにございませんか。 

 若林幹雄君。 

○７番（若林幹雄君） それでは２点ほどお願いしたいと思います。 

 ９ページのところでございます。先ほど話がありました産業クラスター推進事業費の特産物ブラ

ンド化促進業務委託料、それからその下の特産果樹生産実態等調査委託料、これの目的と、どのよ

うにそれを活用するのかについてお尋ねします。 

 それから11ページのところですが、公債費、今回地方債の繰上償還ということで３億5,400万円

ほど計上されています。ときによって公債、地方債の繰上償還ということは好ましいわけですけれ

ども、今回これは予定されていたのか、あるいは今後の繰上償還の予定なんかがわかりましたらお

願いしたいと思います。 

○議長（櫻井寿彦君） 産業経済部長。 

○産業経済部長（北沢 達君） ８ページ、９ページの産業クラスター推進事業費の特産物ブラン

ド化促進業務委託料、及び特産果樹生産実態等調査委託料につきましては、農林課長の方からご説

明いたします。 

○議長（櫻井寿彦君） 農林課長。 

○農林課長（金井 泉君） 特産物ブランド化促進業務委託料の300万円でございますけれども、

事業内容的にはＩＣＴを活用したプロモーションとブランド力向上につながるマーケティング調査

という内容でございます。 

 具体的な事業内容としましては、ＩＣＴを活用した市や、農産物のプロモーションの実施という

ことで、今現在、考えておりますのは、スマホ用のシティプロモーションのアプリケーションの開

発の委託を予定しております。それともう１点でございますが、今後の農産物の商品化計画や販売

戦略の参考にするためのマーケティング調査の委託を考えております。調査の場所としましては、

湯の丸のサービスエリア内にみえるお客様、それから大田区等での調査の方を予定しております。 

 それともう１点、委託料で特産果樹生産実態等調査委託料の400万円の関係でございます。これ

につきましては特にクルミの関係を想定しておりまして、クルミの生産実態、どうなっているか、

どのくらい畑があるか、どんな品種が生産されているかという内容を委託しまして、特産物である

クルミの実態をつかみたいということが１点と、もう１点につきましては現在クルミの黒斑細菌病

という病気がございます。これに関しまして、その病気に耐性のある品種やら病原菌の遺伝子分析
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を行いまして、今後の栽培振興につなげたいということで、これも委託を予定しております。 

 費用につきましては、地方創生加速化交付金を使いまして、それを全額財源としまして、それを

充てて事業を実施する予定でございます。 

 以上でございます。 

○議長（櫻井寿彦君） 総務部長。 

○総務部長（掛川卓男君） 11ページの地方債の繰上償還の関係につきましては、企画財政課長か

らお答えいたします。 

○議長（櫻井寿彦君） 企画財政課長。 

○企画財政課長（岩下正浩君） 地方債の繰上償還に関しましてですけれども、この繰上償還を当

初から予定していたのかということですけれども、まずこれは当初には予定はしていなかったもの

です。この繰上償還をするに当たっては、市が所有している土地、土地開発公社からの買い戻しの

土地とかが売れた場合、その場合につきましてはその分を順次繰上償還するということになってお

ります。そのために今回繰上償還をするものでして、それとあわせまして今回は利率の高い、今回

繰上償還をするものは1.283％ということで、今、借りている中では一番利率の高いものでありま

して、それを今回の土地売却代金と合わせて減債基金を活用して繰上償還をするものであります。 

 今後のことでありますけれども、今後これによりまして１％以上の起債についてはありませんの

で、今後につきましては今後の財政の状況、また運用状況、そういうものを検討しながら運用して

いくということになると思います。 

 以上です。 

○議長（櫻井寿彦君） ほかにございませんか。 

（「なし」と言う人あり） 

○議長（櫻井寿彦君） 質疑なしと認めます。 

 これから討論を行います。 

（「なし」と言う人あり） 

○議長（櫻井寿彦君） 討論なしと認めます。 

 これから議案第54号を採決します。 

 お諮りします。本案を原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と言う人あり） 

○議長（櫻井寿彦君） 異議なしと認めます。 

 議案第54号は原案のとおり可決されました。 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第 ７ 陳情第４９号 次期介護保険制度改正における福祉用具・住宅改修の見

直しに関する陳情書 

（委員長報告、質疑、討論、採決） 
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○議長（櫻井寿彦君） 日程第７ 陳情第49号 次期介護保険制度改正における福祉用具、住宅改

修の見直しに関する陳情書を議題とします。本件に対する審査報告を求めます。 

 社会福祉委員長。 

○社会福祉委員長（阿部貴代枝さん） 社会福祉委員会審査報告を申し上げます。 

 本委員会は、６月23日に付託された陳情について、24日に審査した結果、次のとおり決定したの

で、会議規則第103条の規定により報告いたします。 

 陳情第49号 次期介護保険制度改正における福祉用具、住宅改修の見直しに関する陳情書、採択

すべきものと決定。 

 審査経過は特に申し上げることはございません。 

 以上、報告終わります。 

○議長（櫻井寿彦君） これから委員長に対する質疑を行います。 

（「なし」と言う人あり） 

○議長（櫻井寿彦君） 質疑なしと認めます。 

 社会福祉委員長、着席願います。 

 これから陳情第49号の討論を行います。 

（「なし」と言う人あり） 

○議長（櫻井寿彦君） 討論なしと認めます。 

 これから陳情第49号を採決いたします。この陳情に対する委員長の報告は、採択すべきものとの

決定であります。 

 お諮りします。この陳情は委員長の報告のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と言う人あり） 

○議長（櫻井寿彦君） 異議なしと認めます。 

 陳情第49号は委員長の報告のとおり採択することに決定しました。 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第 ８ 陳情第５０号 ことば・きこえの通級指導教室設置の陳情書 

（委員長報告、質疑、討論、採決） 

○議長（櫻井寿彦君） 日程第８ 陳情第50号 ことば・きこえの通級指導教室設置の陳情書を議

題とします。本件に対する審査報告を求めます。 

 総務文教委員長。 

○総務文教委員長（長越修一君） 総務文教委員会陳情審査報告を申し上げます。 

 本委員会は、６月23日に付託された陳情について、24日に審査した結果、次のとおり決定したの

で、会議規則第103条の規定によりご報告申し上げます。 

 陳情第50号 ことば・きこえの通級指導教室設置の陳情書、採択すべきものと決定。 

 審査経過、特に申し上げることはございません。 
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 以上、報告終わります。 

○議長（櫻井寿彦君） これから委員長に対する質疑を行います。 

（「なし」と言う人あり） 

○議長（櫻井寿彦君） 質疑なしと認めます。 

 総務文教委員長、着席願います。 

 これから陳情第50号の討論を行います。 

（「なし」と言う人あり） 

○議長（櫻井寿彦君） 討論なしと認めます。 

 これから陳情第50号を採決いたします。この陳情に対する委員長の報告は、採択すべきものとの

決定であります。 

 お諮りします。この陳情は委員長の報告のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と言う人あり） 

○議長（櫻井寿彦君） 異議なしと認めます。 

 陳情第50号は委員長の報告のとおり採択することに決定しました。 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第 ９ 議員提出議案第 ４号 次期介護保険制度改正における福祉用具・住宅

改修の見直しに関する意見書の提出について 

（上程、説明、質疑、討論、採決） 

○議長（櫻井寿彦君） 日程第９ 議員提出議案第４号 次期介護保険制度改正における福祉用具、

住宅改修の見直しに関する意見書の提出についてを議題とします。本案を書記に朗読させます。 

○書記 議員提出議案第４号 次期介護保険制度改正における福祉用具、住宅改修の見直しに関す

る意見書の提出について。 

 地方自治法第99条の規定により、内閣総理大臣、厚生労働大臣あて、別記のとおり提出するもの

とする。 

 平成28年６月29日。 

 東御市議会議長、櫻井寿彦様。 

 提出者、東御市議会議員、阿部貴代枝。 

 賛成者、横山好範、平林千秋、依田俊良、三縄雅枝、町田千秋。 

 別記 

 次期介護保険制度改正における福祉用具、住宅改修の見直しに関する意見書。 

 記 

 平成27年６月30日に閣議決定された「骨太の方針」の中で、次期介護保険制度改正に向けて軽度

者に対する福祉用具貸与等の給付の見直しを検討することが盛り込まれました。現行の介護保険制

度による福祉用具、住宅改修のサービスは高齢者自身の自立意欲を高め、介護者の負担軽減を図る
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という極めて重要な役割を果たしています。 

 例えば手すりや歩行器など、軽度者向け福祉用具は、転倒、骨折予防や自立した生活の継続を実

現し、重度化を防ぎ遅らせることに役立っています。また、安全な外出機会を保障することによっ

て、特に一人暮らしの高齢者のとじこもりを防ぎ、社会生活の維持につながっています。 

 仮に軽度者に対する福祉用具、住宅改修の利用が原則自己負担になれば、特に低所得世帯等弱者

の切り捨てになりかねず、また、福祉用具、住宅改修の利用が抑制され、重度化が進展し、結果と

して介護保険給付の適正化という目的に反して高齢者の自立的な生活を阻害し、給付費が増大する

おそれがあります。 

 以上の理由から、次期介護保険制度改正における福祉用具、住宅改修の見直しにおいては高齢者

の自立を支援し、介護の重度化を防ぐといった介護保険の理念に沿って介護が必要な方の生活を支

える観点から検討を行うことを強く求めます。 

 以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

○議長（櫻井寿彦君） 本案に対する提案者の趣旨説明を願います。 

 阿部貴代枝さん。 

○８番（阿部貴代枝さん） 議員提出議案第４号につきましては、ただいま書記が朗読したとおり

でございます。よろしくご審議の上、ご決定賜りますようお願い申し上げます。 

○議長（櫻井寿彦君） これから提案者に対する質疑を行います。 

（「なし」と言う人あり） 

○議長（櫻井寿彦君） 質疑なしと認めます。 

 阿部貴代枝さん、着席願います。 

 これから議員提出議案第４号の討論を行います。 

（「なし」と言う人あり） 

○議長（櫻井寿彦君） 討論なしと認めます。 

 これから議員提出議案第４号を採決します。 

 お諮りします。本案を原案のとおり決定することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と言う人あり） 

○議長（櫻井寿彦君） 異議なしと認めます。 

 議員提出議案第４号は原案のとおり可決をされました。 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎日程第１０ 議員派遣について 

○議長（櫻井寿彦君） 日程第10 議員派遣についてを議題とします。 

 お手元に配付しました議員派遣日程のとおり、地方自治法第100条第13項及び会議規則第160条の

規定により議員を派遣したいと思います。 

 お諮りします。別紙議員派遣日程表のとおり議員を派遣することにご異議ありませんか。 
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（「異議なし」と言う人あり） 

○議長（櫻井寿彦君） 異議なしと認めます。 

 よって、議員派遣日程表のとおり議員を派遣することに決定しました。 

 これで本日の日程はすべて終了しました。 

 会議を閉じます。 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎市長閉会あいさつ 

○議長（櫻井寿彦君） ここで市長からあいさつがあります。 

 市長。 

○市長（花岡利夫君） 平成28年第２回定例会の閉会に当たり、一言御礼のごあいさつを申し上げ

ます。 

 ６月３日に開会されました今定例会は、本日まで27日間にわたり、提案させていただいた諸議案

について慎重なるご審議をいただきました。いずれの議案も原案どおりご承認、ご決定を賜り、厚

く御礼申し上げます。 

 今定例会は、４月の市長選挙後の初の定例会でありましたので、初日には今後４年間の市政運営

の基本方針と施策の一端を所信表明として申し述べさせていただきました。ご審議いただく中で、

議員の皆様から市政に対する貴重なご意見やご提言を賜り、誠にありがとうございました。今後の

市政運営に生かしてまいりたいと考えております。 

 先日、東洋経済新報社から全国813の市と区を対象にした「住みよさランキング2016」が発表さ

れました。昨年全国で52位であった本市は、今回51位にランキングされました。「住みよさランキ

ング」は、公的な統計をもとに、それぞれの市などが持つ都市力を安心度、利便度、快適度、富裕

度、住居水準充実度の５つの観点から偏差値を算出し、これらの平均値で総合評価としてランキン

グづけされたものであります。長野県内では、２番目であったものの、全国では昨年よりも順位が

１つ上がったことで、改めてバランスのとれた市政運営の重要性を感じるとともに、２年続けての

高い順位に本市の住みよさは本物であると確信したところでございます。 

 本市は、豊かな自然と日当たりのよさ、更に空の広さと景観のすばらしさ、住む人の明るさと優

しさ、都心や県内主要都市からの近さ、アクセスのよさ、そして近隣の市への通勤距離が短く、住

むにはちょうどいい環境にあり、まさにほどよく田舎でございます。標高差を生かした観光資源や

農産物に加え、６次産業化の推進等により本誌の魅力を更にアップさせることで、東御市のすばら

しさや住みよさを全国に知っていただき、移住者を誘ってまいります。 

 また、市民の皆様が暮らしやすさをより実感できるまちづくりを進めるため、職員のみならず市

民の皆様や議員各位がともに手を携え、一人の百歩より百人の一歩で東御市発展のためにお力添え

をいただきますようお願い申し上げます。 

 時節柄、遠く沖縄では梅雨明けが報じられ、本格的な酷暑の季節を迎えることとなります。議員
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の皆様におかれましては、健康に十分ご留意いただき、いよいよご活躍をご祈念申し上げ、簡単で

はございますが、閉会のごあいさつとさせていただきます。どうもありがとうございました。 

――――――――――――――――――――――――――――― 

◎閉会の宣告 

○議長（櫻井寿彦君） これをもちまして、平成28年東御市議会第２回定例会を閉会とします。 

 ご苦労さまでした。 

（午後 ２時２４分） 

 

○事務局長（堀内和子さん） お知らせいたします。ただいまより表彰の伝達式を行いますので、

しばらくそのままお待ちください。 

 去る５月31日、東京国際フォーラムで開催されました全国市議会議長会第92回定期総会の席上に

おきまして、堀高明議員が表彰状を、櫻井寿彦議長が感謝状を受けられましたので、ここで表彰状

並びに感謝状の伝達を行います。 

 堀高明議員、恐縮ですが、前にお進みください。 

 それでは堀高明議員への伝達を議長から申し上げます。 

○議長（櫻井寿彦君） 表彰状。東御市、堀高明殿。 

 あなたは市議会議員として15年市政の振興に努められ、その功績は著しいものがありますので、

第92回定期総会に当たり、本会表彰規定により表彰いたします。 

 平成28年５月31日。 

 全国市議会議長会会長、岡下勝彦。 

（拍 手） 

○事務局長（堀内和子さん） 市議、おめでとうございました。 

○１８番（堀 高明君） どうもありがとうございました。 

○事務局長（堀内和子さん） 続きまして、櫻井寿彦議長への伝達を清水副議長から申し上げます。 

 副議長、前へお願いいたします。 

○副議長（清水新一君） 感謝状。東御市、櫻井寿彦殿。 

 あなたは全国市議会議長会地方行政委員会委員として、会の運営の重責に当たられ、本会の使命

達成に尽くされた功績は誠に顕著なものがありますので、第92回定期総会に当たり、深甚な感謝を

表彰します。 

 平成28年５月31日。 

 全国市議会議長会会長、岡下勝彦。 

（拍 手） 

○事務局長（堀内和子さん） 櫻井議長、誠におめでとうございました。 

 それでは改めまして、お２人に拍手をお願いいたします。 
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（拍 手） 

○１８番（堀 高明君） 一言、お礼を申し上げたいと思います。 

 北信越議長会に続いて、全国議長会から表彰状をいただき、非常に光栄に存じております。本当

にありがとうございました。 

 議員生活20年になりますが、この間、ご支援いただいたすべての皆様に感謝を申し上げ、お礼と

いたします。ありがとうございました。 

（拍 手） 

○事務局長（堀内和子さん） おめでとうございました。 

 以上をもちまして、表彰等の伝達を終わりといたします。散会してください。ありがとうござい

ました。 

 

 


